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奥州市議会全員協議会 会議録 
 

 

【日  時】 令和３年10月18日（月） 14:25～17:13 

【場  所】 ７階 委員会室 

【出席議員】 （24名） 

小野寺隆夫 佐藤郁夫 小野優 及川春樹 千葉和彦 高橋晋 小野寺満 高橋浩 

千葉康弘 瀨川貞清 千葉敦 廣野富男 及川佐 菅原由和 飯坂一也 髙橋政一 

加藤清 阿部加代子 中西秀俊 菅原明 小野寺重 藤田慶則 今野裕文 及川善男 

【欠席議員】 渡辺忠 

【出             席             者】 小沢市長 及川副市長 新田副市長 髙橋教育長 千葉総務企画部長 

 佐藤健康こども部長 千田財務部長 浦川協働まちづくり部長 佐賀商工観光部長 

菊地農林部長 高橋福祉部長 朝日田医療局経営管理部長 千葉教育部長 

菅野健康増進課長 千田健康増進課主幹 千葉健康増進課保健師長 

二階堂政策企画課長 羽藤財政課長 佐藤学校教育課長 

及川教育総務課長 佐藤教育総務課課長補佐 

小野寺市民環境部長 高橋生活環境課長 

阿部政策企画課課長補佐 

瀬川議会事務局長 高橋議会事務局次長 千田議会事務局副主幹 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

【次  第】 

１ 開  会 

２ 挨  拶 

３ 協  議 

(1) 説明事項 

① 新型コロナウイルス感染症の対応状況について 

② 江刺第一中学校旧屋内運動場解体及び駐車場整備工事の変更に伴う補正予算の計上につい 

 て 

  ③ えさしクリーンパーク運営管理補助について 

④ 第２次奥州市総合計画後期基本計画中間案に対する市議会からの意見の反映等について 

  ⑤ 奥州市版ＳＤＧｓの策定について 

(2) 協議事項 

議会改革検討委員会検討結果について 

４ そ の 他 

５ 閉  会 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

【概  要】 

１ 開会 （略） 

 

２ 挨拶 

（小野寺議長） 特別委員会終了後、本当にご苦労さまでございます。大分秋の取り入れも終わり

まして、ほっとしているところかと思いますが、何せ、明日から票の取り入れに忙しくなる

方々もおると思いますが、今日の全員協議会では５項目ほど、市長から説明事項が寄せられて
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おりますので、最後までよろしくお願いいたします。市長からご挨拶お願いします。 

 

（小沢市長） 引き続きの協議誠にありがとうございます。先ほどの特別委員会で出ました意見に

ついては真剣に一つ一つ検討いたして、対応できる部分についてはしっかり対応していかなけ

ればならないというふうなことを改めて自覚いたしましたので、さよう進めて参りたいと思い

ます。さて、ただいまからの全協については５項目お話をさせていただきます。気になった点、

或いはお気づきの点などがあれば、ご指摘をいただければと思います。どうぞよろしくお願い

いたします。 

（小野寺議長） 欠席議員は、26番、渡辺忠議員でございます。 

 

３ 協議 

(1) 説明事項 

① 新型コロナウイルス感染症の対応状況について 

（小野寺議長） それでは早速協議に入ります。(1)の説明事項でございます、①新型コロナウイル

ス感染症の対応状況について、当局から説明をお願いいたします。佐藤健康こども部長。 

（佐藤健康こども部長） 新型コロナウイルス感染症対策の対応状況についてでございます。大分

感染者も減ってきてございます。９月15日に開催した全員協議会以降の部分について、対策本

部会議等の開催状況等を健康増進課長から説明いたします。 

（小野寺議長） 菅野健康増進課長。 

（菅野健康増進課長） 健康増進課の菅野でございます。私から、新型コロナウイルス感染症対策

の対応状況についてご説明申し上げます。 

資料の１ページをご覧ください。１の経過報告でございます。(1)の対策本部会議等の開催

状況でありますが、ご覧のとおり、第35回の対策本部会議と、２回の臨時の対策本部会議を開

催してございます。また、９月21日に第１回奥州市予防接種被害調査委員会を、また、９月30

日に第９回奥州市国民健康保険臨時診療所の運営委員会を開催しております。 

(2)の岩手県内の陽性者の状況でございます。タブレット配信の資料は、10月12日火曜日に

県が公表した数字となっております。県の公表では、本日も県内での新規の感染者はありませ

んでした。県では、10月11日以降、８日間連続で新規の感染者が確認されておりませんし、昨

日時点では入院患者もゼロとなってございます。奥州保健所管内においても、９月19日から新

規感染者は確認されておりませんので、ちょうど１か月間、新規感染者ゼロという状況となっ

てございます。管内の４月１日から昨日までの新規感染者の人数の推移は、14ページに資料を

載せてございますので、後ほどご覧いただきたいと思います。10万人当たりの直近の１週間の

新規感染者数も県内、それから奥州保健所管内ともにゼロという状況でございます。 

続いて(3)のワクチン接種の状況でございます。ご覧の数値は、10月11日、１週間前の数値

となります。１回目接種、２回目接種、いずれも岩手県の平均接種率を上回っております。現

在ではすべての年齢の方が予約できる状況となっており、先週は１週間で約4,000人の接種を

進めております。10月末には12歳以上の方、２回目の接種率が70％を超える見込みとなります

し、今後の接種予約数を見ますと、11月末までで約80％の接種率となることが見込まれます。 

次に、２の対策本部会議等の開催内容でございます。最初に、(1)の臨時の対策本部会議で

ございます。ア情報共有では、ワクチン接種後の副反応による健康被害に対する救済給付申請

があったことから、予防接種被害調査委員会を開催することを情報共有し、委員会での協議結

果、３件の申請すべてを、岩手県を通じて厚生労働省に進達することを決定いたしました。参

考までに被害調査委員会に関する資料、手続きの流れを12ページ、13ページに載せてございま

すので、後ほどご確認いただきたいと思います。 

次に、イの協議では、３点について協議を行いました。１点目が岩手緊急事態宣言に伴う市

関連施設の休館等の方針の廃止について。２ページに移りまして、２点目が、②新型コロナウ

イルス感染症の拡大防止に向けたイベント等の対応方針について、県の緊急事態宣言の解除を

受けまして、それぞれの制限を廃止いたしました。３点目は、県の緊急事態宣言の解除に伴い、
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この間の市の対応方針に対して、ご理解ご協力をいただいた市民の皆様に、感染対策への取り

組みに感謝を申し上げ、引き続き感染対策へのお願い、ワクチン接種の進捗状況などをお知ら

せするメッセージを発信しております。 

次に、(2)10月１日開催の臨時の対策本部会議についてでございます。協議事項は１点です。

19都道府県に発令された緊急事態宣言と８県のまん延防止等重点措置が９月30日に全面解除と

なったことを受け、県内及び奥州保健所管内での新規感染者の減少状況を伝え、今後も気を緩

めることなく、感染防止への行動をお願いする市長メッセージを発信してございます。 

次に、(3)10月８日開催の第35回対策本部会議についてでございます。ア報告については、

国内、岩手県内及び奥州保健所管内の陽性者の状況、今後の行事、イベント等の開催状況、寄

付について報告しました。また、10月６日時点のワクチン接種の状況について報告いたしまし

た。イの情報共有では、健康こども部からワクチンの追加接種、３回目接種について、国内外

の感染動向やワクチン接種の効果の持続期間、科学的知見や諸外国の対応状況にかんがみ追加

接種３回目の接種の必要性や、２回目接種完了から概ね８か月後とすることなど、国の方針に

ついて情報共有を図りました。生活支援部会、経営支援部会からは、各種支援策などの状況に

ついて資料をもとに報告し、情報共有を図りました。各部会の報告についてはこの後、各部会

からご説明いたします。 

３ページ目をご覧ください。(4)９月30日開催の第９回奥州市国民健康保険臨時診療所運営

委員会についてでございます。協議、確認事項につきましては次のとおりです。奥州市国民健

康保険臨時診療所（奥州発熱外来診療所）は、管内の医療機関において、ＰＣＲ検査対応がで

きていること、ワクチン接種に医療資源を確保し、接種を進める必要があることから、地域外

来、検査センター機能を持つ臨時診療所を令和３年６月以降休診としてきましたが、県内の感

染状況を踏まえまして、10月以降も引き続き休診とすることを決定いたしました。なおプラザ

イン水沢、江刺総合支所等のワクチン接種の特設会場は、奥州市国民健康保険臨時診療所の巡

回診療所として開設し、接種を進めております。 

最後に、本日の資料に記載はございませんが、今後のスケジュールについて若干ご報告申し

上げます。衆議院選挙の投票日が10月31日に予定されております。江刺総合支所の多目的ホー

ルは、10月23日から30日までは、期日前投票所として、また31日は投票所として使用しますの

で、この間の江刺総合支所でのワクチン接種は、多目的ホールを使用せずに、１階東側玄関か

ら西側玄関に通り抜ける形で会場を設営し、接種予約人数を押さえまして、選挙の投票者と接

種する方が混乱しないよう、誘導しっかりして接種を進めて参ります。なお、11月以降のワク

チン接種については、２回目の接種が終盤となることから、特設会場については、医師会の先

生方のご意見を踏まえまして、江刺の多目的ホール会場と平日のＺホール会場の２会場を、土

日のプラザイン水沢会場に集約する方向で、医療従事者、スタッフ等を集中させて接種を進め

て参ります。 

以上で対策本部事務局の健康増進課からの報告を終わります。 

（小野寺議長） 高橋福祉部長。 

（高橋福祉部長） それでは、生活福祉資金関係、それから生活保護の状況につきましてご報告い

たします。資料の４ページをご覧ください。緊急小口資金、総合支援資金等の貸付の状況です。

９月30日現在で報告をいたします。(1)緊急小口資金につきましては、９月の相談件数が16件、

貸付件数が14件となっております。(2)総合支援資金は、９月の相談件数が18件、貸付件数が計

14件となっております。(3)住居確保給付金は、９月の相談ケースが８件で、決定の件数が計３

件となっております。くらし安心応援室の９月の相談件数は、41件となっております。 

次に、生活保護の状況ですが、９月の相談件数については58件で、そのうちコロナの影響と

考えられる相談は１件、申請に至った件数はございませんでした。以上でございます。 

（小野寺議長） 千葉総務企画部長。 

（千葉総務企画部長） 各種の経営支援の状況について政策企画課長から説明をいたします。 

（小野寺議長） 二階堂政策企画課長。 

（二階堂政策企画課長） それでは私の方から５ページ以降についてお話いたします。経営支援部
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会ということで10月８日現在の事業について触れております。 

まず、商工観光部関係でございます。１番、２番は前回と変わらずということでございます

が、２番の継続補助金、これは春先に行いました最大15万円の給付でございますが、これにつ

いては備考欄に実績値を掲げております。それから３番の宿泊促進事業補助でございます。宿

泊者へ2,000円補助するというものでございますが、９月30日時点で２万1,600人が利用をして

いるという状況でございます。 

それから、貸切りバス利用促進事業、利用料金の一部を補助するものでございますが、これ

も９月30日時点で、執行額として253万7,000円ということになっております。それから５番の

タクシー利用促進支援事業でございます。８月23日から事業開始しておりまして、プレミアム

チケット、10月１日販売開始でございまして、デリタクの方は９月末実績が136件となってお

ります。６ページに進みまして、６番が観光関連事業者支援事業でございます。まず、観光物

産協会の事業としては宣伝広告事業、日帰り入浴利用促進事業等々ございまして、これは当初

予定よりスタート遅れましたけど、10月から順次事業開始をしているところでございます。そ

れから、飲食事業者への支援ということで、プレミアムチケット事業を行うことでスタートし

ておりまして、これも備考欄ご覧いただきますと、11月１日からチケット販売、同じくチケッ

ト使用開始ということになります。10月８日時点で取扱店舗の申込件数が134店舗ということ

になっております。 

それから、７番、８番、２つが９月議会で追加提案ということで議決いただいた中小企業者

補助でございますが、まず、７番の経営支援金給付事業補助金でございますが、岩手県が実施

する支援金の交付を受けた事業者に、１店舗10万円補助するというものでございまして、10月

８日時点で申請件数は164店舗となっております。 

８番の安心飲食店支援金給付事業補助金でございますが、これは岩手県の安心認証を受けた

中小事業者へ１店舗10万円補助するという内容でございますが、10月８日時点で110店舗が申

請をされている状況でございます。そして農林部関係でございます。１番の和牛肥育経営生産

基盤支援事業でございます。この備考欄をご覧いただきますと、今年度牛マルキン発動されて

おりませんでしたが、８月の末に発動されておりまして、それで427万円、補助金を支給して

いるという実績になります。それから２番の肥育素牛自家保有支援事業、これも８月の牛マル

キン発動に伴いまして54万円、補助金交付の実績があるという状況でございます。それから８

ページの３番でございます。意欲ある農業者と飲食店等の連携推進事業でございます。これも

備考欄ご覧いただきますと、今後の予定と書いてありますが、トライアルイベントは、１回目

すでに10月１日から15日まで行っておりまして、農業者14件、飲食店17店舗が参加ということ

でございます。２回目、１月に予定をしております。 

それから４番、令和３年度主食用米作付農家支援事業についてでございます。これも申請期

間終了しておりまして、下から３行目、括弧書き支払累計見ていただきますと、１億969万

4,000円の支払い累計でございまして、申請率は82.1％、予算執行率で96.2％ということでご

ざいますが、９月30日に１番下の行、24件書類がそろっていない農家がございますので、これ

を支払った段階で、実績値ということになります。 

それから、９ページは農林漁業セーフティネットに係る融資等の状況、そして10ページは、

商工業セーフティネットに係る融資及び信用保証の状況でございまして、これについては、後

ほどご確認をいただければというふうに思います。 

以上でございます。 

（小野寺議長） ただいま説明ありました点についてご質問等ありましたらお願いいたします。19

番、阿部加代子議員。 

（阿部加代子議員） 19番、阿部加代子です。今後コロナの感染症に関しましては、予防接種を受

けられない11歳以下の子どもたちをどう守っていくのかということが課題になってくると思う

んですけれど、奥州市としてはどのような対応を考えられているのかお伺いをしたいというふ

うに思います。 

それから、予防接種の３回目が必要だというふうには言われておりますけれども、どういう
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優先順位で行っていくのか、また体制、いつから行うのかとか、具体的なことがわかっていま

したらば、ご説明をいただければというふうに思います。 

それから、資料の６ページ、７ページのところで、ナンバー７、８なんですけれども、想定

の申込みと実際に受けている申請数と大変乖離があるかなというふうに思われます。例えばナ

ンバー７ですと、1,150件の想定が、実際の申し込みは164件だったとか、ナンバー８では想定

が550件だけれども、申し込みが110件しかなかったというようなところの、その乖離は何なの

か、本来その想定するぐらいの方々が受けられるはずだと思うんですけれども、その辺の乖離

は何なのかお伺いしたいというふうに思います。 

（小野寺議長） 佐藤健康こども部長。 

（佐藤健康こども部長） それでは私の方から、１点目と２点目についてお答えいたしたいと思い

ます。また、11歳以下の子どもたちをどうやって守るのかということですが、ここの部分につ

いては、やはり今までどおり基本的な感染対策をきちっとやっていっていただくということに

尽きるのかなと思っております。今まで抗原検査キット等を教育保育施設には送っておりまし

たけれども、それらについては、継続するか今後検討して参りたいというふうに考えておりま

す。２つ目の３回目の予防接種の体制ですが、県と県の医師会等で今、協議している状況でご

ざいまして、まだ市町村の方には降りてきてない。ただ、市町村の方で実施するということに

なりましたので、こちらが降りてきたときに医師会と相談しながらまずは医療従事者からス

タートします。次は、高齢者というふうになって参ります。それも２回目の接種が終わってか

ら８か月以降ということになりますし、接種券の配布等についても市町村が実施していくとい

うことで今、県の方から指示があればすぐ動けるように、市の方としても検討している状況で

ございます。 

以上です。 

（小野寺議長） 佐賀商工観光部長。 

（佐賀商工観光部長） それでは、私の方からはコロナ交付金、飲食店等への交付金の申請状況に

ついてお答えをしたいと思います。まず、この資料につきましては、10月８日時点ということ

で、１週間前の週末での数字について載せてございますけれども、その１週間後、10月15日時

点ですと、おうしゅう企業経営支援金給付事業補助金の方については、申請件数が257店舗とい

うことで、100件近く、この１週間で増えてございます。今日の朝聞き取りして、ちょっと資料

間に合わなかったので、８日の時点の資料ということで本当に申し訳なかったんですけれども、

この間で一応257店舗まで、こちらの方は申請が一応来ていると。８番のおうしゅう安心飲食店

支援給付金につきましては、８日時点では110店舗ということですけれども、申請件数について

は185店舗ということで、70店舗程度増加していると、この１週間でという傾向です。これ、10

月１日から、基本的には申請受付を開始をして、商工会議所或いは商工会さんの方でもマスコ

ミリリース等を通じて公表をしていただいて、ＰＲの方もしていただきながら、直接、対象業

者等にも働きかけをしていただきながら、今申請の方を進めているという状況でございます。 

７番の企業支援の方の認定申請件数1,150件という見込みでやらせていただいてございます

が、この1,150件という部分につきましては、４月から６月に同様の支援金の方をやらせてい

ただいたんですけれども、その際に、その３か月間で申請が実際にあった件数が950件ほど

だったということから、今回申請期間がそれよりも長いということで、その件数にプラスアル

ファ２割程度申請が増えるのではないかということで、1,150件という想定をさせていただい

て今、申請の方進めていただいているという状況でございます。 

あと、おうしゅう安心飲食店の方は550件ということを想定をして今進めているという状況

でございます。これにつきましては実際に奥州市内に商工会議所さん或いは商工会さん等への

登録している飲食店さんについては360、370という件数だったんですけれども、今回、認証と

いうことで、コロナ対策等々も含めて、会議所さんの方と相談をいたしまして、何とか会員以

外の方にも、どんどんそういう対策について、積極的にＰＲをしながらこの際進めると。会員

の獲得という部分も当然、視野に入れながらというお話ですけれども、そのような形で若干、

実際の登録店舗よりも高い数字での見込みの数字ということになってございますが、これにつ
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きましては、現場の方の意見もお聞きしながら、何とか市内全域の飲食店で安心して飲める体

制づくりをできるだけ進めたいという意欲の表れという部分で、今回550店ということでやら

せていただいてございます。 

ですので、ご指摘のとおり、出足が悪いかなという部分は正直ありますけれども、今後、現

場の関係団体、商工関係団体と連携をしながら、取りこぼしのないような形で、対象者につい

ては申請していただくというような形で今後進めて参りたいというふうに考えてございます。 

（小野寺議長） 19番、阿部加代子議員。 

（阿部加代子議員） 19番、阿部加代子です。11歳以下の子どもをどう守っていくかということな

んですけれど、先ほど部長の方からご答弁いただいたように、抗原検査キットを上手く活用し

て早く感染者を見つけるということに尽きるのかなと思いますけれども、子どもの関係する施

設は、教育、それから幼稚園、保育園、こども園、それ以外にも様々ありますので、そういう

ところにもしっかり渡るような形で考えられないのかお伺いしたいと思います。例えば障がい

児を扱っている施設でありますとか、エンゼルプラザでありますとか、様々なところで子ども

たちが関わる施設がありますので、そういうところにも、放課後お世話になるところとか、そ

ういうところでも症状が出た場合にすぐ検査ができるというような体制を整えておくべきだと

思いますので、もう一度お伺いをしたいと思います。 

それから３回目の接種につきましては、従来どおりの医療従事者から高齢者というような順

番になるんだとは思います。今回、様々な教訓があったと思いますので、申し込みが殺到して

様々なクレームが来たとか、そういうことを今回、様々なことを教訓にしながら、３回目はぜ

ひともスムーズな体制で終えられるような形をぜひ検討願いたいと思いますけれども、その点

についてお伺いをします。 

それから市長にお伺いしたいと思います。しばらく感染がこのような状況になりますと、今

度はしっかり経済をまわしていかなければならないと思います。大変冷え込んで、そしてまた

大変苦しまれた事業者の皆様に対して、しっかり応援をしていかなければならないと思います

けれども、市長のお考え等ございましたらお伺いしたいと思います。 

（小野寺議長） 小沢市長。 

（小沢市長） 産業系については、商工業に対しては商工会議所及び商工会、それから、農林業に

ついては２つの農協、こういうふうなところの経済団体と十分に協議をしながら、すべてがで

きるわけではありませんけれども、できれば市民の皆さんに、市内の企業でお買い物を、或い

は市内の企業が最終的に潤うような形で、何らかの支出をしていただけるような仕組みづくり

が大切だなと思うわけであります。いずれ、その部分につきましても、基本的に経済関連団体

と足並みを揃えて、耳を傾けて、できることから一つずつ丁寧に進めて参りたいと考えており

ます。 

（小野寺議長） 佐藤健康こども部長。 

（佐藤健康こども部長） 子どもたちに関わる施設にすぐに症状が出たときに、検査できる体制を

というところでございますが、小中学校の方については教職員の先生方がすぐ対応できるよう

になっていただいておりますし、教育幼保施設についても、今検査キットが行っておりますの

で、子どもに関わる部分の施設について、もう少し、もう１回ちゃんと洗い出して、ちょっと

検討させていただきたいと思います。 

３回目のワクチン接種で、１回目、２回目の相当な教訓があったというのは、そのとおりで

ございます。特にも高齢者の方に、ネット予約やコールセンターでの予約ですごくご迷惑をお

かけしております。この部分については、やっぱり高齢者の方が迷わないように、逆に割り当

てるような形をちょっと検討しているというような状況でございます。若い方々、今やってい

る方々は、コールセンターもそんなに混み合っていませんし、やっぱりちょっと数を検討しな

がら、あとネット予約の方も、あまり問題なく進んでおりますので、特にも高齢者の方々の部

分について、いずれ今回の教訓を生かした形の予約、接種をできるような形を検討していきた

いと思います。 

（小野寺議長） 他にございませんか。１番小野優議員。 
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（小野優議員） １番小野です。今もありました支援策７番、８番ですけれども、こちら阿部議員

が指摘になった申請数がありますけれども、こちらは話を聞いておりますと、今申請してもお

金もらうのまだまだ先だもんね、なので申請しないんだよね、なんて話も聞くわけなんですけ

れども、実際のその支出の時期、従来11月と言われておりましたけれども、その件、改めて今

どういう状況なのかについてお伺いいたします。 

それから周知分では、施設の部分では商工会議所等を通じてということを仰っていまして、

そのとおり聞いているっていうのもあるんですけれども、実際、商工会議所であったり商工会

に所属していない飲食店なんかにおいては、新聞でそういうことを知ったけれども実際市の

ホームページを見たら、あまりすぐに見つけられなかったんだよねってお話がありまして、実

際確認してみたら、実際に担当なさっている商業観光課さんのホームページはちゃんと作って

あるんですが、実際コロナの支援に関するというリンクを飛んでいくと、実はそのページに飛

ばないというふうに、これはおそらく商業観光課と企業振興課の関係なのかなと思っておりま

すが、その点、もう一度現場の方で情報共有してきっちりと、せっかくの支援が市民に周知で

きるような体制を作っていただければなと思っております。 

それから、やはり今、阿部議員から市内の経済に関してというところがありましたけれども、

実際の山形の、こちら県ですけれども、県知事さんの方から職員の会食心得10ヶ条っていうの

を発表なさって、そういった感じで、まず給料が減っていない公務員が市中に出ようというふ

うな呼びかけをなさっておりますけれども、改めて奥州市としてこの点どうお考えなのか、お

尋ねいたします。 

（小野寺議長） 佐賀商工観光部長。 

（佐賀商工観光部長） それでは市の経済支援策、振込等々の部分の内容でございます。この部分

につきましては、いずれ商工会議所、商工会の方に、市としては、すべて補助金等については

交付した形で、あとはそちらの方の関係団体の方から申請が出た、その要件に該当になれば振

り込んでいただくという形のスキームになってございますので、基本的には、そんなに後に

なってといいますか、市の方の部分については、そういうことはないというふうに私は捉えて

ございます。実際にどのくらいかかっているのかという部分については、今の時点で、具体的

に１週間後とか、そういう部分の確認はまだ取れていませんので、その辺、かなり遅いような

期間で聞き取りした場合にそういう状況があるのであれば、そこは早急にまずできるだけ早く、

そこはやってくれという形で関係団体の方にはお願いをしたいなというふうに思います。 

確かに今回、県の申請とリンクする形で、県の該当になれば、該当になりますよとか、県の

方の要件に合えば市の方も、というような、そういうリンクの形で県の交付金と市の交付金と

重複して交付するような形になっていますので、県の方の決定がないうちは市の方も申請も

らっても、同時に出しても県の決定を待ってというような形を踏まざるを得ない、今ちょっと

そういう中身もあるかと思いますので、その辺で少し市の方の振り込み自体にも、県経由の分

の時間が少しかかったりとか、そういう部分については考えられますので、いずれその辺実際

に申請が始まって２週間のところですから、関係団体の方に少し確認をしながら、運用につい

て指摘できる部分があれば、指摘してできるだけ早く振り込みというような形で進めたいとい

うふうに思います。 

それと、特にも会議所、商工会さん以外の、会員以外の方々への周知。あと今回、うちの方

の市のホームページ、特にも商工部門の画面展開の部分のご指摘をいただいたというふうに感

じております。ここの部分につきましては、正直言って市の方のホームページとのリンク等々

の部分については、すいません、これは私もなかなかチェックできてない部分がございまして、

ご指摘の部分、そのとおりだというふうに思いますから、戻りましたら、その辺の画面等の内

容について再度見直し、見やすい形の部分の修正等については、指示をさせていただきたいと

いうふうに思います。なお今回、先ほど答弁した際にもお話をしたんですけれども、商工会或

いは商工会議所の方でも、今回の特にも安心飲食店の対応については、コロナ防止或いは拡大

防止という観点から、今回、会員以外の皆さんにも相当アクションをかけながら、ＰＲをしな

がら、何とか市内全域の飲食店、飲食関係についてはこの要件を満たす安心のお店に全部した
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いもんだなという頑張りの気持ちについては、当初から意気込みということでお話いただいて

ますので、先ほどの市のホームページは当然なんですけれども、改めて関係団体の方と、会員

以外の部分の周知等についても、どのような形で進めるのか、具体的に確認をしながら進めて

いきたいというふうに考えてございます。 

（小野寺議長） 千葉総務企画部長。 

（千葉総務企画部長） 現在の市職員の対応としては、岩手県の緊急事態宣言の解除を含めて、先

月の中旬から、市長が、職員はより厳しくと。職員から出さないようにという強い指示もござ

いまして、一般の方々よりは厳しい対応をしていると思います。内閣府でホームページを見る

と、ちょっと確認しなければならない点があるんですが、先週まではしっかり４人以下での会

食というふうになっていましたので、これを今遵守して、通知を職員にして遵守していたとこ

ろです。ただ、世の中の経済の回復という観点も含めて、うち方も商工部門と、それから感染

対策部門の部長、課長等を含めて、これは内部の予定ですけれども、明日市長協議をやって、

今後の対応、忘年会というか、年末も来るものですから、いつをめどにこういったところをど

こまで解除して感染対策と経済の回復の両立を図るかっていうことを協議をしようかなという

予定にしております。 

以上でございます。 

（小野寺議長） ６番、高橋浩議員。 

（高橋浩議員） ６番、高橋浩です。先ほど説明の中で、現在の接種状況については、全体の対象

者は特に制限なしでできるというふうに聞いたように思うのですが、それでよろしいかどうか

の確認が１つと、もう１つは、そうしますと奥州市で予測しております希望される方の接種が、

いつ頃か、ある程度の見通し、終了とまでは言えないまでもある程度できたなっていうところ

の見通しは、いつぐらいに設定しているのかお伺いします。 

（小野寺議長） 菅野健康増進課長。 

（菅野健康増進課長） まずは、１点目の接種の予約についてでございます。今は12歳以上のすべ

ての年齢の方が接種の予約が可能となっておりますし、65歳以上で、最初に設けた期間になか

なか予約が取れなかったという方に対しても、接種ができる、予約が取れる状況になっていま

す。集団接種会場には、80、90歳の高齢の方も、若い方に交じって接種を希望された方が予約

をして接種を進めておりますので、現時点では、皆さんが予約できるという状況にございます。 

それから２点目の、11月ごろまでという接種の見込みですけれども、先ほど申し上げました

けれども、現在予約が入っている時点で、２回目の接種が終わるのが全体で80％をちょっと超

えるぐらいの予約が入ってございます。予約枠に余裕がまだありますし、まだ予約をしていな

い方もいらっしゃると思いますので、これに加えて予約ができるという状況にございますし、

ある程度、もう11月で一旦予約が落ち着くものというふうに考えてございます。それ以降につ

いては、予約の申し込み状況を踏まえまして、医療機関での接種とか、集団接種もある程度縮

小をかけていかなければならないというふうに感じておりますので、その辺、医師会の先生方

と、11月以降の予約状況も踏まえながら、対応していきたいというふうに考えてございます。 

以上でございます。 

（小野寺議長） 高橋浩議員。 

（高橋浩議員） ありがとうございました。それで特に若年層の方、若い人達になるべく早く受け

られる方は受けた方がいいというような、若い人だけに限らず全体的に空いてきているので、

希望する方は受けてくださいというような通知といいますかお知らせをもっと積極的に発信し

て、多くの皆様に接種していただけるように広報が必要かと思いますが、その辺を伺って終わ

ります。 

（小野寺議長） 佐藤健康こども部長。 

（佐藤健康こども部長） 全国的には、若い方の接種が進まなくて、「車が当たる」とか、やって

いるところもあるんですけれども、奥州市の場合、予約の状況を見ますと、他の全国的なとこ

ろに比べると大分高いのかなというふうに、全体の80％を超えるということは64歳以下の方で

も75％を超えるような接種率になっておりますので、いずれ、ちょっと副反応が怖くてってい
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うところも、国の方でもＣＭ等を流してやっておりますし、市としてもなるべく接種するよう

にということで広報して参りたいというふうに考えております。 

（小野寺議長） 他にございませんか。 

＜ 「なし」との声あり ＞ 

それでは、①の新型コロナウイルス感染症の対応状況については、以上とさせていただきま

す。 

説明者入れ替えのため、暫時休憩します。 

 

② 江刺第一中学校旧屋内運動場解体及び駐車場整備工事の変更に伴う補正予算の計上につい 

 て 

（小野寺議長） 再開いたします。続きまして、②の江刺第一中学校旧屋内運動場解体及び駐車場

整備工事の変更に伴う補正予算の計上について、当局から説明をお願いいたします。千葉教育

部長。 

（千葉教育部長） それでは、江刺第一中学校旧屋内運動場解体及び駐車場整備工事の変更に伴う

補正予算の計上についてご説明を申し上げます。この工事につきましては、本年５月から工事

に着手をいたしまして、建物の解体撤去を終え、駐車場整備に取りかかっている状況でありま

したけれども、地盤が想定を超えて軟弱であったことから、新たに地盤改良を行う必要がある

ため、事業費の増加について、来る11月４日開会の臨時会において補正予算を提案することと

いたしました。詳細について及川教育総務課長から説明をいたしますので、よろしくお願いい

たします。 

（小野寺議長） 及川教育総務課長。 

（及川教育総務課長） 教育総務課の及川でございます。どうぞよろしくお願いいたします。 

まず、工事の概要でございます。工事の名称につきましては、江刺第一中学校屋内運動場解

体及び駐車場整備工事でございます。受注者につきましては高惣建設株式会社様ということで

ございます。契約年月日でございますが、当初契約は令和３年の４月30日、工期につきまして

は当初、５月６日から９月18日までの予定でございました。請負金額については当初5,500万

円ということで契約を結んでございます。 

これにつきまして、第１回の変更を令和３年９月３日に変更契約を行ってございます。工期

につきましては、９月18から11月12日まで延ばしてございます。金額につきましては、745万

8,000円を増額しまして、6,245万8,000円で、現在工事を進行中でございます。第１回目の変

更の理由でございます。現地調査により、既存給水配管及び電気配管の撤去、切回しの範囲の

確定及び旧屋体の解体に伴う発生材運搬処分の数量精査により増額となったもの。それから、

地盤改良方法検討のための地盤調査の追加並びに学校の統合に伴い中学校を発着するスクール

バスが２台から９台に増加することに対応した外構計画の見直しにより増額となったものでご

ざいます。また、ウでございます。現状地盤が想定以上に軟弱であり、地盤改良方法の検討に

日数を要していることから、工期を延長したものでございます。 

今回、予算額の増額を要するに至った経緯でございます。江刺第一中学校の屋内運動場につ

きましては、令和３年３月に改築工事が完了し、現在供用が開始されてございます。今年度は、

旧屋内運動場を解体するとともに、跡地はスクールバス昇降エリアを含む駐車場として整備活

用することとしておりまして、現在、解体撤去を終え、駐車場整備に取りかかっている状況で

ございました。この駐車場整備の準備のため、解体後の跡地を掘削したところ、地盤が想定を

超えて軟弱であったことから、今回新たに地盤改良を行う必要が判明したものでございます。

添付ファイルの方に写真を載せてございます。旧屋内運動場を解体した部分につきましては、

旧屋内運動場の建築基礎部分に、杉の丸太を縦に入れて、路盤を安定させた上で、基礎を打っ

ていたという状況でございまして、丸太が100数十本、掘削したところ、出てきたということ

でございます。これを取り除きまして、平たんな形で舗装をしようとしたところでございます

が、なかなか普通の工法ではうまくいかず、今回、検討を進めてきたというものでございます。 

３番の協議内容でございますが、地盤改良方法について、技術的及びコストの観点から検討
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し、安定処理工法と呼ばれる、既存路盤土にセメント等を導入する方法が最も適当であると判

断されました。これにより、実施を要する地盤改良に経費等を積算しましたところ、1,685万

2,000円となりまして、本工事に係る現計予算は、残額が55万5,000円でありましたので、

1,629万7,000円が不足となったものでございます。この駐車場につきましては、今年度末に予

定する江刺南中学校及び江刺東中学校との統合により増加する江刺第一中学校のスクールバス

の乗降エリアともなり、整備は重要であることから、今回11月臨時補正予算において、不足見

込み分を増額補正計上することとしたいということでございます。 

現在の予算状況でございます。令和３年度当初予算の状況でございますが、6,301万3,000円

を計上させていただいてございます。当初契約で5,500万円、第１回の変更契約で745万8,000

円の増額をしてございますので、現在の契約額は6,245万8,000円でございます。現在の残額が

55万5,000円に対しまして今回、執行増の見込み額が1,685万2,000円となりまして、1,629万

7,000円が不足するものでございます。この部分については、財政当局と増額について協議を

行っておりまして、過疎債の充当を見込んでいるものでございます。 

説明については以上となります。 

（小野寺議長） ただいまの説明に対して、質問等ございましたらお願いいたします。19番、阿部

加代子議員。 

（阿部加代子議員） 19番、阿部加代子です。現地の調査によってその地盤のことが初めて分かっ

たということだとは思いますけれども、やはり見積もりが甘かったのかなって言われても仕方

がないような気もしますし、本来、いろんなことを勘案しながら、見積もり行われるんだとい

うふうに思いますけれども、例えばバスの２台から９台に増加っていうことにもなっておりま

すけれども、契約と変更が工事期間のところで１か月ぐらいしかありませんので、その辺のそ

の、変更についてこれが妥当だったのかというようなことについてどう考えなのかお伺いした

いと思います。 

（小野寺議長） 及川教育総務課長。 

（及川教育総務課長） まず、路盤の部分でございますが、建物の下の部分でございましたので、

今回取壊しを終えて、現状が分かったというのが実情でございまして、その部分については、

ちょっと我々の方でも想定外だったと言わざるを得ないのかなというふうに思っております。 

また、工期につきましては、工法がはっきり選定できなかったものですから、３つくらいの

工法を現在の技術者の方と検討していただきました。例えば、軟弱路盤について完全に岩ずり

と置き換える工法ですとか、道路などで使われているシートを敷いて上下分離して、上部だけ

を固める方法と、いろいろ検討していただいたんですけれども、なかなか適切な工法が見つか

らず、今回、１回目の変更契約の延長期限ぎりぎりになってしまってのご提案ということで、

この部分については反省する部分も多々あるかと思っております。以上でございます。 

（小野寺議長） 阿部加代子議員。 

（阿部加代子議員） 19番阿部加代子です。1,600万円を超える変更ということになります。このよ

うな多額な変更につきまして、入札が適正だったとは言えなくなってくるんだと思うんです。

工事費に対してこのぐらいの変更が行われるということは、やはり入札に対しての信頼のとこ

ろにも影響してくるんだと思います。確かに下なので、工事をやってみて初めて分かりました

というようなことかもしれませんけれども、やはり慎重に行っていただかなければ、入札にも

影響してくると。これだったら入札結果が違ってきたかもしれないとか、いろんなこと影響し

てくるわけでございますので、慎重に行っていただければというふうに思いますけれども。今

後のこともあります。とにかく公共工事をやってみたら地盤が弱かったというようなことで変

更されるケースが多々見受けられます。本来民間だとこういうことは認められないと思われま

すけれども、この辺のご所見あったら、市長のお考えをお伺いしたいと思います。 

（小野寺議長） 小沢市長。 

（小沢市長） ご指摘というかお話の内容については理解できるところでございます。どの程度万

全な見積もりを用意すればいいのか、調査をすればいいのかということ。それからその調査に

要する時間はどのぐらいかかるのかということ等々含めて、費用対効果がしっかりと出るよう
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な体制を整えなければならないというのが１つ。そしてもう１つは、入札に対する信頼性をい

かに担保できるかということが２つ目ということになろうかと思います。確か江刺一中の体育

館は、第１回目の国体が行われた時のバレーボールコートか何かだったというふうに理解して

おりますけれども、当時とすれば、破格の天井の高さを要した体育館で、すごい体育館だなあ

ということなんですけれども、そのために、見えないところで大分頑張ったということなのだ

と思います。お話の数字については理解できますので、どのようにすれば、その対応ができる

のか、しっかりと今後も含めて、検討できる部分、対応できる部分について、まずは協議をし、

体制を整えて参りたいと考えております。 

（小野寺議長） 千葉教育部長。 

（千葉教育部長） 当初の設計につきましては、その当時十分精査した部分での設計に基づいての

工事ということに理解をしております。ただ今回、進めていく中にあって、地中の部分という

ことで、想定外の部分がございました。とはいえ、やはり、慎重には慎重を期して進めていか

なければならない部分だというふうに思っております。以後慎重に進めて参りたいというふう

に考えております。 

以上です。 

（小野寺議長） 他にございますか。２番、及川春樹議員。 

（及川春樹議員） ２番及川です。少々お聞きしたいんですけれども、地中から木が出てきたとい

うことなんですが、当時の工法としては正しかったんですか。普通路盤が弱ければ、何かしら

杭を入れたり、またセメントのような硬化促進のものを入れて、路盤強化っていうのが一般的

だと思うんですけど、地面に入れて腐食する物を埋めているっていうのは私、初めて見ました

もんで、お聞きしたいと思います。 

（小野寺議長） 及川教育総務課長。 

（及川教育総務課長） 私どももこういう状況については、初めてでございました。ただ、工法と

しては、その当時あったものということで、東京駅とかそういったところでも使われていた工

法だというふうに聞いてございます。現在であればコンクリート柱のようなものを打って、そ

の上に基礎を打つわけですけれども、昭和40年代当時でございましたので、こういうスギ材を

使った路盤改良という形の工法だったというふうに考えてございます。 

以上でございます。 

（小野寺議長） 他にございませんか。 

＜ 「なし」との声あり ＞ 

それでは、②の江刺第一中学校旧屋内運動場解体及び駐車場整備工事の変更に伴う補正予算

の計上については、以上とさせていただきます。 

ここで、午後３時35分まで休憩いたします。 

 

  ③ えさしクリーンパーク運営管理補助について 

（小野寺議長） 再開いたします。続きまして、③のえさしクリーンパーク運営管理補助について、

当局から説明をお願いいたします。小野寺市民環境部長。 

（小野寺市民環境部長） えさしクリーンパークの令和４年度以降の事業継続に係ります請願につ

いて、こちらの処理経緯につきましては、先月の６日の全員協議会の場で説明したところでご

ざいますけれども、今般、それ以降の関係団体からの提案並びに協議を受けまして、事業継続

に係ります事業経費等の精査を行いましたので、そちらの詳細といいますか概要、あとこれか

らの進め方につきまして、生活環境課長から説明申し上げます。 

（小野寺議長） 高橋生活環境課長。 

（高橋生活環境課長） 生活環境課長の高橋でございます。それでは、えさしクリーンパーク運営

管理補助について、お手元の資料２を基に説明をさせていただきます。 

先月の全員協議会の場でご説明いたしましたとおり、平成31年２月議会において、クリーン

パークを守る会から提出されたクリーンパークを平成34年度以降も事業継続する請願が採択さ

れまして、これを受け市では、岩手県、一般財団法人クリーンいわて事業団及び江刺開発振興
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株式会社との調整を行って参りました。先月の、前回の全員協議会では、概算での説明でした

ので、その後も運営経費の精査、クリーンパークを守る会とも意見交換を行った結果、令和４

年度、５年度の２か年の営業継続に関する運営経費や入場料収入見込み及び運営管理補助に係

る経費についての精査を行いましたので、これについてご説明させていただきます。 

この４年度、５年度の補助金につきましては、11月に予定されております臨時会の方で、債

務負担行為として上程する予定でございます。 

初めに、１番目といたしまして、えさしクリーンパーク入場者数の推移で、表になったもの

を説明させていただきます。直近５か年の入場者数の推移を表にまとめたものでございます。

ご覧のとおり、令和元年度までは毎年５万人台の総入場者数でございましたが、令和２年度に

おきましては、コロナの感染症拡大防止対策による休業要請等もございましたので、開館日が

少なくなっており、総入場者数も減ってございます。このため、この後ご説明させていただき

ます令和４年度、５年度の数字につきましては、令和元年度を参考比較としてご説明させてい

ただきますのでご了承いただきたいと思います。 

２番目に、運営経費等に関する説明でございます。令和４年度、５年度のクリーンパークの

運営経費は、事業団からの助成がなくなるため、市からの運営管理補助と入場料収入のみで運

営することになります。このため、次のとおり精査を行い、運営経費等を算定いたしました。 

①として運営経費についてであります。前回、営業時間の見直しについてご説明しておりま

した。これは、現行の営業時間を、終了時間を繰り上げて短縮するものでしたが、これに加え、

さらなる経費の圧縮を図る目的で、週当たりの営業日を１日減らす方法として、現在の週６日

営業から週５日営業へとして、経費削減が有効ではないかということを考え、江刺開発振興と

協議の上、利用者団体でもありますクリーンパークを守る会にご提案をさせていただきました。

その結果、日曜日以外のすべての営業日に、健康増進のための水中ウオーキング教室、健康水

泳教室などの定期利用団体がありまして別の曜日に移動させることが困難であること、休館日

が多く使用しにくい施設になるよりも各営業日の営業時間をさらに１時間短縮する方向で検討

して欲しいとのご意見をいただき、最終的に営業時間を現行の10時開館20時閉館から11時開館

19時閉館ということで、開館時間、それから閉館時間をそれぞれ１時間短くするという、２時

間の営業時間を短縮するという形で経費節減を図ることといたしました。 

②として入場料収入についてであります。事業団からの助成がなくなり、この後説明いたし

ます浄化槽経費も必要なため、市の負担額が増えることになりますが、施設を利用されている

方にもご負担を増やしていただき、経費の削減に努める必要があります。このため、１人当た

りの基本的な入館料を200円値上げする計画として入場料収入を算定いたしました。値上げに

よる入場者数もある程度減ると見込まれることから、それも踏まえた入場料収入の総額として

2,033万円、令和元年度から約550万円の増としております。この結果、表１のとおり、年間で

約800万円、２年間で約1,600万円の効果額となります。表示のとおりでございます。比較とし

て令和元年度を用いてございます。 

③の浄化槽についてであります。令和４年度、５年度に新たに発生する経費として、クリー

ンパーク施設から排出された処理水を浄化する浄化槽の管理経費がございます。当初は、過去

５年間の維持管理経費の平均値として、402万円としてご説明をしておりましたが、令和２年

度にポンプ、水中攪拌機でございますが、こちらの更新として約150万円、処理水槽のｐＨ計

の交換として約110万円、合わせて約260万円が含まれてございました。これらの機器はすでに

更新されており、今後２年間ではこのような大きな更新は発生しないものと考えられるため、

この費用を除いた過去５年間の維持管理経費から算出して、年間350万円とする見直しを行い

ました。 

以上の結果、運営経費、入場料収入、運営管理補助金等は表２のとおりとなります。令和４

年、５年、それぞれ運営経費として6,323万円、入場料収入として2,033万円、これを差し引い

た4,290万円、こちらが補助金として市の負担額ということになります。令和４年度、５年度

の管理運営補助金がそれぞれ4,190万円となりますので、この合計額8,580万円を債務負担行為

として提案させていただきたいというふうに考えてございます。 
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今後の進め方といたしましては、今日の説明の後、11月４日に予定しております市議会臨時

会に、本件に係る予算が、一般会計の補正予算になりますけれども、その中で債務負担行為と

して上程することといたしております。その後、11月の中旬までには、県及びクリーンいわて

事業団との新たな覚書への締結に向けての協議を進めていくという予定にしてございます。 

以上です。 

（小野寺議長） 新田副市長。 

（新田副市長） それでは私の方から若干補足をさせていただきたいと思います。 

今、生活環境課長が話をしましたとおり、えさしクリーンパークの受託先であります江刺開

発振興、今般の経営改善によりまして、営業時間の２時間短縮と入場料の200円値上げによっ

て、運営経費で年間約250万円の縮減、入場料で年間約550万円の収入を確保し、合わせて800

万円の収支赤字の削減を見込んでおりまして、新たに発生するこの浄化槽の維持管理経費350

万円を差し引いても年間450万円の収支改善のプランを出して参りました。この結果、市から

江刺開発振興への令和４年度の補助金額は、令和元年度の年間4,746万円から4,290万円に抑制

されるということになります。 

前回の９月に行いました説明で、この補助金の額が過大だと、負担が大きいと懸念されるこ

ともあったわけでございますけれども、今回の資料でお示ししているとおり、ただいまの江刺

開発振興の経営改善もあるんですけれども、クリーンパークと同様に、市民の健康増進を目的

として運営している胆沢の悠悠館の状況と比較いたしますと、例えば入場者数は、１ページの

１、えさしクリーンパーク入場者数の推移の下段の米印２で示しておりますように、令和元年

度えさしクリーンパークが年間５万1,915人に対して、悠悠館がその半分以下の２万3,556人、

これに対する運営経費については、２ページ、裏面の表２の運営管理補助金額の算定の下の米

印を見ていただければと思うんですけれども、悠悠館の令和元年度の運営経費については

4,600万円、入場料収入が600万円。つまり、この差し引きで約4,000万円の運営経費が、持ち

出しがかかっているというふうな状況でございます。 

いずれ、これを基にいたしますと、今回4,290万円、年間の運営経費が過大かどうかってい

うふうなところとの比較で言いますと、これは運営経費のクリーンパークの負担は、一概に過

大と言える金額ではないのではないかというのは、私どもの考えでございます。 

以上、補足をさせていただきました。 

（小野寺議長） ただいま説明いただきました点について、ご質問等ありましたらお願いいたしま

す。１番、小野優議員。 

（小野優議員） １番、小野です。入場料収入についてお伺いいたします。前回お示しいただいた

資料では、入場料の改定を含んだとはいえ、入場料収入金額が1,865万5,000円という数字でご

ざいました。今回出されたのは、200円の値上げをするという部分で、2,000万円を超えてきて

いるわけなんですけれども、この差額について、前回と今回で具体的にどのような計算の違い

があるのかお示しいただければと思います。 

（小野寺議長） 高橋生活環境課長。 

（高橋生活環境課長） それでは、入場料収入の見直しの分についてご説明させていただきます。

前回、いずれも江刺開発振興の方で算定していただいたものを、一度協議の上お出ししたもの

でございますが、前回は入場者の数が令和元年度に比較いたしまして15％ほど下がるという、

どちらかといえば堅い数字で出されてきたものでございます。 

市とクリーンパークの方と協議したところ、逆にそれだけ減るということになると、そう

いった内容であればちょっといろいろ今後続けていくところがあっても問題なのではないかと。

やはり、今利用されている方にも引き続き利用をしていただくということが前提ではないかと

いうこと。 

それから、15％とした根拠につきましては、令和２年度にいわゆるコロナ禍の関係で大きく

落ち込んだというものがございます。そのとおり入場者、営業日も少なくなったものでござい

ますけれども、やはり利用者の方々もちょっと控え目になっていたということで、１日当たり

の入場者数が15％ほど下がったというのが実情でございます。 
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それを受けまして、15％ということで前回お示ししたところでございますけれども、コロナ

禍により減少するのは、やはりちょっと特別な事情であろうと。比較としている元年度におい

ては、当然、通常の利用であれば年間５万人が見込まれておると、そこからある程度入場料が

値上げになったことで控えるにしても、やはりそこで大きく下がることはないのではないかと

いうことでございます。 

実は、令和２年度に15％として大きく下がったわけでございますが、今年度に入りまして、

７月の１か月の入場者数につきましては、令和元年度並みの１日当たりの利用者数が回復して

ございました。８月におきましても、さらに多く見込んだところでございますが、さらにコロ

ナ禍の関係でまた休業となったわけでございますけれども、そういったことでやはり15％と大

きく下げるというのは不適切ではないかと、やはり最低でもやはり10％以内に抑えるところが

必要ではないかということで、今回、入場者数の数字を前回と見直したため、2,000万円ほど

の入場者数収入、最低限2,000万円はやはり運営側の努力としても確保すべきだろうというこ

とで、この数字にさせていただいたところでございます。 

以上です。 

（小野寺議長） 小野優議員。 

（小野優議員） ありがとうございます。もう一つ確認したいんですけれども、この入場者数を

もって、差し引きで市の負担分というのを計算されているわけなんですけれども、この入場者

数が予想よりも、あまり考えたくないですが、割ってしまった場合、やはりその差額っていう

のが問題になると思いますが、この点、江刺開発振興さんがご自分で負担なさるのか、市が何

らかの手だてを行うのかというところについて、確認させてください。 

（小野寺議長） 高橋生活環境課長。 

（高橋生活環境課長） 運営経費につきましては、やはり４年度、５年度、実際動いてみた場合に

どういう形になるかというのは、当然、今はあくまでも予測の段階ですので、入場料収入のほ

かに、或いは不測の事態で修繕を行わなければならないという事態も生じてこようかと思いま

す。これが現時点で、運営経費の中では、修繕費、小破修繕は可能な限り少なく見積もってご

ざいます。 

先ほど、ちょっとそこまで説明しませんでしたが、その分今年度中に、いわゆる危険と思わ

れるところは直して、残り２年間、できれば本当に修繕が不要な限り進めたいと思ってござい

ますが、でもなお起きる場合もございます。これまでも、そういったことで当初見込まなかっ

た大規模な修繕等がございまして、それは、年度末の最終見込みの方で補正させていただいた

経過もございます。 

入場料収入のみならず、そういった不測の事態で何らかの必要な、この予算でいかなかった

場合については、その時点で再度補正をしていかなければならないこともあろうかというのは

考えてございます。ただ、入場料に関しましては、極力これを進めるような、いわゆる運営努

力、営業努力的な感じ。いわゆるこれは、基本的に200円というのは、１回が500円を700円に

する計算でございますので、団体割引でありますとか、或いは回数券、これらの割引率を見直

すとか、そういったところを踏まえながら多くの方に利用いただくような形は、今後、クリー

ンパーク、江刺開発振興と進めて参りたいと考えております。 

以上です。 

（小野寺議長） 他にございますか。２番、及川春樹議員。 

（及川春樹議員） ２番、及川です。今、入場料の値上げについてお話あったんですけれども、何

か以前、例えば他の施設でも収支安定のために値上げした経緯があって、実際はその影響で集

客が減ったっていうのがあるんですけれども、一般の方は、やはりその値上げする際の付加価

値っていうのが見えないと、利用に対して積極的になれないんじゃないかなと思うんですけれ

ども。例えば、今回の値上げ分で開館時間を延ばすとか、そういったようなことっていうのは

検討されているんでしょうか。そういった３つの付加価値のプラス分っていうところを検討さ

れているのか、お聞きしたいと思います。 

（小野寺議長） 高橋生活環境課長。 
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（高橋生活環境課長） 付加価値という部分、実は正直まだ検討はしてございません。それと、滞

在時間ということでございましたけれども、いずれクリーンパークにつきましては、プール、

それから運動施設、それから入浴施設、これがすべて同じ料金でいわゆる500円なら500円、現

状であれば500円ですべての施設が利用できるというふうになってございますので、利用者から

の意見の中では、そういったものをちょっと分割する方法とかはないかというような意見もご

ざいましたけれども、基本的に値上げに関しましては、守る会の方では、要望した側でもある

ので、その分はやむを得ないだろうというふうにご納得いただいた部分もございます。 

付加価値といいますか、その部分で、いわゆる入場者数が目減りというようなことが想定さ

れるということにつきましては、今後、クリーンパークと市の方で一緒に検討して参りたいと

考えてございます。 

（小野寺議長） 他にございませんか。６番、高橋浩議員。 

（高橋浩議員） 高橋浩です。先ほどの説明の中で、800万円余の赤字の削減等々、開発振興とも協

議して、非常に赤字の解消に努力されて、料金も上げて運営なさるというようなご説明がされ

ました。そもそも、このクリーンパークは県の残土物の処理ということで、旧江刺が請負った

ところでございますが、その開発当初から、地域の問題であったりとかいろいろございました。

そして、奥州市に合併して、その営業の中で、また県との摩擦であったり、意見の違いであっ

たり、いろんなことがございました。そして、震災の瓦れきを受け入れて、それで早く閉めざ

るを得ないっていうようなことだったんですけど、市民要望を、いろんなお願いで県も伸ばし

たりというようなことを、いろんなことをやってきました。そして、また覚書が２回、３回と

二転三転するような中で、今回、またこういうような議会の採択によって、市は一生懸命やっ

ていただいたというようなことで、あえて質問するのですが、今回またその、何とか閉じか

かったその閉店間際に駆け込んだ扉が閉まる間際に手を突っ込んで、その扉を無理やりこじ開

けてここまで協議されて、ここまでステージに持ってきたというようなところ、もうちょっと

その、大変失礼なところがございますが、職員の方も、お気持ちも含めて、県との交渉をどの

ようにやったかというようなところを、まず細かくなくても、概略でも構いませんので、

ちょっとご紹介いただければと思います。 

（小野寺議長） 新田副市長。 

（新田副市長） 前回の全協でも、これまでの経過、薄皮を剥ぐような交渉だったというふうな話

をさせていただいた覚えがありますけれども、遡りますけれども、平成31年３月、奥州市議会

第１回の定例会の最終日、このえさしクリーンパークを守る会から議会に提出された請願につ

いて付託を受けた建設環境常任委員会の委員長報告と、これに対する質疑、討論、そして採決

が行われております。平成31年３月４日です。 

当時の会議録をちょっと見てみたんですけれども、常任委員会は３月７日に開催されており

ました。その常任委員会に説明者として出席した当時の市民環境部については、えさしクリー

ンパークは平成33年度末、つまり今年度末、令和３年度末をもって閉鎖することが、岩手県、

奥州市、クリーンいわて事業団の間で覚書により約束されており、これを覆すことが厳しい状

況であること。そして、事業の継続には多額の財政負担が生じることなどを説明したというふ

うに書かれております。 

このことを参酌しつつ、建設環境常任委員会は、クリーンパークを継続させるため、岩手県

に働きかけていく必要があり、請願を採択することはその後押しになるとの観点から、全会一

致で採択すべきものと決したと、当時の委員長が本会議の場で報告をされているところであり

ます。 

また、その後の質疑においても、県、市、クリーンいわて事業団の３者によるこの覚書の拘

束力について、見解を小沢市長が尋ねられているんですけれども、互いに履行されるべき極め

て重要な約束事だと述べております。 

その結果、そして賛否の討論を経て、賛成多数でこの請願が採択されたという流れでありま

す。 

県及びクリーンいわて事業団とこの覚書を反故にすることによって、要は当市の信用性であ
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りますとか、或いは県との信頼関係、これが損なわれるかもしれないというリスクも、事業継

続にはある程度、そして負担も生じるということも説明し、その上で、議会は守る会の願意を

酌み取って、この請願を採択したわけであります。 

こういった中での、県との交渉でありました。 

議会の意志は、前回も申し上げましたけれども、我々にとって非常に重いものであります。

その判断を尊重し、これまで県との交渉に臨み、２年半余り歳月を費やしながら、この間、地

元選出県議会議員の先生方の後押しなどもあって、ようやくこの条件付きながら、県の重い腰

を上げさせたと、県の了承を引き出したと、こういうような流れでございまして、最後は小沢

市長が、県の副知事に頭を下げてお願いしたと、こういう経緯であります。 

この２年半余りの段々の県とのこの交渉の中で、最初は門前払いから始まったっていうふう

な話をさせていただきましたけれども、やはり我々当局としては、守る会の願意、そして議会

の判断というのを、これをどんなに重いものかということを前提としながら、これまで検討の

交渉を重ねさせていただいたわけでございます。 

今般、どういうふうな結果になるかというふうなことは、あとは議員の皆さんのご判断によ

るわけなんですけれども、いずれ県とのこの信頼関係、この絆を今後も続けていかなければな

らないと。私ども行政にとっては、この県との連携、そして県の支援というのは欠かせないも

のでございますので、信頼関係のもとに、様々な事務事業は成り立っているというふうに承知

しているところでございます。 

どうかご理解をお願いできればと思います。 

（小野寺議長） 高橋浩議員。 

（高橋浩議員） ありがとうございます。非常に、今、副市長の方からも、ちょっと言いづらいよ

うなところも含めて、感情も、同じ行政マンとして、県の方にその約定をたがえるというよう

なことの申し入れをして、苦しい思いで、そして市長も含めて、非常に厳しい状況なんだけれ

ども、県からここまでの条件を引き出してきたというようなご苦労を伺ったところでございま

す。 

そこで、改めてまた、もう一つ質問するところなのですが、前回の９月６日の全協のときに、

県から示されたえさしクリーンパークの事業継続の条件というものが示されております。これ

については、４項目ございます。令和５年度末までの２年間とする。再々延長は認めないです

とか、適正な維持管理が不可能と判断した場合は、２年以内でも営業を停止するですとか、す

べての経費については奥州市が見る、すべての責任は奥州市が負うことという厳しい条件がご

ざいます。この条件の中ではあるものの、２年やるということなのですが、これは、守る会の

皆様、そういう方たちにもご納得いただかなければいけないものと私は考えます。 

と申しますのは、やはり先ほど副市長がおっしゃったように、県との信頼関係、信頼性を維

持するためにも、ましてやそれで２年延長ということを認めていただいた以上は、２年で閉め

るというところもある。きちんとして、肝をすえて、また２年後に、いやもう一度っていうよ

うなことのないように、その辺はしっかりと関係機関との連絡を取りながらやっていただきた

いと思います。 

それで、この２年間の事業経費ですが、２年で終わるものに対する事業経費、非常にその無

駄もあるのではないかというようなご意見も、もしかしたらあるかもしれません。私は、でも

考えようによっては、このかかるお金は、もちろん利用者の皆さんがいらっしゃることです。

健康施設費という一定のその利用価値、効果も期待されるところであります。 

そしてもう一つは、議会で私たちも採択したというようなところもあります。そういうこと

も含めて、私は、事業は継続するべきではないかなと思うところであります。 

その中で、この継続の条件、この約定、この辺の守る会への関係確認、その辺を、市長、市

の方ではどのようにお考えなのか、お尋ねして終わります。 

（小野寺議長） 高橋生活環境課長。 

（高橋生活環境課長） 先ほど冒頭でご説明いたしましたとおり、一度はクリーンパークの守る会

の皆様方に、料金の値上げでありますとか、営業時間等の提案の際にご説明させていただいた
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ところでございます。 

ただ、これはあくまでも概要についてのご説明で止まっておるところでございますので、こ

の後、利用料金につきましても、基本料金の200円値上げということはご理解いただきました

けれども、回数券の問題でありますとか、団体料金の割引の問題もございますし、そういった

ところも意見なんかも聴取したいと思ってございますので、再度、守る会の方々とは話し合い

の場といいますかご意見をいただく場を設けたいというふうに考えてございます。 

（小野寺議長） 新田副市長。 

（新田副市長） 県から示された四つの条件が、これが２年間の県との約束の中の覚書の主要な項

目になることは間違いございません。よって、この内容については、退路を断って守らなけれ

ばならない非常に大事な約束事というふうに承知しておりますし、守る会の皆さんに対しても、

この２年延長というふうな話については、すでにお知らせをしているところでございますので、

今後、守る会との話合いの機会があれば、改めてご説明しますけれども、含めてご了解いただ

いているものというふうに考えているところでございます。 

（小野寺議長） 他にございませんか。19番、阿部加代子議員。 

（阿部加代子議員） 19番、阿部加代子です。請願の時に紹介議員になっておりました。その時に

県と協議してもらいたいと、継続をしてもらいたいというようなことでございましたけれども、

市が単独で運営をというなことでは、そういう項目、入ってなかったというふうに思います。 

で、大変よく県の方と協議していただいたと思います。覚書があって、そのことを承知でさ

らに継続をということのお願いを県にしていただいたということで、本当に大変な中、協議を

重ねていただいたということで、本当に感謝を申し上げたいというふうに思います。 

で、しかし２年です。２年経ったら解体ということになるわけなので、この２年間、なんで

守る会の方々があれだけ頑張って継続を望まれたんですけれども、２年でいいよって言われた

ことが、ちょっと理解ができないんですけれども。２年で終わってしまうその事業に対して、

これだけの経費を市単独で行わなければならないのかということになりますと、またちょっと

私はね、違うんじゃないかというふうに思いますし、当初の請願の中にも市単独で、というこ

とは言っていなかったし、県とよく協議をしてということだったというふうに思いますので、

この２年間だけということの事業に関して、確かに本当に一生懸命協議をしてくださった市長

部局、市長、副市長には大変感謝申し上げますけれども、果たしてこれでいいのかと。大変疑

問です。 

守る会側の方々、２年でいいよと言ったようなことですけれども、そういうこと私も聞いて

おりませんし、この事業、これだけのその費用をかけて２年で終わりますと、しかも不測の事

態があった時には、すべて市が負担をしなければならないということで、いかがなものなのか

なというふうに考えます。これが広く奥州市民に理解が得られるのかということになりますと、

またちょっと違うんじゃないかというふうに考えますので、本当に大変申し訳ない思いでいっ

ぱいです。 

大変な中交渉していただいて、様々協議を重ねられて、ここまで試算していただいて、計画

をしていただいたわけなんですけれども、私は、当初の請願の趣旨とはちょっと違うのではな

いかと、方向が違うというふうに思いますので、２年で終わるものにこれだけの経費をかける

のかということについては、いかがなものかなというふうに考えてしまいます。なので、一生

懸命交渉していただいたんですけれども、何といいますか、申し訳ない気持ちでいっぱいです

けれども、これだけの経費をかけて２年で終わるということに関しまして、どのように捉えら

れているのか、お伺いしたいというふうに思います。 

（小野寺議長） 小野寺市民環境部長。 

（小野寺市民環境部長） 請願の趣旨に関しまして、平成34年度以降においても奥州市が引き続き

事業を継続するよう求めますということで、その一文がありまして、この請願は採択されたも

のと私どもは理解しておるところでございます。なおかつ、この２年というところでございま

すけれども、これにつきましても、現場の方にいらっしゃいますクリーンいわて事業団さんが、

６年度以降に関しましては八幡平の方に移管されるということもありまして、その期間までは
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ある程度、そういったのを、浄化槽部分も含めまして管理が近くでできるということを含めた

中で、その辺、あと所有者が岩手県であると、そういった特殊な施設でございます。 

そういったところで、３者で協議してきた中で、４年度、５年度の２か年というところで落

ち着いたということで、こういった結果になったというところでございますので、この辺につ

きましては、何とかご理解をいただきたいと考えているところでございます。 

（小野寺議長） 13番、及川佐議員。 

（及川佐議員） 今回のクリーンパークの運営経費の補助については、市の当局も頑張ってくれた

という考えを持っております。その上で、ただ、２年間、もちろん２年間だけでは、だけなん

ですが、これは、基本的には健康増進施設を使っている方からすると、２年の後も５万人、毎

年利用される方が行き場を失うということなんですね。結局その方々は、健康増進をやめるか、

どっかに行かざるを得ないっていう、それほど大きな人数なんですよね。 

確かに、この施設は老朽化していますし、そのままずっと継続的にどうぞと進めることは難

しいと思いますけれども、基本的にこの５万人の方々のこれからの行き場、或いは健康増進に

どうするかという市の考えを、すぐにとは言いません。すぐにとは言いませんけれども、今後

交渉の中で、本来、焼却最終処分場が２年間も残る。さらに永久に残るゴミもあるんですね。

そういうことも含めて、やはり今後、県の方に是非ともそういう人たちが利用できるような場、

条件をつける、或いは今後、市の方から県の方にお願いするということは必要と思うんですが、

この点についてどのようにお考えでしょうか。 

（小野寺議長） 小沢市長。 

（小沢市長） 一番最初にそれを言ってもらえば、交渉の内容も違いました。約束を反故にして、

延ばしてくれと言って、２年後になくなるから新しいものを作ってくれますかって、県に頼め

ますか。約束は約束として守りますけれども、その後、岩手県さん、一緒に考えてくれません

かという方向でいけるのであれば、一番よかったんですよ。約束反故にして、延長してくれ。

岩手県は、それはできないという状況の中で、今の話、よく言えますね。前向きに検討させて

いただきます。 

（小野寺議長） ほかにございませんか。18番、加藤清議員。 

（加藤清議員） 何点かお尋ねをいたします。今の説明の中で、悠悠館は４千何百万円で、今回の

えさしクリーンパークはそれを下回る金額なので妥当ではないのかという、この説明があった

わけでありますけれども、中身が、私は違うのではないのかなと。悠悠館そのものは、まごこ

ろ病院であったり、或いはぬくもりの家があって、それと連動して胆沢の達者の里構想の中で、

一連の事業の中で捉えてきたというふうに私は思っています。 

今、片方のクリーンパークは、５万人という数字ではありますけれども、その５万人の方が、

すべてそのプールを使われているかどうだかは定かではありませんけれども、私は、そういう

その対比の仕方があって、そんなに金額は差がないので、適正な対価の中で判断をされたと、

こういう見解でお話をいただいたわけでありますけれども、私どもとすれば、全くその中身が

違うのではないのかっていうふうに感じますけれども、その点についてのご所見をお伺いいた

します。 

それから、県との信頼関係でありますが、今、市長からお話があったように、一定の覚書と

いう、言ってみれば公文書での取り交わしをされてきたわけでありますけれども、その公文書

自体を反故にして、議会が請願を採択したというそういう部分を捉えてずっと協議をされてき

たということは、大変ある意味ではありがたい、或いは理解をしたいところでありますが、県

との信頼関係ということを言わせていただければ、すでに、私はそのクリーンパークを存続し

て欲しいという、そういう観点で県と協議することそれ自体が、もうすでに県との信頼関係は、

損なわれているのではないのかなと。 

実は、今回のこの案件も、先ほど特定の方々が一つ努力をされて、県との協議の窓口を開い

たと、こういうお話でありましたけれども、私は全く別な視点で県の方々と、県の考え方、或

いは基本的なスタンスを伺ったところ、奥州市の対応はいかがなものかと。こういう在り方を

すれば、市そのものの県との信頼感が損なわれていくのではないのかというふうに、明確にお
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話をいただきました。 

これら等について、再度、県との信頼関係の在り方、どのようにご判断をされておるのか、

お伺いをいたします。 

（小野寺議長） 小沢市長。 

（小沢市長） まず、少し先ほど興奮した意見を言って、もし不快に思われた方があれば、まずは

お詫びいたします。 

岩手県民がいて、奥州市民がいて、そして日本国民がいて、世の中が成り立っている。要す

るに、国民主権、県民主権、市民主権というものが第一義に押し通されるべき。それが日本の

今の統治の体制であるというふうに、私は認識をしております。つまりは、民主主義であると

いうことであります。 

奥州市としての思い、岩手県としての思い、いろいろあるでしょうが、最終的には、その間

に入って、奥歯をかんだことも何回もありますけれども、少なくても、市民の代表である議会

が、正式な手続きを経て採択をした内容であれば、信頼関係というよりも、そのことを第一義

に守ることが、市民に目を向けた市政運営の在り方である。また、そうでなければならないと、

私は思います。 

奥州市民の皆さん。あなた方のことはわかるけれども、あなた方より岩手県との信頼が大切

だから、あなた方のこの要望は、検討だにせず、県との信頼関係を守ります。というような話

になってしまったら、奥州市民は、どこ見てお願いをすればいいんだということになってしま

うわけであります。 

よって、岩手県と奥州市の信頼関係はどうであるかというふうな部分においては、県の担当

部長としては、なかなか難しい。事業団としても、約束事ですからということでしたけれども、

やはり県民を向いて、或いは市民を向いて、そのことをやっぱり真剣に、前向きに考えましょ

うといった副知事の思いを、何とかその方向に動かそうと思ってお願いをしたわけですし、そ

れに対して呼応してくれたということに感謝をするわけであります。 

諮り事として、提案元として、約束事を反故にするということ自体、或いはそのことを検討

の俎上に上げること自体が、いかがなものなのでしょうかというふうに言われれば、私は、背

中にいる市民の声を大切にする。それ以外ないんじゃないかなと思います。例えばそれが、こ

れまでの行政運営のルール上そうだったからということが理由であるとすれば、それは違う。 

ただ、一個人とすれば、いろんなことができますけれども、奥州市の代表として行った際に

は、奥州市の全部を背負って行くわけでありますから、その時に奥州市自体として交わした覚

書を反故にするのですかと言われるその一言は、何にも代えがたく辛いものでありましたけれ

ども、なおそれでも、市民を代表する議会の決定であれば、それには従うと。これは当然のこ

とであります。 

明日から始まる衆議院の選挙であっても、ぜひ、そういうふうな思いで国政を運営してくれ

る議員さんになって欲しい、そういう国であって欲しいと強く願うところであります。 

駆け引き上で言えば、今の状況が一番よかったかどうかは疑問です。ただ、私とすれば、完

全に八方ふさがりであった部分のところをここまで持って来られたというのは、担当者、或い

は相手方の方々の一歩踏み込んだ柔軟な理解と対応があればこそというふうに思っております。 

信頼関係は、もしかしたら若干緩んだかもしれません。或いは、揺らいだかもしれない。で

も、それ以外の部分でも挽回できるところはたくさんあります。一つ一つ、協力できるところ

は県にも協力し、そして一つ一つお願いするところをお願いしながら、決して信頼関係が崩れ

たとは思っておりません。さらに良い方向に行くように日々努力をしていくということが、少

なくとも私に与えられた最大の仕事と認識をして、より一層頑張りたいというふうに考えてい

るところでございます。 

（小野寺議長） 18番、加藤清議員。 

（加藤清議員） 市長の考え方、理解はできる部分も当然あります。しかし今、市が公共温泉で

あったり、スキー場であったり、いろいろまさにその改革を進めている中にあって、本当にそ

の一貫性のある政策になっているのかなと。これからも、まだまだ改革をしなければならない
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部分は、多岐にわたってあるのではなかろうかなというふうに、こう考えるものでありますけ

れども、それら等との整合性を考えたときに、いかがなものなのかなっていうふうに素直に、

私は感じます。 

それら等と、今市長がこれから進めていこうとする政策との整合性をどのようにお考えなの

か、お伺いをいたします。あと一問、ご答弁をお願いいたします。 

（小野寺議長） 小沢市長。 

（小沢市長） 私が進めようとしている政策というのは、最終的に言えばですよ、市民の負託を受

けた内容でなければならない。私は、その負託を受けるために三度選挙に出て、三度とも選挙

をしました。多数を得て、三度12年間の職をいただいたわけでありますが、行革であるか、或

いは様々な部分であるか、そのことも約束を守るべく、マニフェストにも記載し、進めてきた

ところでありますが、何よりも、民意に柔軟に反映できるかどうかというのが基本中の基本だ

と私は思っております。 

かといって、その民意が必ずしも正しいかどうかというふうな部分はチェックしつつ、或い

は説明が足らなければ丁寧な説明を重ねつつ、その方向に、今のように市民の皆様の意思、意

識或いは思いを導く。でき得る限りでありますが。ということも続けていかなければならない

ということでございます。 

今議員がおっしゃる部分、市長は行革を進めるべき対応で、市営温泉或いはスキー場、様々

な部分の、言えば閉鎖ないしは大改革を行おうということによって、財政支出を抑えようとす

る中で、２年間とはいえども１億円に近いお金を拠出するというのはいかがなものかと言われ

れば、そのとおりかもしれません。 

しかし、これは議会が決めた意志であり、私はそれを受け取らざるを得ないし、受け取るべ

きだと思っているのであります。じくじたる思いは私の中にたくさんありますけれども、あえ

て私も３期議員を務めておりましたから、今更のように、今になって思うのでありますが、あ

の時決断した議員としての判断は本当に正しかったのか。それは、後々大きな影を落として市

政の前進を阻害する、阻むことも十分にある。みんなが応援、賛成するからいいのだというふ

うな形の賛否を私が議員３期時代にやっていなかったかなあというようなことを、首長の立場

で改めて思うところはあります。 

私自身、思えば決して褒められたことだけではないわけでありますけれども、ひとたび議会

が決した判断は、奥州市政を進める上においては極めて重要な判断であるということは、市長

になって、議決をした本人以上に、その100倍の思いを持って感じております。 

必ずしもすべてが正解な結論ではないかもしれません。でも、二元代表という形の中で進め

られる限りにおいては、やはり、請願の読み方がどうだったかというような話ではなくて、議

会全体として議決されたという責任については、議会議員としてやはり全うしていただかなけ

ればならないということなのだろうと思います。 

その時の判断は、民意を代表する意見として賛成されたのですから、いっぱい言えばあるの

ですけれども、もういいんだという声もありますので、何か変な演説会になって申し訳ないで

すけれども、長々と私の駄弁を聞いていただきましたことに感謝申し上げますけれども、そん

なこともありながら世の中って進んでいくのかなというふうに思っているところでございます。 

（小野寺議長） ほかにございませんか。新田副市長。 

（新田副市長） 先ほど悠悠館のお話をさせていただいたんですけれども、同類の比較ができるよ

うな施設がなかったということで、いずれ、温水プール施設をやってく際に、どの程度の経費

負担が過大なのか、適当なのかっていうふうなところを、私どもも比較できる資料を持ち合わ

せていないと。悠悠館に関しては、会議の中でも入場料の問題も言って、クリーンパークと比

較しどうこうっていうふうな話題も出たものですから、参考までにということで今回数字を表

させていただいて、皆さんの検討の材料にしていただきたいということで、あえて出させてい

ただきました。 

以上でございます。 

（小野寺議長） 千葉康弘議員。 
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（千葉康弘議員） ７番、千葉康弘です。１点だけ質問いたします。この表を見ますと、えさしク

リーンパーク入場料推移ということで、小学生、中学生から一般の方、シルバーの方まで、年

間で５万人以上が利用されているというようなことでありまして、やはり奥州市、このような

形で年間使えるプールというのもございませんので、それから見れば、必要な部分じゃないか

なというふうに思いました。 

また、利用する目的が健康増進っていうことがありますので、そういう面では、利用いただ

いた方が健康増進にもなるでしょうし、結果的に国民健康保険の保険料でも安くなるというよ

うなメリットも出てくるかと思います。 

施設もなかなか全体に知られていないという部分ありますので、利用促進にどのような形で

するか、皆さんにどうやって使っていただくかが一番の課題になるかと思いますが、年中使え

るプールっていうのは、ここだけしか多分ないんだろうと思いますので、その辺も含めまして、

どういうような形で利用促進を図るかについて質問いたしたいと思います。 

（小野寺議長） 高橋生活環境課長。 

（高橋生活環境課長） こちら、今のご意見に関しましては、利用促進に関しましては、運営主体

であります江刺開発振興と、今後協議をして進めて参りたいと思います。 

以上です。 

（小野寺議長） 他にございませんか。 

＜ 「なし」との声あり ＞ 

それでは、③のえさしクリーンパーク運営管理補助については、以上とさせていただきます。 

ここで、午後４時40分まで休憩いたします。 

 

④ 第２次奥州市総合計画後期基本計画中間案に対する市議会からの意見の反映等について 

（小野寺議長） 再開いたします。 

続きまして、④の第２次奥州市総合計画後期基本計画中間案に対する市議会からの意見の反

映等について、当局から説明をお願いします。千葉総務企画部長。 

（千葉総務企画部長） 後期基本計画中間案につきましては、多くの意見を各常任委員会、各会派

からいただきました。誠にありがとうございました。本日は、この市議会からの意見の反映等

について説明をさせていただきます。政策企画課長から説明をいたします。 

（小野寺議長） 二階堂政策企画課長。 

（二階堂政策企画課長） 私の方から、資料に基づきましてご説明をいたします。 

意見の反映等についてという内容でございますが、後期基本計画の中間案に対しまして、以

下のとおりご意見を頂戴しております。市議会からの意見は、可能な限り計画に反映させ、一

方で直接的な反映が難しかったものについては、今後の市政運営に関わる貴重なご意見として

参考とさせていただくつもりでございます。 

今後は、すでに実施した市政懇談会や現在行っているパブリックコメントの意見も参考にし

ながら、計画案を総合計画策定委員会でさらに検討しまして、総合計画審議会からの意見も踏

まえまして成案とする予定でございます。 

１番の意見件数は、常任委員会から33件、会派から43件でございます。 

２番の意見と対応内容については、この後改めてご紹介いたします。 

それから、３番の市議会からの意見に対する対応経過。ここは、端折りますけれども、いず

れ全協で中間案の説明をして、その上で意見を頂戴しまして、それを策定委員会で揉んだ上で

議会にすでにお示しをさせていただいているところでございます。 

それから４番、これまでの策定の経過と今後の進め方。これ、少し飛びまして、次のページ、

10月からになりますけれども、現在、20日までの予定でパブリックコメントを行っております。

それから、１日から８日にかけては、市政懇談会で説明を行っております。それから、これか

らの予定でございますが、21日には部長級の策定委員会、最終案検討を行いますし、11月８日、

総合計画審議会、これは最終案の諮問及び審議となっております。19日、さらにその審議会で

最終案の審議をいただきまして、下旬には答申をいただきたい。26日には、全員協議会での説
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明を予定しておりまして、１月には定例会にて議案の提出ということを検討しているところで

ございます。 

それから、次ページ、横長の表になりまして、76件の意見を頂戴しておりますので、詳しく

ご説明はいたしませんけれども、例えばということで何点かご説明いたしますと、１ページ目

の５番、シティプロモーションについて。これは、総務常任委員会から頂戴した意見でござい

ますが、中間案でお示しした内容としては、シティプロモーションにより市の認知度が上がり、

市民の市への愛着も高まるという趣旨で記載しておったんですが、変更後の内容、これは頂戴

した意見でございますが、右から３番目の箱、シティプロモーションとは地元に対する愛着や

誇りがあるからこそ市民が積極的に取り組むものであると考え、シティプロモーションに対す

る考え方がちょっと違うんじゃないかというふうなこと。或いは、下の方にはシビックプライ

ドの醸成、これについて触れた方がいいんじゃないかということでございまして、右側にいき

ますと、市の対応のところには、ご意見を踏まえて修正しましたということでございまして、

今お話しました意見を反映させた内容、括弧書き以下に記したところでございます。 

こういった内容そのものを見直した箇所がございますし、それから、その次の12分の２のナ

ンバー12ですけれども、例えば、これは教育厚生常任委員会から頂戴した意見ですが、ギガス

クールの取組みに対する成果指標がないよということで、市の対応というところをご覧いただ

くと、授業中にＩＣＴを活用して指導する能力を持つ教員の割合等々を指標として追加いたし

ますということで、対応をさせていただいております。 

それから、ページかなり飛びまして12分の６というところをお開きいただくと、会派からも

かなり意見を頂戴しておりまして、34番でございますが、やはり激甚災害が多く起きていると。

この部分の表現もっと強くした方がいいのではないかということでございました。市の対応と

しては、下から４行目になりますけれども、近年全国で頻繁に発生している記録的な豪雨や長

雨による河川の氾濫等々、こういった表現で危機感を表しているという状況でございます。 

さらに12分の10ページからですけれども、奥州みらいさんからもかなり意見を頂戴しており

まして、例えば60番を見ていただくと、成果指標の企業誘致数、前期計画で年間３社としてい

たが１社に後退しているんではないかというふうなご意見を踏まえて、市の対応のところを見

ていただくと、工業団地分譲を開始から、もう少し上振れする目標を設定しますというもので

すとか、同じように、次のページ66、67番も、指標を指摘によって目標値を上げる、或いは新

たに設定するという内容にしております。 

それから、12分の11ページ、71番、一番下、公明党さんからは、子育てに関する意見を多数

頂戴しておりまして、71番は、子どもが急に病気になったときに、病児・病後児保育の充実を

追加すべきということで、これについては、記載をさせていただいたという経過ですし、その

次のページの73、74も同じように、子育て等々に関するご指摘を頂戴し、計画の変更、修正を

したという状況でございます。 

以上、駆け足でございますが、この後も先ほど申しましたとおりパブリックコメント等の意

見を踏まえまして、総合計画策定委員会での検討、或いは審議会の諮問、答申を受けて、議会

にお諮りする予定でございますので、何卒よろしくお願いいたします。 

（小野寺議長） ただいま説明いただきましたことについて、ご質問等ありましたらお願いいたし

ます。よろしいですか。19番、阿部加代子議員。 

（阿部加代子議員） 12分の11のところの69番なんですけど、不育症の件なんですが、ご相談もな

いし、県の方で補助金を作っているんですけれども、検査に対する補助金があるんですけれど

も、その助成の実績がゼロだということなんですけれども、不育症で悩んでいる女性大変多く

て、女性が妊娠して、４割が流産を経験しております。不育症は治療すれば治る、７割が出産

に結びつくというふうに言われておりますので、これ、多分ＰＲが足りないからゼロなんだと

いうふうに思われます。なので、今後、もう少し検討していただければありがたいなというふ

うに思いました。 

以上です。ご所見あれば伺います。 

（小野寺議長） 二階堂政策企画課長。 
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（二階堂政策企画課長） 今、69番に関してご意見を頂戴いたしました。回答のところでも書いて

おりますが、なお、情報収集の上判断をしたいという対応を方針掲げておりますので、これに

ついては、担当課と協議をして参ります。 

（小野寺議長） 他にございませんか。 

＜ 「なし」との声あり ＞ 

それでは、④の第２次奥州市総合計画後期基本計画中間案に対する市議会からの意見の反映

等については、以上とさせていただきます。 

 

  ⑤ 奥州市版ＳＤＧｓの策定について 

（小野寺議長） 引き続き、⑤の奥州市版ＳＤＧｓの策定についてを議題といたします。当局から

説明をお願いします。千葉総務企画部長。 

（千葉総務企画部長） 奥州市版ＳＤＧｓの策定について、政策企画課長から説明をさせていただ

きます。 

（小野寺議長） 二階堂政策企画課長。 

（二階堂政策企画課長） それでは、これにつきましても私の方から資料に基づきまして説明いた

します。 

奥州市版ＳＤＧｓの作成について、まず目的でございますが、４行目から、一方から国連版

ＳＤＧｓは発展途上国も含めた世界的な取組みであり、身近に感じにくいという声がございま

した。それに基づきまして、ＳＤＧｓの17のゴールを身近なものとし、市が市民等と一体と

なってＳＤＧｓを推進していけるよう、市の実情に合わせて、国連版ＳＤＧｓの要素を含んだ、

それに繋がる奥州市版ＳＤＧｓを作成するものでございます。 

下のイメージ図でございますが、これ、例えばということで、２番の一番右側以降見ていた

だくと、飢餓をゼロにというのが、これが国連版の目標でございます。それに向けてどういう

ふうなアプローチがあるかということで、左側、目の前の目標として現実的なものを目指すと、

その先に国際的な目標があるというふうなことを図解したものでございまして、最終的には、

その延長で右側の国連版の目標に近づくというふうなことを図示したものでございます。 

２番の策定の経過でございます。(1)でございますが、第２回総合計画策定庁内ワーキング

グループ会議、これ、５月でございますけれども、これにてＳＤＧｓの概要についてワーキン

ググループ員が学習をしておりまして、(2)ですけれども、複数の参考書をもとに、ＳＤＧｓ

の解釈一覧表を作成しております。それから(3)第３回のワーキンググループ会議、８月でご

ざいますが、これで解釈一覧表をもとに、奥州めぐみネットにアドバイザーとしてご協力をい

ただきまして、総合計画の施策とＳＤＧｓの17のゴールの関連性を確認したところでございま

す。また、ワーキンググループ員にて、奥州市版ＳＤＧｓにおけるキャッチフレーズ案及び奥

州市版ＳＤＧｓのアイコンのイメージなどを検討したところでございます。それを基にしまし

て、奥州市版ＳＤＧｓの17のアイコン案を作成したところでございます。 

米印に書いておりますが、奥州市版ＳＤＧｓ作成のための解釈一覧やオリジナルアイコンな

どは、庁内の職員が作成をしております。このアイコン等についても、デザインの得意な職員

がデザインしたという流れでございます。 

３番の奥州市版ＳＤＧｓの今後の活用についてというところですが、(1)総合計画・総合戦

略の推進において、奥州市版ＳＤＧｓを意識した取組みを進め、理解を深めていきたいという

ふうに考えておりますし、(2)でございますが、市の将来を担う世代や郷土において連携企業

などの多様な主体からの意見を取り入れながら、奥州市版ＳＤＧｓの普及や具体的な活用策を

検討して、推進していくというふうに掲げております。 

そして、その次から２ページにわたりまして横長の表がございます。左側のアイコンが国連

版でございまして、右側のアイコンが奥州市版のアイコン、それからキャッチフレーズという

ことでございます。これも、17全部ご紹介いたしませんが、まず、最初のページの９番、一番

下なんですけれども、これ、産業と技術革新の基盤を作ろうというのが国連版のアイコン、目

標になっておりまして、箱が四つ重なったようなデザインになっておりますが、それをもっと
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身近に感じていただきたいということで、右側、奥州市版を見ていただきますと、先端技術を

活用できるまちを目指そうということで、アイコンには天文台やブラックホールをあしらった

地域密着型のアイコンを作っているということでございます。 

それから、その次のページでも一つだけご説明いたしますと、これも一番下なんですが、

パートナーシップ、目標を達成しようというのが、丸い輪が五つ重なっている17番、重なって

いるのが国連版でございますが、奥州市版になりますと、みんなが繋がるまちづくりという

キャッチフレーズで、これ、「繋がる」は協働のまちづくり第３ステージのキャッチフレーズ

でもございますし、このアイコンのマーク、偶然にも国連版と似ているんですが、これにつき

ましては、数年前に全国公募で決めました奥州市の協働のまちづくりのシンボルマーク、これ

をあしらったものになっているという状況でございます。 

こういった内容で奥州市版ＳＤＧｓを作成しておりますが、これを国連版のＳＤＧｓに結び

つけるといいますか、身近に感じていただくということでの取組みということでご理解をいた

だきたいと思います。 

以上でございます。 

（小野寺議長） ただいま説明ありましたことについて、ご質問等ありましたらお願いします。４

番、高橋晋議員。 

（高橋晋議員） 総務常任委員会もこの後ありますので、手短に終わらせたいと思いますが、奥州

市版ＳＤＧｓの今後の活用についてというところで、総合計画に生かしていったり、(2)のとこ

ろで市の将来を担う云々というふうにありますけれども、これらは市の方で発信して、市民な

りに共有してもらって目標を達成していこうということなのかなとは思うんですけれども、例

えば、その市の体制の中で、ＳＤＧｓに関係する担当の職員等が、来年の４月からできたりす

るものなのか、その辺を教えていただければと思います。 

（小野寺議長） 二階堂政策企画課長。 

（二階堂政策企画課長） 今の件について、今後の活用についてという部分でございます。奥州市

版ＳＤＧｓ、これを作った意図としては、市民に身近に感じてもらうということでございます

ので、もちろんこの周知啓発、さらにその先にあるものということでの告知は、必要だという

ふうに思いますし、今般、議会の方から提言ということで、それに関する様々なアイデアも頂

戴しております。そういったものを勉強しながら、普及啓発に努めていきたいというふうに思

いますし、組織的な話については、当課からは、その組織検討の場の方にこういったイメージ

でというのは提案しているところでございますが、全体のバランスがあるということでござい

ますので、この辺については、今後の検討だということでございますので、ご承知おきいただ

きたいと思います。 

（小野寺議長） １番、小野優議員。 

（小野優議員） １番、小野です。ものすごく素敵なアイコンを作られたなと思っておりますので、

今、新体制の話がありましたけれども、これ、職員が自ら作られたということで、折角ですの

で、例えば各庁舎のカウンター、窓口に、こういうのを貼っていただけるだけでも市民の目に

つきますので、そういったところから取り組んでいただけたらなと思いますけれども、お考え

をお聞きします。 

（小野寺議長） 二階堂政策企画課長。 

（二階堂政策企画課長） ご意見ありがとうございます。先ほどお話いただきました意見について

も、まずはできるところからということになろうかと思います。そういったご意見を頂戴しな

がら、何ができるかということを検討して、できるものはやっていきたいというふうに思いま

す。 

（小野寺議長） 12番、廣野富男議員。 

（廣野富男議員） 12番、廣野富男です。特にこのアイコンの部分については、特段申し上げる点

はございません。大変すばらしいものだというふうに思っております。今日の回答でなくて結

構です。おそらく今までのワーキンググループで、このアイコン、奥州市版ＳＤＧｓを作成す

る際に、このアクションの例となりますが、おそらくこれは、今後の奥州市の総合計画なり、
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総合戦略に盛り込んではどうかという例として挙げたものだと思います。それで、今回私、

パッと見て感じたのは、これは、11番、12番、13番、特に再生可能エネルギー、或いはエネル

ギーの消費、或いはエネルギーの開発の部分は、奥州市の場合、特に遅れているといいますか、

手が加わってないという部分を感じるわけです。ぜひ具体的にこれを進める場合、こういうも

のを考えられるということを、後で結構ですから、資料をご提供いただきながら、一緒にエネ

ルギー開発を検討していきたいというふうに思いますので、よろしくお願いいたします。 

（小野寺議長） 二階堂政策企画課長。 

（二階堂政策企画課長） ありがとうございます。ご意見をいただいたその資料、具体にそういっ

たイメージ、後で議員とすり合わせていただきまして、今お渡しできるものについては渡した

いというふうに思います。 

以上でございます。 

（小野寺議長） 藤田慶則議員。 

（藤田慶則議員） 奥州市版のＳＤＧｓ、大変素晴らしいと思うんですが、一つだけ。17番のス

テークホールダーっていう言葉。私が認識不足なのか、ちょっと奥州市版ですので、わかりや

すい表現にしていただければ、ほとんどの方々が分かるのでは。ぜひそのようにお願いしたい

と思います。 

（小野寺議長） 二階堂政策企画課長。 

（二階堂政策企画課長） 今、一例として挙げていただいたんだと思います。ちょっと見直しまし

て、横文字、難解なもの、言葉としてわかりにくいもの、それについては改めたいというふう

に思います。 

（小野寺議長） 他にございますか。 

＜ 「なし」との声あり ＞ 

それでは、⑤の奥州市版ＳＤＧｓの策定については、以上とさせていただきます。 

説明者退席のため、暫時休憩します。 

 

(2) 協議事項 （以下略） 



奥州市議会全員協議会 

 

日時：令和３年10月18日（月） 

                                          時  分                                                                                                                                                                                      

場所：７階 委員会室 

 

１ 開  会 

２ 挨  拶 

３ 協  議 

(1) 説明事項 

① 新型コロナウイルス感染症の対応状況について 

② 江刺第一中学校旧屋内運動場解体及び駐車場整備工事の変更に伴う補正予算の

計上について 

  ③ えさしクリーンパーク運営管理補助について 

④ 第２次奥州市総合計画後期基本計画中間案に対する市議会からの意見の反映等

について 

  ⑤ 奥州市版ＳＤＧｓの策定について 

 

 (2) 協議事項 

   議会改革検討委員会検討結果について 

 

４ そ の 他 

５ 閉  会 
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計

65歳以上

40,129人

12歳以上64歳以下

64,247人

146,239

２回目接種回数１回目接種回数

37,578 (93.64%) 37,236 (92.79%) 74,814

全体（12歳以上）

104,376人
(64.24%)67,049(75.87%)79,190

41,612 (64.77%) 29,813 (46.40%) 71,425

新型コロナウイルス感染症対策の対応状況について 

 

１ 経過報告（令和３年９月15日開催 全員協議会以降） 

(1) 対策本部会議等の開催状況 

 ・９月17日（金） 臨時奥州市新型コロナウイルス感染症対策本部会議 

 ・９月21日（火） 第１回奥州市予防接種健康被害調査委員会 

 ・９月30日（木） 第９回奥州市国民健康保険臨時診療所運営委員会 

 ・10月１日（金） 臨時奥州市新型コロナウイルス感染症対策本部会議 

 ・10月８日（金） 第35回奥州市新型コロナウイルス感染症対策本部会議 

 (2) 岩手県内陽性患者の状況（令和３年10月12日 15時現在） 

内 訳 

累計患者数 入院中  宿泊療養中 入院調整中 退院療養解除 死亡者 うち重症者 

3,486人 2人 0人 2人 0人 3,429人 53人 

 321人 ← うち奥州保健所管内 （新規感染者数  Ｐ14  ） 

※ 宿泊療養中は、軽症者等の宿泊療養施設での療養者（377室） 

※ 入院調整中は、感染症指定医療機関等への入院を予定 

※ ( )は前日からの増減人数 

・人口10万人当たりの直近１週間の新規感染者数 

岩手県     0.33人 奥州保健所管内  0.00人 

(3) ワクチン接種の状況（令和３年10月11日現在） 

 

 

 

 

 

 

対象人数：令和３年４月１日 住民基本台帳人口 

２ 対策本部会議等の開催内容 

(1) 臨時奥州市新型コロナウイルス感染症対策本部会議（９月17日開催） 

  ア 情報共有 

・奥州市予防接種健康被害調査委員会の開催について・・・・・・・・・・ Ｐ12～13  

  新型コロナワクチン接種後の副反応による健康被害に対する救済給付申請があった

ことから、予防接種被害調査委員会を開催し、協議の結果、３件全ての申請について

、岩手県を通じて厚生労働省に進達することを決定しました。 

イ 協議 

① 岩手緊急事態宣言に伴う市関連施設の休館等の方針の廃止について 

令和３年10月18日 全員協議会資料 

新型コロナウイルス感染症対策本部 



2 

 

新型コロナウイルス感染症岩手緊急事態宣言が令和３年９月16日をもって解除され

てことから、令和３年８月12日付け「岩手緊急事態宣言に伴う市関連施設の休館等の

方針」は廃止しました。 

 ② 新型コロナウイルス感染症の拡大防止に向けたイベント等の対応方針について 

市が主催又は共催するイベント等について「原則中止又は延期」としていた対応方

針を廃止しました。 

なお、イベント等の開催にあたっての留意事項については、国・県の取扱いと同様

としており、これまでと変更はありません。 

   ③ 市長メッセージ  

     岩手緊急事態宣言の解除に伴い、この間の市の対応方針に対してのご理解・ご協力

と、市民の皆さまへの感染対策への取組みに感謝を申し上げ、引き続き感染対策への

お願い、ワクチン接種の進捗状況などをお知らせするメッセージを発信しました。 

 

(2) 臨時奥州市新型コロナウイルス感染症対策本部会議（10月１日開催） 

  ア 協議 

① 市長メッセージ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ Ｐ３  

     19都道府県に発令されていた緊急事態宣言と８県のまん延防止等重点措置が９月30

日に全面解除となったことを受け、県内及び奥州保健所管内での新規感染者の減少状

況を伝え、今後も気を緩めることなく感染防止への行動をお願いするメッセージを発

信しました。 

 

(3) 第35回奥州市新型コロナウイルス感染症対策本部会議（10月８日開催） 

  ア 報告 

① 国内、岩手県内及び奥州保健所管内の陽性患者の状況、今後の行事・イベント等の

開催状況、寄付について報告しました。 

② 新型コロナウイルスワクチン接種状況（10/6現在）について報告しました。 

イ 情報共有 

① 健康こども部 

 新型コロナウイルスワクチンの追加接種（３回目接種）について、国内外の感染動

向やワクチン接種の効果の持続期間、科学的知見や諸外国の対応状況等に鑑み、追加

接種（３回目接種）の必要性や２回目接種完了から概ね８カ月以上後とすることなど

、国の方針について情報共有を図りました。 

   ② 生活支援部会 

・ 生活福祉資金等の状況について・・・・・・・・・・・・・・・・・ Ｐ４  

③ 経営支援部会 

・ 新型コロナウイルス感染症に係る支援策の進捗状況について・・・・ Ｐ５～８  

・ 農林漁業セーフティネットに係る融資等の状況について・・・・・・ Ｐ９  
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・ 商工業セーフティネットに係る融資及び信用保証の状況について・・ Ｐ10～11  

 

(4) 第９回奥州市国民健康保険臨時診療所運営員会（９月30日開催）  

   奥州市国民健康保険臨時診療所（奥州金ケ崎発熱外来診療所）は、管内の医療機関にお

いて PCR検査対応ができていること、ワクチン接種に医療資源を確保し接種を進める必要

があることから、地域外来・検査センター機能を持つ臨時診療所を令和３年６月以降「休

診」としてきましたが、県内の感染状況等を踏まえ 10月以降も引続き「休診」とするこ

とを決定しました。 

なお、プラザイン水沢、江刺総合支所等のワクチン接種特設会場は、奥州市国民健康保

険臨時診療所の「巡回診療所」として開設し接種を進めております。 

 

新型コロナウイルス感染症の拡大防止に向けた 

市長メッセージ 

 

19都道府県に発令されていた緊急事態宣言と８県のまん延防止等重点措置が９月30日に

全面解除されました。 

県内の感染状況は、岩手緊急事態宣言期間中の危機的な状況を脱し、宣言解除後は、新

規感染者が確認されない日があるなど、感染者数を始め、入院者数も減少しています。 

奥州保健所管内においては、９月19日から10日以上新規感染者が確認されておりません。

これは、市民の皆さまの基本的な感染対策の徹底、不要不急の外出の自粛など感染対策への

取り組みによるものであり、ご協力に心より感謝申し上げます。 

 

このように第５波は収まりつつありますが、感染症対策の専門家も冬場に想定される第6波

への警戒を呼び掛けております。 

感染の再拡大を防ぐためには、基本的な感染対策が大きな効果がありますので、気を緩め

ることなく、引き続き感染防止のための行動をお願いします。 

・ 全ての場における、手洗い、消毒、常時マスク着用を徹底すること。 

・ 密閉・密集・密接、は一つの密だけでも避けること。 

 

また、移動の際には、訪問先や出発地の状況を確認し、感染が拡大している地域や不要不

急の往来や外出の自粛をお願いしている地域との往来は慎重な判断をお願いします。 

 

令和３年10月１日 

奥州市長 小 沢 昌 記  



令和３年10月18日 全員協議会

生活支援部会

(1) 緊急小口資金（９/30現在）貸付額 58,417,000円＋R3 14,500,000円 ＝ 計 72,917,000円

(2) 総合支援資金（９/30現在）貸付額 79,675,000円＋R3 55,200,000円 ＝ 計 134,875,000円

(3) 住居確保給付金（９/30現在） 負担行為済額 3,742,100円 R3 負担行為済額 197,200円

※ くらし安心応援室 新規相談件数（９/30現在）

6月

19

11

6月

14

8

5

6月

5

6 2

6月 836 1,067 68 4 2 10

支給

延⻑・再延⻑

35 - 1 6

Ｒ２年度

3

6 1 018

相談 120 - 9 18 13

７月

計 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月

10

7

59 72

７月６月

相談

8月計 ３月 ４月 ５月 ６月

47 36 40 41 23

35

貸付(決定) 417 2

110 74620 7

9月 10月 11月 12月

28 2439 23 10 14 16

2月 4月

7 10 12 5

1月 2月 4月

18

3月

30

38

3月

39

24

14 20

10月 11月 12月 1月

5 13

８月 ９月

27 24 7 21

計 ８月

10

再貸付件数 47

３月 ４月 ５月

22

貸付(決定) 159 - - 5 2 17

23 15 21 14 12 13相談 281 - -

5

6

5 14

3 2 3 4 6 8

4月９月 10月 11月 12月 1月 2月

1 3 0 5

0

2

111 4

Ｒ２年度 Ｒ元年度 Ｒ２年度 Ｒ元年度

６月 44件 18件 10月 41件 28件 ２月 37

12月 34

５月 41件 27件 ９月 43件 22件 １月

４月 51件 12件 ８月 42件 19件

36

７月 40件 31件 11月 41件 20件 ３月 74 36

９月30日現在

世帯数 人員 相談件数
申請件数

(Aを含む)
内ｺﾛﾅの影響と

考えられるも

内申請に

至ったもの

内ｺﾛﾅの影響と

考えられるも

4月 832 1,056 47 6 2 14 2

7 1

6月 836 1,061 36 2 1 9 1

5月 832 1,057 29 2 1

13 1

8月 840 1,064 56 1 0 12 0

7月 840 1,067 45 4 1

6 1

10月 841 1,067 49 3 1 8 1

9月 841 1,067 31 1 1

合計 946 63 16 193 16

3月 845 1,077 75 7 0

4月 838 1,073 55 2 1 9 1

14 0

1 1

30

13

Ｒ元年度

1

18

3月

1

4月 50

5月 45

6月 34

25

0 0

10 2 9 2

11月 831 1,061 53 1 0

７月

17

10

7月

18

6

8

7月

7

8月 838 1,071 50 0 0 11 0

13 2

2月 838 1,065 64 6 1 13 1

2

2

13

12

1

5月

4

1

1

1月 840 1067 70 8

Ｒ３年度

7月 56

5 7

12 0

12月 837 1,061 50

８月

15

10

８月

25

6

10

８月

10

１ 生活福祉資金（緊急小口資金・総合支援資金）／住居確保給付金

11月

7月 840 1,069 65 2 0 13 0

２ 生活保護世帯の状況 

5月 834 1,065 45 3 1 8 1

5月

12

14

5月

９月

16

14

９月

18

11

3

９月

8

2

1

9月 844 1,072 58 1 0 12 0

1

1

Ｒ３年度

８月 32

９月 41

10月

1

0

0

1

４



【商工観光部関係】

種別 № 事業名 申請先 対象 内容 備考
予算

（千円）

融資 1 奥州市中小企

業融資

⺠間⾦融機関 中小企業で売り上げ前年

比▲５％

セーフティネット証明が

必要（市発行）

当初３年間実質無利子。信用保証料⾦全額補給。限度額：運転

2,500万 設備併用3,750万

R3からR7までの利子補給見込額について、基⾦を造成。

●基⾦造成額：92,248千円

 ※うち交付⾦充当額：50,405千円

92,248

補助 2 中小企業事業

継続補助⾦

奥州商工会議

所

前沢商工会

市内中小企業者 新型コロナウィルス感染症の拡大により影響を受けている奥州

商工会議所・前沢商工会が管轄する対象業種の中小企業者に対

して、事業の継続を下支えするため、予算の範囲内で給付⾦を

支給する事業の10/10を補助するもの。

【売上高減少率50%以上】

平均売上高減少額により50,000円〜150,000円を給付。

【売上高減少率30%以上50％未満】

平均売上高減少額により25,000円〜75,000円を給付。

3年４月１日から事業開始、7月31日で終了。（申請期

限６月30日）

【7月31日時点】

●奥州商工会議所

 申請件数871件(894店舗分）決定871件

 給付総額80,600千円

●前沢商工会

 申請件数88件(97店舗分) 決定88件

 給付総額8,050千円

198,600

経営支

援

3 宿泊促進事業

補助

岩手県旅館ホテル生活衛

生同業組合奥州支部

感染症収束後に市内の中小企業者のうち宿泊業を営む事業者の

事業継続を支援するため宿泊費の一部を補助。

・市内の宿泊施設に、宿泊者へ2,000円補助

7月6日岩手県旅館ホテル生活衛生同業組合奥州支部と

補助⾦交付契約締結済。

８月１日からの宿泊者を対象に予約開始。

（９月30日時点）

利用人数21,600人

90,000

経営支

援

4 貸切バス利用

促進事業

市内バス事業者 学校や団体が貸切バス利用時、利用料⾦の一部を補助すること

により、貸切バスの利用促進を図る。

・補助率：貸切バス運行経費の2分の1以内(30,000円上限)

7月19日市内事業者２者と補助⾦交付契約締結済み。8

月から割引事業開始。

（9月30日時点）

●執行額2,537,000円

（内訳：広告2件、貸切バス運行・延べ82台）

12,000

経営支

援

5 タクシー利用

促進支援事業

胆江地区タクシー業協同

組合

新型コロナウイルス感染症拡大より落ち込んだ市内タクシー事

業者を支援するため、タクシーチケットを割引販売するととも

に、タクシー宅配サービス「奥州デリタク」プロジェクトを実

施し、需要喚起、利用促進を図る。

・タクシーチケット5千円分×7,000冊を30％引きで販売し値引

き分を補助する。

・奥州デリタクは10キロまで500円とし、差額分を補助する。

8月16日胆江地区タクシー業協同組合と補助⾦交付契約

締結済。

８月23日から事業開始

・チケット10月1日販売開始

・デリタク9月末実績136件

15,400

令和３年10月18日市議会全員協議会資料 経営支援部会（総務企画部・商工観光部・農林部）

【令和３年度事業】新型コロナウイルス感染症に係る支援策の進捗状況について（10月８日現在）
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種別 № 事業名 申請先 対象 内容 備考
予算

（千円）

観光支

援

6 観 光 関 連 事 業

者支援事業

(一社)奥州市観光物産協

会

新型コロナウイルス感染症拡大により大きな影響を受けている

市内観光関連事業者を対象に各種支援事業を総合的に実施し、

当該事業者を支援する。

・宣伝広告事業（正法寺＆藤原の郷・えさし郷土文化館ジョイ

ント・エンジョイキャンペーン、観光プロモーション事業(正

法寺内臨時観光案内所)、事業者の活動を奥州FMや新聞で

PR）

・日帰り入浴利用促進事業（奥州・金ケ崎温泉スタンプラ

リー）

・旅行業代理事業者支援事業（旅行業代理事業者が企画販売す

る旅行商品代金、宣伝費助成)

・観光土産品販売事業者支援事業（奥州ふるさと特産品を送ろ

うキャンペーン）

・観光物産協会ホームページ特設サイト等作成事業

・バス事業者支援事業(正法寺、藤原の郷等を巡回する無料バ

ス運行)

７月21日奥州市観光物産協会と補助金交付契約締結

済。

８月１日から事業開始予定だったが、緊急事態宣言に

より、休止。10月から順次事業開始。

10,000

経営支

援

奥州商工会議

所、前沢商工

会

飲食事業者 新型コロナウイルス感染症拡大により大きな影響を受けている

市内飲食店を対象に「飲食店誘客促進事業」(プレミアムチ

ケット事業)を実施し、係る費用の10/10を補助するもの。

チケット名称：アマビ✡エールチケット

対象：市内250店舗(先着順)

概要：

・1店舗につき25万円分のチケットを配布

 ※2,500円券(5枚×500円)×100組

・店舗は2,500円分を2,000円で希望者(お客さん)に販売

 ※500円×100組＝50,000円のプレミアム分は先払い

９月24日奥州商工会議所、前沢商工会と補助金交付契

約締結。

10/6〜   参加店舗募集受付（先着順250店舗）

11/1〜2/28 チケット販売期間

11/1〜3/15 チケット使用期間

（10/8時点）

取扱店舗申込件数：134店舗

※商工会議所128店舗、前沢商工会６店舗

15,000

補助 7 お う し ゅ う 企

業 経 営 支 援 金

給 付 事 業 補 助

金

奥州商工会議

所

前沢商工会

中小企業者 新型コロナウィルス感染症の拡大により影響を受けている対象

業種の中小企業者に対して給付金(奥州市地域企業経営支援金)

を給付するもの。

対象：岩手県が実施する「地域企業経営支援金」の交付を受け

た市内中小事業者

給付額：１店舗につき10万円

想定申請件数：1,150件

９月28日補助金交付契約締結

申請期間：10/1〜2/28

（10/8時点）

申請件数：164店舗

※商工会議所163店舗、前沢商工会１店舗

119,089

6



種別 № 事業名 申請先 対象 内容 備考
予算

（千円）

補助 8 お う し ゅ う 安

心 飲 食 店 支 援

金 給 付 事 業 補

助金

奥州商工会議

所

前沢商工会

飲食事業者(中小事業者) 新型コロナウィルス感染症の拡大により影響を受けている中小

事業者のうち飲食事業者に対して、給付金(おうしゅう安心飲

食店支援金)を給付するもの。

対象：岩手県が実施する「いわて飲食店安心認証」の認定を受

けた市内中小事業者

給付額：１店舗につき10万円

想定申請件数：550件

９月28日補助金交付契約締結

申請期間：10/1〜2/28

（10/8時点）

申請件数：110店舗

※商工会議所108店舗、前沢商工会２店舗

57,026

【農林部関係】

種別 № 事業名 申請先 対象 内容 備考
予算

（千円）

給付 1 和牛肥育経営

生産基盤支援

事業

農政課 奥州市内で奥州市産の素

牛を購入した和牛肥育農

家

【事業主体：管内両JA】

和牛肥育農家の素牛導入に係る経費補助（素牛落札価格）の2

分の１以内の額。   上限：70千円／頭

 【対象期間：令和３年４月から令和４年１月】

8月に牛マルキンが発動。８月の対象牛61頭に対して補

助金を交付。また、4〜7、9月の牛マルキンの発動はな

し。

●実績額

 補助金 61頭×70千円＝4,270千円

44,308

※前回報告から変更なし ※前回報告（9月3日時点）

  8月に牛マルキンが発動。現在、事業対象頭数を両

農協に確認中。

●R3予算額

 補助金 105頭×70千円×6ヶ月＝44,100千円

 事務費 105頭×330円×6ヶ月＝207,900円
給付 2 肥育素牛自家

保留支援事業

農政課 ⿊⽑和種肥育素牛を自家

保留した市内和牛農家

【事業主体：管内両JA】

⾁用牛（⿊⽑和種）を肥育素牛として自家保留する場合に要す

る経費に対する補助  20千円／頭

【対象期間：令和３年４月から令和４年１月】

8月に牛マルキンが発動。８月の対象牛27頭に対して補

助金を交付。また、4〜7、9月の牛マルキンの発動はな

し。

●実績額

 補助金 27頭×20千円＝540千円

5,490

※前回報告から変更なし ※前回報告（9月3日時点）

  8月に牛マルキンが発動。現在、事業対象頭数を両

農協に確認中。

●R3予算額

 補助金 45頭×20千円×６カ月＝5,400千円

 事務費 45頭×330円×6ヶ月＝89,100円
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種別 № 事業名 申請先 対象 内容 備考
予算

（千円）

消費 3 意欲ある農業

者と飲食店等

の連携推進事

業

食農連携推進

室

農業者、市内飲食店 直接販売を行う農業者と、市内飲食店の連携により市産農産物

の地域内流通を促進し農業者の販売チャンネルの多様化を図る

ため、下記の事業を業務委託により実施

(1)飲食店等へ直販を希望する農業者の育成とリストアップ

 ・セミナー等の開催

(2)「農家×飲食店」トライアル事業

 ・市内飲食店での市内農家の農産物を使ったテイクアウトメ

ニュー等の開発支援及びイベント企画

５月10日 業務委託契約（2,999,700円）

６月中旬に農業者向け説明会を開催、農業者と飲食店

をヒアリングし、マッチングを行う。

【今後の予定】

・トライアルイベント

 １回目 10月１日~10月15日

    ※参加農業者14件、飲食店17店舗

 ２回目 令和４年１月下旬（予定）

3,000

給付 4 令和３年産主

食用米作付農

家支援事業

農政課 令和３年産主食用米作付

農家

新型コロナウイルス感染症の影響により、米の需要が大幅に減

少し、米価が下落している状況を踏まえ、営農負担を軽減する

ことにより、農家の生産意欲の向上及び農業経営の安定を図る

ことを目的とし、令和３年産の主食用米の作付けをする農家に

対し補助金を交付する。

補助金額＝主食用米作付面積（営農計画書）×116円／アール

（R3補助金予算 967,300a ×116円/a≒112,207千円）

・農家への通知   ５月28日

・申請期間   5月31日〜８月末

・補助金支払  ７月〜９月（7/21、8/25、9/29）

・対象農家総数  6,002件

・補助金支払状況

     9/29支払（8/31までの受付分）

     8,828千円、715件、11.9％（支払件/総数件）

 （支払累計 109,694千円、4,930件）

 （申請率：82.1％、予算執行率：96.2％）

・9/30 書類不備農家へ通知 24件

118,397

※前回報告

・補助金支払状況

   8/25支払（8/2までの受付分）

      7,190千円、454件、7.6％（支払件/総数件）

  （総計 100,867千円、4,215件、70.2％）

 ・8/13 未申請農家へ通知 1,755件

※前々回報告（７月28日時点）

・補助金支払状況

  7/21支払（6月末受付分）

  93,677千円、3,761件、62.7％（支払件/総数件）
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令和３年10月18日市議会全員協議会資料　経営支援部会（総務企画部・商工観光部・農林部）

新型コロナ対応関連
農林漁業セーフティネットに係る融資等の状況について（９月30日現在累計）

うち実行済（件） 金額（千円）

大手通り支店 0 0 0 0 0 0

水沢中央支店 2 4,200 2 4,200 2 4,200

水沢南支店 2 6,000 2 6,000 2 6,000

前沢支店 7 40,800 7 40,800 7 40,800

胆沢支店 19 113,000 19 113,000 18 112,500

衣川支店 0 0 0 0 0 0

JAふるさと管内
（奥州市内）

30 164,000 30 164,000 29 163,500

岩谷堂支店 1 3,000 1 3,000 1 3,000

玉里支店 2 4,000 2 4,000 2 4,000

ＪＡ江刺管内 3 7,000 3 7,000 3 7,000

合　計 33 171,000 33 171,000 32 170,500

↓

主営農類型 主な資金用途

肥育牛 16 肥育・繁殖農家 飼料代

繁殖牛 13 園芸農家 種苗肥料農薬代

園芸 2 水稲農家 運転資金

水稲 2

※前回までの貸付決定・32件、170,500千円

R3.9.30 時点
正式申込

（件）
金額

（千円） うち貸付決定
（件）

金額
（千円）
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 10 月 18 日市議会全員協議会資料 経済支援部会（総務企画部・商工観光部・農林部） 

 

商工業セーフティネットに係る融資及び信用保証の状況について（９月 30 日現在） 

 

１ 融資及び信用保証の状況 

  信用保証として、セーフティネット（以下「SN」）４号、５号及び危機関連保証が発動されている。 

  信用保証の認定件数は、９月 30 日現在で 1,611 件。実質無利子の制度融資の決定・実行件数は、

市中企が 110 件、約 14.3 億円、県・対応資金が 1,529 件、約 231 億円（５月末現在）となっている。 

【令和３年９月 30 日現在】 

 信用保証制度 制度融資（無利子） 

SN4 号 

R2.2.18〜 

SN５号 

段階的に業種拡

大 

危機関連 

R2.3.13〜 

計 県・対応資金 

R2.5.1〜R3.3.31 

※保証協会受付分 

市中企 

R2.4.28〜6.30 

R1 年度 0 件 0 件 0 件 0 件 ――― ――― 

R2.4 月 12 件 8 件 14 件 34 件 ――― 0 件 

5 月 155 件 64 件 82 件 301 件 
123 件 

2,247,321 千円 
37 件 

566,500 千円 

6 月 159 件 46 件 51 件 256 件 
230 件 

3,743,836 千円 
73 件 

861,600 千円 

7 月 89 件 24 件 25 件 138 件 
189 件 

3,090,543 千円 
 

8 月 44 件 12 件 13 件 69 件 
173 件 

2,609,932 千円 
 

９月 47 件 26 件 18 件 91 件 
85 件 

965,078 千円 
 

10 月 51 件 18 件 24 件 93 件 
100 件 

1,247,935 千円 
 

11 月 41 件 18 件 21 件 80 件 
75 件 

839,881 千円 
 

12 月 28 件 25 件 27 件 80 件 
94 件 

912,097 千円 
 

R3.1 月 21 件 15 件 28 件 64 件 
51 件 

419,633 千円 
 

2 月 58 件 44 件 33 件 135 件 
110 件 

1,829,651 千円 
 

３月 97 件 59 件 56 件 212 件 
258 件 

4,408,828 千円 
 

４月 3 件 3 件 3 件 9 件 
38 件 

643,822 千円 
 

５月 １件 １件 ３件 ５件 
３件 

95,000 千円 
 

６月 1 件 7 件 7 件 15 件 −  

7 月 4 件 4 件 2 件 10 件 −  

８月 4 件 0 件 ４件 ８件 −  

９月 ６件 ２件 ３件 11 件 −  

計 821 件 376 件 414 件 1,611 件 
1,529 件 

23,053,557 千円 
110 件 

1,428,100 千円 
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２ 市中企の利子補給額及び保証料補給額 

令和２年６月 30 日現在での市中企（無利子）の利子補給（R２負担額）は約 3,000 万円。総額では

約 1.3 億円。保証料補給は約 4,600 万円。実質無利子は、令和２年６月 30 日までの運用である。 

 

種 別 R2 負担額 総 額（見込） 

利子補給 29,520 千円 124,512 千円 

保証料 45,754 千円 45,754 千円 

計 75,274 千円 170,266 千円 

 

 

【参考】県・対応資金及び市中企（無利子）の制度比較 

項 目 県・対応資金 市中企（無利子） 

無利子要件 売上高 △５％ 売上高 △５％ 

限度額（運転） 6,000 万円（当初 3,000 万円） 2,500 万円 

据 置 据置５年、貸付 10 年 据置１年、貸付７年 
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予防接種健康被害調査委員会の開催について 

 

 新型コロナウイルスワクチンの接種後の副反応による健康被害に対する救済給付の請求

申請が出されたことを受けて、予防接種健康被害調査員会を開催する。 

 予防接種法（昭和 23 年法律第 68 号）に基づき、定期予防接種で健康被害に対する給付請

求が出された場合においても調査委員会を開催することとなっているが、本市では合併後

初めて開催する。 

 

１．予防接種健康被害調査委員会について 

 奥州市予防接種健康被害調査委員会要綱（平成 18 年２月 20 日告示第 51 号）により設置

する。 

(1) 予防接種健康被害調査委員会の所掌は次のとおりである。 

  ① 健康被害発生による疾病状況の調査及び診療内容に関する資料収集 

   ② 必要な場合に行う特殊検査又は剖検についての助言 

   ③ 調査報告書の作成 

(2) 委員会の委員は４名で組織する。 

   ① 学識経験者  ② 医師会代表者  ③ 保健所長  ④ 市の職員 

 

２．開催日時について 

   令和３年９月 21 日（火）午後６時 40 分から （非公開） 

 

３．協議する案件について 

３件 

 今後の請求申請状況により、随時に開催する。 

 

４．調査委員会後の請求申請の取扱いについて 

   市に提出された請求申請書類に、調査委員会で作成した調査報告書を添えて、岩手県 

に進達し、岩手県は厚生労働省に進達する。厚生労働省では、進達された請求について、 

「疾病・障害認定審査会」に諮問し認否等についての答申を受け、岩手県を通じて本市 

に通知される。市は受領した通知をもとに、申請者へ支給（不支給）の通知をする。 

 

５．費用について 

   新型コロナウイルスワクチン予防接種に関する健康被害救済給付費負担金及び委員 

会開催費用は、補助率 10/10 である。 

 

６.健康被害救済手続きについて 

   裏面の健康被害救済手続きフローを参照 

令和3年10月18日 全員協議会 

新型コロナウイルス感染症対策本部 
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  健康被害救済手続きフロー 
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奥州市               

岩手県 

厚生労働省 

疾病・障害認定審査会 

予防接種健康被害調査委員会 

① 申請 

② 調査 

  指示 

③ 報告 

④ 進達 

⑤ 進達 

⑥ 諮問 ⑦ 答申 

(認定・否認) 

⑧ 通知 

(認定・否認) 

⑨ 通知 

(認定・否認) 

⑩ 通知 

(支給・ 

不支給決定) 
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14



令和３年10月18日市議会全員協議会 

教育委員会事務局教育総務課 

江刺第一中学校旧屋内運動場解体及び駐車場整備工事の変更に伴う 

補正予算の計上について 

 

１ 工事概要 

(1) 工事名称  江刺第一中学校旧屋内運動場解体及び駐車場整備工事 

(2) 受 注 者  高惣建設株式会社 

(3) 契約年月日 （当初）    令和３年４月 30日   

（第１回変更） 令和３年９月 13日 

(4) 工事期間  （当初）    令和３年５月６日から令和３年９月18日まで 

（第１回変更) 令和３年５月６日から令和３年11月12日まで 

(5) 請負金額  （当初）   請負額 55,000,000円(税込) 

（第１回変更）請負額 62,458,000円(税込) ［7,458,000円の増額］ 

(6) 第１回変更理由 

ア 現地調査により、既設給水配管及び電気配管の撤去・切り回し範囲の確定並びに旧屋体

の解体に伴う発生材運搬処分の数量精査により増額するもの。 

イ 地盤改良方法検討のための地盤調査の追加並びに統合に伴い、中学校を発着するスクー

ルバスが２台から９台に増加することに対応した外構計画の見直し等により増額するもの。 

ウ 現状地盤が想定以上に軟弱であり、地盤改良方法の検討に日数を要していることから、

工期を延長するもの。 

 

２ 予算額の増額を要するに至る経緯 

  江刺第一中学校屋内運動場は、令和３年３月に改築工事が完了し、供用を開始している。 

  今年度は、旧屋内運動場を解体すると共に、跡地はスクールバス昇降エリアを含む駐車場と

して整備活用することとしており、現在は解体撤去を終え、駐車場整備に取り掛かっている状

況である。 

  この駐車場整備の準備のため、解体後の跡地を掘削したところ、地盤が想定を超えて軟弱で

あったことから、新たに地盤改良を行う必要があることが判明した。 

 

３ 協議 

  地盤改良方法について、技術的及びコストの観点から検討し、安定処理工法と呼ばれる、既

存路盤土にセメント等を混入する工法が最も適当なものと判断された。 

  これにより、実施を要する地盤改良に係る経費等は 16,852,000 円となるが、本工事に係る現

計予算残額は 555,000円であり、16,297,000円不足となる。 

  この駐車場は、今年度末に予定する江刺南中学校及び江刺東中学校との統合により増加する

江刺第一中学校のスクールバスの乗降エリアともなり、整備は重要であることから、今回 11 月

臨時補正予算において、不足見込分を増額補正計上することとしたい。 

 

４ 江刺第一中学校屋内運動場改築事業 令和３年度予算状況 

〇歳出                                          (単位：円)  

工事名称 
令和３年度

予算額① 

執行額(当初

契約)② 

執行額(第１

回変更)③ 

第１回変更

後契約額④=

②+③ 

予算残額⑤=

①-④ 

今回執行増見

込額⑥ 

補正額(予

定) 

=⑥-⑤ 

旧屋内運

動場解体

及び駐車

場整備工

事 

63,013,000  55,000,000  7,458,000  62,458,000  555,000  

 

 

16,852,000 

※地盤改良等

に係る経費増 

16,297,000 

 〇歳入 増額分について、過疎債充当を見込んでいる。 
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えさしクリーンパーク運営管理補助について 

 

えさしクリーンパークの事業継続については、平成31年２月議会において、えさしクリー

ンパークを守る会から提出された「えさしクリーンパークを平成34年度以降も事業継続する

請願」が採択されました。これを受け市では、岩手県、(一財)クリーンいわて事業団及び江

刺開発振興㈱との調整を行ってまいりました。前回の全員協議会では、概算での説明でした

ので、その後、運営経費の精査、クリーンパークを守る会とも意見交換を行った結果、令和

４年度・５年度の２年間の営業継続に関する運営経費や入場料収入見込み及び運営管理補助

に係る経費についての精査を行いましたので、これについて説明いたします。 

 

１ えさしクリーンパーク入場者数の推移              （単位 日、人） 

年 開館日 一般 シルバー 小中学生 無料 総入場者 備考 

Ｈ28 313 18,158 18,618 11,282 4,199 52,257   

Ｈ29 312 17,678 19,243 11,776 4,397 53,094   

Ｈ30 313 15,886 19,383 12,622 4,059 51,950   

Ｒ元 313 15,663 19,896 11,830 4,526 51,915   

Ｒ２ 279 12,625 14,747 8,266 3,477 39,115 
感染症拡大対策
による休館あり 

※１ うち、４団体、週８回の定期利用があり、年間で延べ8,000人余の利用。 

※２ 参考 悠悠館のＲ元の総入場者数は、23,566人。 

 

２ 運営経費等に関する説明 

令和４年度・５年度のクリーンパークの運営経費は、事業団からの助成がなくなるため、

市からの運営管理補助と入場料収入のみで運営することとなります。このため、次のとおり

精査を行い、運営経費等を算定しました。 

 

① 運営経費について 

前回、営業時間の見直しについてご説明しておりました。これは現行の営業時間を短

縮するものでしたが、これに加え、更なる経費の圧縮を図る目的で、週当たりの営業日

数を１日減らす方法（週６日営業から週５日営業へ）が、経費削減に有効ではないかと

考え、江刺開発振興との協議の上で、利用者団体でもあるクリーンパークを守る会にご

提案をさせていただきました。 

その結果、日曜日以外の全ての営業日に、健康増進のための水中ウォーキング教室、

健康水泳教室などの定期利用団体があり、別の曜日に移動させることが困難であること、

休館日が多く使用しにくい施設となるよりも、各営業日の営業時間をさらに１時間短縮

する方向で検討してほしいとのご意見をいただき、最終的に、営業時間を、現行の10時

開館20時閉館から、11時開館19時閉館へと２時間の営業時間を変更する方法で、経費節

減を図ることとしました。 

 

② 入場料収入について 

事業団からの助成がなくなり、この後説明します浄化槽経費も必要なため、市の負担

令和３年10月18日 

市議会全員協議会資料 

市民環境部 
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額が増えることになりますが、施設を利用されている方にも、ご負担を増やしていただ

き経費の削減に努める必要があります。このため、１人当たりの入館料を200円値上げ

する計画として入場料収入を算定しました。値上げによる入場者数の減なども踏まえた

入場料収入の総額は20,330千円。令和元年度から約5,500千円の増としております。 

 

この結果、表１のとおり年間で約8,000千円、２年間で約16,000千円の効果額となります。 

 

表１ 効果額算定                 （単位 円） 

年度 運営経費 入場料収入  

Ｒ元 62,305,000 14,841,000 47,464,000 

Ｒ４ 59,730,000 20,330,000 39,400,000 

増減 △2,575,000 5,489,000 △8,064,000 

 

③ 浄化槽について 

令和４年度・５年度に新たに発生する経費として、クリーンパークの施設から排出さ

れた処理水を浄化する浄化槽の管理経費があります。当初は、過去５年間の維持管理経

費の平均値として4,020千円としてご説明をしておりましたが、２年度に、ポンプ（水

中撹拌機）の更新約1,500千円。処理水槽のｐＨ計の交換約1,100千円の約2,600千円が

含まれておりました。これら機器は更新されており、今後２年間はこのような大きな更

新は発生しないものと考えられるため、この費用を除いたうえで、維持管理経費を

3,500千円とする見直しを行いました。 

 

以上の結果、運営経費、入場料収入、運営管理補助金等は、表２のとおりとなります。 

 

表２ 運営管理補助金額算定                     （単位 円） 

年度 

  

入場料収入 

(d) 

 

運営経費 

(a)=(b)+(c)

クリーンパーク分 

(b) 

浄化槽分 

(c) 

補助金 

(e)=(a)-(d)

事業団負担 

(f) 

市負担 

(g)=(e)-(f)

Ｒ元 

実績 
62,305,000 62,305,000         0 14,841,000 47,464,000 23,700,000 23,764,000 

Ｒ４ 63,230,000 59,730,000 3,500,000 20,330,000 42,900,000  42,900,000 

Ｒ５ 63,230,000 59,730,000 3,500,000 20,330,000 42,900,000  42,900,000 

  ※参考 悠悠館のＲ元の運営経費は46,022,000円、入場料収入等は6,025,000円。 

 

令和４年度・５年度の管理運営補助がそれぞれ42,900,000円(e)となります。この合計額

85,800,000円が債務負担行為の提案額となります。 

 

３ 今後の進め方 

令和３年10月18日 全員協議会による議会への説明 

    11月４日 市議会臨時会に本件にかかる予算案（債務負担行為）を上程 

    11月中旬 県及びクリーンいわて事業団との新たな覚書締結への協議 
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第２次奥州市総合計画後期基本計画中間案に対する市議会からの意見の反映等について   
 後期基本計画の中間案に対し、以下のとおりご意見を頂きました。市議会からの意

見は可能な限り計画に反映させ、一方で直接的な反映が難しかったものについては、

今後の市政運営に係る貴重なご意見として参考とさせていただきます。 

今後は、すでに実施した市政懇談会や、現在行っているパブリックコメントの意見

も参考にしながら、計画案を総合計画策定委員会でさらに検討し、総合計画審議会か

らの意見を踏まえて成案とする予定です。 

 

１ 意見件数 

  常任委員会 計33件（うち総務５、教育厚生21、産業経済５、建設環境２） 

  会派 計43件（うち奧和会３、奥州みらい31、公明党９） 

 

２ 意見と対応内容 

  別紙のとおり 

 

３ 市議会からの意見に対する対応経過 

  ８月18日（水） 全協にて中間案説明、意見提出依頼 

          【常任委員会、会派による意見調整】 

  ９月７日（火） 議会事務局から意見提出 

    28日（火） 第４回総合計画策定委員会にて意見反映検討協議 

    29日（水） 市長、副市長協議 

  10月１日（金） 当課から議会事務局へ回答 

    18日（月） 全員協議会にて議会意見の反映等の説明 

 

４ これまでの策定の経過と今後の進め方 

４月16日 全員協議会 策定方針説明 

19日 庁議 策定方針等の決定 

    30日 市民アンケート発送（５月31日まで受付） 

  ５月19日 第１回策定委員会 体系図検討 

    24日 第１回総合計画審議会 体系図素案審議 

  ６月４日 基本計画議決事件条例改正議決 

    30日 第２回策定委員会 部門別計画素案検討 

  ７月２～ 総合計画審議会分科会 

６日  体系図、部門別計画素案審議（市議へ傍聴案内） 

    15日 ワークショップ「ＴＮＧＲ」 若者世代の意見聴取（市議へ傍聴案内） 

  ８月４日 第３回策定委員会 中間案検討 

    17日 第２回総合計画審議会 中間案審議（市議へ傍聴案内） 

    18日 全員協議会 中間案説明および意見提出依頼 

令和３年10月18日 

全員協議会資料 総務企画部 
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    25日 胆沢地域会議 中間案説明 

    26日 同前沢 

    30日 同江刺 

  ９月17日 同衣川 

    22日 同水沢 

    28日 第４回策定委員会 議会意見の反映に係る検討 

 

10月１～ 

20日 パブリックコメント 中間案に対する意見聴取 

同日 市政懇談会 胆沢地域 

  ４日  同上   江刺地域 

  ５日  同上   衣川地域 

  ７日  同上   前沢地域 

  ８日  同上   水沢地域 

    18日 全員協議会 議会意見の反映等の説明 

    27日 第５回策定委員会 最終案検討 

  11月８日 第３回総合計画審議会 最終案諮問および審議 

    19日 第４回総合計画審議会 最終案審議 

    下旬 総合計画審議会 答申 

    26日 全員協議会 最終案説明 

  １月下旬 市議会定例会 後期基本計画議案提出 

  ２月中旬 庁議 後期基本計画の決定 



後期基本計画への意見等と対応（市議会）

大綱
基本
施策

施策

1 1
総務企
画部

部門別
計画

94 128
ICT利活用環境の整
備
－成果指標

6 4 1

市公式HPアクセス数 HP更新量や頻度を成果指標とすることで、市民
が求める情報提供や疑問解決につながるのでは
ないか。

　HP更新量や頻度は担当職員の業務に関する
「活動指標」の性質が強く、市民への情報提供
の「成果指標」としては、現行内容が適切であ
ると考えます。
　ただし、市公式HPアクセス数の目標達成のた
めには、ご指摘のあったHP更新量や頻度が重要
であると捉えており、今後ともその充実に努め
てまいります。

総務常任委
員会

2 1
総務企
画部

部門別
計画

94 128
ICT利活用環境の整
備
－成果指標

6 4 1

市公式アプリインストール数 広報お知らせ版をアプリに置き換えるなどICT
利活用環境を整備することによる省資源化と
セットで取り組むべきではないか。

「デジタル化による恩恵を享受できる環境整
備」の推進と併せて検討してまいります。 総務常任委

員会

3 1
総務企
画部

本編 23 23
第２章１－（2）－
①SDGｓの理念の具
現化

－ － －

「2030年をゴールに国際社会全体
の普遍的な目標として国連が設定
した、ＳＤＧｓ（ 持続可能な開
発目標） を念頭に、「持続可能
な社会」を具現化するための計画
とします。」

市にSDGｓ専門の部署（専任）をつくるなど、
全庁で「持続可能な社会」を具現化するための
取組みを推進されたい。

ＳＤＧｓを市民にとってより身近なものとし、
一層の浸透を図るため、後期基本計画の策定に
併せて奥州市版ＳＤＧｓを作成しています。
ＳＤＧｓの推進に関しては、市議会からのご提
言等も踏まえながら、検討してまいります。

総務常任委
員会

4 1
総務企
画部

本編 23 24

第２章－１－（2）
－
②デジタル技術の活
用

－ － －

「Ｉ o Ｔ やＡ Ｉ 、ビッグデー
タ、５ Ｇ 等の科学技術を活用し
た超スマート社会Society5.0で実
現する社会は、社会の変革（イノ
ベーション）を通じて、これまで
の閉塞感を打破し、希望の持てる
社会、世代を超えて互いに尊重し
合える社会、一人一人が快適で活
躍できる社会になるとされている
ことから、ＤＸを推進するなど、
デジタル技術の活用を踏まえた計
画とします。」

具体的な方策まで落とし込んで早急に取り組む
など、デジタル技術の活用を推進されたい。

デジタル技術の活用については、「新たな考え
方」で示したように分野横断的な推進を図るほ
か、今回新規に設定する基本施策6-4「デジタ
ル社会の構築」において、ＩＣＴ利活用環境の
整備やデジタル行政サービスの推進に取組む予
定です。
また、市のＤＸを推進するため、今年度「奥州
市デジタル推進本部」を設置しました。
これらの取組みの積み上げによって、
Society5.0やＤＸの実現を目指してまいりま
す。

総務常任委
員会

5 1
総務企
画部

本編 24 24

第２章－１－（2）
－
④シティプロモー
ション

－ － －

「シティプロモーションに取組む
ことで、関係人口や交流人口の増
加に資する奥州市の認知度向上は
もとより、市民や市内事業者等の
市への愛着や誇りが醸成され各種
施策の成果が一層高まることにつ
ながるため、市民と一体となって
市内外に向けた情報発信を意識し
た計画とします。」

・シティプロモーションとは、地元に対する愛
着や誇りがあるからこそ市民が積極的に取組む
ものであると考える。これではシティプロモー
ションに対する考え方が逆であり、取組みの発
想が違うのではないか。
・ 市民の愛着や誇りである「シビックプライ
ド」を醸成することが、結果して、市民が一体
となったシティプロモーションの取組みに繋が
るものと考えることから、後期基本計画策定の
新たな考え方として、シティプロモーションの
視点を取り入れることには大いに賛同するが、
市民のシビックプライドの醸成に取り組むこと
を主とする考え方に改めるか、もしくはシビッ
クプライドの醸成を加えるべきではないか。

シティプロモーションにおけるシビックプライ
ドの醸成については、重要なものの一つとして
認識しており、いただいたご意見を踏まえ修正
を加えました。
なお、シティプロモーションの詳細について
は、今年度中に基本方針を策定し、基本的な考
え方や方向性について明らかにしていく予定で
す。

【該当箇所 変更後】
関係人口等の増加に資する認知度向上はもとよ
り、市民や市内事業者等のシビックプライドを
醸成することで、市民と一体となった情報発信
や各種施策の成果を一層高めることにつなげる
ため、市内外に向けたシティプロモーションを
意識した計画とします。

総務常任委
員会

部門別の分類項目
現行内容
指摘事項

変更後の内容
加筆修正等意見

通し
番号

常任委員会

会派
個別
番号

資料
元ページ

番号
項目番号等
該当箇所

担当部
市の対応

（計画への反映等）
現ページ

番号

1/12



後期基本計画への意見等と対応（市議会）

大綱
基本
施策

施策

部門別の分類項目
現行内容
指摘事項

変更後の内容
加筆修正等意見

通し
番号

常任委員会

会派
個別
番号

資料
元ページ

番号
項目番号等
該当箇所

担当部
市の対応

（計画への反映等）
現ページ

番号

6 2
協働ま
ちづく
り部

部門別
計画

5 39 ②施策の目標 1 1 4

ＬＧＢＴＱに関する表記がない ＬＧＢＴＱを盛り込んだ内容とすべき ②施策の目標に「③性の多様性に対する理解の
促進」を追加します。 教育厚生常

任委員会

7 2
協働ま
ちづく
り部

部門別
計画

5 39
施策の方向②
成果指標

1 1 4

女性参加率の向上を目指すとある
が、指標の現状値が目標に対して
かい離が大きい

女性委員の比率を高めるべく踏み込んだ表現と
すべき

現状と目標の乖離が大きく、既存の取組にとど
まらず、他市の先駆的事例の検証を含め、どの
ような方策が効果的であるか早急に検討し、具
体の取り組みを実施していきます。

教育厚生常
任委員会

8 2
教育委
員会

部門別
計画

15 49
５現状と課題
８行目

2 1 －

教育現場や情報機器に精通した人
材を活用し、ＩＣＴを利用した効
果的な…

教育現場や情報機器に精通した人材を育成し、
確保し、活用し、ＩＣＴを利用した効果的な…

「教育現場や情報機器に精通した外部の人材等
を活用し、ＩＣＴを利用した効果的な…」
情報現場や情報機器に精通した人材育成、確保
については、ＩＣＴ支援員等の外部の人材を活
用することからこの表記とします。

教育厚生常
任委員会

9 2
教育委
員会

部門別
計画

15 49
５現状と課題
12行目

2 1 －

不登校やいじめの未然防止・早期
発見等の取組を推進とあるが、こ
こに子どもの権利に関する記述が
ない

子どもの権利に関する記述を盛り込むべき 「子どもの権利」は不登校・いじめの防止ばか
りではなく、幸せに生きる権利という観点であ
ることから、以下のように挿入します。
「子どもの権利を踏まえ、児童生徒が生き生き
と充実した学校生活を送るために、安心感のあ
る集団づくりや、…」

教育厚生常
任委員会

10 2
教育委
員会

部門別
計画

16 50 施策の方向① 2 1 1

地域づくりに資する観点の表記が
ない

地域づくりに資する学校経営または学校運営と
いう言葉をぜひ盛り込んでもらいたい

表現としてこのままといたしますが、学校運営
協議会の設置により、これまで以上に学校と地
域が協働していくことがより必要となります。
ご意見を踏まえ取組んでまいります。

教育厚生常
任委員会

11 2
教育委
員会

部門別
計画

16 50 施策の方向⑨ 2 1 1

奨学金の滞納の解消に関する踏み
込んだ施策が必要ではないか

奨学金の免除要件を設置しては。（市内での就
職を条件にするなど）

今回の計画への反映はいたしません。
奨学金の滞納の解消については、督促状、催告
書（文書、電話）、個別面談などを実施し、滞
納額の解消に努めているところです。
なお、奥州市奨学金については、基金を運用し
て制度を継続していることから、新たな免除要
件の設置はなじまないと考えております。 教育厚生常

任委員会

12 2
教育委
員会

部門別
計画

16 50 成果指標 2 1 1

ＧＩＧＡスクールの取組みに対す
る成果指標がない

研修会の回数などを指標化してもよいのではな
いか

指標を「授業中にＩＣＴを活用して指導する能
力を持つ教員の割合」「児童生徒のＩＣＴ活用
を指導する能力を持つ教員の割合」とします。 教育厚生常

任委員会

13 2
教育委
員会

部門別
計画

18,19,21 52,53,55
文化財の管理に関す
ること

2 2 －

文化財施設については新たな施設
を整備する必要性が高まってい
る。検討する。という表現は相当
年数前から記述されている。

再編・統合、新設に関してはもっと踏み込んだ
表記とすべき

公共施設等総合管理計画の個別施設計画に基づ
き、方向性を明示します。

教育厚生常
任委員会
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後期基本計画への意見等と対応（市議会）

大綱
基本
施策

施策

部門別の分類項目
現行内容
指摘事項

変更後の内容
加筆修正等意見

通し
番号

常任委員会

会派
個別
番号

資料
元ページ

番号
項目番号等
該当箇所

担当部
市の対応

（計画への反映等）
現ページ

番号

14 2
教育委
員会

部門別
計画

18,19,21 52,53,55
文化財の管理に関す
ること

2 2 －

博物館の個別施設計画では令和34
年廃止となっているが、そもそも
今から30年もつのか。計画自体に
問題があるのでは。

再編・統合、新設に関してはもっと踏み込んだ
表記とすべき

施設の老朽化が喫緊の課題であることを踏ま
え、市民との課題共有を図るように記載を変更
します。 教育厚生常

任委員会

15 2 福祉部
部門別
計画

24 58 成果指標 3 1 1

避難行動要支援者避難支援台帳の名簿ができて
いるのか。
対象者の数（母数）を把握した上での数値設定
になっているのか。

　避難行動要支援者避難支援台帳の名簿は、出
来ています。追加や変更等の更新に努めていま
す。
　避難行動要支援者名簿については、奥州市避
難行動要支援者避難支援計画の規定に基づき、
75歳以上の高齢者、要介護４以上の方、障がい
者手帳所持者、難病患者などのうち、真に避難
支援が必要な方を民生委員等が地域の対象者を
洗い出し、避難行動要支援者避難支援台帳を作
成します。
民生委員らの協力を頂きながら常に実態把握を
行っております。対象者数は常に動くことか
ら、母数を表すことができないことをご了承願
います。

教育厚生常
任委員会

16 2 福祉部
部門別
計画

26 60 施策の方向③ 3 1 3

「適切な支援」だけでは支援の中
身がよくわからない

具体的な支援策の記述を 「分野を越える複合的な課題については、最初
に相談を受けた窓口が相談を受け止め、必要な
サービス等に繋げるため中心窓口となり、他分
野の担当課や関係機関が連携して支援しま
す。」に修正します。

教育厚生常
任委員会

17 2 福祉部
部門別
計画

26 60 ②施策の目標 3 1 3

地域包括ケアシステムの推進に関
する記述がない

「地域包括ケアシステムの推進」に関する記述
を

「②施策の目標」欄の文頭に「地域共生社会の
実現に向け」を追記します。

※地域包括ケアシステムは、主に高齢者に関わ
る取組なので、福祉全般(地域福祉)の用語とし
て「地域共生社会の実現」として付け加えま
す。

地域包括ケアシステム(厚生労働省HPより)
高齢者の尊厳の保持と自立生活の支援の目的の
もとで、可能な限り住み慣れた地域で、自分ら
しい暮らしを人生の最期まで続けることができ
るよう、地域の包括的な支援・サービス提供体
制（地域包括ケアシステム）の構築を推進して
います。

教育厚生常
任委員会
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後期基本計画への意見等と対応（市議会）

大綱
基本
施策

施策

部門別の分類項目
現行内容
指摘事項

変更後の内容
加筆修正等意見

通し
番号

常任委員会

会派
個別
番号

資料
元ページ

番号
項目番号等
該当箇所

担当部
市の対応

（計画への反映等）
現ページ

番号

18 2
健康こ
ども部

部門別
計画

27 61
５現状と課題
15行目

3 2 －

ひきこもりは子どもや若者に限っ
た話ではない。

現状、実態を把握した上で、記述について検討
を。

本項目は「子育て」の視点で記述しておりま
す。子ども・若者以外のひきこもりについて
は、３－❶の福祉部門にて、「社会的孤立」と
して記述しております。なお、若者等の問題
は、ひきこもりだけではないことから、Ｐ29の
指標「ひきこもり相談利用者（実数）」を、
「子ども・若者相談利用者（実数）」に、目標
設定の考え方の冒頭を「ひきこもり等、子ど
も・若者相談の～」に修正します。

教育厚生常
任委員会

19 2
健康こ
ども部

部門別
計画

28 62 成果指標 3 2 1

放課後児童クラブの数値設定は、
小学３年生以下を対象にしている
のではないか。入所が必要な児童
については小学生全学年を含むべ
きではないか。

小学６年生までを対象とした場合、クラブの
キャパそのものが足りないので、100％の目標
値の設定は不可能となる。

小学５年生以上の児童は、将来的な自立に向
け、一人で過ごす経験も必要との考えと、高学
年の児童クラブの利用状況から、「入所が必要
な児童」を小学校４年生までとして、目標値を
設定しております。なお発達段階や家庭環境等
を勘案した上で、高学年児童も受け入れており
ます。

教育厚生常
任委員会

20 2
健康こ
ども部

部門別
計画

33 67
施策の方向③
成果指標

3 3 1

健診の受診率向上に向けた取り組
み強化とあるが、それに対する成
果指標が喫煙率では合わない

受診率向上に関係する数値を成果指標に加えて
は

疾病の予防・早期発見のためには受診（検）率
の向上は重要な取組と考えております。各種健
（検）診の受診（検）率については、実施計画
における活動指標に設定することから、基本計
画では悪性新生物による死亡率の減少を成果指
標としております。なお、喫煙率については、
喫煙が悪性新生物及び生活習慣病の要因となる
ことから、本計画の成果指標としております。

教育厚生常
任委員会

21 2 福祉部
部門別
計画

36 70 施策の方向 3 4 1

老人クラブが年々減っている現状
がある。組織の実態やそれの対策
などの記述がない

組織の実態について追記するほか、対策や維持
する方策などについても記述を。

①施策名 3-4-2　介護予防の推進
5 現状と課題に追記しました。
施策の方向（具体的取組対策）①に加筆しまし
た。

教育厚生常
任委員会

22 2

健康こ
ども

部・医
療局

部門別
計画

43 77 成果指標 3 6 1

市内病院搬送割合の市内病院に
は、県立病院も含まれているので
はないか

緊急医療の充実につなげるためにも、市立病院
への搬送割合について指標に追加すべき

二次・三次救急を担う胆沢病院に救急搬送が集
中しすぎないよう、市立病院での一次・二次救
急医療体制の継続に努めます。指標について
は、圏域内の民間医療機関との連携も重要と捉
えており、一体での地域医療体制構築として取
り組みます。

教育厚生常
任委員会

23 2
健康こ
ども部

部門別
計画

43 77 施策の方向④ 3 6 1

医療費の一部を支給 医療費の全額を支給　という取り組みにできな
いか

子ども（未就学児）、重度、妊産婦、ひとり
親、寡婦については全額支給を実施しておりま
す。子ども（小中高生等）については財源的な
問題から全額支給は現状では難しいと考えま
す。

教育厚生常
任委員会

24 2 医療局
部門別
計画

44 78 ②施策の目標 3 6 2

県との連携に関する記述が無い 県との連携について記述を加えた上で、胆江医
療圏のニーズに合った医療の提供について記述
してほしい

指摘を踏まえ、別紙のとおり修正します。
教育厚生常
任委員会
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後期基本計画への意見等と対応（市議会）

大綱
基本
施策

施策

部門別の分類項目
現行内容
指摘事項

変更後の内容
加筆修正等意見

通し
番号

常任委員会

会派
個別
番号

資料
元ページ

番号
項目番号等
該当箇所

担当部
市の対応

（計画への反映等）
現ページ

番号

25 2 医療局
部門別
計画

44 78 ①施策名 3 6 2

市立医療機関の再編・充実につい
て　再編・充実は手段であり、施
策名には合わないのでは

以前のような、市立病院・診療所の医療の充実
というような表現にすべきではないか

現時点ではこのままとします。ただ、今後の議
論次第で修正も検討します。 教育厚生常

任委員会

26 2 医療局
部門別
計画

44 78 成果指標 3 6 2

着任数とあるが、奨学生を増やさ
ないと着任数の増加につながらな
い

奨学生の人数を増やすという方針、指標設置が
必要では

奨学生も段階的に増やす予定ですが、実際の医
師を増やすには現奨学生の着任数が一番重要で
すので、このままとします。 教育厚生常

任委員会

27 3
商工観
光部

部門別
計画

52 86
４基本方針
２行目

4 2 －

商店街の人々が 外部の視点も取り入れながら、商店街の人々が 「外部の視点も取り入れながら、」を追記いた
します。 産業経済常

任委員会

28 3
商工観
光部

部門別
計画

54 88 ②施策の目標 4 2 1

本気を出して商店街の活性化に取
り組みやすい環境を整備すること
により、商店街活性化に対するや
る気を育て、賑わいのある商店街
づくりを目指します。

外部の視点も取り入れながら、既存の概念にと
らわれない新しい事業の展開や取組みを支援
し、賑わいのある商店街づくりを目指します。

「外部の視点も取り入れながら、既存の概念に
とらわれない新しい事業の展開や取組みを支援
し、商店街活性化に対するやる気を育て賑わい
のある商店街づくりを目指します。」に修正い
たします。

産業経済常
任委員会

29 3
商工観
光部

部門別
計画

58 92 成果指標 4 2 5

製造品出荷額等 誘致企業の出荷額が分かる指標を設けるべき 企業誘致は単に他市町村から市内へ企業を誘致
し、工場出荷額及び従業員数を増加させる施策
ではなく、新たに企業を誘致し既存の市内企業
との取引等を通じて相乗効果を働かせ市全体と
して発展するための施策と捉えております。
よって、誘致企業のみの数値にとらわれず、市
全体の数値を計画の目標値とします。

産業経済常
任委員会

30 3
商工観
光部

部門別
計画

59 93
４基本方針
９行目

4 3 －

市民、民間企業、市内の観光関係
団体と一丸となって、

外部の視点も掛け合わせながら、市民、民間企
業、市内の観光関係団体が一丸となって、

「外部の視点も取り入れながら、」を追記いた
します。 産業経済常

任委員会

31 3
商工観
光部

部門別
計画

60 94 成果指標 4 3 1

観光客入込数 観光施設の入込数とまつり等のイベントの入込
数を合わせた人数と思われるが、目標は分けて
設定するべき。

各関係団体が主催するイベントの入込目標を市
が設定することは適当ではないため、市の観光
施策や各関係団体のイベント開催により市に訪
れる観光客を観光施設、イベントに分けず目標
設定しております。

産業経済常
任委員会

32 4
市民環
境部

部門別
計画

70 105 ①施策名 5 1 3

「ごみ減量化に向けた３Ｒの推
進」

ゴミの元になるものを買ったり、貰ったりしな
いリフューズを加えて「４Ｒ」とすべき。

ご指摘の「リフューズ」は「リデュース」を細
分化したものであり３Ｒに含まれる内容である
ことから、市としましては国においても推進し
ている「３Ｒ」を推進してまいります。

建設環境常
任委員会

33 4
総務企
画部

部門別
計画

71 106
②施策の目標・成果
指標

5 1 4

再生可能エネルギーの利活用推進
に係る成果指標がない。

地域における再生可能エネルギーの導入やエネ
ルギー比率の目標を設けるべき。

再生可能エネルギーについては様々な方策があ
ると考えておりますが、その中で市が長年取り
組んできた木質バイオマス発電施設は休止と
なったところです。今後は施設の検証を行いな
がら次の段階へ進む途上であることから、成果
指標に設定する数値を現状では表せないことを
ご理解いただきたく思います。

建設環境常
任委員会
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後期基本計画への意見等と対応（市議会）

大綱
基本
施策

施策

部門別の分類項目
現行内容
指摘事項

変更後の内容
加筆修正等意見

通し
番号

常任委員会

会派
個別
番号

資料
元ページ

番号
項目番号等
該当箇所

担当部
市の対応

（計画への反映等）
現ページ

番号

34 11

総務企
画部・
市民環
境部

本編 6 111
Ⅴ環境にやさしい安
全・安心なまちづく
り

－ － －

　近年の夏の天候は、これまでに
創造もつかない状況となってい
る。今年も線状降水帯の度重なる
発生により、長期間にわたり豪雨
が続き、静岡県や九州方面に死者
が出るほどの激甚被害が起きてい
る。
　本市では、北上川や北上高地に
山間地帯を抱えていることから、
何時この様な災害が襲ってくるか
わからない。決して「対岸の火
事」ではない。
　よって、この部分をもっと強い
表現の文章としてはどうか。

（追加文案）
「また、近年頻繁に発生している線状降水帯に
よる集中豪雨に対応できるまちづくりに取組み
ます。」

ご指摘のあった箇所は基本構想の一部であり、
策定方針として基本構想は修正しないものと説
明しております。よって、ご指摘の加筆はでき
ないものと考えます。
よって、大綱５にぶら下がる施策5-3-1「防災
対策の充実」の主な取り組み内容の３段落目の
前段に、「近年、全国で頻繁に発生している記
録的な豪雨や長雨による河川の氾濫、洪水浸水
被害、土砂災害等への備えも含めて、」という
一文を加筆します。

奧和会

35 11
市民環
境部

部門別
計画

77 111
施策の方向
①防災対策の充実

5 3 1

　（上記と同様の理由により）近
年の夏の天候は、これまでに創造
もつかない状況となっている。今
年も線状降水帯の度重なる発生に
より、長期間にわたり豪雨が続
き、静岡県や九州方面に死者が出
るほどの激甚被害が起きている。
　本市では、北上川や北上高地に
山間地帯を抱えていることから、
何時この様な災害が襲ってくるか
わからない。決して「対岸の火
事」ではない。
　よって、施策の方向①防災対策
の充実に集中豪雨対策として、市
民への啓蒙・防災意識の醸成と取
組みを追加してはどうか。

施策の方向（具体的取組策）①防災対策の充実
に集中豪雨対策として市民への啓蒙・防災意識
の醸成の取組みを追加してはどうか。

「災害の発生又は災害の発生の恐れが高まった
際の命を守る適切な行動がなされるよう、市民
へ避難行動の周知と防災意識の向上を図りま
す。」を追加します。

奧和会

36 11
市民環
境部

部門別
計画

77 111 成果指標 5 3 1

成果指標が「防災士認証登録者
数」のみとなっている。

上記で追加した市民への啓蒙・防災意識の醸成
と取組みに関する指標を追加すべき。

成果指標に「地域防災セミナー参加者」を追加
します。 奧和会

37 12

総務企
画部・
市民環
境部

部門別
計画

72 106 成果指標 5 1 4

成果指標に具体的取組みを明記すべき。 再生可能エネルギーについては様々な方策があ
ると考えておりますが、その中で市が長年取り
組んできた木質バイオマス発電施設は休止と
なったところです。今後は施設の検証を行いな
がら次の段階へ進む途上であることから、成果
指標に設定する数値を現状では表せないことを
ご理解いただきたく思います。

奥州みらい
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後期基本計画への意見等と対応（市議会）

大綱
基本
施策

施策

部門別の分類項目
現行内容
指摘事項

変更後の内容
加筆修正等意見

通し
番号

常任委員会

会派
個別
番号

資料
元ページ

番号
項目番号等
該当箇所

担当部
市の対応

（計画への反映等）
現ページ

番号

38 12
総務企
画部

部門別
計画

- 126 基本施策名称 5 4 －

公共交通体系の構築の項目を新たに追加すべ
き。

第３次バス交通計画において「まちづくりと連
携した公共交通の構築」を目指すこととしてお
り、都市計画マスタープランや立地適正化計画
と連動しながらまちづくりツールの一環として
公共交通を位置付けるため、大綱６の基本施策
❸「持続可能なまちづくりの推進」に施策③と
して「公共交通ネットワークの再構築」を設定
いたしました。

奥州みらい

39 12
協働ま
ちづく
り部

部門別
計画

2 36 成果指標 1 1 1

審議会等における公募委員の比率（全計画には
あった）を入れるべき。
「１割の公募委員比率を目指す」等のような具
体的指標を入れるべき。

指標に「市の審議会等における公募委員の比
率」を追加します。

奥州みらい

40 12
協働ま
ちづく
り部

部門別
計画

3 37 施策の方向 1 1 2

協働のまちづくりアカデミー修了生と地域の連
携強化の具体策を掲げるべき。

協働のまちづくりアカデミーによる人材の発
掘・育成、その修了生を主体に活動している
「まちアカプラス」と連携し、担い手となり得
る人材と地域がつながる支援を行い、それぞれ
の地域において活躍している事例を紹介してい
く内容とします。

奥州みらい

41 12
協働ま
ちづく
り部

部門別
計画

3 37 成果指標 1 1 2

地区センター利用件数 地区センター参加者数に変えるべき。 地区センターの利活用の状況を計る指標として
は、件数よりも人数の方がより状況を直接的に
反映すると考えられることから、成果指標を地
区センターを利活用した人数に改めます。 奥州みらい

42 12
協働ま
ちづく
り部

部門別
計画

5 39 成果指標 1 1 4

社会慣習の中で男性が優遇されて
いると感じる人の割合

この成果指標は、省略可能ではないか。 今年度、実施したアンケートにおいて、様々な
生活シーンの中で「社会習慣の中における男女
の不平等感」が未だに顕著だったことから、そ
の改善を目指すべく、指標に設定したもので
す。

奥州みらい

43 12
協働ま
ちづく
り部

部門別
計画

5 39 成果指標 1 1 4

市の審議会等における女性委員の
比率

現状値が低いので、中間目標値・目標値達成が
困難なので、緩やかに増加させるのが現実的と
思う。

現状と目標の乖離が大きいことから、改めて検
討した結果、目標値を変更することとします。
（R8：50⇒40） 奥州みらい

44 12
協働ま
ちづく
り部

部門別
計画

6 40 － 1 1 5

国際交流協会の連携強化、会員数等を明記すべ
き。

国際的なまちづくりについては、奥州市国際協
会のみならず、広域的な関係組織との連携が必
要不可欠なことから、施策の目標に、「②国際
交流関係団体との連携強化」を追加することと
します。

奥州みらい

45 12
協働ま
ちづく
り部

部門別
計画

6 40 成果指標 1 1 5

日本語で日常の会話ができる外国
人住民の割合

削除すべき。 この指標については、現在外国人住民の増加の
大きな要因になっている技能実習生への言語支
援が必要であるとの認識に立つものです。ただ
し、技能実習生は在住年数が限られており、常
に新しい技能実習生が転入してくることから、
目標値は変更することとします。

奥州みらい
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後期基本計画への意見等と対応（市議会）
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（計画への反映等）
現ページ

番号

46 12
教育委
員会

部門別
計画

16 50 成果指標 2 1 1

不登校児童生徒の出現率 中間目標値、目標値を前計画のように「小
0.25、中2.10」に変更すべき。

　前期計画においてH28現状値は小0.25、中
2.10に対し、R3目標値は小0.25、中2.10として
いましたが、R2現状値は小0.68、中3.19と大幅
に増加している実態です。
　全国的にみてもR1小0.83、中3.94、全県的に
みてもR1小0.55、中3.07と増加傾向にあり、現
状維持をするだけでも非常に困難な状況にあり
ます。そのため、微小ではありますが、減少を
目指した値としております。

奥州みらい

47 12 農林部
部門別
計画

47 81 成果指標 4 1 2

現状117人、中間121人、目標値
130人

年間２名程度の純増目標は、前期計画に比べて
低い。前期同様年間25人を目標とすべき。

　指標は過去５年間ごとの累計値であり、現状
の117人（年間約23.4人）から130人（年間26
人）と前期より増える目標としていることか
ら、目標設定の考え方の記述を「現状に対して
年間2名程度の純増により年間26名を目標」に
改めます。

奥州みらい

48 12 農林部
部門別
計画

48 82
①施策名
施策の方向

4 1 3

「消費者から支持される農（畜）産物」とは何
を意味するのか。まず、農家の所得向上、担い
手不足に対応したスマート農業の推進等、具体
的施策をを記述されたい。

　消費者・実需者に選択・支持される農(畜)産
物の生産強化により、生産性の向上や付加価値
の向上を図り、農業所得の増大を目指すもので
す。
　農家の所得向上、担い手不足に対応したス
マート農業の推進等については本文中の「生産
コストの低減」や「先進技術の導入」等の取組
内容で触れており、現行のままとします。
　具体的には、経営体の意向、状況等に応じて
適宜国補助事業等により支援する方針です。

奥州みらい

49 12 農林部
部門別
計画

49 83

②施策の目標
施策の方向
　②地産地消のイ
メージアップ

4 1 4

「地産地消のイメージアップ」のイメージアッ
プが良くわからない。説明が必要。

　施策の方向を「②地産地消の推進」に改め、
主な取組内容を「地域農業の活性化を図ること
を目的に、市、生産者、事業者、市民が連携し
て地産地消に取り組む。」に改めます。 奥州みらい
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（計画への反映等）
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番号

50 12 農林部
部門別
計画

49 83 成果指標 4 1 4

「市の商品開発等の支援による６次産業化件
数」は、前期計画では、年間５件が、本計画で
は５年間で２件。施策として低い。「市の商品
開発・・・」と市の支援に件数となっている。
国や県の支援を含めた総数を追記されたい。

　前期計画では、商品開発のほか、既存商品の
パッケージ変更や販路拡大等も含めた取組に対
して「市が助成した件数」を指標としていたも
のを、「地場農畜産物を活用して商品化に至っ
た件数」に特化して成果指標とし、奥州市農業
振興ビジョンの成果指標とも整合させたもので
す。
　新たに商品開発するため設備導入したいとい
う相談は多く寄せられていますが、1,000個の
うち３個程度の商品しか成功しないと言われる
ほど難しく、性急な設備投資はリスクが大きい
ことから、事業主体においては、販売戦略や素
材となる農産物のブラッシュアップ、適切な設
備投資などの戦略を綿密に立てて、段階的に辛
抱強く取りくんでいくことが重要とされていま
す。
　市としては、そのような取り組みに対し事業
主体個々に寄り添って、段階に応じた支援が必
要と考えており、そのうえで必要に応じて設備
投資等に対する国や県の支援につなげていくも
のと考えています。
　また、市等の支援を受けずに商品開発に至る
場合もありますが、その数を正確に把握するこ
とは困難です。
　このことから、商品化に至る件数は多くとも
５年間で２件程度と見込まれることから、成果
指標及び目標値は原案のままとします。

奥州みらい

51 12 農林部
部門別
計画

49 83 ①施策名 4 1 －

今回、「６次産業化の推進」が除かれたが復活
掲載されたい。

　６次産業化の推進は施策の「農畜産物の需要
拡大」の一つの手段と考えられることから、現
行のままとします。 奥州みらい

52 12 農林部
部門別
計画

50 84 施策の方向 4 1 5

グリンツーリズムなど都市と農村の交流を前期
同様復活掲載されたい。

　グリーンツーリズムについては本文中「地域
の活性化に向けた意欲的な取組」に含まれるこ
とから、現行のままとします。 奥州みらい

53 12 農林部
部門別
計画

51 85 施策の方向 4 1 6

市産木材の利用促進、森林環境贈与税の活用施
策を示されたい。

　市産木材の利用促進及び森林環境譲与税の活
用施策については、具体の内容について、それ
ぞれ個別事業の中などで検討を進めることとし
ており、現行のままとします。

奥州みらい

54 12
商工観
光部

部門別
計画

52 86 ５現状と課題 4 2 －

「現状と課題」の中で、前期計画
に記述された「観光客を商店街え
の誘導する仕組みの構築や起業、
創業、事業継続への支援」が削除
された

観光客を街への誘導施策を記述されたい。 「観光客を商店街へ誘客する仕組みの構築や、
起業・総業の促進により、新事業創出や商店街
の賑わい創出等の地域経済の活性化をはじめ、
事業承継、空き店舗解消等の地域課題解決が期
待されますが、」に修正します。

奥州みらい
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（計画への反映等）
現ページ

番号

55 12
商工観
光部

部門別
計画

55 89 成果指標 4 2 2

成果指標から前期計画に記述され
た「起業・創業者件数」が削除さ
れた

施策の具体的成果指標として、記述されたい。 起業・創業関係については、「4-2-4産業間連
携の促進と新事業育成の支援」に纏めており成
果指標も記載しております。 奥州みらい

56 12
商工観
光部

部門別
計画

56 90 成果指標 4 2 3

人材育成に関する指標を記述されたい。 施策の方向を修正し、ものづくり産業育成事業
補助金の事業内容を考慮し記載しました。人材
育成の指標は、同補助金の利用件数に内包され
ております。

奥州みらい

57 12
商工観
光部

部門別
計画

56 90 成果指標 4 2 3

製造品出荷数、製造業従事者数のそれぞれの総
数を4-2-3に記述し、4-2-5の「企業誘致の推
進」には企業誘致政策によるそれぞれの件数を
記述されたい。

製造品出荷額等を追加します。

奥州みらい

58 12
商工観
光部

部門別
計画

58 92 成果指標 4 2 5

（再掲）製造品出荷数、製造業従事者数のそれ
ぞれの総数を4-2-3に記述し、4-2-5の「企業誘
致の推進」には企業誘致政策によるそれぞれの
件数を記述されたい。

企業誘致は単に他市町村から市内へ企業を誘致
し、工場出荷額及び従業員数を増加させる施策
ではなく、新たに企業を誘致し既存の市内企業
との取引等を通じて相乗効果を働かせ市全体と
して発展するための施策と捉えております。
よって、誘致企業のみの数値にとらわれず、市
全体の数値を計画の目標値とします。

奥州みらい

59 12
商工観
光部

部門別
計画

57 91 施策の方向 4 2 4

「施策の方向（具体的取組策）」①起業・新事
業創出の推進の主な取組み内容に、前期計画同
様、「新分野への進出・新商品開発に活発に取
り組むことのできる環境を整備する」を記述さ
れたい。

施策の方向を修正。意見のとおり記載します。

奥州みらい

60 12
商工観
光部

部門別
計画

58 92 成果指標 4 2 5

成果目標の「誘致企業数」で前期
計画は年間３社としていたが、１
社に後退。

積極的な取組み目標数とされたい。 新工業団地の分譲開始予定（令和6年度）以降
に係る誘致企業数を３に変更します。 奥州みらい

61 12
商工観
光部

部門別
計画

58 92 成果指標 4 2 5

製造品出荷額、製造業従事者数は「企業誘致」
政策による数値に表記されたい。

企業誘致は単に他市町村から市内へ企業を誘致
し、工場出荷額及び従業員数を増加させる施策
ではなく、新たに企業を誘致し既存の市内企業
との取引等を通じて相乗効果を働かせ市全体と
して発展するための施策と捉えております。
よって、誘致企業のみの数値にとらわれず、市
全体の数値を計画の目標値とします。

奥州みらい

62 12
商工観
光部

部門別
計画

60 94 成果指標 4 3 1

成果指標「観光客入込数」の表記の仕方とし
て、入込数をカウントしている施設の入込数を
別に記載し、施策の効果を可視化されたい。

施設数が多いため、成果指標は市全体の数値に
することでご了承ください。イベントごと、施
設ごとの数値や目標については、別途管理し、
観光振興に努めてまいります。

奥州みらい

63 12
商工観
光部

部門別
計画

61 95 施策の方向 4 3 2

施策の方向の中に、衣川の「増沢塗」を含めた
伝統的工芸品の振興策を追記されたい。

「伝統的工芸品も含めた」を追記します。

奥州みらい
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現ページ
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64 12
商工観
光部

部門別
計画

62 96 施策の方向 4 3 3

「施策の方向（具体的な取組み）①自然体験メ
ニューの充実」の主な取り組み内容として「奥
州湖周辺など・・」と表記されているが、宮沢
賢治ゆかりの地「種山高原」を含める意味で、
「奥州湖、種山高原など・・・」と追記された
い。

市では奥州湖周辺の自然体験メニューの充実に
力を入れており、軌道に乗りつつあります。宮
沢賢治ゆかりの種山高原での自然体験メニュー
の構築については今後検討してまいります。

奥州みらい

65 12
商工観
光部

部門別
計画

63 97 成果指標 4 3 4

観光に関する情報提供の成果を評価する意味
で、成果指標に前期計画に記述された、「観光
物産ＨＰアクセス数」を追加されたい。

「観光物産協会ホームページアクセス数」を追
加します。 奥州みらい

66 12
商工観
光部

部門別
計画

65 99 成果指標 4 4 1

成果指標「新規高卒者の管内就職率「目標値」
と同率はいかがか。人口流失を防ぐためにも、
管内就職率を高めに設定し、その実現に向けた
取組みを記述されたい。

目標値を上げ、更なる地元就職率の向上を目指
します。

奥州みらい

67 12
商工観
光部

部門別
計画

66 100 成果指標 4 4 2

成果指標に、前期計画に記述された「高校生向
け参加者数」が削除された。施策の方向③キャ
リア教育の推進に係る指標を設定されたい。

コロナによりR2年度は未実施でしたが、コロナ
前のR元年度目標値を基準に「高校生向けガイ
ダンス参加者数」を再度、指標設定しました。 奥州みらい

68 15
健康こ
ども部

部門別
計画

30 64
施策の方向
③不妊治療への助成

3 2 3

令和4年度から保険適用が始まる。特定不妊治
療、人工授精まで保険適用か、確認が必要。市
としての助成を検討すべき。

令和4年からの保険適用範囲などについて、現
時点では詳細不明です。今後情報収集し必要に
応じて対応を判断したいと考えています。 公明党

69 15
健康こ
ども部

部門別
計画

30 64 施策の方向 3 2 3

不育症への助成（を追加すべき） 令和3年度から県で助成制度が創設され、現在
の実績は0件とのことでした。保健所への相談
もない状況であり、情報収集し必要に応じて対
応を判断したいと考えています。

公明党

70 15
健康こ
ども部

部門別
計画

31 65

施策の方向
①育児不安や課題を
抱える保護者への支
援

3 2 4

産後ケアの充実　宿泊・デイケアの拡充。アウ
トリーチ型の家事援助等も行う産後ヘルパーの
派遣。（を追加すべき）

水沢病院と連携し、充実に向けて協議します。
近隣市町村の状況をみながら検討します。

公明党

71 15
健康こ
ども部

部門別
計画

28 62
施策の方向
③子育てと仕事の両
立への支援

3 2 1

子どもが急に病気になったときの病児・病後児
保育の充実。（を追加すべき）

施策の方向③の主な取り組み内容に、「保育所
等の入所児童が保育中に体調不良となった場合
に、安心かつ安全な保育の体制を確保できるよ
う、病児・病後児保育の充実に努めます。」を
加えます。

公明党

11/12



後期基本計画への意見等と対応（市議会）

大綱
基本
施策

施策

部門別の分類項目
現行内容
指摘事項

変更後の内容
加筆修正等意見

通し
番号

常任委員会

会派
個別
番号

資料
元ページ

番号
項目番号等
該当箇所

担当部
市の対応

（計画への反映等）
現ページ

番号

72 15
健康こ
ども部

部門別
計画

29 63 施策の方向 3 2 2

保護者が病気や事故等で入院や、出張等の場合
の夜間保育の助成。（を追加すべき）

現在策定を進めている総合計画後期基本計画へ
の記載は難しいですが、今後は、制度の在り方
などを検討したいと考えています。また、国へ
の幼児教育・保育の無償化制度の拡充の中で要
望も含めて検討したいと考えています。

公明党

73 15
健康こ
ども部

部門別
計画

28 62
施策の方向
④特別な支援を要す
る児童等の支援

3 2 1

医療的ケア児の保育・教育の拡充。（を支援す
べき）

施策の方向④の主な取り組み内容に、「また、
医療的なケアを必要とする子どもが、必要とす
る教育・保育を受けられるような体制づくりの
検討を進めます。」を加えます。 公明党

74 15
健康こ
ども部

部門別
計画

27 61 現状と課題 3 2 －

（６項目目）
・ひきこもりなど社会生活・・・

・ひきこもりやヤングケアラーなど社会生活 ヤングケアラーについては、社会的孤立、介
護、疾病、貧困等の様々な要因が絡み合って発
生する問題との認識から、施策3-2-2③「主な
取り組み内容」に、「ヤングケアラー等、複合
的な課題を抱える家庭については、他機関等と
連携しながら、包括的・重層的に支援を行いま
す。」を加筆します。

公明党

75 15
健康こ
ども部

部門別
計画

31 65

施策の方向
①育児不安や課題を
抱える保護者への支
援

3 2 4

流産・死産を経験した女性の産後健診（を追加
すべき）

ご指摘の対象者については、現状においても産
婦健診を行っております。今後も同様に取組ん
でまいります。 公明党

76 15
総務企
画部

本編 23 24
第２章１(2)
②デジタル技術の活
用

－ － －

でじたる女子。RPA女子の育成を目指す。（こ
とを追加すべき）

ご指摘のあった部分の「新たな考え方」は、後
期基本計画全般にわたり分野を横断して取組む
こととしています。
デジタル人材の育成は基本施策推進のための有
効な方策になり得ると考えます。人材育成の方
策については、今年度設置した「奥州市デジタ
ル推進本部」で検討してまいります。

公明党

12/12
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序章 第２次奥州市総合計画と基本構想 

１ 第２次奥州市総合計画とは 

第２次奥州市総合計画は、「基本構想」、「基本計画」及び「実施計画」をもって構成

し、それぞれの概要と計画期間は次のとおりです。 

 

(1) 基本構想 

奥州市の現状とまちづくりの課題を明らかにし、長期的・広域的な視点から「めざ

すべき都市像」とまちづくりの基本方針としての戦略プロジェクトと６つの施策の大

綱を定めたもので、市の総合的かつ計画的な行政運営を行うための指針となるべきも

のです。 

   現在の計画期間は、平成29年度から令和８年度までの10年間としています。 

 

(2) 基本計画 

基本構想に掲げる「めざすべき都市像」を達成するため、大綱ごとに施策方針・主

要事業、及びめざす目標として社会指標を明らかにし、具体化したものです。 

計画期間は、前期計画期間を平成29年度から令和３年度の５年間としており、後期

基本計画も令和４年度から令和８年度の５年間とします。 

 

(3) 実施計画 

基本構想及び基本計画を実現するための具体的な事務事業を表すものです。 

計画期間は後期基本計画と同様、令和４年度から令和８年度の５年間とします。行

政評価制度による進行管理とあわせ、次年度以降の３年を単位として毎年度計画の具

体化について見直します。   

総合計画の構成 

説     明 

基本構想（施策の大綱） 

特定の行政課題に対応する行政活動としての「基本的な方針」 

基本計画（各大綱における基本施策及び施策） 

「基本的な方針」（政策）を実現するための「具体的な方針」 

実施計画（事務事業） 

「具体的な方針」（施策）を、行政手段として具体化した、事

務または事業 

計画期間 

 

 

 

 

  

政策 
（６つの大綱） 

施策 
（大綱ごとの具体） 

事務事業 

年度 H29 H30 H31(R1) R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10

基本構想

基本計画

新市建設計画

実施計画

第２次総合計画　前期計画期間 第２次総合計画　後期計画期間 第３次～

基本構想（10年）

前期基本計画（５年）

ローリング（３年間）

新市建設計画（平成18年度から令和７年度）

後期基本計画(５年)

前期実施計画（５年）

ローリング（３年間）

ローリング（３年間）

ローリング（３年間）

ローリング（３年間）

ローリング（３年間）

ローリング（３年間）

ローリング（３年間）

ローリング（３年間）

令和12年度まで延長可

後期実施計画(５年)
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２ 第２次奥州市総合計画における基本構想 

  第２次奥州市総合計画前期基本計画が掲載されている「2017～2026 奥州市総合計画」

には、同時に策定した基本構想も掲載されており、後期基本計画終了年度である令和８

年度までの、市の総合的かつ計画的な行政運営を行うための指針を定めています。 

 

 (1) 計画策定の視点 

① 市民憲章の理念を具現化する計画づくり 

    市民憲章の理念である「ふるさとを愛し、いきいきと働くことができるまちをつ

くります」、「すすんで学び、文化のかおり高いまちをつくります」、「みんなが手を

つなぎ、健康で明るいまちをつくります」の実現に向けた計画を目指しました。  
 

② 各種計画を包括した計画づくり  
既存の各種計画を十分に尊重しながらも包括し、より具体的かつ発展的に計画行

政を推進するための総合的な計画を目指しました。  
 

③ 市民と行政の「協働」による計画づくり 

まちづくりの主体である市民の意向を十分に反映するとともに、市民の参画と協

働のまちづくりの実現に向けた計画を目指しました。  
 

④ 実効性を担保する計画づくり 

厳しい財政状況の中で計画の実現を図るため、経営的視点に立つ「選択と集中」

を念頭に、財源や人員といった行財政資源の配分と整合を図り、行財政改革の実効

性を重視した計画を目指しました。 

 

⑤ 成果を評価できる計画づくり 

可能な限り目標を可視化、数値化し、計画目標の達成度を市民にわかりやすい形

で公表するとともに、市民との協働による進行管理を行うことができる計画を目指

しました。 

 

 (2) めざすべき都市像 

 

「地域の個性がひかり輝く 自治と協働のまち 奥州市」 

 

   地域ごとの歴史や伝統、文化といった個性や特徴を生かしつつ、市民一人ひとりが

まちづくりの主役となりながら積極的に市政に参画し、協働していくことで、新しい

時代にふさわしい自治のまちづくりを進めます。 
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めざすべき都市像の実現（イメージ図） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (3) まちづくりの目標（施策の大綱） 

   めざすべき都市像を実現するため、次の２つの戦略プロジェクトと６つの各大綱を

定めて、まちづくりを進めます。 

 

①戦略プロジェクト 

Ⅰ  誇りと幸せを実感できるまちづくりプロジェクト ～人口プロジェクト～ 

 奥州市人口ビジョンに掲げる人口目標を達成するため、本市の観光資源と品質

の高い農畜産物や工芸品を内外に発信するとともに、基幹産業である１次産業の

基盤強化と企業誘致の促進による雇用環境の一層の充実、そして、起業の推奨に

よる新産業の創出を図り、豊かな自然と快適な都市基盤が調和した生活利便性の

高いまち、子育て環境に優れたまち、さらに、ふるさとに誇りを持ち、幸せを実

感できるまちづくりを進めます。 

 

    Ⅱ  世界へ発信するまちづくりプロジェクト ～ＩＬＣプロジェクト～ 
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     ＩＬＣを積極的に施策に取り入れ、多彩な科学・技術・教育・産業を効果的に

融合させ、次世代の人材の育成や新産業の創出を図ることによって、国際科学技

術イノベーション拠点の実現に取組みます。また、その実現に必要な文化、居住、

就業、教育、保育、医療、交通等の充実を図ります。さらに、研究施設等の運用

にあたっては、再生可能エネルギーによる循環型システムを構築し、自然の恵み

を有効に活用するなど、持続可能な環境と共生したまちづくりを進めます。 

 

② 施策の大綱  

Ⅰ みんなで創る生きがいあふれるまちづくり  

これからのまちづくりは、市民や行政が単独では解決できない地域の問題や取

組むべき課題を共有し、より良い結果を得るため、ともに力を合わせていく必要

がますます高まっています。そのため、様々な情報の発信と共有により、市民と

行政のパートナーシップをより強固なものとするとともに、市民一人ひとりの活

力を地域づくりに発揮できる協働のまちづくりを目指します。 

また、市民の自主的な学習やスポーツ、芸術を通じて、心身ともに健康で文化

的な生活を営むことができるまちを目指します。 

 

    Ⅱ  未来を拓く人を育てる学びのまちづくり  

「学ぶことが奥州市の伝統であり未来である」という教育理念を実現するため、

未来を担う子どもたちが、豊かな心を持つとともに、創造力に富んだ人材として

成長することを目指した教育を実践し、児童生徒が「生きる力」を育むまちを目

指します。 

また、文化財は、先人の知恵を秘めた歴史遺産であり、魅力ある郷土づくりや

市民の学習活動における人づくりの資源でもあります。そのため、地域の歴史と

文化を保全するとともに魅力を発信し、地域に誇りを持てるまちを目指します。 

 

Ⅲ 健康で安心して暮らせるまちづくり   

市民誰もが住み慣れた地域で健康で安心して暮らせるよう、健康づくり、疾病

予防に取組むとともに、地域医療体制の充実を図りながら、保健や福祉サービス

との連携を進め、包括的な支援体制の整備を進めます。 

また、地域ぐるみで見守りや生活支援、介護予防などの取組みを推進するとと

もに、多様化する生活課題に対し、地域住民、関係団体、行政等が連携し、共に

支え合うまちを目指します。 

子育て環境の充実を図るとともに、「妊娠」、「出産」、「子育て」と切れ目のない

支援を行うことで、若い世代が安心して子どもを産み、育てられるまちを目指し

ます。 

 

    Ⅳ  豊かさと魅力のあるまちづくり  

市民が活力にあふれる豊かな暮らしを営むために、基幹産業である農業をはじ
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め、工業、商業、林業がお互いに連携し合いながら、各産業の振興と発展を目指

すとともに、積極的な情報発信や観光産業の振興により、奥州ファンの獲得と交

流人口の増加に努めます。 

また、地域資源の活用や地域課題を解決する新たな産業の展開・誘致と、地域

産業を担う人材の育成を推進しながら、多くの人々にとって働く場のある、魅力

あふれるまちを目指します。 

 

    Ⅴ  環境にやさしい安全・安心なまちづくり   

本市の豊かな自然環境と、安全で持続可能な生活環境を次世代へ引き継ぐため、

市民と事業者、行政が協力して、環境負荷を低減し、環境にやさしい循環型のま

ちをつくるとともに、地震、水害などへの防災対策や消防体制、交通安全対策な

どの充実を図り、災害に強い、安全・安心な市民生活が確保されるまちを目指し

ます。 

また、市民の日常生活の移動手段を確保するため、持続可能な地域公共交通を

実現するまちを目指します。 

 

    Ⅵ  快適な暮らしを支えるまちづくり   

住みやすい住環境の整備や利便性の高い道路・交通網の整備により地域間の交

流を円滑にするとともに、情報通信環境の整備を推進し、多様な情報発信や収集

手段を確保することにより、市民が快適に暮らせるまちを目指します。 

さらに、地域の豊かな自然景観や歴史的景観等を保全するとともに、適切な土

地利用を推進します。 

 

(4) めざすべき都市像を実現するための進め方 

① 市民参画と協働の推進       

市民参画、各種団体との協働で地域力を引き出し、行政分野における民間参入の

拡大を図ります。また、従来の補助・給付制度を見直し、地域を創生させる事業に

取組む、個人、団体、企業への支援や将来を担う人材育成への支援を積極的に促進

します。 

 

② 財政基盤の確立          

優先度の高い事業を「選択」し、限られた資源を「集中投下」する経営手法を理

念とした行政経営改革に取組むとともに、公共施設等の集約・縮減を基本とし、長

寿命化や維持管理に必要な財源確保に努めます。 

    財政計画に基づき起債額を抑制し、基礎的財政収支（プライマリー・バランス）

の黒字を堅持します。また、事務・事業の無駄やミスを排除し、歳出の抑制を図る

とともに、新たな財源や有効な補助事業などの活用を図ります。 

 

③ 公共施設の適正配置と維持管理 
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人口減少や少子・高齢化など社会情勢が変化する中、持続可能な行政運営を行っ

ていくためには、将来のあるべき姿を見据えながら、施設の複合化（ひとつの施設

に複数の目的を持たせること）や統廃合（同じ目的の施設をまとめること）を進め

る必要があることから、公共施設等の総合的な管理計画を策定し、公共施設の適正

配置と維持管理コストの縮減に努めます。 

 

④ 広域的連携の推進 

大幅な人口減少と急激な少子・高齢化が見込まれる中、住民税をはじめとした税

収の減少により、基礎自治体が、住民の拡大するニーズに単独で対応することは困

難と予想されており、関係する自治体と協力、連携しながらまちづくりを進めるこ

とによって、より効果的、効率的な行政運営を行うことができます。 

このため、国・県及び県南地域の市町との連携を深め、様々な課題に対応しつつ、

地域住民のいのちと暮らしを守り、広域的に必要な生活機能を確保していかなけれ

ばなりません。 

特にも、定住自立圏を形成する北上市、金ケ崎町、西和賀町との連携を図り、互

いの自主性と自立性を尊重しつつ、それぞれがこれまで築き上げてきたものをより

一層深め、先人たちが長い歴史の中で育み、守ってきた豊かな自然環境と産業が調

和した魅力あるこの圏域全体の活性化を目指します。 
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３ 後期基本計画の策定にあたって 

 (1) 後期基本計画策定の趣旨 

   奥州市は平成29年３月に、10年間の長期ビジョンとなる基本構想と、基本構想の実

現に向けた市政全般の施策を体系的に示した、５年間の基本計画からなる「第２次奥

州市総合計画」を策定し、市民や、地域づくりに取組む地域自治組織、ＮＰＯ、並び

に地方創生に取組む企業等を始めとした各種団体と、行政が一体となり奥州市のまち

づくりに取組んできました。 

   この間、少子高齢化や人口減少のさらなる進行、医療・介護に係る課題の顕在化、

そして近年では、国際社会全体の普遍的な目標として国連が設定したＳＤＧｓ*1の普

及、仮想空間と現実空間を高度に融合させた超スマート社会Society5.0*2の推進、人々

の生活様式に大きな変容をもたらした新型コロナウイルス感染症の感染拡大など、本

市を取り巻く社会経済情勢は日々刻々と変化しています。 

   また、令和２年３月には、第２期奥州市まち・ひと・しごと創生総合戦略を策定し

ました。第１期市総合戦略から、総合計画の中で戦略プロジェクトの基本としての位

置付けも継続しつつ、「総合計画・総合戦略と一体となったＳＤＧｓの推進」、

「Society5.0の実現に向けた技術の活用」という新たな視点も盛り込んでおり、相互

の関連性を高めています。 

   このような状況の中で、前期基本計画が令和３年度をもって終了することから、市

民や各種団体との連携のもと、急激な時代の変化にも的確に対応し効果的なまちづく

りを進めるため、中期的な行政運営の指針となる後期基本計画を策定したものです。 

 

 (2) 後期基本計画の位置付け 

   基本計画は、基本構想に掲げた「めざすべき都市像」を実現するために必要となる

施策を分野別に体系化したもので、それぞれの分野において策定する全ての計画の基

本となるものです。 

   基本計画の体系は、市勢発展のための２つの「戦略プロジェクト」と、基本構想で

示した６つの「施策の大綱」ごとに、基本施策及びその展開方向を示した「部門別計

画」で構成されています。 

   後期基本計画の策定にあたっては、奥州市合併15年を機に実施した合併検証を念頭

に置き、基本構想を踏まえ、前期基本計画の基本的な構成と取組みを継承しつつ、社

会情勢の変化等への対応という観点も交えた計画に位置付けました。 

  

*1 （エスディージーズ）「誰一人として取り残さない」持続可能な社会の実現を目指すための、国連で採択さ

れた「持続可能な開発目標」。 

*2 （ソサエティ5.0）政府が提唱する科学技術政策。高度な科学技術を活用して、経済発展と社会的課題の解

決を両立し、快適で質の高い生活を送ることのできる社会を目指すこと。 
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第１章 奥州市の現状と課題 

１ 奥州市合併15年における実績と課題の検証 

令和２年度をもって市町村合併から15年が経過したことから、今後の市政運営や行財

政改革を推進するための重要な足掛かりとすることを目的として、各種統計データや市

民アンケートを基に、合併以来本市が進めてきた施策等の実績や課題を総合的かつ客観

的に検証しました。 

その中で、新市建設計画において「合併の必要性」として掲げた５つの項目を合併検

証における視点とし、合併後に改善が図られた市民サービスや、改善を図るべきまちづ

くりの課題等のそれぞれ代表的なものを整理しました。 

 

合併の必要性 

として掲げた 

５ つ の 項 目 

合併後に改善が図られた市民サービス 改善を図るべきまちづくりの課題 

①
急
速

に
進
む
少
子
高
齢
社
会

へ
の
対
応 ・保育料の基準統一や負担区分の細分

化、第三子以降保育料無償化などによ

り、子育てをする保護者の負担が軽減

されました。 

・幼児教育や保育施設の利用者負担にお

いて、ひとり親世帯等の負担額軽減、

３歳以上の保育料無償化など、子育て

支援制度の充実が図られました。 

・医療費負担に対する助成制度につい

て、助成対象を拡大するなど制度の充

実を進め、負担が軽減されました。 

 

・特に中山間地域を中心に人口減少が進

み、若年層の流出や20代前半から30代

前半までの女性の人口減少が顕著に

なっています。 

・子育て環境、および周産期医療や医療

過疎への不満が顕在化しており、市立

病院の在り方が問われています。 

・働く場所や、雇用機会の確保が求めら

れています。 

 

②
高
度
化

・
多
様
化
す
る      

住
民

ニ
ー
ズ

へ
の
対
応 ・コンビニエンスストアでの証明書交付

などの利便性が向上しました。 

・地区センターの設置による地域活動拠

点が確保されました。 

・合併特例債の活用により、学校をはじ

めとする各種施設が新設、修繕されま

した。 

・企業誘致や産業振興施策等によって、

雇用が確保され、製造品出荷額が増加

しました。 

 

・公共施設の老朽化により、施設の計画

的な統廃合や改修を進める必要があ

ります。 

・農業の担い手の確保、経営体の強化な

ど、持続的農業経営のための基盤整備

が求められています。 

・商店街の魅力と賑わいに対する不満が

示されており、地域の賑わい創出や商

業振興が求められています。 
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③
生
活
圏
拡
大
に
伴
う 広

域
的
な

行
政

需

要

へ
の
対
応 ・合併特例債の活用によって、道路や上

下水道など、生活基盤となるライフラ

インの整備が進められました。 

・合併特例債の活用によって、光ネット

や超高速ブロードバンドサービスの

提供など、情報通信基盤の整備、拡充

が図られました。 

 

・公共交通機関の利便性に対する不満が

示されており、住民生活の移動手段で

ある公共交通の確保が求められてい

ます。 

・行政手続きのオンライン化など、自治

体ＤＸ*3の推進による情報通信環境整

備を進めていく必要があります。 

 

④
自
主

・
自
立
を
支
え
る  

地
方

主
権

拡

充

へ
の
対
応 ・本庁機能の強化、専門的部署の設置な

ど、行政組織の見直しにより地方主権

や住民ニーズに対応してきました。 

・地域自治区、地域協議会、地域会議の

設置により住民自治の強化、市民参画

による協働のまちづくりを展開して

きました。 

・地方交付税、国・県補助の交付、合併

特例債の活用など、合併に伴う財政支

援措置の活用による財源確保を図っ

てきました。 

 

・財政運営上懸念される財政調整基金の

取り崩しが続いており、経常収支比率

も上昇傾向にあります。 

・人口減少による地域コミュニティの停

滞が懸念されます。 

 

⑤
安
定
し
た
自
治
体
運
営
を

可
能
と
す
る 行

財
政
基
盤

強

化

へ
の
対
応 ・特別職職員、議員定数、一般職職員の

削減による行政組織のスリム化に努

めました。 

・事務事業や補助制度の見直し、組織再

編など、行財政改革の実施とそれに伴

う財源確保を図りました。 

・財政力の向上と地方債の大幅な縮減に

努めました。 

 

・財政運営上懸念される財政調整基金の

取り崩しが続いており、経常収支比率

も上昇傾向にあります。 

 

 

  

*3 （デジタル・トランスフォーメーション）情報通信技術の浸透が人々の生活をあらゆる面でよりよい方向

に変化させること。 
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２ 前期基本計画の評価と課題 

(1) 施策評価（令和元年度における中間評価） 

令和元年度における前期基本計画の中間評価として、めざすべき都市像である「地

域の個性がひかり輝く 自治と協働のまち 奥州市」を実現するための、総合計画に

定める２つの戦略プロジェクトと６つの大綱について、成果指標の達成状況などをも

とに評価を行った上で主な成果をまとめ、今後の方向性を検討しました。なお、達成

度の表記とその意味については次のとおりです。 

Ａ→達成している 

Ｂ→概ね達成している 

Ｃ→あまり達成していない 

Ｄ→全く達成していない 

 

① 戦略プロジェクト 

   Ⅰ 誇りと幸せを実感できるまちづくり ～人口プロジェクト～ 

     人口プロジェクトについては、奥州市まち・ひと・しごと創生総合戦略（以下、

「総合戦略」という。）を基本としながら進めることとしており、令和元年度は第

１期総合戦略の最終年度であったことから、詳細な総括は「第２期総合戦略（令

和３年●月一部改訂）」において記載することとし、ここではその内容を抜粋した

ものを掲載しています。 

 

基本目標 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 合計 

①安定した雇用と新しい産業の創出 6 5 1 4 16 

②出会いを通じた結婚支援、子育て環境ナンバーワンへ 1 5 0 3 9 

③体験を通じた新たな奥州ファンの開拓 2 1 0 3 6 

④地域愛の醸成と、安心・安全に生活できる個性豊かな地域社会の実現 4 2 3 2 11 

・第１期総合戦略に基づく各種事業を展開した中で、成果指標がＡ又はＢと評価さ

れる項目は概ね６割となりました。また、事前に実施したアンケート調査におい

て、「奥州市に住み続けたい」と回答した人の割合は75.3%で、前回（平成27年度）

調査より約4.9％アップする結果となりました。しかし、東京圏への一極集中が

依然として続いている中で、人口減少の大幅な改善に結びついていない状況にあ

ります。 

・人口減少の要因は様々であり、その対策も総合的、長期的な視点に立った取組み

が必要であり、第２期総合戦略の期間中においても、人口動態や社会情勢を常に

意識し、必要なものを改善しながら、より実効性のある施策の展開を図る必要が

あります。 

 

Ⅱ 世界へ発信するまちづくり ～ＩＬＣプロジェクト～            

     ＩＬＣプロジェクトに係る現段階の具体的な取組みについては、平成28年４月
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に策定した「奥州市ＩＬＣまちづくりビジョン」に掲げる行動指針を基本としな

がら進めることとしていますが、このビジョンはＩＬＣとの関りを通じて、奥州

市が今後目指すべき将来像と、あるべき姿の実現に向けて、数多くの関係機関と

連携して進めていくための行動指針を示す、理念的な内容であることから、他の

施策のような具体的な指標は設定しておらず、ビジョンに定める３つの行動指針

に基づき、現時点までの取組みにおける評価を行いました。 

 

・現在は日本政府の誘致判断を待っている状況であり、ＩＬＣプロジェクトについ

ては、ＩＬＣに関する普及啓発や多文化共生に関する取組みを先行して行ってい

るところです。 

・ＩＬＣプロジェクトは本市のみならず、東北にとって大きな効果を持つものであ

ることから、ＩＬＣの誘致決定、建設着工、運用開始などＩＬＣプロジェクトの

進捗段階に応じ、市、市民、企業、関係団体がそれぞれできる取組みに着手し、

連携して推進していきます。 

 

② 施策の大綱 

前期基本計画で設定した成果指標全177指標のうち、前期基本計画の中間年度で

ある、令和元年度末時点において目標値を達成していると評価された指標（Ａ、Ｂ）

の割合は111指標で62.7％、それ以外（Ｃ、Ｄ）の割合は63指標で35.6％でした。 

 

   Ⅰ みんなで創る生きがいあふれるまちづくり             

・市民参画と協働によるまちづくりの推進については、成果指標は約45％の達成で

したが、「各種媒体を駆使した適切な情報発信」や「市民参画手続手法の検証と

改善」などの取組みにより、多くの市民が携わった形で各施策を展開していると

ともに、「協働のまちづくり指針」による仕組みづくりと実践により、各市民活

動団体の意識が変化し始め、目指す方向にまちづくりが進んでいるものと思われ

ます。 

・潤い豊かなスポーツライフの推進については、成果指標の達成度が５割に留まり

ましたが、今後も、より多くの市民がスポーツ・レクリエーションに参加するこ

とで心身ともに健康で文化的な生活が営むことができるよう、関係機関と連携の

うえ、振興を図っていきます。 

 

Ⅱ 未来を拓く人を育てる学びのまちづくり              

・学校教育の充実については、各学校の具体的な取組みを促すことで、「確かな学

力の保障」による「知」の育成、「不登校・いじめの防止」及び道徳教育等を通

した「徳」の育成、「健やかな体を育む教育の推進」による「体」の育成それぞ

れの充実が図られており、成果指標の達成割合もほぼ９割と、概ね良好な結果と

なっています。 

・計画的な文化財の保存、整備、活用が図られてきており、今後も体制、機能を強
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化しながら、さらに推進をしていく必要があります。 

 

   Ⅲ 健康で安心して暮らせるまちづくり                

・各分野で一定の取組みを行っていますが、全体的に成果指標の達成割合は、53.2%

に留まりました。 

・地域福祉の推進については、「災害時要援護者避難支援計画」「権利擁護に関する

相談支援件数」などで非常に大きな成果を上げています。 

・健康づくりの推進においては、心の健康に関する知識の普及により、心の健康づ

くりや自殺対策への理解が進み自殺死亡率の減少が図られましたが、更に減少さ

せるため、引続き関係機関と連携して取組んでいく必要があります。 

 

   Ⅳ 豊かさと魅力のあるまちづくり                  

・農林業の振興については、成果指標の達成率が８割と一定の成果をあげたと考え

ます。今後は、令和元年度に策定した「農業振興ビジョン」を基に施策を推進し

ていきます。 

・商工業、観光物産、雇用と人材育成の商工観光分野全体では、約６割の達成度と

なりました。 

・関係機関等との連携による観光の情報発信力の強化を図り、特に訪日外国人の誘

客について、台湾をターゲットとした情報発信等によって大きな成果を得られま

した。今後も、庁内関係部署や団体との連携を深めながら、物産の振興や奥州市

のプロモーションを推進していく必要があります。 

・雇用機会の創出、企業が求める人材の育成等に取組んでおり、就職希望の高校生

を対象とした仕事ガイダンスは、地元への定着に寄与しています。また、市内事

業者向けに、事務系のスキルアップを目的とした人材育成事業を実施し、人材育

成に係る「費用」「時間」「即効性」「ノウハウ」等の負担軽減を図り、市の産業

振興に寄与しています。 

 

   Ⅴ 環境にやさしい安全・安心なまちづくり              

・全体として、成果指標の達成度が55％程度に留まりました。 

・環境基本計画の推進に係る市民協働の取組みとして環境市民会議「奥州めぐみネ

ット」の活動が他分野にわたって定着しています。今後も奥州市環境基本計画の

推進を軸に、３Ｒ*4の推進により、市民、事業者と協働して地球温暖化対策やＳ

ＤＧｓの実践に取組んでいきます。 

・近年多発する洪水被害に備えるため、消防施設等のハード面の整備や物資の備蓄

を進めるとともに、消防団員の確保や振興会・自主防災組織等への防災知識や防

災技術の普及に努めることにより、さらなる防災力の向上を図る必要があります。 

 

   Ⅵ 快適な暮らしを支えるまちづくり                 

・道路環境の充実については、令和元年度末時点の評価では中間目標値に対して

*4 （スリーアール）Reduce（減らす）、Reuse（繰り返し使う）、Recycle（再資源化する）の３つのRの総称。 
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75％と概ね達成していることから、今後も各種計画に基づき確実な執行に努めま

す。 

・快適な住環境の実現のため、老朽化が進行している既存施設について、不具合箇

所の修繕等を適時実施し安全利用に努めました。今後は計画的に施設の統廃合、

整備を進めていくことが必要です。 

・地域の特性を生かしたまちづくりについて、令和元年度末時点の実績は概ね達成

しており、今後は、土地利用の具体施策となる立地適正化計画策定に向けて計画

的に実施していくことが必要です。 

 

大綱 基本施策 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ － 合計 

１  みんなで

創 る 生 き が

い あ ふ れ る

まちづくり 

➊市民参画と協働によるまちづくりの推進 3 2 4 2 0 11 

➋豊かな生き方を築く生涯学習・文化活動の

推進 
3 0 1 0 0 4 

➌潤い豊かなスポーツライフの推進 1 2 2 1 0 6 

２  未来を拓

く 人 を 育 て

る 学 び の ま

ちづくり 

➊「生きる力」を育む学校教育環境の充実 6 2 1 0 0 9 

➋次代をつむぐ歴史遺産の保存と活用 7 1 2 0 0 10 

３  健康で安

心 し て 暮 ら

せ る ま ち づ

くり 

➊みんなで支え合う地域福祉の推進 2 7 2 0 0 11 

➋子育て環境の充実 0 6 4 3 1 14 

➌健康づくりの推進 3 1 4 1 1 10 

➍高齢者支援の推進 1 0 5 0 0 6 

➎障がい福祉の推進 0 2 0 0 0 2 

➏医療の充実 3 0 0 1 0 4 

４  豊かさと

魅 力 の あ る

まちづくり 

➊農林業の振興 7 5 3 0 0 15 

➋商工業の振興 3 2 5 0 0 10 

➌観光物産の振興 3 3 0 4 1 11 

➍雇用環境の向上と人材育成 5 1 1 0 0 7 

５  環境にや

さ し い 安

全 ・ 安 心 な

まちづくり 

➊良好な自然・生活環境の保全と循環型社会

の形成 
8 0 3 4 0 15 

➋安全・安心な市民生活の実現 3 1 1 2 0 7 

➌災害に強いまちづくりの推進 2 1 0 1 0 4 

➍持続可能な公共交通体系の確保 0 0 0 1 0 1 

６  快適な暮

ら し を 支 え

る ま ち づ く

り 

➊道路環境の充実 4 0 1 0 0 5 

➋快適な住環境の実現 6 2 3 1 0 12 

➌地域の特性を生かしたまちづくりの推進 2 1 0 0 0 3 

総計 72 39 42 21 3 177 
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(2) 施策評価に対する奥州市総合計画審議会からの意見 

市が令和２年度に実施した施策評価（基準：令和元年度末）に対し、奥州市総合計

画審議会より意見を頂戴しました。その意見を要約した内容は次のとおりです。これ

らの意見は、市の取組み実績を踏まえて、将来的な施策の方向性について言及したも

のとなっております。 

 

① 戦略プロジェクト 

誇りと幸せを実感できる

まちづくり 

 ～人口プロジェクト～ 

・市民や民間を巻き込みながらＳＤＧｓに取組むための仕組みづくり 

・人口減少を踏まえた新たな成果指標の検討 

・若者の市外流出阻止のための関係機関との連携と国や県に対する要望 

世界を発信するまちづく

り 

～ＩＬＣプロジェクト～ 

（意見なし） 

 

② 大綱１ みんなで創る生きがいあふれるまちづくり 

➊市民参画と協働による

まちづくりの推進 

・市民活動支援センターの機能強化とまちづくりのアドバイザー育成 

・地区振興会への財源や裁量の付与の検討 

・市民に対して的確に市の施策を伝達する市政情報の発信 

・ＳＮＳ*5 の双方向機能を活用した盛り上げ施策の検討 

➋豊かな生き方を築く生

涯学習・文化活動の推進 

・市民劇場の在り方検討と盛り上げ施策の推進 

・関係機関と連携した芸術文化活動を活発にするための支援 

➌潤い豊かなスポーツラ

イフの推進 

・市全体で取組めるスポーツの機会と「奥州市ならでは」の取組みの創出 

・子どもの地域愛醸成を図る施策の推進や情報提供 

・「スポーツを通じた健康づくり」の達成度が測れる成果指標設定の検討 

 

③ 大綱２ 未来を拓く人を育てる学びのまちづくり 

➊「生きる力」を育む学校

教育環境の充実 

・オンライン授業の活用の仕方及び家庭での環境整備の検討 

・関連機関と連携した小中学校の不登校問題の解消 

・学校再編における小規模校の地域とのつながりに配慮した教育環境整備 

➋次代をつむぐ歴史遺産

の保存と活用 

・地元出身者に拘らない郷土芸能継承担い手の大胆な確保策の推進 

・世界遺産登録取組み内容の分かりやすい住民周知 

 

④ 大綱３ 健康で安心して暮らせるまちづくり 

➊みんなで支え合う地域

福祉の推進 

・子育て世代を中心とした支援の充実 

➋子育て環境の充実 
・子育てに困っている親に対する第三者による気付きの仕組みの充実 

・保育関係人材の確保と待遇改善の検討 

➌健康づくりの推進 ・自殺者減少に向けたゲートキーパー*6 養成の推進 

*5 （エスエヌエス）個人のコミュニケーションを促進し、ネットワークの構築を支援するネットサービス。

Social Network Serviceの略。 

*6 自殺の危険を示すサインに気づき、声がけなどの適切な対応を図ることができる人。命の門番。 
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➍高齢者支援の推進 （意見なし） 

➎障がい福祉の推進 （意見なし） 

➏医療の充実 

・安心して出産できる環境の整備 

・新病院建設の必要性と維持費の十分な検討 

・病院・診療所改革プラン検討における在宅医療の重要視点への位置付け 

 

⑤ 大綱４ 豊かさと魅力のあるまちづくり 

➊農林業の振興 

・担い手の確保・育成と中山間対策の更なる強化の推進 

・意欲ある農業者の経営状況や環境変化に柔軟に対応した支援策の措置 

・効果的な有害鳥獣対策の実施と、ジビエ(狩猟肉)への活用可能性の検討 

➋商工業の振興 
・地域に即した特色を出せる個店への支援 

・テレワークの推進などのきめ細かな企業支援策の措置 

➌観光物産の振興 ・安定したマーケット構築に資するマイクロツーリズム*7 の推進 

➍雇用環境の向上と人材

育成 

・市企業支援ポータルサイトの機能性と認知度の向上、相談体制の充実 

・特化した技能を持つ学生の地元就職先確保策の検討 

・中小零細企業職場環境の実態把握、働き方改革に関する取組みの浸透 

 

⑥ 大綱５ 環境にやさしい安全・安心なまちづくり 

➊良好な自然・生活環境の

保全と循環型社会の形

成 

・ごみの減量化策にかかる市民への有効な情報提供 

・高齢者等のごみ出し困難者に対する地域特性を考慮した支援策の検討 

・小中学校環境学習の戦略的かつ継続的な学習内容の準備 

➋安全・安心な市民生活の

実現 

・交通指導隊の担い手確保に資する意欲向上方策の検討 

➌災害に強いまちづくり

の推進 

・消防団員確保に資する消防団応援企業支援策の実施 

・自助・共助を基本とした地域防災施策の検討 

・婦人消防協力会組織の見直しの検討 

➍持続可能な公共交通体

系の確保 

・既存公用バス等の統合的・戦略的活用も踏まえた組織横断的な取組み 

 

⑦ 大綱６ 快適な暮らしを支えるまちづくり 

➊道路環境の充実 

・財源を有効活用するための優先度を考慮した道路整備と維持管理 

・悪影響が懸念される箇所への除草剤使用の慎重な判断 

・森林担当部署と連携した倒木対策の実施 

・「いわての森林づくり県民税」を活用した倒木対策の検討 

➋快適な住環境の実現 ・公園整備における早期の住民説明と幅広い世代や障がい者の声の傾聴 

➌地域の特性を生かした

まちづくりの推進 

・市中心部や地域の個性を生かしたまちの賑わい創出策の検討 

・成果指標「奥州市都市計画審議会の開催回数」の見直し検討 

*7 自宅から近隣への観光を指し、感染症感染リスクを避けやすいことから、リピーターを作りやすい仕組み

とされている。 
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３ 後期基本計画策定にあたっての市民意見 

(1) 市民アンケートの結果に基づくまちづくりの評価と課題 

   総合計画の策定に当たり実施した市民アンケート結果から、「奥州市の暮らしやす

さ」、「市の取組みの満足度と重要度」、「新型コロナウイルス感染症の流行による影響」

と題して、それぞれグラフを作成し、まちづくりの評価と課題を確認しました。 

 

  ① 奥州市の暮らしやすさ 

平成27年度、令和元年度、令和３年度の市民アンケートによると、市民の半数以

上が奥州市は暮らしやすい、または、どちらかといえば暮らしやすいと感じており、

「恵まれた自然環境」、「買い物の便利さ」、「良好な人間関係・近隣関係」などが理

由として挙げられています。この優れた点については、一層の充実を図りつつ、他

の施策との横断的な取組みを進める必要があります。 

その一方で、暮らしにくい理由としては、「まちの活気のなさ」、「交通の不便さ」、

「医療・保健機関の不足」といった点が挙げられ、これを克服する施策をいかに展

開していくかが課題であるといえます。 

 

奥州市の暮らしやすさ（市民アンケート結果から） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



18 

  ② 市の取組みの満足度と重要度 

令和３年度市民アンケートにおける、まちづくりの評価としての現状に対する満

足度と、行政分野に対する関心の高さを示す重要度から、今後の対応の方向性を検

討する材料とするために散布図を作成し、２つの指標の高低の組合せで４つの領域

に分類しました。 

重要度は高いものの満足度が低い「領域Ⅰ」を見ると、特に満足度が低い項目と

して、「医療・保健サービスの充実」、「商業街の魅力と賑わい」、「公共交通機関（鉄

道・バス）の利便性」が挙げられます。この結果は①における暮らしにくい理由と

概ね符合しており、この散布図に表れた市民意識が実際の暮らしやすさの評価と連

動していることが読み取れます。 

 

市の取組みの満足度と重要度（令和３年度市民アンケート結果から） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

領域 性質等 

Ⅰ 重要度は高いものの満足度が低いため、早期の充実が求められる 

Ⅱ 満足度も重要度も高いため、継続していくことが望ましい 

Ⅲ 満足度は高く重要度が低いため、認知度向上のための情報発信等が必要 

Ⅳ 満足度も重要度も低いため、事業効果と関心度の両方を向上させる方策の検討が必要 

  

低            高 

高         
低 領域Ⅰ 領域Ⅱ 

領域Ⅲ 領域Ⅳ 
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③ 新型コロナウイルス感染症の流行による影響 

新型コロナウイルス感染症が世界的に流行したことで、感染を防ぐために人々の

往来が制限され、生活様式に大きな変容をもたらしました。国内においても、緊急

事態宣言の発出やオリンピックの延期など、それまで想定さえできなかった事態を

引き起こし、感染拡大を防止するための「新しい生活様式」が推奨されることとな

りました。 

本市に目を向けても、令和２年度の公共施設利用者数や観光客入込数などが総じ

て減少傾向に転じたことから、影響は少なくなかったと言わざるを得ません。 

そこで、令和３年度市民アンケートにおいて、新型コロナウイルス感染症の流行

による市民生活への影響を把握するため、家庭で「困っていること」について調査

しました。 

困っていることとして主に挙げられたのが、「外出自粛による交流機会の減少」、

「往来や帰省、面会などの自粛」、「外食や飲み会などの機会の減少」といった項目

で、人と人の交流やふれあいの機会が減少したことが大きな課題になったといえま

す。 

   

家庭で「困っていること」（令和３年度市民アンケートから） 
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(2) ワークショップ「ＴＮＧＲ（つながる）」から見えた課題 

   後期基本計画の策定及び第２期総合戦略の推進にあたり、市の将来を担う世代や地

域の協働の新たな担い手の視点から、まちづくりに対する課題を抽出し、施策の参考

とすることを目的として、ワークショップ「ＴＮＧＲ（つながる）」を令和３年７月

15日に開催しました。 

   ワークショップに参加したのは、市と「地方創生の推進に関する包括連携協定」を

締結している企業の職員、「協働のまちづくりアカデミー」の修了生、市職員らの計

25名で、男性が16名、女性が９名、平均年齢は34.7歳でした。グループは４班体制と

し、総合戦略における４つの基本目標を各班のテーマに設定し、意見交換を行いまし

た。 

ワークショップでは様々な意見が出されましたが、総じて情報発信やＰＲ、イメー

ジ戦略の不足が挙げられました。課題解決の方向性として、イベント情報やまちの自

慢のタイムリーな発信、ターゲットの明確化、ＳＮＳの活用などが提案されました。 

それぞれの班より出された主な現状の課題については次のとおりです。 

 

班とテーマ 現状の課題 

１班： 

安定した雇用と新しい産

業の創出 

・奥州市にはたくさんいいものがあるが発信しきれていない。ＰＲ不足。 

・若者の視点で集える場所、働ける場所、魅力のある場所にならないと

若者は戻ってこない。 

 

２班： 

出会いを通じた結婚支援、

子育て環境ナンバーワン

へ 

・出会いの場が少ない。デートスポット、社交の場がない。 

・出産できる環境が整っていない。 

・子どもが遊べる場所が少ない。 

・若者は経済的に不安定で、そもそも時間がない。 

 

３班： 

体験を通じた奥州ファン

の開拓 

・奥州市の特色として「災害に強いところ」などがある 

・奥州市の魅力を知る機会が少ない。 

 

４班： 

地域愛の醸成と、安心・安

全に生活できる個性豊か

な地域社会の実現 

・人口が流失している。仕事の選択肢が少ない。 

・奥州市のイメージがよくない。 

・交通事故が多い。街灯が少ない。 

・活性化しているところとそうでないところが両極端で、奥州市全体と

してのバランスが悪い。緑を活かしきれていない。 
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４ 総括と今後に向けて 

 (1) 「奥州市合併15年における実績と課題の検証」から 

奥州市合併15年を機に実施した合併検証によると、合併後に進展したものの代表的

な例として、合併に伴う国・県の財政支援措置による生活基盤の整備、職員数の削減

や行政組織の効率化などのスケールメリットを生かした各種行財政改革の推進が挙

げられています。 

これ以外にも多くの成果が見える一方で、課題も明らかになりました。人口減少と

それに伴う地域コミュニティの停滞、公共施設の整理統合を含めた行財政基盤のさら

なる強化への対応、医療の充実、公共交通機関の確保などが、行政課題として浮き彫

りになりました。後期基本計画には、これらの課題に十分配慮した施策を盛り込む必

要があります。 

また、財政運営上の懸念事項となる財政調整基金の取り崩しが続いており、経常収

支比率も上昇傾向にあります。基本構想の「めざすべき都市像を実現するための進め

方」における、「財政基盤の確立」にも関連することですが、前期基本計画策定後、

収入が予想以上に減少し、支出の抑制もうまく進まず、支出が収入を上回る状況とな

ったことが原因で財政調整基金の取り崩しが続いたことから、令和２年度より６つの

重点項目による財政健全化に取組むこととし、後期計画期間の終了年度である令和８

年度までに収支バランスの均衡を目指すこととしました。人口減少の影響は避けられ

ず、今後も市の収入が減少する見込みですが、持続可能な行政経営のため、この財政

健全化の取組みを着実に進めていく必要があります。 

 

 

 (2) 「前期基本計画の評価と課題」から 

前期基本計画の中間評価における大綱及び基本施策ごとの成果指標をみると、全体

で６割強の達成状況にとどまっています。指標の達成度だけから判断すれば、十分に

成果を挙げたとは言い難いものですが、一方では指標に表れない成果も少なくありま

せん。一例を挙げれば、基本施策「市民参画と協働によるまちづくりの推進」に関す

る指標の達成度は決して高くないものの、協働のまちづくり指針による仕組みづくり

と実践により、市民公益活動団体や地域団体のまちづくりに対する意識にも変化がみ

られるなど、目指すべき方向に進んでいるといった成果もみられるところです。よっ

て、全体を総括すれば、総合計画に掲げるめざすべき都市像の実現に向けたまちづく

りに着実に進んでいるものと考えられます。 

今後は、めざすべき都市像により近づくため、前期基本計画における施策の進捗と

課題を踏まえて提言された、施策評価に対する総合計画審議会からの意見も参考にし

ながら取組んでいくことが重要です。 

また、人口減少対策を担う人口プロジェクトの施策評価に対する総合計画審議会の

意見には、「市民や民間を巻き込みながらＳＤＧｓに取組むための仕組みづくり」の

検討を求めたものがあります。市民を巻き込むためには、身近に感じられて分かりや

すい取組みになるよう努めることが肝要と考えます。 
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そして、総合計画審議会の意見を踏まえつつ合併検証結果も振り返ると、効率的な

デジタル技術の活用が、市民生活や地域社会の快適性を向上させるポイントになるこ

とが見えてきます。Society5.0の実現に向けた国の動向を注視しつつ、ＤＸの実現に

向けた取組みを加速させて、新技術の積極的な施策への反映を推進することで、快適

な社会の実現を目指す必要があります。 

 

 (3) 「後期基本計画策定にあたっての市民意見」から 

市民アンケートの「市の取組みの満足度と重要度」から、重要度は高いものの満足

度が低いという傾向が見られる「領域Ⅰ」に分類された項目について、早期の充実が

求められていることが伺え、一元的には優先的な取組み課題として位置付けることが

できます。 

しかしながら、例えば「公共交通機関（鉄道・バス）の利便性」の場合、従来の時

刻表に基づいた、幹線である路線バスの充実だけを目指すのではなく、地区内交通や

乗換検索システムの導入などといったように、その課題への直接のアプローチが適切

な手法であるかなどについて市の現状や社会情勢なども手掛かりにしながら分析し、

その結果、間接的な手法で市民満足度の向上を図ることが適当と判断されれば、十分

な説明とともにその手法を実行していくことも必要です。 

また、前期基本計画の策定から、わずか５年の間に社会状況が大きく変化していま

す。世界中で猛威を振るう新型コロナウイルスはその代表例です。市民アンケートの

調査結果によると、人と人の交流やふれあいの機会が減少したことが大きな課題であ

ることが明らかになりました。人と人の接触機会を抑える必要が生じ、通常時のよう

な施設利用やイベント開催が困難となり、前期基本計画で大きな成果を上げていた事

業でも、これまでと同様の取組みが成り立ち難くなっています。今後は、未知なる感

染症への対策を考慮する上でも、「新しい生活様式」を徹底しながら、接触回避の有

効手段のひとつとしてのデジタル技術も活用した施策を展開していく必要がありま

す。 

さらには、総合計画審議会とワークショップの意見を通じて、目まぐるしく変わる

住民ニーズの把握や各種施策の認知度向上を図るための情報発信などに一層努力す

る必要性が改めて確認されました。併せて、地域愛の醸成や財政健全化に向けた新た

な歳入の確保などを鑑みれば、市を挙げた積極的なシティプロモーション*8の視点が

不可欠となります。 

 

  

*8 地域愛の醸成や知名度の向上を図り、ヒト・モノ・カネを呼び込み、地域を活性化させる活動。 
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第２章 後期基本計画 

１ 後期基本計画策定における考え方 

基本構想で掲げる「計画策定の視点」や「めざすべき都市像」及びそれを「実現する

ための進め方」については計画策定における考え方の前提としつつ、序章における「３ 

後期基本計画の策定にあたって」中の「(2) 後期基本計画の位置付け」に基づき、前期

基本計画からの継続性と、社会情勢の変化等への対応といった新規性を踏まえ、社会的

責務の遂行や実現可能性の向上を図ります。  
基本構想で掲げる「計画策定の視点」と「めざすべき都市像を実現するための進め方」

の２点について再確認するとともに、新規性の具体として、社会情勢の変化等に対応す

るための、後期基本計画策定における新たな考え方について４つの項目を設定します。  
 (1) 基本構想で掲げる項目 

 ① 計画策定の視点 

  Ⅰ 市民憲章の理念を具現化する計画づくり 

  Ⅱ 各種計画を包括した計画づくり 

  Ⅲ 市民と行政の「協働」による計画づくり 

  Ⅳ 実効性を担保する計画づくり 

  Ⅴ 成果を評価できる計画づくり 

 

 ② めざすべき都市像を実現するための進め方 

  Ⅰ 市民参画と協働の推進 

  Ⅱ 財政基盤の確立 

  Ⅲ 公共施設の適正配置と維持管理 

  Ⅳ 広域的連携の推進 

 

(2) 後期基本計画策定における新たな考え方 

① ＳＤＧｓの理念の具現化 

2030年をゴールに国際社会全体の普遍的な目標として国連が設定した、ＳＤＧｓ

（持続可能な開発目標）を念頭に、「持続可能な社会」を具現化するための計画と

します。 
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② デジタル技術の活用 

ＩoＴ*9やＡＩ*10、ビッグデータ*11、５Ｇ*12等の科学技術を活用した超スマート社

会Society5.0で実現する社会は、社会の変革（イノベーション）を通じて、これま

での閉塞感を打破し、希望の持てる社会、世代を超えて互いに尊重し合える社会、

一人一人が快適で活躍できる社会になるとされていることから、新たな価値を創出

するＤＸの実現に向けた取組みとともに、デジタル技術の活用を踏まえた計画とし

ます。 

 

③ 未知なる感染症への対策 

世界中で猛威を振るう新型コロナウイルスのような未知なる感染症に対して、

「新しい生活様式」やデジタル技術の活用などによる感染拡大防止策を徹底すると

ともに、地域経済の停滞回避、活性化に寄与する計画とします。 

 

④ 市内外に向けたシティプロモーション 

関係人口等の増加に資する認知度向上はもとより、市民や市内事業者等のシビッ

クプライド*13を醸成することで、市民と一体となった情報発信や各種施策の成果を

一層高めることにつなげるため、市内外に向けたシティプロモーションを意識した

計画とします。 

 

  

*9 （アイオーティー）Internet of Things（インターネット オブ シングス）の略で、「様々な物がインター

ネットにつながること」「インターネットにつながる様々な物」を指す。 

*10 人工知能（Artificial Intelligence）の略。 

*11 様々な形をした、様々な性格を持った、様々な種類のデータのことで、従来のデータベース管理システム

などでは記録や保管、解析が難しいような巨大なデータ群。 

*12 （ファイブジー）第5世代通信。4Gに続く次世代通信技術のことで、「高速大容量・低遅延・多接続性」を

生かし、普及が進めばあらゆるものがネットワークにつながるIoT化が進むと言われている。 

*13 都市に対する市民の誇りや愛着。 
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２ 第２期奥州市まち・ひと・しごと創生総合戦略 

 基本構想に定める分野横断の戦略プロジェクト「誇りと幸せを実感できるまちづくり

プロジェクト～人口プロジェクト～」については、その具体的な取組みを総合戦略に掲

げる基本的施策を基に推進することとしています。 

 平成28年３月に策定した総合戦略は、令和元年度で計画期間が終了し、令和２年３月

に新たに策定した第２期総合戦略に基づいた取組みを進めています。 

 

(1) 基本方針及び基本目標 

① 基本方針 

奥州市の魅力あふれる観光資源と品質の高い農畜工芸産物を内外に発信すると

ともに、基幹産業である一次産業の基盤強化と企業誘致の促進による雇用環境の一

層の充実、そして、起業の推奨による新産業を創出し、豊かな自然と快適な都市基

盤が調和した生活利便性の高いまち、子育て環境に優れたまち、そして、ふるさと

に誇りをもち、幸せを実感できるまちをつくることを、第２期総合戦略の基本方針

とする。 

 

② 基本目標 

目標１ 安定した雇用と新しい産業の創出 

目標２ 出会いを通じた結婚支援、子育て環境ナンバーワンへ 

目標３ 体験を通じた新たな奥州ファンの開拓 

目標４ 地域愛の醸成と、安心・安全に生活できる個性豊かな地域社会の実現 

 

(2) 総合計画と総合戦略の関係 

 ① 後期基本計画策定に合わせた関係性の整理 

前期基本計画において、人口プロジェクトの具体的な取組みについては、総合戦略

に掲げる基本目標の下に位置付けられた基本的施策をもとに進めてきました。 

後期基本計画においても、引き続き総合戦略を基本として人口プロジェクトを推進

していきますが、令和元年度に策定した第２期総合戦略の人口減少対策に対する取組

みの分かりやすさや認知度、実効性をより高めるため、第２期総合戦略を本計画と一

体的に推進します。 

具体的には、令和２年度から令和６年度までとなっていた第２期総合戦略の計画期

間について、後期基本計画の目標年次である令和８年度まで２年延長し、総合戦略の

重要業績評価指標（ＫＰＩ）についても、目標年度を令和８年度として設定しました。 

 

  ② 関係性整理後の計画期間 

 

 

 

 

年度 H27 H28 H29 H30 H31(R1) R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10～

総合戦略

総合計画

第１次総合計画 第２次総合計画　前期計画期間 第２次総合計画　後期計画期間 第３次～

基本構想（10年）

前期基本計画（５年） 後期基本計画(５年)

第１期奥州市総合戦略（５年）

第３次

奥州市総合計画

<現行>第２期奥州市総合戦略（５年） ２年延長

第１次

奥州市総合計画

次期

奥州市総合戦略
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(3) 人口目標 

   第２期総合戦略の計画期間における人口目標は、以下のとおりです。 

人口目標項目（単位）  策定時(平成30年度) 目標(令和８年度) 
社会増減（人）  △295 △102※1 

合計特殊出生率（％）  1.68※2 1.88※1 

総人口（人）  117,545※3 106,264※1 

※1 人口ビジョン目標値から積算 

※2 平成29年度値（出典：岩手県保健福祉年報） 

※3 平成30年度値（出典：奥州市統計書） 

 



 ３　奥州市総合計画体系図

➊ ➊ ➊ ➊ ➊

①学校教育の充実 ①福祉で安心・安全な地域づくりの推進 ①農地の生産性の向上 ①自然環境保全対策と環境学習 ①道路交通ネットワークの充実

②地域コミュニティ活動の活性化 ②社会の変化に対応した教育環境の推進 ②福祉を支える組織づくり・人づくりの推進 ②担い手の確保・育成 　の推進 ②道路環境の適正な維持管理

③市民公益活動の推進 ③包括的な福祉サービス提供の推進 ③消費者から支持される農畜産物の ②公害防止・放射線対策の推進

④男女共同参画社会形成の促進 ➋ 　生産力の強化 ③ごみ減量化に向けた３Ｒの推進

⑤多文化共生・姉妹都市交流の促進 ➋ ④農畜産物の需要拡大 ④地球温暖化対策･再生可能エネルギー

①歴史遺産の公開と活用 ⑤農山村の振興 　活用の推進 ①良質な住居環境の形成

➋ ②文化財の調査研究の推進 ①子育てを支える環境の整備 ⑥森林資源の保全と活用 ②安全で安心な水道水の安定供給

③文化財の保存と管理 ②子育て家庭への支援の充実 ➋ ③水洗化の促進と効率的な汚水処理

④文化財保護体制の充実 ③安心して出産できるための支援の充実 ➋ ④公園施設の維持管理

①生涯にわたる学習活動への支援 ④子どもがすこやかに育つための支援の充実 ①交通安全・防犯対策の推進 ⑤良好な景観の形成

②本に親しむ活動の推進 　 ①商業の振興 ②消費者被害の防止、相談体制の整備

③芸術文化の推進 ➌ ②中小企業の経営基盤の強化 　

③技術力・経営力向上への支援 ➌

➌ ①予防を重視した健康づくりの推進 ④産業間連携の促進と ①計画的な土地利用の推進

②心の健康づくりの推進 　新事業育成の支援 ①防災対策の充実 ②魅力ある都市拠点づくりの推進

①ライフステージに応じたスポーツ活動の推進 ⑤企業誘致の推進 ②消防体制の強化 ③公共交通ネットワークの再構築

②競技水準の向上 ➍

③スポーツを支える基盤の整備 ➌ ➍

①高齢者の生活支援の充実

②介護予防の推進 ①観光客誘致の推進 ①ＩＣＴ利活用環境の整備

③介護サービスの充実 ②物産の振興 ②デジタル行政サービスの推進

③新たな体験型観光の推進

➎ ④観光物産関係団体との連携

①障がい者にやさしい地域づくりの推進 ➍

②障がい福祉サービスの充実

①雇用環境の向上

➏ ②人材育成の推進

①地域医療提供体制の確保

②市立医療機関の再編・充実

 奥州市総合計画体系図

みんなで創る
生きがいあふれる

まちづくり

未来を拓く
人を育てる

学びのまちづくり

健康で
安心して暮らせる

まちづくり

豊かさと
魅力のある
まちづくり

環境にやさしい
安全・安心な
まちづくり

快適な
暮らしを支える

まちづくり

道路環境の充実

①開かれた市政の推進

次代をつむぐ歴史遺産の
　保存と活用

➋
快適な住環境の実現

子育て環境の充実

市民参画と協働による
まちづくりの推進

「生きる力」を育む
学校教育の充実

みんなで支え合う
　　地域福祉の推進

農林業の振興
良好な自然・生活環境の
保全と循環型社会の形成

➊

豊かな生き方を築く
生涯学習・文化活動の推
進

安全・安心な
　　　　市民生活の実現

商工業の振興

災害に強い
      まちづくりの推進

障がい福祉の推進

雇用環境の向上と
人材育成

医療の充実

地域の特性を生かした
　まちづくりの推進

潤い豊かな
　スポーツライフの推進

健康づくりの推進

高齢者支援の推進

観光物産の振興 デジタル社会の構築

➌

１ ２ ３ ４ ５ ６

誇りと幸せを実感できるまちづくり ～人口プロジェクト～
（第２期奥州市まち・ひと・しごと創生総合戦略）

世界へ発信するまちづくり ～ＩＬＣプロジェクト～
（奥州市ＩＬＣまちづくりビジョン）

各施策の展開にあたっては、基本構想で掲げる項目を前提としつつ、

「後期基本計画策定における新たな考え方」を念頭に置いて推進しま

す。

<後期基本計画策定における新たな考え方> 

Ⅰ ＳＤＧｓの理念の具現化

Ⅱ デジタル技術の活用

Ⅲ 未知なる感染症への対策

Ⅳ 市内外に向けたシティプロモーション

27 28
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２ 部門別計画とＳＤＧｓの関係 

 

（1）ＳＤＧｓとは 

ＳＤＧｓ（Sustainable Development Goals：持続可能な開発目標）は、2015年の国

連サミットにおいて、全会一致で採択された「持続可能な開発のための2030アジェン

ダ」の中に掲げられている「誰一人取り残さない」持続可能でよりよい社会の実現を

目指す世界共通の目標です。 

2030年を達成年限とし、17のゴールと169のターゲットから構成されています。 

 

 

（2）各施策と奥州市版ＳＤＧｓの関連性について 

市が実施する施策についても、17の持続可能な開発目標をそれぞれの分野における

取組との関連を踏まえ、持続可能な社会の実現に向け、多様な主体においてそれぞれ

連携・協働による取組を進めます。 

具体的には、ＳＤＧｓをより身近なものと捉え、市全体として推進していけるよう

、市の実情に合わせて、国連版ＳＤＧｓの要素を含んだ奥州市版のＳＤＧｓを作成し

ました。 

この奥州市版ＳＤＧｓと各施策との関連性は、31ページから34ページに整理しまし

た。 
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７ 豊かな

自然を大切

なエネルギ

ーに 

８ 働きが

いのあるま

ちをつくろ

う 

９ 先端技

術を活用で

きるまちを

目指そう 

10 市民に

公平なまち

づくり 

11 安心と

魅力のある

まちづくり 

12 丸ごと

余さず使う

まちづくり 

13 気候変

動にしなや

かなまちづ

くり 

14 きれい

な北上川を

維持しよう 

15 豊かな

森を守ろう 

16 誰もが

安心・安全

を感じられ

る社会 

17 みんな

が「つなが

る」まちづ

くり 
大綱 基本施策 施策 

１ 

み
ん
な
で
創
る
生
き
が
い
あ
ふ
れ
る
ま
ち
づ
く
り ➊市民参画と協

働によるまちづ
くりの推進 

①開かれた市政の推進           ●     ● ● 

②地域コミュニティ活動の活性化           ●      ● 

③市民公益活動の推進           ●      ● 

④男女共同参画社会形成の促進 ●    ●     ● ●      ● 

⑤多文化共生・姉妹都市交流の促進 ●  ● ●      ● ●      ● 

➋豊かな生き方

を 築 く 生 涯 学

習・文化活動の

推進 

①生涯にわたる学習活動への支援    ● ●             

②本に親しむ活動の推進    ●              

③芸術文化の推進    ●              

➌潤い豊かなス

ポーツライフの

推進 

①ライフステージに応じたスポーツ活動の推進   ●  ●             

②競技水準の向上    ● ●             

③スポーツを支える基盤の整備   ●               

２ 

未
来
を
拓
く
人
を
育
て

る
学
び
の
ま
ち
づ
く
り ❶「生きる力」

を育む学校教育
の充実 

①学校教育の充実 ●  ● ● ●       ●     ● 

②社会の変化に対応した教育環境の推進   ● ●  ● ●  ●  ●       

➋次代をつむぐ
歴史遺産の保存
と活用 

①歴史遺産の公開と活用    ●       ●      ● 

②文化財の調査研究の推進    ●       ●      ● 

③文化財の保存と管理           ●      ● 

④文化財保護体制の充実    ●       ●       

３ 
健
康
で
安
心
し
て
暮
ら
せ
る
ま
ち
づ
く
り ➊みんなで支え

合う地域福祉の
推進 

①福祉で安心・安全な地域づくりの推進 ●  ●        ●      ● 

②福祉を支える組織づくり・人づくりの推進   ●        ●      ● 

③包括的な福祉サービス提供の推進 ●  ●        ●      ● 

➋子育て環境の
充実 

①子育てを支える環境の整備 ●  ●  ●   ●   ●      ● 

②子育て家庭への支援の充実 ●  ● ● ●      ●     ●  

③安心して出産できるための支援の充実 ●  ●        ●      ● 

④子どもがすこやかに育つための支援の充実 ●  ●        ●     ● ● 

➌健康づくりの
推進 

①予防を重視した健康づくりの推進   ● ●       ●      ● 

②心の健康づくりの推進 ●  ● ● ●     ●        

➍高齢者支援の
推進 

①高齢者の生活支援の充実 ●  ●        ●      ● 

②介護予防の推進   ● ●              

③介護サービスの充実 ●  ●        ●       

➎障がい福祉の
推進 

①障がい者にやさしい地域づくりの推進 ●  ● ●    ●         ● 

②障がい福祉サービスの充実 ●  ●        ●       

➏医療の充実 
①地域医療提供体制の確保 ●  ●        ●      ● 

②市立医療機関の再編・充実   ●        ●        
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きるまちを

目指そう 
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魅力のある
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12 丸ごと

余さず使う

まちづくり 

13 気候変

動にしなや

かなまちづ

くり 

14 きれい

な北上川を

維持しよう 

15 豊かな

森を守ろう 

16 誰もが

安心・安全

を感じられ

る社会 

17 みんな

が「つなが

る」まちづ

くり 
大綱 基本施策 施策 

４ 

豊
か
さ
と
魅
力
の
あ
る
ま
ち
づ
く
り ➊農林業の振興 

①農地の生産性の向上  ●       ●   ● ●  ●  ● 

②担い手の確保・育成  ●      ●       ●  ● 

③消費者から支持される農畜産物の生産力の強化        ● ●   ●     ● 

④本市の農畜産物の需要拡大  ●  ●    ● ●   ● ●  ●  ● 

⑤農山村の振興           ●  ● ● ●  ● 

⑥森林資源の保全と活用      ●  ● ●   ● ● ● ●  ● 

➋商工業の振興 

①商業の振興        ●   ●      ● 

②中小企業の経営基盤の強化        ● ●        ● 

③技術力・経営力向上への支援        ● ●        ● 

④産業間連携の促進と新事業育成の支援        ● ●        ● 

⑤企業誘致の推進        ● ●        ● 

➌観光物産の振

興 

①観光客誘致の促進        ●   ●    ●  ● 

②物産の振興        ● ●  ●      ● 

③新たな体験型観光の推進        ●   ●    ●  ● 

④観光物産団体との連携        ●   ●      ● 

➍雇用環境の向上
と人材育成 

①雇用環境の向上     ●   ● ● ●       ● 

②人材育成の推進    ●    ● ●        ● 

５ 

環
境
に
や
さ
し
い
安
全

・
安
心
な
ま

ち
づ
く
り ➊良好な自然・

生活環境の保全
と循環型社会の
形成 
 

①自然環境保全対策と環境学習の推進    ●       ● ● ● ● ●  ● 

②公害防止・放射線対策の推進   ●   ●     ● ●  ● ●   

③ごみ原減量化に向けた３Ｒの推進   ● ●  ●     ● ●  ● ●  ● 

④地球温暖化対策・再生可能エネルギー活用の推進    ●   ●   ● ● ● ●  ●  ● 

➋安全・安心な
市民生活の実現 
 

①交通安全・防犯対策の推進   ●             ● ● 

②消費者被害の防止、相談体制の整備 ●         ●      ● ● 

➌災害に強いま

ちづくりの推進 

①防災対策の充実    ●       ●  ●    ● 

②消防体制の強化           ●  ●    ● 

６ 
快
適
な
暮
ら
し
を
支
え
る
ま
ち
づ
く
り ➊道路環境の充

実 
 

①道路交通ネットワークの充実         ●  ●       

②道路環境の適正な維持管理         ●  ●       

➋快適な住環境
の実現 
 

①良好な住居環境の形成           ●       

②安全で安心な水道水の安定供給   ●   ●   ●         

③水洗化の促進と効率的な汚水処理   ●   ●        ●    

④公園施設の維持管理           ●      ● 

⑤良好な景観の形成           ●      ● 

➌地域の特性を
生かしたまちづ
くりの推進 
 

①計画的な土地利用の推進           ●      ● 

②魅力ある都市拠点づくり           ●      ● 

③公共交通ネットワークの再構築 ●        ● ● ●      ● 

➍デジタル社会
の構築 

①ＩＣＴ利活用環境の整備    ●    ● ●  ●     ●  

②デジタル行政サービスの推進         ●  ●        



１　施策の大綱(政策の基本目標）

２　基本施策名称

３　体系図

　市民が市政に参画する機会を増やし、その声を積極的に市政運営に取り入れるとともに、地域や市
民公益活動団体等と連携して地域課題の解決に努め、地域の特性を活かした個性豊かなまちづくりを
進めます。

みんなで創る生きがいあふれるまちづくり

１－１　市民参画と協働によるまちづくりの推進

基本施策 基本施策の展開方向（施策）

市民参画と協働によるまちづくり
の推進

開かれた市政の推進

・協働のまちづくりアカデミーは協働の担い手育成を目標としていますが、各地域における人口減少
や高齢化に加え、その修了生と地域づくり団体とがうまくつながることができず、地域づくり活動の
担い手不足の解消には至っていません。

・市民の市政への参画をさらに促すためには、市民に市政への関心を持ってもらうことが大切です。
パソコンやスマーフォン等の普及によって、行政の情報伝達手段は多種多様化しており、若者や高齢
者等、それぞれの生活形態に合わせたわかりやすい情報の発信を行うことが求められています。

地域コミュニティ活動の活性化

市民公益活動の推進

男女共同参画社会形成の促進

・国及び自治体が保有する公共データを国民・企業等が利用しやすい形で公開することで、様々な情
報との連携が強化されることにより、新たな価値の創造が強く期待されています。

多文化共生・姉妹都市交流の促進

４　基本方針（基本施策がめざすまちづくりの方針）

・市民からの声を市政運営に取り入れるため、広聴活動の重要性が増していますが、特にも若い世代
や女性からの声を十分に聴取できていない状況となっています。

５　現状と課題（基本施策に取り組むにあたり、踏まえるべき現況や解決すべき課題）

・市民が市政に参画し、協働によるまちづくりを進めるためには、市の施策や事業の意思決定、実施
過程等の透明性を高め、説明責任を果たすことが必要です。

・少子化が進むとともに独居世帯が増えている現状において地域コミュニティを維持、発展させてい
くためには、これまで以上に幅広い世代による地域運営への参画が求められます。また、地域コミュ
ニティ組織については、イベント実施型から地域課題解決型への転換をするなど、組織のあり方をシ
フトさせていく必要があります。

・多くの市民公益活動団体が生まれ、協働の担い手として大きな力となってきています。しかし、市
民の認知度が低い、団体同士、地区振興会、企業等との情報交流及び交換の場やツールが限定的であ
る、手本となる事例や参考となる情報が得にくい状況にあるなどの理由により、活動の広がりや担い
手の確保につながっていません。

・技能実習生の増加等により、日本語が得意でない外国人住民が増加していますが、同じ地域コミュ
ニティの一員として互いに理解・協力し合える社会づくりが求められています。

・家庭内における家事・育児のように、男女の役割分担について変化が見られる分野もありますが、
地域や職場における方針決定の場面における女性の参画については、あまり進んでいません。
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①

<関連する奥州市版ＳＤＧｓ>

②

　成果指標

単位
現状値
(R2)

中間目標値
（R6）

目標値
（R8）

％ 19.1 17.0 16.0

％ 4.7 6.5 7.5

件 3,400,771 3,516,986 3,659,073

市公式ツイッターのフォロワー数 件 8,212 9,982 11,005

※１ 現状値は、令和元年に実施した総合計画・総合戦略アンケート調査の結果による。

７　個別計画

目標設定の考え方

施策名

主な取り組み内容

あらゆる市民が市政に参画する機会を創り、市民とのパートナーシップのもとにま
ちづくりを推進します。

１－１－１　開かれた市政の推進

６　これからの取り組み（基本施策の展開方向（施策毎の具体的推進策））

　市政に関する理解とまちづくりに対する参画意識を高めるとともに、市
民の意識や動向を的確に把握するため、幅広い年齢層や多様な主体に対す
る広聴活動を展開し、市政への反映を目指します。

施策の目標

施策の方向（具体的取組策）

③広聴活動の充実

　行政情報の公開にあたっては、個人情報の厳密な管理及びセキュリティ
対策を徹底し、適切かつ迅速な対応を行います。

毎年フォロワー数５％増を目指
します

毎年アクセス数２％増を目指し

ます
※２

※２　Ｒ2は新型コロナウイルスの影響でアクセス数が大幅に増えたため、R元の実績値（3,185,443件）を基に目標値を算出した

①市政への市民参画機会の
確保

　市民参画条例に基づいて、あらゆる市民が市政に参画できる機会を確保
するとともに、その声をしっかりと市政に反映させることを目指します。

④行政情報の公開と個人情
報保護対策の充実

②わかりやすい市政情報の
提供

　市政に関心を持てるような広報紙を作成するとともに、利用者にとって
閲覧しやすいホームページの提供に努めます。また、ＳＮＳやアプリケー
ション、ラジオ放送などそれぞれの特性を活かした多様な手段により、市
内外へ効果的なプロモーション活動を行います。

⑤公開するオープンデータ
の拡充と利活用の取組支援

　市が保有する公共データの公開を利活用が容易なデータ形式で進めると
ともに、オープンデータの普及啓発、モデル事例の提供等により、公共
データの民間での利活用を促進します。

市の審議会等における公募委員の比
率

毎年約０．５％の増を目指しま
す。

市公式ホームページのアクセス数

指標名

市政についての審議会、研修会等に
参加したくないと思う市民の割合

目標年度までに３％の減を目指

します。
※１
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①

<関連する奥州市版ＳＤＧｓ>

②

　成果指標

単位
現状値
(R2)

中間目標値

（R6）

目標値
（R8）

人 101 141 161

千人 397 487 557

７　個別計画

奥州市協働のまちづくり指針（平成23年度策定、令和２年度改訂）

次世代の地域づくり活動を担う
ことが期待されるアカデミー修
了生について、人材育成を測る
指標として毎年10名の増を目指
します。

地区センター利用者数

地域づくり活動の拠点である地
区センターの利活用に関する指
標として毎年７％増を目指しま
す。※

協働のまちづくりアカデミー修了者
数(累計)

６　これからの取り組み（基本施策の展開方向（施策毎の具体的推進策））

施策名 １－１－２　地域コミュニティ活動の活性化

※　新型コロナウイルス感染拡大防止のための利用者数減少の影響の大きさを考慮し、大幅に件数が減少したＲ2の397千人から
Ｒ3は横ばい、Ｒ4以降は毎年約７％ずつ徐々に回復し、Ｒ8にはＲ元の水準となるよう目標値を設定した。

施策の方向（具体的取組策） 主な取り組み内容

施策の目標
　住民が地域社会の構成員としての自覚を持ち、互いに支え合いながら主体的に取
り組むまちづくりを目指します。

　協働の担い手が市内の各地域において、地域課題解決に向けた持続的活
動ができるよう、協働のまちづくりアカデミーによる人材の発掘・育成を
行います。その修了生が主体となった活動を支援し、それぞれの地域にお
いて活躍している事例を紹介しながら、地域の担い手になり得る人材と地
域がつながる支援を行います。

②地域自治組織の運営支援

　地域主体の地域づくり活動を促進し、自立した地域運営へ誘導するた
め、地区振興会の運営に要する経費について、今後も引き続き財政支援を
行うとともに、地域の活性化に資する情報の提供を進めるため、協働によ
る取組み事例を発表する場の設置や情報誌、ＳＮＳでの情報発信に取組み
ます。

③自主的な地域づくり活動
への支援

　地域づくり活動の拠点として、地区センターを地域住民が安心して利活
用できるよう、今後も施設の適正な維持管理に努めるとともに、地域づく
り団体自らが地域課題を認識して、計画的にその解決に向けた活動に取り
組むことができるよう「協働のまちづくり交付金」や「地域運営自立チャ
レンジ補助金制度」などの制度を運用します。

指標名 目標設定の考え方

①地域づくり活動のリー
ダーとなる人材の育成
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①

<関連する奥州市版ＳＤＧｓ>

②

　成果指標

単位
現状値
(R2)

中間目標値
（R6）

目標値
（R8）

事業 4 20 28

団体 214 234 244

７　個別計画

奥州市協働のまちづくり指針（平成23年度策定、令和２年度改訂）

市民活動支援センター登録団体数
登録団体数の毎年度５団体増を
目指します。

②市民活動支援センターの
機能の充実

　市民公益活動団体の活動内容を多様なメディアにより発信し、市民の認
知度を高めるとともに、市民公益活動団体同士が相互に交流できる場を創
ります。

指標名 目標設定の考え方

市民提案型協働支援事業認定事業数
認定事業数の毎年度４件増を目
指します。

施策の目標
市民公益活動を積極的に支援します。また、市民や団体、団体同士が情報交換、情
報共有できる場をつくり、新たな市民公益活動を興していくとともに、活動の継承
につなげ、市民が主体となった活力あるまちづくりを進めます。

施策の方向（具体的取組策） 主な取り組み内容

①市民公益活動への支援
　協働の提案テーブルの運用や市民提案型協働支援事業制度による活動支
援により、市民公益活動を積極的に支援します。

６　これからの取り組み（基本施策の展開方向（施策毎の具体的推進策））

施策名 １－１－３　市民公益活動の推進
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①

<関連する奥州市版ＳＤＧｓ>

②

　成果指標

単位
現状値
(R2)

中間目標値

（R6）

目標値
（R8）

％ ―
※ 60 50

％ 25.6 30 40

７　個別計画

第２次奥州市男女共同参画計画（平成28年度策定、令和３年度改訂）

将来的には男女比率が等分とな
ることを目指します。

指標名 目標設定の考え方

社会習慣の中で男性が優遇されてい
ると感じている人の割合

不平等感を感じている人の割合
を1/2程度まで下げることを目
指します。

市の審議会等における女性委員の比
率

③性の多様性に対する理解
の促進

　講演会やセミナーを通じて、性的少数者(セクシャルマイノリティ)に対
する理解を深め、性的少数者の人権が守られる社会を目指します。

②市の政策方針決定の場へ
の女性の登用

　各種審議会、委員会等における女性の積極的な登用に努め、市政方針決
定の場における女性参加率の向上を目指します。

施策の目標
　従来の性別による固定的な役割分担にとらわれず、自らの能力を生かして自由に
行動・生活できる男女共同参画社会を目指します。

施策の方向（具体的取組策） 主な取り組み内容

①男女共同参画の普及啓発
　男女共同参画の普及啓発に資する講演会やセミナーの開催や市広報、
ホームページにおける情報提供などにより、男女共同参画の普及啓発に努
めます。

６　これからの取り組み（基本施策の展開方向（施策毎の具体的推進策））

施策名 １－１－４　男女共同参画社会形成の促進

※令和３年度にアンケートを実施したため現状値(R2)はなし
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①

<関連する奥州市版ＳＤＧｓ>

②

　成果指標

単位
現状値
(R2)

中間目標値

（R6）

目標値
（R8）

％ ―
※ 80.00 90.00

７　個別計画

日本語で日常の会話ができる外国人
住民の割合

技能実習生などの外国人住民が
日本語で日常の会話ができるこ
とを目指します。

施策の目標
外国人住民が地域コミュニティの一員として、安心・安全に暮らせる環境を整えま
す。また、国内外の姉妹都市との交流を通して、異文化理解に加え、幅広い分野へ
の波及効果を目指します。

施策の方向（具体的取組策）

①外国人市民が安心・安全
に暮らせる環境づくり

③姉妹都市交流の促進
　姉妹都市への関心を高め、国際感覚を備えた人材の育成に努めます。ま
た、市内の各種イベント等において、関係部署や団体と連携し、姉妹都市
の紹介や、物産ＰＲに努め、幅広い分野への浸透を目指します。

指標名 目標設定の考え方

　市内外の国際交流関係団体との連携を促進し、外国人住民や外国人観光
客にやさしいまちづくりを目指します。

　日本語教室、各種相談窓口の開設、多言語による情報発信、医療通訳ボ
ランティアの派遣や災害時における適切な情報発信など、外国人住民が安
心・安全に暮らせるための環境を整えます。

６　これからの取り組み（基本施策の展開方向（施策毎の具体的推進策））

施策名 １－１－５　多文化共生・姉妹都市の交流の促進

主な取り組み内容

※令和３年度にアンケートを実施したため現状値(R2)はなし

②国際交流関係団体との連
携強化
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１　施策の大綱(政策の基本目標）

２　基本施策名称

３　体系図

本に親しむ活動の推進

芸術文化の推進

４　基本方針（基本施策がめざすまちづくりの方針）

　地域の伝統・文化を尊重し、これを育んできた郷土を愛することを自己認識の起点とし、赤ちゃんか
ら高齢者までの幅広い世代や障がい者や外国人住民などあらゆる市民一人ひとりが自主的に自己を研鑽
するとともに、市民の相互支援、協働などによる、学びの成果の効果的な活用を通じて、新しい価値を
創造し豊かで生きがいのある人生を構築できるまちを目指します。
　また、市民の主体的で多様な芸術文化活動がもたらす潤いを通じ、心豊かで活力あるまちを目指しま
す。

５　現状と課題（基本施策に取り組むにあたり、踏まえるべき現況や解決すべき課題）

・市民一人ひとりの生活環境や生活課題が多種多様化しているなかで、市民は健康で文化的な生活を求
めており、学習活動に対するニーズも多様化しています。

・地域の特色を生かした活動を進めている地区振興会や地域の学びに関わる団体等に対しては、地域課
題の解決に向けた生涯学習事業等が効果的に実施できるよう、知識習得や手法向上に繋がる人材育成の
ための継続的な支援が不可欠です。

・読書の推進活動では、岩手県子どもの読書状況調査によれば、年齢が高くなるにつれて１か月平均の
読書冊数が減少傾向にあり、活字離れが進んでいる状況にあることから、本に親しむ取り組みが必要で
す。

・価値観やライフスタイルの多様化、高齢化の進展により活動の継続が懸念される文化活動について
は、芸術文化団体の幅広い交流により活性化を図るとともに、気軽に芸術文化活動に参加できるような
環境の整備を進め、多彩な芸術鑑賞機会を提供することが必要です。

・新型コロナウイルスの影響を受け、集い、活動することが難しく、不安やストレスを抱えている人々
が、学習や芸術文化活動を通じて健やかな日常を取り戻せるように、関係機関や団体の協力のもと、感
染対策を講じ、安心して学習・芸術文化活動に取り組める場の提供を進めていくことが必要です。

みんなで創る生きがいあふれるまちづくり

１－２　豊かな生き方を築く生涯学習・文化活動の推進

基本施策 基本施策の展開方向（施策）

豊かな生き方を築く生涯学習・文
化活動の推進

生涯にわたる学習活動への支援
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①

<関連する奥州市版ＳＤＧｓ>

②

　成果指標

単位
現状値
(R2)

中間目標値
（R6）

目標値
（R8）

％ 18.41 53.00 55.00

※Ｒ2は新型コロナウイルスの影響で大幅に減少したため、Ｒ元の実績値（55.97％）を基に目標値を設定した。

７　個別計画

社会教育講座受講者数対総人口比率
Ｒ１の実績値に回復させること
を目指します。※

第２期奥州市教育振興基本計画（平成28年度策定、令和３年度改訂）
第２期奥州市生涯学習基本計画（平成28年度策定、令和３年度改訂）
第５次奥州市放課後子どもプラン（令和２年度策定）

④青少年育成の推進

　地域の中で子どもたちが心豊かで健やかに育つことができる環境づくり
を目指し、岩手県教育振興運動と協調しながら、家庭（子、保護者）、地
域、学校、行政の連携を強化するとともに、青少年の社会参加・体験活動
を支援し地域コミュニティの活性化を推進します。

⑤生涯学習施設の適正な維
持管理

　生涯学習施設の安全管理や維持修繕などにより、適正な維持管理に努め
ます。

指標名 目標設定の考え方

①生涯学習事業の推進

　市全域での生涯学習への取り組みや、各地域にて積極的に取り組んでい
る生涯学習事業を広げていくために、各種取り組みを一体的に進めます。
　市民の多様な学習ニーズに対応するために、関係機関や団体と連携し
て、多様な学習機会を提供できる体制を充実します。

②地域支援体制の構築

　地区振興会等の企画運営する地域課題の解決に向けた生涯学習事業等が
効果的に実施できる体制を整備するため、人材育成等各種研修会を開催す
るとともに、これまで培ってきた知識や経験を持った人材の活用を進めま
す。

③家庭教育の支援
　家庭環境や地域社会の変化により複雑化・多様化する課題の解決が図れ
るよう、学習機会の提供や学習活動の支援などにより、家庭での教育力の
向上を図ります。

６　これからの取り組み（基本施策の展開方向（施策毎の具体的推進策））

施策名 １－２－１　生涯にわたる学習活動への支援

施策の目標
　地域リーダーの養成や地域の教育力を高めるとともに、市民誰もが自ら学び続け
る社会を目指します。

施策の方向（具体的取組策） 主な取り組み内容
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①

<関連する奥州市版ＳＤＧｓ>

②

　成果指標

単位
現状値
(R2)

中間目標値
（R6）

目標値
（R8）

％ 82.84 85.00 90.00

冊 5.00 5.10 5.10

７　個別計画

※　図書貸出利用者総数対総人口比率について、Ｒ2は新型コロナウイルスの影響で大幅に減少したため、Ｒ元の実績値
（91.87％）を基に目標値を設定した。

第２期奥州市教育振興基本計画（平成28年度策定、令和３年度改訂）
第２期奥州市生涯学習基本計画（平成28年度策定、令和３年度改訂）
第３次奥州市子どもの読書活動推進計画（平成30年度策定）

指標名 目標設定の考え方

図書貸出利用者総数対総人口比率
Ｒ１の実績値に回復させること
を目指します。※

市民一人当たり図書等貸出冊数 現状維持に努めます

②図書館利用を通じた課題
解決支援

　各種調査活動における相談業務の実施、図書に関する情報の提供、行政
諸課題や利用者ニーズを反映した企画展の開催等により、市民が抱える課
題の解決を支援します。

③図書資料・視聴覚教材の
整備充実

　図書の蔵書充実と利用者にとって効果的な配置に努めるとともに、岩手
県南第一地域視聴覚教育協議会の事業を活用した視聴覚教材の充実に努め
ます。

④図書館の適正な維持管理 　図書館の維持修繕などにより、適正な維持管理に努めます。

施策の目標
　ライフステージに応じた読書活動を推進するとともに、読書活動を支える人材の
育成・活用と図書資料や施設などの整備を進めます。

施策の方向（具体的取組策） 主な取り組み内容

①子ども読書活動の推進

　読書による豊かな情操と自由な想像力の習得が、社会の変化への対応や
様々な課題の解決の一助となるよう、「奥州市子どもの読書活動推進計
画」に基づき、図書館や親子ライブラリー「えほんの森」、読み聞かせ活
動等を通じ、幼少期から本に親しむ事業の展開に努めます。
　また、読書活動を支えるボランティア等人材を育成し、その活動を支援
します。

６　これからの取り組み（基本施策の展開方向（施策毎の具体的推進策））

施策名 １－２－２　本に親しむ活動の推進
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①

<関連する奥州市版ＳＤＧｓ>

②

　成果指標

単位
現状値
(R2)

中間目標値

（R6）

目標値
（R8）

％ 95.5 240.0 240.0

※Ｒ2は新型コロナウイルスの影響で大幅に減少したため、Ｒ元の実績値（241.8％）を基に目標値を設定した。

７　個別計画

指標名 目標設定の考え方

文化会館利用者数対総人口比
Ｒ１の実績値に回復させること
を目指します。※

第２期奥州市教育振興基本計画（平成28年度策定、令和３年度改訂）
第２期奥州市生涯学習基本計画（平成28年度策定、令和３年度改訂）

施策の方向（具体的取組策） 主な取り組み内容

①市民の芸術文化活動の推
進

　幼少期から優れた芸術文化の鑑賞や参加機会を提供することで子どもの
情操を養い、芸術文化活動の発展を支援します。
　また、奥州市芸術文化協会をはじめとする関係機関・団体などと連携し
ながら、芸術文化活動環境の醸成に努めます。
　さらに、市民の自主性を持った芸術文化活動の発表や鑑賞機会が、新た
なファンを創造する循環型の活動を支援します。

②文化会館の適正な維持管
理

　文化会館の安全管理や維持修繕などにより、適正な維持管理に努めま
す。

６　これからの取り組み（基本施策の展開方向（施策毎の具体的推進策））

施策名 １－２－３　芸術文化の推進

施策の目標
　芸術文化がもたらす喜びや感動が、市民の主体的で多様な芸術文化活動につなが
る社会を目指します。
　また、これまで地域で培われた活動の継承と発展を目指します。
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１　施策の大綱(政策の基本目標）

２　基本施策名称

３　体系図

・スポーツ活動を通じて相互の地域的な連帯を深め、明るいコミュニティづくりに寄与するため、市
民が主体的に取り組めるような環境づくりが必要です。

・コロナ禍の状況ではありますが、奥州市民の一体感を醸成するため、全市的なイベントの継続開催
が必要です。

・スポーツ活動の意識を高めるには、競技水準の向上に伴う気運の高まりが大変重要であり、国際大
会や全国大会などで活躍する選手の育成、指導者の養成が必要です。

・各種大会の開催や競技の普及活動、競技水準の向上、コミュニティスポーツ活動の奨励には、体育
協会をはじめとする各種団体との連携が必要不可欠です。

・スポーツに接する機会を創出するためには、イベントや施設の利用状況などの様々な情報をホーム
ページ、SNS、報道機関、関係団体を通じて提供することが必要です。

・安全にスポーツ活動が行なえる環境の整備が求められており、そのためには施設の適正な維持管理
が必要です。

競技水準の向上

スポーツを支える基盤の整備

４　基本方針（基本施策がめざすまちづくりの方針）

スポーツを通じて、市民が生涯にわたり心身ともに健康でいきいきとした生活を営むことができるま
ちづくりを目指します。

５　現状と課題（基本施策に取り組むにあたり、踏まえるべき現況や解決すべき課題）

・市民の日常生活は多様化しており、これまで実施してきたスポーツ事業の中には、参加者数の減
少、固定化や、多様化する市民のニーズに合致しなくなってきているものもあります。そのために
も、ニュースポーツを含む様々なスポーツ需要に応えるための新たな事業展開が必要です。

みんなで創る生きがいあふれるまちづくり

１－３　 潤い豊かなスポーツライフの推進

基本施策 基本施策の展開方向（施策）

潤い豊かなスポーツライフの推進
ライフステージに応じたスポーツ活動の
推進
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①

<関連する奥州市版ＳＤＧｓ>

②

　成果指標

単位
現状値
(R2)

中間目標値
（R6）

目標値
（R8）

％ 58.30 65.00 65.00

人 25 27 28

７　個別計画

第２期奥州市教育振興基本計画（平成28年度策定、令和３年度改訂）

奥州市スポーツ推進基本計画（平成28年度策定、令和３年度改訂）

スポーツリーダーバンク登録者数
現状値より概ね10％増を目指し
ます。

③スポーツに接する機会の
提供

　各種スポーツに関する情報を広報、ホームページ、報道機関、関係団体
を通じて周知することで、スポーツに接する機会を提供します。

指標名 目標設定の考え方

成人の週１回以上のスポーツ実施率
国が第２期スポーツ基本計画に
て掲げる目標値である65％を目
指します。

施策の方向（具体的取組策） 主な取り組み内容

①全市事業の推進
　全市民が参加できるスポーツイベントを開催し、市民のスポーツ活動を
推進します。また、市民の様々なニュースポーツ需要に応えるための事業
を展開します。

②コミュニティスポーツの
支援

　スポーツ団体が主催するスポーツ活動に対する支援を行うほか、スポー
ツ推進委員との連携のもとに地域のスポーツ活動を支援します。あわせ
て、地域の連帯を深め、コミュニティづくりに寄与するため、積極的か
つ、主体的に取り組めるような環境づくりを進めます。

６　これからの取り組み（基本施策の展開方向（施策毎の具体的推進策））

施策名 １－３－１　ライフステージに応じたスポーツ活動の推進

施策の目標  市民誰もが気軽にスポーツをできる社会を目指します。
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①

<関連する奥州市版ＳＤＧｓ>

②

　成果指標

単位
現状値
(R2)

中間目標値
（R6）

目標値
（R8）

人 1 40 40

人 6 67 67

※１　Ｒ2は新型コロナウイルスの影響で大幅に減少したため、Ｈ27の実績値（26人）を基に目標値を設定した。

※２　Ｒ2は新型コロナウイルスの影響で大幅に減少したため、Ｈ27の実績値（56人）を基に目標値を設定した。

７　個別計画

第２期奥州市教育振興基本計画（平成28年度策定、令和３年度改訂）

奥州市スポーツ推進基本計画（平成28年度策定、令和３年度改訂）

指標名 目標設定の考え方

国民体育大会出場者数
Ｈ27の現状値より概ね50％増を
目指します。※１

県民体育大会優勝者数
Ｈ27の現状値より概ね20％増を
目指します。※２

施策の方向（具体的取組策） 主な取り組み内容

①選手育成、強化
　トップアスリートの輩出を目指し、幼児期からスポーツに親しむ機会の
提供、優秀な指導者の調査・招聘促進をし、競技水準の向上を図ります。

②指導者養成 　各種指導者講習会を開催し、指導者の質の向上を図ります。

６　これからの取り組み（基本施策の展開方向（施策毎の具体的推進策））

施策名 １－３－２　競技水準の向上

施策の目標
選手育成や指導者養成の支援により競技水準の向上を図り、競技者の目標となる選
手の輩出を目指すとともに、スポーツへ取り組む意欲を喚起します。
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①

<関連する奥州市版ＳＤＧｓ>

②

　成果指標

単位
現状値
(R2)

中間目標値
（R6）

目標値
（R8）

人 382,699 605,000 605,000

人 116,741 148,000 148,000

※１　Ｒ2は新型コロナウイルスの影響で大幅に減少したため、Ｒ元の実績値（576,984人）を基に目標値を設定した。

※２　Ｒ2は新型コロナウイルスの影響で大幅に減少したため、Ｒ元の実績値（141,417人）を基に目標値を設定した。

７　個別計画

第２期奥州市教育振興基本計画（平成28年度策定、令和３年度改訂）

奥州市スポーツ推進基本計画（平成28年度策定、令和３年度改訂）

学校施設開放の利用者数
Ｒ１の現状値より概ね５％増を
目指します。※２

③関係団体との連携
　スポーツ団体の事業運営が適正に行われるよう支援します。
　総合型地域スポーツクラブの設立、運営を支援します。

指標名 目標設定の考え方

体育施設の利用者数
Ｒ１の現状値より概ね５％増を
目指します。※１

施策の方向（具体的取組策） 主な取り組み内容

①施設の適正な配置と維
持・管理

　必要な施設を見極めて配置し、施設の適正な維持、管理に努めます。

②スポーツ推進委員との連
携

　市の事業をスポーツ推進委員と連携し、円滑に実施します。
　コミュニティスポーツ活動をスポーツ推進委員が地域の団体などと連携
し主体的に進めます。

６　これからの取り組み（基本施策の展開方向（施策毎の具体的推進策））

施策名 １－３－３　スポーツを支える基盤の整備

施策の目標
スポーツ関係団体の運営や活動の支援、団体と連携した施策を展開します。
また、施設、設備などの適正な管理を行い、市民のスポーツ環境を整備します。
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１　施策の大綱(政策の基本目標）

２　基本施策名称

３　体系図

未来を拓く人を育てる学びのまちづくり

２－１　「生きる力」を育む学校教育の充実

基本施策 基本施策の展開方向（施策）

「生きる力」を育む学校教育の充
実

学校教育の充実

社会の変化に対応した教育環境の推進

４　基本方針（基本施策がめざすまちづくりの方針）

「学ぶことが奥州市の伝統であり未来である」という教育理念に基づき、十分な安全性を備えた安心感
のある教育環境のもとで、児童生徒の「生きる力」を育みます。

５　現状と課題（基本施策に取り組むにあたり、踏まえるべき現況や解決すべき課題）

・学校経営の充実については、まなびフェストの作成と活用による目標達成型の学校経営は定着しています
が、コミュニティ・スクールの完全実施に向け、学校運営協議会の設置について具体的に進め、より地域に密
着した学校経営を目指していく必要があります。

・児童生徒の「学力」の現状は、標準学力検査の結果から、小学校は全国平均を上回っていますが、中学校は
下回っています。児童生徒に確かな学力を保障するために、基礎・基本の確実な定着を図る取組や、協働的な
学びを活かした学習内容の理解・習得につながる授業改善を推進する必要があります。

・文部科学省の「ＧＩＧＡスクール構想」に伴う一人一台の教育用コンピューターが配備されますが、教育用
コンピューターの活用や電子教科書の導入を見据え、教育現場や情報機器に精通した外部の人材等を活用し、
ＩＣＴを利用した効果的な学習を進める必要があります。

・児童生徒の「豊かな心」の現状は、全国学力・学習状況調査の結果から、小・中ともに規範意識や思いやり
の心が概ね育っていますが、自己肯定感はやや低い状況にあります。子どもの権利を踏まえ、児童生徒が生き
生きと充実した学校生活を送るために、安心感のある集団づくりや、不登校やいじめの未然防止・早期発見等
の取組を推進する必要があります。

・運動に親しむ資質・能力の基礎を育て、健康の保持増進と体力の更なる向上を図るため、授業改善の事例や
「希望郷いわて元気・体力アップ60（ロクマル）運動」の各校の取組を共有する等、学校組織全体での取組を
推進する必要があります。

・幼児教育、保育、小学校（以下「幼保小」という。）の連携は様々な活動を通して図られているものの、接
続のための取組は十分とは言えない状況にあります。子どもたちの小学校生活への円滑な移行を図るうえで、
「接続カリキュラム」を基にした教育課程上の連携を推進する必要があります。

・特別な支援を要する児童・生徒は年々増加しており、障がいや発達の状況に応じた教育課程の編成や支援は
行われているものの、個別の指導計画・個別の教育支援計画の活用促進や校内体制による支援の充実を図る必
要があります。

・経済的理由により就学が困難な児童生徒への支援対策として、就学支援制度や奨学金制度を広くＰＲする必
要があります。また、奨学基金の計画的運用のために、滞納対策の強化が必要です。

・学校給食施設の統廃合を図りながら、適正規模の調理人員及び車両等備品の配置を行い、安心・安全な学校
給食の提供に努める必要があります。

・老朽化した教育施設が多く、適正な維持管理を行うためには、耐震改修を急ぐとともに、改修や改築を計画
的に進める必要があります。

・児童生徒数の減少により、学校及び学級の小規模化が進んでいます。教育活動を行う上での適正規模に応じ
た学校の再編を進める必要があります。
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①

<関連する奥州市版ＳＤＧｓ>

②

　成果指標

単位
現状値
(R2)

中間目標値
（R6）

目標値
（R8）

-
小5 106
中2  97

小5 106
中2  99

小5 106
中2 100

% 63 70 80

% 68 75 80

% ―※１ 小6 80.6
中3 75.0

小6 82.0
中3 77.0

%
小 0.68
中 3.19

小 0.65
中 3.15

小 0.60
中 3.10

% ―※２ 小5 110
中2 109

小5 110
中2 109

※１　R2は新型コロナウイルスの影響で実施できなかったため、R元の実績値（小6 79.2%、中3 75.0%）を基に目標値を算出した。

※２　R2は新型コロナウイルスの影響で実施できなかったため、R元の実績値（小5 110%、中2 109%）を基に目標値を算出した。

７　個別計画

・奥州市教育振興基本計画（平成28年度策定、令和３年度改訂）

６　これからの取り組み（基本施策の展開方向（施策毎の具体的推進策））

施策名 ２－１－１　学校教育の充実

施策の目標

　全ての児童生徒に確かな学力と学びの機会を保障し、「生きる力」を育むため、学校経営の充
実を図りながら、知・徳・体のバランスのとれた学校教育を充実させます。
　また、経済的理由により小・中学校での学習に支障をきたす世帯に学校経費の一部を支援する
とともに、義務教育より上の教育に進むことが困難な人に対しては、奨学金を貸与して修学の機
会を確保します。併せて市内学校法人への支援を行い、私立学校教育の振興を目指します。

施策の方向（具体的取組策） 主な取り組み内容

①学校経営の充実
　まなびフェストの作成と活用による目標達成型の学校経営を継続します。
　また、学校運営協議会を設置し、より充実した学校経営を目指します。

②確かな学力を保障する
教育の充実

　適切な教育課程の編成、学習環境の整備を行います。諸調査による児童生徒の実態把
握、協働的な学びを活かした授業改善と教員の指導力の向上を図る研修を充実させます。

③情報教育の推進
　情報教育環境の整備を進めるとともに、教育現場や情報機器に精通した教員のスキル
アップを図るため研修会等を実施します。
　また、学校のＩＣＴ支援体制を整えＩＣＴを有効活用した効果的な学習を進めます。

④心の教育の充実
　人とのかかわりを大切にし、自己肯定感を養う活動を推進します。
　また、不登校児童生徒に対して学校と関係機関が連携・協力して支援を行う体制を充実
させるとともに教育相談の充実に努めます。

⑤健やかな体を育む教育
の充実

　体力の維持・向上を図る取組を推進します。
　また、望ましい生活習慣の形成を目指すために、地域の食材を取り入れた学校給食の実
施、健康診断結果を踏まえた保健指導などを実施します。

⑥幼保小連携の充実

　市内の先進的な実践を基に、各小学校を中心とした「接続カリキュラム」による取組を
推進し、幼保小の円滑な接続を図ります。
　また、幼保小の円滑な接続、教員の資質向上を目指し、幼児教育アドバイザー事業や拡
大園内研を実施します。

⑦特別支援教育の推進
　特別な支援を必要とする児童生徒に対して、特別支援教育コーディネーターを中心とし
た教育相談体制を整えます。併せて、支援計画を作成して、一人ひとりの教育的ニーズに
対応する指導・支援体制を整えます。

⑧学校法人への支援
　学校法人が設置する私立学校の運営経費や特色ある学校づくり、施設整備事業に対して
補助金を交付します。

⑨就学等支援の充実

　教育機会の均等化を図るため、経済的理由や地理的条件等により就学が困難な児童・生
徒に必要な補助や支援を行います。
　また、奥州市奨学基金を活用し、社会に有用な人材を育成するため、経済的理由により
修学が困難な者に対して奨学金を貸与するとともに、奨学金の返還が滞っている者につい
ては、適時適切に納付勧奨及び相談を実施し、滞納の解消に努めます。

指標名 目標設定の考え方

標準学力検査における全国平均との
対比

小学校は現状維持を、中学校は全
国平均を目指します。

増加を目指します。

不登校児童生徒の出現率 減少を目指します。

全国体力・運動能力調査における総合評
価（Ａ,Ｂ,Ｃ）の全国平均との対比

現状維持を目指します。

授業中にＩＣＴを活用して指導する
能力を持つ教員の割合

増加を目指します。

児童生徒のＩＣＴ活用を指導する能
力を持つ教員の割合

増加を目指します。

自己肯定感をもった児童生徒の割合
(全国学力・学習状況調査質問紙による)

50



①

<関連する奥州市版ＳＤＧｓ>

②

　成果指標

単位
現状値
(R2)

中間目標値
（R6）

目標値
（R8）

％ 75.0 100.0 100.0

％ 92.6 92.6 100.0

％ 47.4 56.4 60.0

７　個別計画

・奥州市教育振興基本計画（平成28年度策定、令和３年度改訂）

・奥州市学校再編計画（令和２年度策定）

・奥州市立学校施設長寿命化計画（令和元年度策定）

・奥州市学校給食施設再編計画（平成29年度策定）

中学校校舎の耐震化実施率（Is＝
0.7以上）

100％を目指します。

施策の方向（具体的取組策） 主な取り組み内容

①安全・安心な教育環境
の充実

　耐震性能が低い校舎などの耐震改修を計画的に進めるとともに、教育施設の快
適性を向上させるため、トイレの洋式化率を高め、冷暖房設備の改修や室内照明
のＬＥＤ化を進めます。
　また、日常の施設管理に努め、改修や修繕が必要となった場合は、優先順位を
示して計画的な改修に取り組みます。
　なお、工事などに際しては、奥州市シックスクールマニュアルに基づき、安全
な教育環境を整備します。

②教育施設の適正化

　老朽化した教育施設及び学校給食施設について、適正な規模を検討するととも
に、計画的な改築を進めます。
　集団の中で多様な考えに触れ、認め合い、協力し合い、切磋琢磨することを通
じて児童生徒一人ひとりの思考力や表現力、判断力、問題解決能力等の資質・能
力を育成し、社会性や規範意識を身に付けさせるために、学校再編を推進し規模
の適正化に努めます。

教育施設トイレの洋式化率
当面50％以上を目指し、さらな
る洋式化率の向上を図ります。

指標名 目標設定の考え方

幼稚園施設の耐震化実施率（Is＝
0.7以上）

100％を目指します。

６　これからの取り組み（基本施策の展開方向（施策毎の具体的推進策））

施策名 ２－１－２　社会の変化に対応した教育環境の推進

施策の目標
　児童・生徒に快適な教育環境を提供し、安全・安心な学校生活を確保します。
　また、児童・生徒の減少傾向への対応や環境との共生に配慮しつつ、状況に応じた再
編や計画的な改修・改築などを進めます。
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１　施策の大綱(政策の基本目標）

２　基本施策名称

未来を拓く人を育てる学びのまちづくり

２－２　次代をつむぐ歴史遺産の保存と活用

３　体系図

基本施策 基本施策の展開方向（施策）

次代をつむぐ歴史遺産の保存と活用 歴史遺産の公開と活用

５　現状と課題（基本施策に取り組むにあたり、踏まえるべき現況や解決すべき課題）

・市には、国指定18件、県指定51件、市指定228件の指定文化財をはじめ、周知の埋蔵文化財包蔵地（遺
跡）が約1,100ヶ所を数えるなど、多くの文化財が残されており、これらの適切な保存と活用が求められて
います。

・世界遺産「平泉」の登録決定においては、本市の重要遺跡は除外扱いの課題が残りました。これまでの
拡張登録の実現に向けた調査研究等の取組について、登録の可否のみならず、史跡の追加指定のほか史跡
整備等に反映させ、地域に還元させることが求められています。

・経年劣化が著しい重要文化財旧高橋家住宅の大規模な保存修理が緊急の課題です。

・指定文化財の所有者および保持団体に対し、管理・修理、保存に関する支援が必要です。

・既存の施設では、市全体の歴史や、時代が変わって評価され始めた新たな先人を紹介することなどに柔
軟に対応することができません。また、既存施設の老朽化も進んでおり、資料の安定した維持管理に問題
が生じています。そのため、文化財の適切な保存管理と効果的な公開活用を行うために、整理統合を前提
として、今後の施設のあり方を検討する必要があります。

文化財の調査研究の推進

文化財の保存と管理

文化財保護体制の充実

４　基本方針（基本施策がめざすまちづくりの方針）

　文化財は、先人の知恵を秘めた歴史遺産であり、地域社会の活性化や魅力ある郷土づくり、さらには、
市民の学習活動における人づくりの資源でもあります。
　市民、特に次世代を担う子ども達が郷土を理解して誇りを持ち、奥州市民として一体感のあるまちづく
りを目指し、歴史遺産の調査研究、適切な保存と活用を進めます。
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①

<関連する奥州市版ＳＤＧｓ>

②

　成果指標

単位
現状値
(R2)

中間目標値

（R6）

目標値
（R8）

人 37,913 55,000 70,000

回 1,599 2,000 2,400

　 ※R2の利用者数は新型コロナウイルスの影響により大幅に減少したため、R元の実績値（70,185人)を基に目標値を算出した。

７　個別計画

文化財施設利用者数 R元の実績値まで回復を目指します。
※

奥州市Web博物館のアクセス
数

50％増を目指します。

④文化財施設による歴史遺産
の公開活用

　博物館、記念館、郷土資料館などの文化財施設の学校利用を図り、歴史遺
産を人づくり資源として活用します。
　また、市民の文化財に対する意識がさらに高まるように、企画展示や巡回
展示、教育普及事業を実施します。
　さらに、ホームページ（奥州市Web博物館）により、デジタル媒体での資料
目録等の公開を進めるなど、歴史文化情報を幅広く発信します。

⑤文化財施設の再編統合
　統合施設の方向性を検討するため、各顕彰会等からの意見集約を行いま
す。また、市内に残っている多様な資料の重要性について、普及に努めま
す。

指標名 目標設定の考え方

③先人顕彰の推進
　市民が自ら実施する先人顕彰活動を支援します。また、記念館等で保管さ
れている先人関係資料を整理し、先人顕彰の意識啓発のため企画展示を実施
します。また、地域の先人について資料収集を進め、情報発信に努めます。

６　これからの取り組み（基本施策の展開方向（施策毎の具体的推進策））

施策名 ２－２－1　歴史遺産の公開と活用

施策の目標
　重要文化財、史跡等の計画的な整備を行い、魅力ある郷土づくり、人づくりの資源
として、その公開と活用を目指します。

施策の方向（具体的取組策） 主な取り組み内容

①国指定史跡名勝の公開活用

　６ヶ所の史跡（大清水上遺跡、角塚古墳、胆沢城跡、長者ケ原廃寺跡、白
鳥舘遺跡、接待館遺跡）と、名勝１ヶ所(イーハトーブの風景地)の環境整備
及び公開活用に取り組みます。必要に応じ整備活用指導委員会などを設置
し、必要な整備を検討します。
　胆沢城跡については、整備した歴史公園の活用を進めるほか、商業観光部
門と連携を図り活用事業を展開します。
　角塚古墳については、保存活用計画検討委員会を設置し、保存活用計画を
策定し、計画に基づき活用・整備を行います。
  白鳥舘遺跡、長者ケ原廃寺跡については、整備検討委員会を設置し、来訪
者の利便を図る整備を行います。

②歴史的建造物等の公開活用

　水沢地域の武家住宅資料館（旧内田家住宅、後藤新平旧宅、高野長英旧
宅）、旧安倍家住宅及び斎藤實記念館（齋藤子爵水沢文庫）、江刺地域の旧
後藤家住宅と旧岩谷堂共立病院、前沢地域の旧後藤正治郎家住宅を公開しま
す。

53



①

<関連する奥州市版ＳＤＧｓ>

②

　成果指標

単位
現状値
(R2)

中間目標値
（R6）

目標値
（R8）

棟 1 1 2

件 0 3 5

冊 0 1 2

７　個別計画

新規文化財指定件数
年平均１件以上の新規指定を目指しま
す。
(目標値は、R４～R８の累計）

古文書解読集の刊行
２年毎(奇数年度)に１冊刊行します。
（目標値は、R４～R８の累計）

④世界文化遺産拡張登録の推
進

　岩手県、一関市、平泉町と連携し「平泉―仏国土（浄土）を表す建築・庭
園及び考古学的遺跡群」の拡張登録に係る調査研究を進めるとともに、｢川
湊｣が想定される白鳥舘遺跡と、長者ケ原廃寺跡などが位置する衣川流域遺跡
群の解明に向けた発掘調査を行い、必要な史跡追加指定を行います。また、
遺跡の価値について周知を図ります。

指標名 目標設定の考え方

国登録有形文化財(建造物)の
登録件数

市が所有する歴史的建造物のうち２件
の新規登録を目指します。
（目標値は、R４～R８の累計）

①歴史的建造物の調査研究

　歴史的建造物の調査・研究を行い、記録保存を図ります。
　市が所有する旧安倍家住宅、旧高野家住宅(古稀庵)については国登録有形
文化財への登録を進めるほか、市民が所有する歴史的建造物のうち重要なも
のについては国登録有形文化財に登録し、所有者による保存活用を支援しま
す。

②歴史資料等の調査・研究の
推進

　研究機関等との連携を基に、市内の古文書等歴史資料の調査・研究を進め
て地域の基礎データを集積し、市の歴史的・文化的特色を発信していきま
す。併せて、市民との協働により文化財施設で収蔵している古文書の解読を
行い、郷土の歴史を解明して公開します。
　美術工芸品等の指定候補物件調査を行い、市指定を行うほか、重要なもの
については国・県など上位指定し、保存と活用を図ります。

③埋蔵文化財発掘調査

　胆沢城跡をはじめとした国指定史跡等の発掘調査を必要に応じ実施し、そ
の結果については広く市民に公開します。
　開発行為等に伴って消滅する恐れのある遺跡の調査を実施し、記録保存等
の措置を講じます。

６　これからの取り組み（基本施策の展開方向（施策毎の具体的推進策））

施策名 ２－２－２　文化財の調査研究の推進

施策の目標 　地域に残る文化財の調査研究を行い、併せて郷土の歴史解明と記録を行います。

施策の方向（具体的取組策） 主な取り組み内容
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①

<関連する奥州市版ＳＤＧｓ>

②

　成果指標

単位
現状値
(R2)

中間目標値

（R6）

目標値
（R8）

人 629 1,300 1,300

件 0 0 0

７　個別計画

指標名 目標設定の考え方

郷土芸能祭等観客数

郷土芸能祭等（無形民俗文化財の保存活用と育
成を目的として江刺・前沢(水沢、衣川の団体
含む)・胆沢の各会場において開催している発
表）の観客数を増加させ、H30実績値まで回復
を目指します。

文化財指定解除件数

不適切な管理等により指定要件を失い指定解除
される文化財が生じないよう、適切な保存管理
指導や修繕補助等を行います。（0件で維持す
べきものとなります。）

②民俗文化財の保存と育成支
援

　郷土芸能祭の開催など、無形民俗文化財保持団体に活動発表及び担い手の
育成・確保の機会を提供するとともに、用具更新に対する補助を行い、無形
民俗文化財の伝承の支援を行います。
　指定文化財パトロールなどにより有形民俗文化財等の保存状態を確認し、
所有者などに対して適切な指導を行い、必要に応じて修繕の支援を行いま
す。

③史跡・名勝・天然記念物の
保存と管理

　市内の史跡・名勝・天然記念物を確実に保存し、次世代へと継承していく
ために適正な保存対策を進めます。また公開・活用を前提とした適切な環境
保全に努めます。
　指定文化財パトロールなどにより史跡・名勝・天然記念物の保存状態を確
認し、所有者などに対して適切な指導を行います。

④文化財施設の資料・環境整
備

　文化財を適切に保存管理するための収蔵施設について、個別施設計画に基
づき整備します。
　また、文化財資料等安全管理プログラムにより、市所蔵文化財の保存環境
の改善を図ります。

施策の目標
　地域に残る文化財を次世代へ継承していくため、定期的な点検を行い、保存環境の
改善を行います。併せて安全な資料の管理・保管の体制を整えます。

施策の方向（具体的取組策） 主な取り組み内容

①有形文化財の保存と管理

　指定文化財パトロールなどにより有形文化財の保存状態を確認し、所有者
などに対して適切な指導を行い、必要に応じて修繕の支援を行います。
　重要文化財旧高橋家住宅については、保存活用基本構想に基づき、修理委
員会を設置し、本格的な修繕計画を策定します。

６　これからの取り組み（基本施策の展開方向（施策毎の具体的推進策））

施策名 ２－２－３　文化財の保存と管理

※R元、R2は新型コロナウイルスの影響で観客数が大幅に減少したため、H30の実績値（1,300人）を基に目標値を算出
した。
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②

　成果指標

単位
現状値
(R2)

中間目標値

（R6）

目標値
（R8）

件 3 3 5

７　個別計画

・奥州市教育振興基本計画（平成28年度策定、令和３年度改訂） 

文化財保護審議会に対する諮
問件数

年平均１件以上の諮問を目指します。
(目標値は、R４～R８の累計）

①学芸指導体制の強化

　専門家による文化財保護審議会を開催し、文化財の指定と指定解除、文化
財の保存活用に関する重要事項について諮問し、適切に指定や管理を行いま
す。
　学芸員を専門研修に計画的に派遣して専門知識と技能向上を図り、歴史遺
産の保存活用事業の内容を充実させます。また、点検、学術的支援、保存環
境指導を行い、文化財の保護に努めます。

②文化財関係機関との連携強
化

　文化財の保存と活用を円滑かつ強力に進めるため、関係機関との連携を強
化します。

指標名 目標設定の考え方

６　これからの取り組み（基本施策の展開方向（施策毎の具体的推進策））

施策名 ２－２－４　文化財保護体制の充実

施策の目標
　未来を拓く歴史遺産の保存と活用を進めるため、学芸員を中心とする教育委員会事
務局の体制と機能を強化し、関係機関との連携を目指します。

施策の方向（具体的取組策） 主な取り組み内容
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１　施策の大綱(政策の基本目標）

２　基本施策名称

３　体系図

福祉を支える組織づくり・人づくりの推
進

包括的な福祉サービス提供の推進

４　基本方針（基本施策がめざすまちづくりの方針）

５　現状と課題（基本施策に取り組むにあたり、踏まえるべき現況や解決すべき課題）

　地域住民が主体となった地域づくりを通じ、地域における効果的な福祉サービス提供の仕組みづく
りに取り組むとともに、それら福祉サービスや多様な福祉活動の担い手となる福祉を支える人づくり
を進めることにより、誰もが安心して暮らせる地域社会の実現を図ります。

・福祉的支援を必要とする状況になっていても地域や関係機関から把握されずにいる「社会的孤立」
という問題が生じており、こうした地域で孤立する世帯を出さないために、普段から住民同士の交流
を深める取組が必要です。
・日常生活に支援を必要としている住民が、地域で安心して暮らしていくためには、地域住民の支え
合いなどによるきめ細やかな支援が必要です。
・福祉ニーズの多様化が見込まれる中、必要とされる福祉サービスが確実に提供されるよう、基盤の
整備を進める必要があります。
・ボランティア団体等の福祉活動には、団体相互の情報交換や地域住民との協働などが不可欠であ
り、また、活動を継続するための支援が必要です。
・判断能力が低下している方の財産や様々な権利を擁護する制度が十分に理解されていない、手続き
が複雑で利用されにくいといった課題があります。
・少子化や核家族化などを背景に、地域との交流が少なくなっている中、家庭や地域の人々との関わ
りの中から、支え合いの心を育む活動が必要です。
・ボランティア団体、市民活動団体の活動における高齢化や担い手不足による活動の停滞が懸念され
ているとともに、活動内容や参加方法の周知が不足しているため、住民が活動に参加しにくい、サー
ビスを利用しにくい、という課題があります。
・生活困窮者は、住まいや就労などの課題を複合的に抱えている、自ら相談に行くことができない、
支援を拒否している場合などがあり、相談支援につながりにくい現状があります。

健康で安心して暮らせるまちづくり

３－１　みんなで支え合う地域福祉の推進

基本施策 基本施策の展開方向（施策）

みんなで支え合う地域福祉の推進 福祉で安心・安全な地域づくりの推進
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①

<関連する奥州市版ＳＤＧｓ>

②

　成果指標

単位
現状値
(R2)

中間目標値

（R6）

目標値
（R8）

人 3,468 3,500 3,500

回 2,816
※ 4,000 4,000

人 1,554 1,700 1,800

※R2は新型コロナウイルスの影響でサロン開催が限られたことから、R元の実績値(4,016回)を基に目標値を算出した

７　個別計画

第３期奥州市地域福祉計画（令和２年度策定）

避難行動要支援者避難支援台帳（個
別避難計画）登録者数

個別避難計画の作成対象者は、高齢化
の進行や世帯の変化により増減がある
ことから、追加登録や解除など対象者
把握に努めます。

指標名 目標設定の考え方

にこにこネット地域協力者数（小地
域福祉ネットワーク推進事業）

平常における見守り・安否確認等のた
めのネットワークの支援体制の維持を
目指します。

ふれあいいきいきサロン実施回数
地域住民が集会所などに集い交流しな
がら地域生活の生きがいづくりと介護
予防を図ります。

①地域住民相互による我が
事・丸ごとの支え合いの推
進

　誰もが住み慣れた地域で安心して生活していくために、地域住民一人ひ
とりが地域生活課題を「我が事」として捉え、住民の福祉ニーズに対応し
て地域住民が主体となり新たな福祉サービスの創出を検討するなど、地域
の中で支え合う仕組みづくりを進めます。

②地域住民を主体とした地
域福祉活動の推進

　地域生活課題を住民が自らの課題として捉える意識醸成や仕組みづくり
を進めます。また、地域福祉活動が身近な圏域で交流が図ることができる
よう、地域の福祉活動を推進します。

６　これからの取り組み（基本施策の展開方向（施策毎の具体的推進策））

施策名 ３－１－１　福祉で安心・安全な地域づくりの推進

施策の目標

施策の方向（具体的取組策） 主な取り組み内容

　地域生活課題を地域住民等が自らの課題として「我が事」として捉え、その課題
を「丸ごと」受け止められる住民主体の支援体制を構築し、住民が地域で安心して
安全に暮らすことのできる地域づくりを推進します。

58



①

<関連する奥州市版ＳＤＧｓ>

②

　成果指標

単位
現状値
(R2)

中間目標値

（R6）

目標値
（R8）

人 1,202 1,210 1,210

団体 29 30 30

事業所 82 94 94

団体 73 75 75

件 10,196 10,800 11,100

７　個別計画

第３期奥州市地域福祉計画（令和２年度策定）

みまもりお－ネット登録事業者数
民間事業者の登録促進による見守り活
動の強化を目指します。

ボランティア団体登録数
ボランティア団体連絡協議会への登録
による活動強化を目指します。

民生委員・児童委員の相談・支援件
数

身近な相談役である民生委員・児童委
員の活動により地域に根ざした相談支
援を目指します。

指標名 目標設定の考え方

ご近所福祉スタッフ委嘱数
地域福祉活動の担い手として、ご近所
福祉スタッフを委嘱し、見守り活動の
推進を図ります。

地域福祉活動に各種助成金を活用し
た団体数

市民団体等の継続した地域福祉活動の
取組の促進を目指します。

①移動制約者の支援の仕組
みづくり

　生活の中で移動手段に困難を抱える移動制約者が、安心して地域生活を
送れるように、地域の状況に応じた移動支援を地域住民が中心となり取り
組みます。

②地域福祉を支える地域団
体の活動推進

　多様で複合的な地域生活課題に対応していくためには、地域福祉を支え
る様々な団体の活動を推進することが必要となり、民間事業所による新規
事業の参入、社会福祉法人の地域に根差した取組み、地域における社会福
祉活動の更なる推進へ向け、情報発信や活動助成事業等を通じて支援しま
す。

③地域を支える人材の育成
福祉教育の充実、様々な年代が生き生きと活動できる環境整備を推進しな
がら、住民の福祉的意識の醸成や地域福祉を担う人材の確保と育成を推進
します。

６　これからの取り組み（基本施策の展開方向（施策毎の具体的推進策））

施策名 ３－１－２　福祉を支える組織づくり・人づくりの推進

施策の目標

　制度・分野の枠や「支える側」「支えられる側」という従来の関係を超えて、住
民自身が地域福祉を支える役割を持ち、主体的に地域と関わり、活躍できる地域共
生社会を目指します。住民が地域生活課題を「我が事」と捉える意識の醸成のた
め、情報発信や福祉教育を充実させるほか、地域における社会福祉活動への支援事
業を推進します。
　また、多様で複合的な地域生活課題に対応できる多種多様な地域福祉活動の担い
手の確保と育成を図り、行政、関係機関、地域とが連携できる体制の構築を推進し
ます。

施策の方向（具体的取組策） 主な取り組み内容

59



①

<関連する奥州市版ＳＤＧｓ>

②

　成果指標

単位
現状値
(R2)

中間目標値

（R6）

目標値
（R8）

件 754 800 800

件 ―
※ 10 20

％ 52 60 60

※事業構築中であったため、現状値（R2)はなし

７　個別計画

第３期奥州市地域福祉計画（令和２年度策定）

①権利擁護の体制整備

生活困窮者自立支援制度による支援
終結割合
（支援終結件数／支援プラン数）

支援による生活困窮からの脱却に
ついて増加を目指します。

指標名 目標設定の考え方

権利擁護に関する相談支援件数
権利擁護安心センターへの相談体
制の充実を目指し、権利擁護支援
体制の充実強化に取り組みます。

重層的支援体制による支援件数
重層的支援体制を構築し、庁内連
携の支援会議による包括的な支援
に取り組みます。

　判断能力や金銭管理に不安のある方が、住み慣れた地域で安心して生活
を送るために、権利擁護の体制整備を図り、関係機関と連携して支援しま
す。

②丸ごと受け止める支援の
体制づくり

　多様で複合的な地域生活課題を抱える世帯を包括的に支援していくため
に、連携して課題解決を図る重層的支援体制の整備に取り組みます。特
に、生活困窮者に対する相談窓口では、個々の状況に応じた情報提供を行
い、健康で文化的な生活を営むことができるように支援を行います。

③必要なサービスにつなげ
る体制づくり

　分野を越える複合的な課題については、最初に相談を受けた窓口が相談
を受け止め、必要なサービス等に繋げるため中心窓口となり、他分野の担
当課や関係機関が連携して支援します。

６　これからの取り組み（基本施策の展開方向（施策毎の具体的推進策））

施策名 ３－１－３　包括的な福祉サービス提供の推進

施策の目標
　地域共生社会の実現に向け、解決が困難な地域生活課題を丸ごと受け止め、関係
機関や分野を越えた庁内連携で包括的な支援に取り組みます。

施策の方向（具体的取組策） 主な取り組み内容
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１　施策の大綱(政策の基本目標）

２　基本施策名称

３　体系図

・多様化するニーズに対応するため、子育て家庭、保護者の状況にあった施設やサービスの情報提供等
を行う相談支援体制が必要です。
・就学前児童数は減少傾向にあるものの、核家族化や共働き世帯の増加により、保育所入所希望者は増
加しています。待機児童数に関しては、民間法人の保育施設の整備に対する支援を実施し、利用定員の
増加を進めてきています。引き続き待機児童が発生しない取り組みを進める必要があります。
・就労等により保護者が昼間家庭にいない小学生が、放課後に安心・安全に過ごすことができる健全な
育成の場所の確保が必要です。
・子どもがすこやかに育つには、よい育児環境の中で生活することが大切です。そのための正しい知識
普及や、経済的支援や養育支援を必要とする家庭が抱えるさまざまな不安を取り除く等、保護者が安心
して子育てができるよう相談や支援の充実が必要です。
・心身発達面に不安のある子どもや医療的なケアを必要とする子どもと、その保護者への相談支援や関
係機関の連携など、ネットワークの形成が必要です。また、そのような子どもの保育施設への入所が増
加傾向であることから、当該児童の成長、発達に必要な支援を把握し、その提供や保育所等への受け入
れを進める必要があります。
・ひきこもりなど社会生活を営む上で困難を有する子ども・若者や、心身発達面に不安のある子どもと
その保護者への相談支援や関係機関の連携など、ネットワークの形成が必要です。
・ライフスタイルや経済社会の変化の中で、特に乳幼児期は親の負荷が高まりやすい状況にあることか
ら、妊娠期から子育て期にわたる切れ目のない総合的相談や支援が必要です。
・妊婦の中には、経済面や精神面で不安を抱きながら妊娠するケースが増えています。安心して妊娠期
を過ごし、この時期から親子の愛着形成ができるよう支援が必要です。
・思春期は、精神的にも身体的にも成長する重要な時期であり、心と体に対する正しい知識を身につけ
ることが必要です。このことが望まない妊娠や出産後の虐待を予防することにつながります。この時期
から将来像を描けるよう働きかけることが必要です。

子育て家庭への支援の充実

安心して出産できるための支援の充実

子どもがすこやかに育つための支援の充
実

４　基本方針（基本施策がめざすまちづくりの方針）

　子育ては、保護者による家庭教育が基本ですが、核家族化や共働き世帯の増加等により、家庭での子
育てに対する負担感が増大しています。また、地域コミュニティの希薄化も進んでおり、子育てについ
て近隣で相談できなくなってきています。
　そのような中、子どもの健やかな育ちを支えるとともに、子育てに対する負担感・不安感を解消する
ため、男女共に仕事と子育てを両立できる環境の整備、地域・社会全体で子育てへの支援をしていきま
す。

５　現状と課題（基本施策に取り組むにあたり、踏まえるべき現況や解決すべき課題）

健康で安心して暮らせるまちづくり

３－２ 子育て環境の充実

基本施策 基本施策の展開方向（施策）

子育て環境の充実 子育てを支える環境の整備
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①

<関連する奥州市版ＳＤＧｓ>

②

　成果指標

単位
現状値
(R2)

中間目標値

（R6）

目標値
（R8）

人 19 0 0

人 17 0 0

％ 91.5 98.0 100.0

７　個別計画

第２期奥州市子ども・子育て支援事業計画（令和元年度策定）

放課後児童クラブへ入所できている
割合

就労等により保護者が昼間家庭
にいない小学生で入所が必要な
児童が入所できることを目指し
ます。（４月１日時点）

指標名 目標設定の考え方

保育施設における待機児童数（各年
度４月１日現在）

待機児童数ゼロを目指します。

保育施設における待機児童数（各年
度10月１日現在）

待機児童数ゼロを目指します。

③子育てと仕事の両立への
支援

　共働き世帯の増加にあわせ保育所入所へのニーズが高まっていることか
ら、保護者が安心して就労を続けられるよう保育定員の拡充を進めます。
また、関係機関と連携した各種休暇制度等の啓発により、子育て世帯の支
援に努めます。
　保育所等の入所児童が保育中に体調不良となった場合に、安心かつ安全
な保育の体制を確保できるよう、病児・病後児保育の充実に努めます。

④特別な支援を要する児童
等の支援

　発達の遅れなど特別な支援を必要とする児童等の受入れに必要な人材確
保の支援を進めます。また、医療的なケアを必要とする子どもが、必要と
する教育・保育を受けられるような体制づくりの検討を進めます。

⑤放課後における児童の健
全育成の推進

　放課後の適切な遊びや生活の場として放課後児童クラブを開設し、子ど
もたちの安心・安全な居場所を提供します。
　待機児童の解消と学校再編を考慮した施設配置を行い、老朽化施設の改
修と小学校の余裕教室等を活用した整備を進めます。

施策の方向（具体的取組策） 主な取り組み内容

①教育・保育施設の再編
　待機児童の解消が進むいま、子どもの数の減少に対応した適正規模によ
る教育・保育環境の充実を実現するため、公立施設を整理統合し、公立・
私立施設の安定した運営と経営を進めます。

②相談機能の充実
　認定こども園の子育て支援機能を強化するとともに、子育て支援事業利
用者支援員を配置し、子育て世帯それぞれの実情に応じた援助を行いま
す。

６　これからの取り組み（基本施策の展開方向（施策毎の具体的推進策））

施策名 ３－２－１　子育てを支える環境の整備

施策の目標
　教育・保育施設の整備や相談機能の充実等により、待機児童の解消と保護者の負
担軽減を図ります。
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①

<関連する奥州市版ＳＤＧｓ>

②

　成果指標

単位
現状値
(R2)

中間目標値

（R6）

目標値
（R8）

人 286 288 290

人 31,200 32,000 33,000

％ 26.00 28.00 30.00

％ 39.90 35.00 30.00

人 12.00 14.00 16.00

％ 89.4 90.0 92.0

７　個別計画

第２次奥州市子どもの権利に関する推進計画（令和元年度策定）

第２期奥州市子ども・子育て支援事業計画（令和元年度策定）

奥州市母子保健計画（第２次）（平成29年度策定）

ひとり親家庭の自立（全額支給の割
合）

児童扶養手当制度における、低所
得者世帯を対象とする全額支給の
割合が減少することを目指しま
す。

子ども・若者相談利用者（実数）
ひきこもり等、子ども・若者相談
の利用者数の増加を目指します。

療育事業「幼児教室」通所児保護者
の満足度

通所児保護者の満足度増を目指し
ます。

ファミリーサポート事業登録会員数
のうち提供会員数

支援を行う提供会員数の現状維持
に努めます。

地域子育て支援拠点事業利用者数
（親子）

積極的な情報提供により利用者の
増を目指します。

児童虐待相談終結割合
相談支援の充実により児童虐待相
談ケースの終結割合の増を目指し
ます。

③配慮を要する子どもや家
庭への支援

　子ども家庭総合支援拠点において子ども家庭支援員、虐待対応専門員を配置して
支援を要する家庭に必要な支援を速やかに届けます。
　ひきこもりなど、社会生活を営む上で困難のある子ども・若者への支援体制の整
備に努めます。
　ヤングケアラー等、複合的な課題を抱える家庭については、他機関等と連携しな
がら、包括的・重層的に支援を行います。
　女性相談への適切な対応及びDV被害者への適切な支援に努めます。
　困難を抱えた家庭が自立して子育てができるよう、適切な支援を行います。

④発達に課題を有する子ど
もや育てにくさを感じてい
る親への支援

　子ども発達支援センターが中心になり、心身障がい児や発達に課題のある子ども
とその家族や関係者に対して、早期の相談対応、幼児教室や園訪問での療育指導及
び発達の評価（発達検査など）を行い、子どもの特性に合わせた学習機会が提供で
きるよう、体制の整備を進めます。

指標名 目標設定の考え方

施策の方向（具体的取組策） 主な取り組み内容

①地域における子育て支援
の充実

　子育て中の親子が気軽に集える地域子育て支援拠点事業や子育ての相互援助活動
を行うファミリーサポートセンター事業の充実を目指し、身近な地域の様々な世代
の人々が子育て家庭を応援できる環境の整備を推進します。

②子育て支援サービス及び
相談支援体制の充実

　子育て短期支援事業や一時預かり事業、赤ちゃんの駅など多様なサービスにより
子育てしやすい環境づくりを目指します。
　広報、ホームページや情報誌のほか、訪問や健診時にも子育てに関する情報提供
を積極的に行います。
　気軽に相談できるように、メール相談の活用や子育て支援センター利用時の相談
を促進するとともに、関係機関との連携を図り、子育てに関する相談支援の充実に
努めます。

６　これからの取り組み（基本施策の展開方向（施策毎の具体的推進策））

施策名 ３－２－２　子育て家庭への支援の充実

施策の目標
　子育て家庭の多様なニーズに対応するサービスの提供により、子育てに関する不安感や負担感
の軽減・解消を図り、安心して子どもを生み育てることができる環境づくりを進めます。また、
支援を必要とする家庭が将来的に自立していけるような支援の充実を目指します。
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①

<関連する奥州市版ＳＤＧｓ>

②

　成果指標

単位
現状値
(R2)

中間目標値

（R6）

目標値
（R8）

％ 92.2 93.5 95.0

％ 93.6 94.0 95.0

７　個別計画

第３次奥州市健康増進計画（平成29年度策定）

奥州市母子保健計画（第２次）（平成29年度策定）

第３次奥州市食育推進計画（令和元年度策定）

第２期奥州市子ども・子育て支援事業計画（令和元年度策定）

指標名 目標設定の考え方

妊娠・出産について満足している者
の割合

満足できる妊娠・出産となるこ
とを目指します。

妊娠11週以前の妊娠届出率
妊娠届出者のうち早期に届け出
することを目指します。

①思春期保健事業の推進
　学校と連携し、子どもたちが生涯にわたって心身ともに健康な生活を送
るための学習の場を提供します。

②妊娠期支援の充実
　妊娠届出時に保健師等専門職が面接することで、支援を必要とする妊婦
を早期に把握し支援が受けられるよう、関係機関との連携を強化します。
　妊娠期から子育てに対する意識の醸成を図ります。

③不妊治療への助成 　妊娠を希望する夫婦が行う不妊治療への助成を行います。

６　これからの取り組み（基本施策の展開方向（施策毎の具体的推進策））

施策名 ３－２－３　安心して出産できるための支援の充実

施策の目標 　安心して出産できるよう、関係機関との連携を強化します。

施策の方向（具体的取組策） 主な取り組み内容
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①

<関連する奥州市版ＳＤＧｓ>

②

　成果指標

単位
現状値
(R2)

中間目標値

（R6）

目標値
（R8）

％ 95.6 97.5 98.0

％ 84.2 90.5 91.0

％ 96.0 98.0 100.0

７　個別計画

第３次奥州市健康増進計画（平成29年度策定）

奥州市母子保健計画（第２次）（平成29年度策定）

第３次奥州市食育推進計画（令和元年度策定）

朝食を週６日以上食べている子ども
の割合

100％を目指します。

指標名 目標設定の考え方

４か月児健康診査時の問診で育児が
楽しいと回答した保護者の割合

４か月児の子どもを持つ保護者
の多くが、育児が楽しいと感じ
ることを目指します。

３歳児健康診査時の問診で育児が楽
しいと回答した保護者の割合

３歳児の子どもを持つ保護者
で、育児が楽しいと感じる母親
が多くなることを目指します。

施策の方向（具体的取組策） 主な取り組み内容

①育児不安や課題を抱える
保護者への支援

　育児に関する正しい知識の普及啓発を行うとともに、関係機関と連携し
産後のメンタルヘルスケアや虐待防止を目的とした相談体制の充実を目指
します。

②望ましい生活習慣の普及
の強化

　子どもが健康に育つために大切な生活習慣の確立に向け、訪問や乳幼児
健康診査等により、継続的に心身の成長発達と生活習慣を確認し、支援し
ます。

６　これからの取り組み（基本施策の展開方向（施策毎の具体的推進策））

施策名 ３－２－４　子どもがすこやかに育つための支援の充実

施策の目標   保護者の育児不安を軽減し、子どもが健康に育つことを目指します。
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１　施策の大綱(政策の基本目標）

２　基本施策名称

３　体系図

市民一人ひとりが、心身ともに健康な生活を送ることができるよう、住民と協働で健康意

識の向上を目指します。

・栄養、運動、休養などバランスのとれた生活習慣の定着が、将来の疾病予防や健康寿命の

延伸に大きく関わっています。

・メタボリックシンドロームに着目した生活習慣病予防のための特定健診、特定保健指導へ

の取り組みを強化することが必要です。

・成人に多いがんなどの疾病予防と、早期発見に向けた各種健（検）診受診率の向上対策が

課題となっています。

　 ・死亡率の高い心疾患、脳血管疾患を減らすため、乳幼児期からの生活習慣病予防のための

取り組みの強化が必要です。

　 ・団塊世代が高齢者となり少子高齢化が進む中、住み慣れた地域で自分らしく元気で過ごせ

るよう高齢者の健康づくりの取り組みが課題となります。

・うつ病に対する正しい知識の普及と相談窓口の充実など、より効率的な心の健康づくりへ

の取り組みが重要です。

・奥州市の自殺死亡率は全国平均を下回ってきているが、50歳代～60歳代の男性や70歳以上

の女性の割合が高い状況にあります。また、若者の自殺者をなくすため教育と連携した取り組み

の強化が必要です。

心の健康づくりの推進

４　基本方針（基本施策がめざすまちづくりの方針）

５　現状と課題（基本施策に取り組むにあたり、踏まえるべき現況や解決すべき課題）

健康で安心して暮らせるまちづくり

３－３　健康づくりの推進

基本施策 基本施策の展開方向（施策）

健康づくりの推進 予防を重視した健康づくりの推進
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①

<関連する奥州市版ＳＤＧｓ>

②

　成果指標

単位
現状値
(R2)

中間目標値

（R6）

目標値
（R8）

人 151.40 151.00 150.00

人 375.50 375.10 374.90

メタボリックシンドローム該当者率 ％ 23.40 22.00 20.00

％ 13.40 11.40 10.40

７　個別計画

第３次奥州市健康増進計画（平成29年度策定）

第３次奥州市食育推進計画（令和元年度策定）

脳血管疾患による死亡率（人口10万
人対）

脳血管疾患による死亡を減らしま
す。【参考値（令和元年）：全国
86.1　岩手県158.2】

悪性新生物による死亡率（人口10万
人対）

悪性新生物による死亡を減らしま
す。【参考値(令和元年)：全国
304.2　岩手県364.6】

生活習慣病発症者の減少を目指し
ます。

特定健診受診者の喫煙率
生活習慣病の要因となる喫煙率の
減少を目指します。

②健康づくりボランティア
団体の育成、支援

　食生活改善推進員や健康増進サポーター等、健康づくりのためのボラン
ティア団体の養成や育成を行い、地域での活動を支援します。また、家庭、
保育施設、教育機関、地域と連携し、食育活動を推進します。

③成人健（検）診事業の実
施

　年代に応じた各種健（検）診を実施するとともに、受診率向上に向けた取
り組みを強化します。

指標名 目標設定の考え方

施策の目標
　病気の予防や早期発見のための各種保健事業を充実させ、健康づくりに関する知識
の普及と実践に対する支援を行い、市民一人ひとりが健康で生き生きと生活できるよ
う目指します。

施策の方向（具体的取組策） 主な取り組み内容

①健康づくり事業の実施
　データ分析を行い地域の健康課題を明確にし、地域と協働で食生活、運
動、喫煙など生活習慣の改善や健康づくりを推進します。

６　これからの取り組み（基本施策の展開方向（施策毎の具体的推進策））

施策名 ３－３－１　予防を重視した健康づくりの推進
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①

<関連する奥州市版ＳＤＧｓ>

② 心の健康に関する正しい理解の普及に努め、自殺者の減少を目指します。

　成果指標

単位
現状値
(R2)

中間目標値

（R6）

目標値
（R8）

人 19.80 18.40 17.40

７　個別計画

第３次奥州市健康増進計画（平成29年度策定）

奥州市自殺対策計画（平成30年度策定）

指標名 目標設定の考え方

自殺死亡率（人口10万人対）
減少を目指します。【参考値(令
和元年)：全国15.7　岩手県
20.5】

①心の健康教育の実施

　心の健康に関する正しい知識の普及と、スクリーニングなどによるうつ病
の早期発見、医療への結び付けにより自殺の防止を強化します。特にも50歳
代男性に対するうつスクリーニングの実施、出前健康講座等での知識の普
及、中高生への命の講演会等を行います。自殺対策計画に基づき、関係者、
地域住民と連携しさらに対策を強化します。

②医療機関等との連携強化
　相談窓口を周知するとともに、心に悩みを持つ人や精神疾患や障がいのあ
る人、その家族に対する精神保健相談や家庭訪問を実施します。また、関係
機関と連携を強化し医療機関等につなげる支援を行います。

③ゲートキーパーの養成
　人材育成として計画的にゲートキーパーの養成研修を行い人材育成を図り
ます。

６　これからの取り組み（基本施策の展開方向（施策毎の具体的推進策））

施策名 ３－３－２　心の健康づくりの推進

施策の目標

施策の方向（具体的取組策） 主な取り組み内容
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１　施策の大綱(政策の基本目標）

２　基本施策名称

３　体系図

５　現状と課題（基本施策に取り組むにあたり、踏まえるべき現況や解決すべき課題）

・団塊の世代が全て75歳以上となる2025年及び団塊ジュニア世代が65歳以上となる2040年を見据えて、
介護保険制度の持続可能性を維持しながら、高齢者が可能な限り住み慣れた地域で自分らしい暮らしを
人生の最期まで続けることができるよう、医療・介護・予防・住まい及び自立した日常生活の支援が包
括的に確保される体制を地域の実情に応じて推進していくことが重要となっています。
・日常生活の中で困りごとや心配ごとを抱える高齢者が、地域包括支援センターなどの身近な相談窓口
で気軽に相談できるよう間口を広げ、適切なサービスや制度の利用、関係機関につなげるなど、相談支
援体制の強化が必要となっています。
・認知症高齢者の増加が見込まれることから、認知症の人やその家族の意見を踏まえて、できる限り住
み慣れた環境で自分らしく暮らし続けることができる社会の実現を目指していくことが必要となってい
ます。
・高齢化が進む中で、老人クラブの存在は、地域を基盤とする自主的な組織で、高齢者自らが生きがい
を高め、健康づくりを進める活動や地域を豊かにする各種の活動を推進し、地域コミュニティを維持す
る上で重要となっています。しかし、クラブ数、会員数ともに減少傾向にあり、地域に根ざした活動を
継続していくためには、活性化を図る取組みが必要となっています。
・介護保険サービス需要に対応できるサービス提供量を確保するため、計画的な施設整備が必要となっ
ています。また、市内介護サービス事業所においては、介護人材の不足を理由としてサービスの休廃止
に至っている現状もあることから、人材確保の取組みが必要となっています。

介護予防の推進

介護サービスの充実

４　基本方針（基本施策がめざすまちづくりの方針）

　すべての高齢者が、できる限り住み慣れた地域で安心して自分らしく暮らせるまちを目指します。

健康で安心して暮らせるまちづくり

３－４ 高齢者支援の推進

基本施策 基本施策の展開方向（施策）

高齢者支援の推進 高齢者の生活支援の充実
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①

<関連する奥州市版ＳＤＧｓ>

②

　成果指標

単位
現状値
(R2)

中間目標値

（R6）

目標値
（R8）

％ 30.9 35.0 36.0

人 565 800 1,000

※１　R2はコロナ禍により会場開催は3行政区、2地区、9高齢者施設

７　個別計画

奥州市高齢者福祉計画・第８期介護保険事業計画（令和２年度策定）

※２　R2は新型コロナウイルスの影響により受講者数が減少した。その他、制度の変更等あり、これからはR2の現状値相当と推
測し、R2を基準値とした。

指標名 目標設定の考え方

敬老会の参加率(参加者数/会場開催
地対象者数）

現状値から５％の増加を目指します。
※１

認知症サポーター養成講座の年間受
講者数

毎年、受講者10％増を目指します。
※２

③老人福祉法の措置による
支援

　環境上や経済的な理由により居宅において養護を受けることが困難な高
齢者を施設に入所させるなどの支援を行います。

④福祉サービスによる支援
　在宅の高齢者が家庭や地域の中で安心して自立した生活を送ることがで
きるように、高齢者の生活を支援するサービスを提供します。

⑤生活支援体制の整備
　生活支援コーディネーターや協議体の活動により、社会福祉協議会やボ
ランティア・ＮＰＯ、民間事業者など、地域全体で担い手を育て、支え合
いの地域づくりを進めます。

施策の方向（具体的取組策） 主な取り組み内容

①地域包括支援センターに
よる支援

　高齢者に関する総合相談や訪問活動により要援護高齢者を把握し、必要
なサービスや制度の利用を支援します。
　介護支援専門員の後方支援、「早期発見・見守り」や「保健・医療・福
祉」等のネットワーク構築を通じて、高齢者が安心して暮らせる地域づく
りを推進します。

②敬老の精神、権利擁護な
どの周知と普及

　高齢者に感謝し、長寿を祝福するとともに、敬老の精神の普及と高齢者
福祉の推進を図るために、敬老会開催の支援等を行います。
　権利擁護のための成年後見制度や認知症についての正しい理解が進むよ
う啓発を行います。

６　これからの取り組み（基本施策の展開方向（施策毎の具体的推進策））

施策名 ３－４－１　高齢者の生活支援の充実

施策の目標

　高齢者の心身の健康保持と生活の安定のために必要な援助を行うとともに、保
健・医療・福祉が連携し、包括的に支援します。
　また、年長者を尊び、高齢者を大切にする「敬老の精神」の普及を行うととも
に、環境上や経済的な理由により居宅において養護を受けることが困難な高齢者を
支援します。
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①

<関連する奥州市版ＳＤＧｓ>

②

　成果指標

単位
現状値
(R2)

中間目標値

（R6）

目標値
（R8）

人 1,162 1,900 2,300

％ 41.0 37.0 35.0

※新型コロナウイルスの影響により、令和２年度の現状値は令和元年度実績値（1,119人）とほぼ同等に留まった。

７　個別計画

奥州市高齢者福祉計画・第８期介護保険事業計画（令和２年度策定）

要支援から要介護への移行割合 毎年１％減を目指します。

指標名 目標設定の考え方

よさってくらぶの参加者数
新型コロナウイルス流行前の伸び率

（毎年200人増）をめざします
※

施策の方向（具体的取組策） 主な取り組み内容

①生きがい支援の推進
　高齢者がいきいきとした暮らしができるように、老人クラブ活動や生き
がいづくりのための活動の支援、交流、情報発信、社会参加支援を行いま
す。

②介護予防事業の充実

　高齢者の地域での介護予防に資する活動の育成や支援を行うとともに、
高齢者が自立した生活が送れるよう、対象者の状態に合わせた、住民主体
の通いの場「よさってくらぶ」等の介護予防事業を行います。
　また、認知症の予防や早期発見、早期治療、関係機関のネットワークの
強化を図ります。

６　これからの取り組み（基本施策の展開方向（施策毎の具体的推進策））

施策名 ３－４－２　介護予防の推進

施策の目標
　高齢者の心身の状況を改善するとともに、生活機能全体の維持・向上を通じて、
可能な限り住み慣れた地域で活動的で生きがいのある自立した生活を送ることがで
きるように支援します。
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①

<関連する奥州市版ＳＤＧｓ>

②

　成果指標

単位
現状値
(R2)

中間目標値

（R6）

目標値
（R8）

％ 19.1 19.1 19.1

人 126 0 0

７　個別計画

奥州市高齢者福祉計画・第８期介護保険事業計画（令和２年度策定）

要介護者及び要支援者の認定率 現状維持に努めます。

特別養護老人ホーム待機者のうち、
早急入所が必要な待機者数

待機者ゼロを目指します。

②介護施設の整備等の支援

　高齢者が住み慣れた地域において継続して日常生活を営むことができる
ように必要なサービスを提供します。また、介護施設の整備については介
護ニーズを勘案しながら計画的な整備に努めるとともに、介護人材の確保
を支援します。

指標名 目標設定の考え方

施策の目標
　高齢者が介護が必要な状態になっても、自分の意思で自分らしい生活を営むこと
ができるように、また家族の介護負担軽減のために、真に必要な介護サービスを総
合的・一体的に受けられるように支援します。

施策の方向（具体的取組策） 主な取り組み内容

①介護保険サービスによる
支援

　通所介護や訪問介護などの居宅サービスや特別養護老人ホームなどの施
設サービスが要介護者の状態に合わせた形で提供されるように、適正な給
付に努めるとともに、必要に応じ事業者等への指導を行います。

６　これからの取り組み（基本施策の展開方向（施策毎の具体的推進策））

施策名 ３－４－３　介護サービスの充実
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１　施策の大綱(政策の基本目標）

２　基本施策名称

３　体系図

４　基本方針（基本施策がめざすまちづくりの方針）

５　現状と課題（基本施策に取り組むにあたり、踏まえるべき現況や解決すべき課題）

 「ノーマライゼーション」、「障害者差別解消法・共生き条例（障がい者差別解消のための県条
例）」の理念に基づき、障がいのある人もない人も、誰もが地域で自立し安心して暮らせる社会の実
現を目指します。

・障がいのある人が社会の一員として、健やかな生活を送るために、障がいに対する偏見や差別をな
くし、ノーマライゼーションや障害者差別解消法・障害のある人もない人も共に学び共に生きる岩手
県づくり条例の理念のもと、相互の理解を深める必要があります。
・障がい者が地域で自立して生活するために、働く場の確保や障がいの程度に応じて就労ができるよ
うな障がい福祉サービスを提供し、積極的に社会参加できるようにするための支援が必要です。
・障がい者が地域で安心して生活するために、居宅介護や短期入所、生活介護などの障がい福祉サー
ビスの提供とともに、家族の負担を減らしていく必要があります。

障がい福祉サービスの充実

健康で安心して暮らせるまちづくり

３－５　障がい福祉の推進

基本施策 基本施策の展開方向（施策）

障がい福祉の推進 障がい者にやさしい地域づくりの推進
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①

<関連する奥州市版ＳＤＧｓ>

②

　成果指標

単位
現状値
(R2)

中間目標値

（R6）

目標値
（R8）

人 0 2 2

人 7 9 11

７　個別計画

第６期奥州市障がい福祉計画（令和２年度策定）

第２期奥州市障がい児福祉計画（令和２年度策定）

②障がい者の就労の促進
　障がい者が地域で生活してくためには、経済的な自立が重要です。障が
い者が持つ能力を十分に発揮できるように、障がい者の就労や職業訓練を
さらに進め、社会参加の拡大を目指します。

指標名 目標設定の考え方

施設入所者の地域生活への移行
毎年度１～２名の移行を目指し
ます。

一般就労への移行者数
現状値の12％増を目指します。
(中間目標値)

施策名 ３－５－１　障がい者にやさしい地域づくりの推進

施策の目標

施策の方向（具体的取組策） 主な取り組み内容

①障がい者の自立・社会参
加の促進

　地域で安心して生活できるように、気軽に相談できる体制を整えます。
　必要に応じてサービスを受けられる体制を強化し、地域で生活を希望す
る人を支援していきます。

　障がい者が相談しやすく、必要な支援を受けられる体制を整え、障がい者が地域
で自立して生活できる社会を目指します。

６　これからの取り組み（基本施策の展開方向（施策毎の具体的推進策））
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①

<関連する奥州市版ＳＤＧｓ>

②

　成果指標

単位
現状値
(R2)

中間目標値

（R6）

目標値
（R8）

人 1,591 1,600 1,600

人 204 215 225

７　個別計画

第６期奥州市障がい福祉計画（令和２年度策定）

第２期奥州市障がい児福祉計画（令和２年度策定）

指標名 目標設定の考え方

障がい福祉サービス支給決定者数
利用者数の増減が見込めないた
め、現状維持とします。

障がい児通所支援支給決定数
現状値の５％増を目指します。
(中間目標値)

①障がい福祉サービスの充
実

　障がい者が必要なときに必要なサービスを受けられるように、施設の整
備に対する助成などを行い、サービスの質や量の充実を目指します。

６　これからの取り組み（基本施策の展開方向（施策毎の具体的推進策）

施策名 ３－５－２　障がい福祉サービスの充実

施策の目標
　障がい者が必要とする障がい福祉サービスを提供できるよう関係機関が連携し、
障がい者が安心して暮らせる社会の実現を目指します。

施策の方向（具体的取組策） 主な取り組み内容
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１　施策の大綱(政策の基本目標）

２　基本施策名称

３　体系図

市立医療機関の再編・充実

４　基本方針（基本施策がめざすまちづくりの方針）

　市民がいつでも安心して必要な医療が受けられるように、地域医療体制の充実を目指します。
　医療費給付事業を実施し、市民の医療機会の確保を目指します。
　市立医療機関は、高齢者人口の割合増加に対応し、医療の確保・継続が可能な体制の構築を図るた
め再編し、胆江医療圏のニーズに合った医療を提供します。

５　現状と課題（基本施策に取り組むにあたり、踏まえるべき現況や解決すべき課題）

・市民の健康を守り、将来にわたり安定的な医療体制を更に充実させることが必要です。
・不足する医師や看護師等の医療従事者の確保対策が必要です。
・救急医療や休日・夜間・へき地医療など多様な医療ニーズへの対応が求められています。
・地域包括ケアシステムの構築に向け、医療と介護の連携、在宅医療の推進及び認知症患者への対応
が求められています。
・国民皆保険の基礎となっている国民健康保険は、平成30年度から岩手県が財政運営の主体となり、
財政運営の安定化が図られてきました。今後、実質的な広域化・適正化が重要となってきます。
・市立医療機関は、他の病院と重複し過剰と認められる機能の見直しや地域に不足が見込まれる機能
へ特化するとともに、持続可能な経営の確立が必要です。

健康で安心して暮らせるまちづくり

３－６  医療の充実

基本施策 基本施策の展開方向（施策）

医療の充実 地域医療提供体制の確保
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①

<関連する奥州市版ＳＤＧｓ>

②

　成果指標

単位
現状値
(R2)

中間目標値

（R6）

目標値
（R8）

％ 93.50 94.00 95.00

７　個別計画

第３次奥州市健康増進計画（平成29年度策定）

奥州金ケ崎地域医療介護計画（令和２年度策定）

④医療費給付事業の実施
　子ども、妊産婦、重度心身障がい者、ひとり親家庭等、寡婦に対し医療
費の一部を給付し、医療機会を確保することにより対象者の心身の健康を
保持し、生活の安定を図ります。

指標名 目標設定の考え方

救急搬送件数の市内病院搬送割合 現状維持に努めます。

①在宅医療・介護の連携体
制の強化

　医師会、歯科医師会、薬剤師会、公立病院・診療所、福祉・介護事業者
等との連携体制の構築、強化を図ります。

②救急医療の充実
　休日、夜間診療所の運営委託による一次救急及び救急告知病院等への支
援による二次救急の維持・確保を図ります。

③国民健康保険事業及び後
期高齢者医療の実施

　国保の財政主体広域化に対応するため、適正な財政運営を維持するとと
もに、医療費の適正化に取り組み、安定的な運営をめざします。また、後
期高齢者医療保険の改正の周知徹底を図ります。

施策名 ３－６－１　地域医療提供体制の確保

施策の目標
　在宅医療と介護の連携体制を整備するとともに、一次・二次救急の維持・確保を
図り地域医療の充実に努めます。

施策の方向（具体的取組策） 主な取り組み内容

６　これからの取り組み（基本施策の展開方向（施策毎の具体的推進策））
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①

<関連する奥州市版ＳＤＧｓ>

②

　成果指標

単位
現状値
(R2)

中間目標値

（R6）

目標値
（R8）

件 7,620 8,020 8,220

人 2 4 4

７　個別計画

奥州金ケ崎地域医療介護計画（令和２年度策定）

奥州市立病院・診療所改革プラン（令和３年度策定）

医師養成奨学生着任数
医師を確保するため、医師養成奨
学生の着任を促進します。

③医師等医療従事者の確保
　医師養成奨学生の着任を促進するなど、提供する医療サービスに合わせ、医師な
ど医療従事者の確保に努めます。

指標名 目標設定の考え方

訪問看護件数
需要が増えている訪問看護事業を
さらに拡大し、毎年100件の増加を
目指します。

施策の方向（具体的取組策） 主な取り組み内容

①市立医療機関の再編
　市立病院・診療所が現在行っている医療サービスを基本としながら、市
立医療機関を再編します。

②経営の健全化
　市立医療機関の再編により経営の効率化を図り、市立病院・診療所改革
プランの確実な実施による経営の健全化を進めます。

６　これからの取り組み（基本施策の展開方向（施策毎の具体的推進策））

施策名 ３－６－２　市立医療機関の再編・充実

施策の目標
　医療環境の変化に的確かつ機動的に対応するため市立医療機関を再編するととも
に、県立病院との連携を再構築し、在宅医療・訪問看護や地域包括ケア医療の拡
大、感染症への対応といった胆江医療圏のニーズに合った医療を提供します。
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１　施策の大綱(政策の基本目標）

２　基本施策名称

３　体系図

豊かさと魅力のあるまちづくり

４－１ 農林業の振興

基本施策 基本施策の展開方向（施策）

農林業の振興 農地の生産性の向上

担い手の確保・育成

消費者から支持される農畜産物の生産力
の強化

農畜産物の需要拡大

農山村の振興

森林資源の保全と活用

４　基本方針（基本施策がめざすまちづくりの方針）

　地域の土地条件に応じた生産基盤の整備を推進し、担い手への農地集積・集約を図るとともに高齢農業
者、女性農業者、農村部の住民などと協力して広大な農地の活用を目指します。
　生産性の向上に取り組む地域の担い手を育成・支援し、農畜産物の既存ブランド力のさらなる強化な
ど、消費者から支持される産品の生産及び需要の拡大を図ります。
　中山間地域等や森林の持つ多面的機能の普及啓発に取り組み、農村振興や地域活性化を支援するととも
に、環境にやさしい農業の推進、森林資源の保全や活用促進などにより持続可能な農林業を推進します。

５　現状と課題（基本施策に取り組むにあたり、踏まえるべき現況や解決すべき課題）

・農業従事者の高齢化等により後継者不足がさらに進んでいることから、農業所得の向上と経営の安定化による担い
手の確保、育成が必要です。
・地域農業マスタープラン実践のための話し合いを推進し、どのようにして農地を含む地域の環境を維持していくの
か、兼業農家など多様な農の担い手を含めてそのあり方を検討し、取り組むことが必要です。
・労働力を確保するために、農業者や求職者などの就労ニーズを踏まえた方策を推進するとともに、省力化につなが
る情報通信技術等の先進技術の現場への導入について、コストと効果を検証し、経営モデルの確立と普及拡大が必要
です。
・産地間競争がさらに激化していることから、「前沢牛」、「江刺りんご」、「主食用米」などの既存ブランド銘柄
について、高いレベルでの生産体制強化と流通体制の拡充によりブランド力をさらに強化するとともに、生産者と消
費者をつなぐ取組により地産地消を進め、本市の農畜産物及び林産物の需要拡大が必要です。
・農村は、農畜産物の生産地としての役割のほかに、自然環境の保全、水源のかん養、良好な景観の形成、文化の伝
承など多面的な機能を担っていますが、一般的にその価値が評価されない傾向にあります。地域住民と農家の協働に
より、農村の景観保全や多面的・環境保全機能を維持して効果を広く知ってもらうことや、農村と都市との交流など
を通して、農村の価値を広くアピールする機会が必要です。
・森林は、利用可能な林齢に達していますが、従事者の高齢化や後継者不足により、森林の保育・管理が十分行われ
ていません。水源のかん養や山地災害の防止など森林の持つ多面的な機能が持続的に発揮できるように、森林経営計
画の作成支援を通じて、森林施業の集約化など、計画的な林業生産基盤の整備が必要です。
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①

<関連する奥州市版ＳＤＧｓ>

②

　成果指標

単位
現状値
(R2)

中間目標値

（R6）

目標値
（R8）

ha 4,006 4,724 5,084

％ 61 68 75

ha 21.8 21.8 21.8

７　個別計画

奥州市農業振興ビジョン（令和元年度策定）

奥州市農業振興地域整備計画（令和３年度策定）

奥州市農業経営基盤の強化の促進に関する基本的な構想（令和３年度策定）

地域農業マスタープラン（人・農地プラン）　（平成24年度策定、随時更新）

６　これからの取り組み（基本施策の展開方向（施策毎の具体的推進策））

施策名 ４－１－１　農地の生産性の向上

施策の目標
　農地のフル活用に向け、地域の土地条件に応じた生産基盤の整備を推進し、担い手
に農地の集積・集約を進め、農地の生産性を向上します。

施策の方向（具体的取組策） 主な取り組み内容

①基盤整備事業の推進

　営農の効率化や生産コストの低減を進め、担い手を育成するため、受益面
積が一定規模以上の農地については、大区画化や排水対策、水管理の省力
化・合理化のための整備を推進し、中山間地域等の受益面積が一定規模未満
の農地は、国、県の小規模基盤整備事業を活用し、畦畔除去や暗渠排水の整
備等の耕作条件の改良を支援します。

②農地の集積・集約化
　地域課題を解決するため地域農業マスタープランの実践に向けた話し合い
を推進し、農地中間管理事業を活用して認定農業者や集落営農組織等の経営
体への農地の集積・集約化を進め、生産性の向上を図ります。

③荒廃農地対策の推進

　地域の話し合いや農業委員及び農地利用最適化推進委員による耕作者の掘
り起こし、あっせん活動等の取組により荒廃農地の拡大を防ぐ活動を行うと
ともに、日本型直接支払制度による地域の取組や、鳥獣被害対策実施隊等の
鳥獣被害対策による荒廃農地拡大を防止する取組を支援します。

指標名 目標設定の考え方

経営体育成基盤整備事業(※)等の水
田整備面積

　基盤整備事業の整備面積を示
すものであり、耕作条件の改良
に係る目標として設定します。

担い手への農地集積率

　耕地面積に占める担い手の農地利用
集積面積を示すものであり、市の農業
経営基盤の強化の促進に関する基本的
な構想における農地集積率を目標とし
ます。

遊休農地面積

 荒廃農地の発生防止、また発生した場
合にも早期の解消に取り組むことによ
り、現状維持を目標とします。

※食料自給率の向上、農業の多面的機能の充実を目的に経営体の育成と大規模水田地域の整備を推進する事業
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①

<関連する奥州市版ＳＤＧｓ>

②

　成果指標

単位
現状値
(R2)

中間目標値
（R6）

目標値
（R8）

経営体 104 －※ 114

件 53 65 75

名 117 121 130

７　個別計画

奥州市農業振興ビジョン(令和元年度策定)

奥州市農業経営基盤の強化の促進に関する基本的な構想（令和３年度策定）

地域農業マスタープラン（人・農地プラン）　（平成24年度策定、随時更新）

６　これからの取り組み（基本施策の展開方向（施策毎の具体的推進策））

施策名 ４－１－２　担い手の確保・育成

施策の目標
　認定農業者や、集落営農組織といった地域の中心となる担い手の育成・法人化支援
や、農地の出し手等の多様な農業者が地域の農業に携わり活躍する環境の整備、新規
就農やUターン等による新たな担い手の確保を推進します。

施策の方向（具体的取組策） 主な取り組み内容

①地域の中心となる担い手
の確保・育成

　農業をけん引する中心となる担い手を確保・育成するため、地域農業マス
タープランの話し合いを推進し、法人化支援や集落営農組織のビジネスモデ
ルの検討・情報提供を進めます。

②多様な農業者が活躍する
環境整備

　中心となる担い手に農地を提供する兼業農家や、高齢者や女性など、多様
な農業者が地域の農業に携わり活躍するための環境整備を進めます。

③新たな担い手の確保・育
成

　研修制度の活用推進や空き家付き農地に係る情報提供などにより新規就農
者の確保・育成に取り組みます。

指標名 目標設定の考え方

農産物販売金額3,000万円以上の経営
体数（農林業センサス）

　地域のトップランナーである企
業的な経営体数を示すものであ
り、地域担い手の確保・育成に係
る指標として、10経営体の増を目
標とします。

法人の集落営農組織
（集落営農実態調査）

　農業経営の継続・拡大に向けて
取り組む組織数を示すものであ
り、年間４件程度の増を目標とし
ます。

新規就農者〔評価時点から過去５年
間ごとの累計値〕　（奥州市資料）

　新規就農者の確保状況を示すも
のであり、現状に対して年間2名程
度の純増により年間26名を目標と
します。

※次回農林業センサスは2025（R7）年度
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①

<関連する奥州市版ＳＤＧｓ>

②

　成果指標

単位
現状値
(R2)

中間目標値

（R6）

目標値
（R8）

億円 232 234 236

億円 129 129 129

億円 62 64 65

億円 38 39 40

※現状値はR3.6.15農林水産省公表の令和元年度推計値を記載。

７　個別計画

奥州市農業振興ビジョン（令和元年度策定）

６　これからの取り組み（基本施策の展開方向（施策毎の具体的推進策））

施策名 ４－１－３　消費者から支持される農畜産物の生産力の強化

施策の目標
　生産施設、機械の導入、新たな農産物の導入、栽培技術の向上・構築等を支援し、
消費者から支持を得られる産品の生産を拡大します。

施策の方向（具体的取組策） 主な取り組み内容

①米穀の生産性の向上
　米穀の生産性を向上し、担い手の収益を拡大するため、認定農業者や集落
営農組織等、経営拡大を志す担い手への農地の集積・集約化と合わせ、生産
コストの低減や、収量の拡大等の生産性向上を進めます。

②園芸の拡大
　ピーマン、りんごなど、既存の品目の生産性の向上と生産量の維持・拡大
を支援するとともに、水田を活用した土地利用型園芸品目の導入など、高収
益な園芸品目への転換を促進することにより、園芸規模の拡大を進めます。

③畜産王国への復権
　子牛の生産体制の強化や、担い手の規模拡大支援、先進技術の導入、和牛
の販売戦略の立案などを進めます。

指標名 目標設定の考え方

農業産出額

　市の農業生産の実態を金額で示
すものであり、生産者等が戦略的
に販売に取り組む指標として４億
円の純増を目標とします。

農業産出額〔米穀〕

　市の米穀に係る農業生産の実態
を金額で示すものであり、生産者
等が戦略的に販売に取り組む指標
として、現状維持を目標としま
す。

農業産出額〔畜産〕

　市の畜産に係る農業生産の実態
を金額で示すものであり、生産者
等が戦略的に販売に取り組む指標
として年間0.5億円の増を目標とし
ます。

農業産出額〔野菜・果実・花き〕

　市の園芸品目に係る農業生産の
実態を金額で示すものであり、生
産者等が戦略的に販売に取り組む
指標として２億円の増を目標とし
ます。

※
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②

　成果指標

単位
現状値
(R2)

中間目標値
（R6）

目標値
（R8）

億円 232 234 236

億円 129 129 129

億円 62 64 65

億円 38 39 40

百万円 1,702 1,740 1,777

述べ件数 7 8 9

７　個別計画

奥州市農業振興ビジョン（令和元年度策定）

おうしゅう地産地消推進計画（令和元年度策定）

奥州市６次産業化推進計画（令和２年度策定）

６　これからの取り組み（基本施策の展開方向（施策毎の具体的推進策））

施策名 ４－１－４　農畜産物の需要拡大

施策の目標
　消費地における奥州産の知名度向上や販路の開拓、地産地消の推進に取り組み、本
市の農畜産物の需要の拡大を図ります。

施策の方向（具体的取組策） 主な取り組み内容

①消費地への戦略的な販路
開拓

　既存の販売先との信頼関係の向上とあわせ、本市の農畜産物に対する需要
を拡大することを目的に、奥州産の知名度の向上、イメージアップや、米な
ど海外での需要が見込まれる産品の輸出拡大など、消費地への戦略的な販路
開拓を推進します。

②地産地消の推進
　地域農業の活性化を図ることを目的に、市、生産者、事業者、市民が連携
して地産地消を推進します。

③６次産業化の推進
　新たな加工品開発や既存商品のブラッシュアップ等により市産農畜産物の
高付加価値化を図り、農家所得の向上を目指します。

指標名 目標設定の考え方

農業産出額
【再掲】

　市の農業生産の実態を金額で示すも
のであり、生産者等が戦略的に販売に
取り組む指標として４億円の純増を目
標とします。

農業産出額〔米穀〕
【再掲】

　市の米穀に係る農業生産の実態を金
額で示すものであり、生産者等が戦略
的に販売に取り組む指標として、現状
維持を目標とします。

農業産出額〔畜産〕
【再掲】

　市の畜産に係る農業生産の実態を金
額で示すものであり、生産者等が戦略
的に販売に取り組む指標として年間0.5
億円の増を目標とします。

農業産出額〔野菜・果実・花き〕
【再掲】

　市の園芸品目に係る農業生産の実態
を金額で示すものであり、生産者等が
戦略的に販売に取り組む指標として２
億円の増を目標とします。

農畜産物の主な産直施設販売額
　市内農畜産物等の需要を示すもので
あり、地産地消推進の指標として、年
間15百万円の増を目標とします。

市の商品開発等の支援による6次産業
化件数

　試作や研修への支援の結果、地場産
品を活用して商品化した成果を示すも
のであり、新商品開発件数を最終年度
までに２件増やすことを目標とした６
次産業化の指標とします。
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②

　成果指標

単位
現状値
(R2)

中間目標値

（R6）

目標値
（R8）

人 6 12 20

ha 14,220 13,900 13,500

ha 5,647 5,647 5,250

人 －※ 2,500 2,500

７　個別計画

奥州市農業の有する多面的機能の発揮の促進に関する計画　（平成27年度策定、随時更新）

奥州市農業振興ビジョン（令和元年度策定）

６　これからの取り組み（基本施策の展開方向（施策毎の具体的推進策））

施策名 ４－１－５ 農山村の振興

施策の目標
　中山間地域等の農村保全を目的とした活動や地域活性化の取組を支援し、特色ある
農産物等による所得向上、いきいきとした地域づくりを目指します。

施策の方向（具体的取組策） 主な取り組み内容

①農村の保全と活性化
　日本型直接支払制度の取組組織や、鳥獣対策の取組を行う地域の支援のほ
か、地域の資源を活かした農業や地域活性化に向けた意欲的な取組を行って
いる地域へ支援を行います。

指標名 目標設定の考え方

農業振興地域での新規転入就農者数

　市内へのUIターン就農の状況を示す
ものであり、地域活性化の取組に関す
る指標として年間３名増を目標としま
す。

多面的機能支払交付金制度の取組面
積

　多面的機能支払交付金制度の取
組状況を示すものであり、最終年
度で５％程度の減に止めることを
目標とした指標とします。

中山間地域等直接支払制度の取組面
積

　中山間地域等直接支払制度の取
組状況を示すものであり、最終年
度で７％程度の減に止めることを
目標とした指標とします。

市外から受け入れる農村体験交流イ
ベント参加者数（田植、稲刈り、収
穫体験など）

　コロナ禍前のH30農村生活体験受
入者数(2,498人)を目標とします。

※R2は新型コロナウイルスの影響で市外から受け入れる農村体験交流イベントを実施せず。
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②

　成果指標

単位
現状値
(R2)

中間目標値

（R6）

目標値
（R8）

件 15 19 21

ha 16.54 20.00 20.00

kg 379 380 380

７　個別計画

奥州市森林整備計画　（平成30年度策定）

奥州市産木材の利用推進指針　（平成22年度策定）

　適正な森林の保育・管理による森林の多面的機能の発揮のため、森林経営
計画作成の支援のほか、森林環境譲与税等を活用し、森林施業の集約化に向
けた支援、市産木材の利用促進を図ります。

６　これからの取り組み（基本施策の展開方向（施策毎の具体的推進策））

施策名 ４－１－６ 森林資源の保全と活用

指標名 目標設定の考え方

森林経営計画認定数
　適正な森林の保育・管理、森
林の多面的機能が発揮されるよ
う年間１件の増を目指します。

施策の目標
　森林経営計画の作成を支援し、森林施業の集約化と林内路網の整備を進めるととも
に、山林の再生による特用林産物の育成等、森林資源の維持・造成を図ります。

施策の方向（具体的取組策） 主な取り組み内容

①森林資源の保全と活用

市有林整備面積（年間）
　毎年一定の面積を整備するこ
とを目指します。

原木しいたけの生産量（年間）
　現状における生産数量の維持
を目指します。

②山林の再生による特用林
産物の振興

　きのこ原木林の再生に必要な放射性物質のモニタリング調査や、自家生産
できないホダ木等の生産資材購入の支援、わさびや山菜等を新たな特産物と
して育成することを目的に試験栽培を実施します。
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１　施策の大綱(政策の基本目標）

２　基本施策名称

３　体系図

豊かさと魅力のあるまちづくり　

４－２　商工業の振興

基本施策 基本施策の展開方向（施策）

商工業の振興 商業の振興

産業間連携の促進と新事業育成の支援

企業誘致の推進

・商店街の現状を改善するためには、従来の方法にとらわれず、本気を出して活性化に取り組む人を増
やす必要があることから、外部の視点も取り入れながら、商店街の人々が、本気（やる気）を出しやす
い環境を整備することにより、商店街の活性化を目指します。
・地域企業の技術力向上や支援体制の強化により中小企業の経営安定化を支援します。また、多様な連
携により高付加価値を生み出すとともに、新分野への展開や起業・創業に向けた取組を支援し、内発型
産業の振興を図ります。
・地域雇用の確保、地域経済の活性化を目的として、企業ニーズを的確に把握しながら、新規企業の立
地や既存企業の事業誘致に向けた条件整備を進めます。

５　現状と課題（基本施策に取り組むにあたり、踏まえるべき現況や解決すべき課題）

・魅力ある店舗が減少し、空き店舗が増加するなど、商店街の魅力が減少しています。
・商店街の魅力ある個店やイベントが買い物客等に認知されていないことから、SNS等の利用を含めた情
報発信力の向上、インターネット通販への対応が期待されています。
・商店街の居住者の減少により、商店街自体の力が減少してきていることから、居住しやすい環境の整
備や高齢者と子供が安全で安心して買い物等ができる環境の整備が求められています。
・市内の製造業（従業員４人以上の事業所）は、事業所数は減少傾向にあるものの従業員数について
は、令和3年度の目標としていた9,425人を超えて、平成28年度以降10,000人を超えて推移しています。
また、製造品出荷額についても令和3年度の目標としていた2,400億円を大きく超えて、平成30年度時点
では3,354億円となっています。
・新型コロナウィルス感染症の影響により業種によって業況の二極化が進んでいること等から、業種に
応じた支援が必要となっています。
・多くの中小企業、小規模事業者は、労働力不足や原材料価格等の高騰による経営環境の悪化や後継者
不足等の課題に直面しています。企業の状況、ニーズに応じ、経営安定化のための資金繰り支援、生産
性や付加価値の向上等による経営基盤の強化のほか、事業承継等の取組への支援が必要です。
・伝統産業の売上高の減少や技術継承者不足が顕著であり、伝統工芸産地の存続が危ぶまれている状況
であることから、販路開拓や新商品開発、経営指導など多方面からの支援が必要です。
・多種多様な企業の集積に伴い産業ニーズも多様化してきていることから、国、県、商工団体、産業支
援機関などの関係機関と連携しながらワンストップでの支援や情報発信の強化、多角的な支援体制の構
築等と併せ、企業間の連携、交流の促進を図る必要があります。
・企業が求める多種多様な情報を効果的に提供するため、情報収集・発信の強化を図る必要がありま
す。
・観光客を商店街へ誘客する仕組みの構築や、起業・創業の促進により、新事業創出や商店街の賑わい
創出等の地域経済の活性化をはじめ、事業承継、空き店舗解消等の地域課題解決が期待されますが、初
期段階においては相談窓口の常設やコーディネーターによるきめ細かな伴走支援が必要です。
・企業の技術的課題の解決、製品の高付加価値化、新製品開発、販路開拓等のため、大学との連携の重

中小企業の経営基盤の強化

技術力・経営力向上への支援

４　基本方針（基本施策がめざすまちづくりの方針）
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要性が高まっています。日常的に企業の相談に対応できる体制の構築と、適切に大学教員と企業ニーズ
を結びつけることができる人材の継続的な育成が課題です。
・自動車、半導体関連産業を中心に積極的な投資が図られ、本市を含む県南地域の産業用地不足が深刻
化しています。今後のさらなる産業用地需要に応えるため、新たな工業団地の整備を進めるとともに、
既存の広表工業団地の分譲促進や、未活用産業用地や空き工場等の流動化が必要です。
・効果的な企業誘致を進めるため、岩手県をはじめとする関係機関との連携により、引き続き自動車、
半導体、医療・福祉機器関連産業を重点誘致業種として取り組むことが重要であると考えます。近年
は、自然災害や感染症においても企業活動が滞ることが無いよう事業継続計画（BCP）を重視する企業が
増加しており、本社移転を含めた誘致活動の強化が必要です。また、立地した企業の持続的発展のため
の重点的な取組が必要です。
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　成果指標

単位
現状値
(R2)

中間目標値

（R6）
目標値
（R8）

店舗 8 8 8

人 6,929 9,350 9,350

７　個別計画

奥州市商店街活性化ビジョン（平成27年度策定）

　外部の視点も取り入れながら、既存の概念にとらわれない新しい事業の展開や取
組みを支援し、商店街活性化に対するやる気を育て、賑わいのある商店街づくりを
目指します。

※R2は新型コロナウイルスの影響で通行量調査において前沢分を未実施のため、水沢（5,824人）及び江刺
（1,105）のみの数値を計上。また、目標値はR元の実績値（9,347人）を基に算出した。

施策名 ４－２－１　商業の振興

　起業・創業、課題解決、事業改革、インターネット対応、新規出店、新
規事業等の取り組みにつながる事業を支援します。

②商店街活性化に資する賑
わいの創出

③商店街の情報発信機能の
拡充

　商店街のやる気のある取り組みや魅力ある情報を、SNSの活用等内外へ発
信する取り組みを支援します。

６　これからの取り組み（基本施策の展開方向（施策毎の具体的推進策））

施策の方向（具体的取組策） 主な取り組み内容

①商店街活性化に取り組む
人材の育成

施策の目標

　商店街の活性化に資する、SNSの活用等、斬新で集客効果のある商店街の
賑わいを創出する事業を支援します。

指標名 目標設定の考え方

重点地域商店街への新規出
店者数

空き店舗の１割以上の新規出店を目指し
ます。

②

重点地域商店街の通行量
主要箇所の通行量（２日間）について、

現状維持を目指します。
※
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②

　成果指標

単位
現状値
(R2)

中間目標値
（R6）

目標値
（R8）

件 425 440 470

件 182 190 200

７　個別計画

　中小企業等の円滑な資金調達を支援するため、市の制度融資や利子補給
を継続して行うとともに、国や県などの各種資金に関する情報を発信する
など、多様な資金調達手段の提供を行います。

指標名 目標設定の考え方

市内企業のフォローアップ件数 概ね10％増を目指します。

制度融資実行件数 概ね10％増を目指します。

②円滑な資金調達の支援

①支援環境の整備
　企業支援の総合的な調整相談窓口としての企業支援室の体制を更に強化
し、関係機関との連携のもと支援内容の充実を図ります。

施策の目標
　国、県、商工団体、産業支援機関との連携を強化し、中小企業の経営活動を支援
するとともに、融資制度等を充実し、経営基盤の安定・強化を図ります。

６　これからの取り組み（基本施策の展開方向（施策毎の具体的推進策））

施策名 ４－２－２　中小企業の経営基盤の強化

施策の方向（具体的取組策） 主な取り組み内容
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②

　成果指標

単位
現状値
(R2)

中間目標値
（R6）

目標値
（R8）

億円 3,354 3,354 3,500

件 31 31 31

件 51 60 60

件 425 440 470

７　個別計画

市内企業のフォローアップ件数（再
掲）

概ね10％増を目指します。

指標名 目標設定の考え方

ものづくり産業育成事業補助金の利
用件数

現状維持を目指します。

共同研究員による企業支援実績数 概ね20％増を目指します。

製造品出荷額等
　新型コロナウィルス感染症の
影響を最小限にとどめ、令和２
年度の水準を維持します。

①企業競争力の強化

　AI・IoTなどデジタル技術を活用できる人材の育成等に必要な各種研修の
受講や企業課題等の解決に向けた専門機関等との共同研究など、生産性の
向上に資する取組のほか、展示会等への出展や国際規格の認証取得など、
企業競争力の強化に資する取組（ものづくり産業育成事業）を支援しま
す。
　産業支援コーディネーターを引続き配置し、企業が抱える諸課題の解決
に向けた取組を支援します。

②技術開発への支援
　大学又は企業グループでの共同研究など、産学連携、企業連携による技
術開発を支援します。

③情報発信の強化
　企業ニーズに合致した補助事業等の支援策や各種セミナー等の情報提供
を行うため、市内企業のフォローアップに積極的に努めるとともに、ＨＰ
やメーリングリスト、広報誌等により適時適切な情報発信を行います。

６　これからの取り組み（基本施策の展開方向（施策毎の具体的推進策））

施策名 ４－２－３　技術力・経営力向上への支援

施策の目標
　市内企業の安定的・持続的な活動の更なる発展に向け、生産性の向上や販路開拓
の支援など技術力、経営力の強化を進めます。

施策の方向（具体的取組策） 主な取り組み内容
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②

　成果指標

単位
現状値
(R2)

中間目標値
（R6）

目標値
（R8）

件 21 22 23

件 51 60 60

７　個別計画

指標名 目標設定の考え方

起業・創業者件数（市が実施する創
業支援等事業によるもの）

概ね10％増を目指します。

共同研究員による企業支援実績数
（再掲）

概ね20％増を目指します。

施策の方向（具体的取組策） 主な取り組み内容

①起業・新事業創出の推進

　市内企業が、新分野への進出、新商品開発等に活発に取り組むことので
きる環境を整備します。
　起業・創業に向けた相談窓口の設置やセミナーの開催、創業時・創業後
のフォローアップなど、商工団体や金融機関などの支援機関と一体となっ
て推進します。

②産学官連携・異業種連携
の推進

　岩手大学に共同研究員を派遣して県内外の大学や研究機関との連携を強
化、積極的活用を図るとともに、岩手大学鋳造技術研究センターとの産学
連携や産業支援コーディネーターによる異業種間連携の支援に取り組みま
す。

６　これからの取り組み（基本施策の展開方向（施策毎の具体的推進策））

施策名 ４－２－４　産業間連携の促進と新事業育成の支援

施策の目標
　多様な産業がお互いに連携し、高付加価値を生み出すとともに、新たな事業展開
や起業・創業に向けた取組を支援し、内発型産業の振興を図ります。
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②

　成果指標

単位
現状値
(R2)

中間目標値

（R6）

目標値
（R8）

社 1 6 12

億円 3,354 3,354 3,500

人 10,299 10,299 10,500

７　個別計画

製造業従業者数

　生産年齢人口が年々減少する
中、企業誘致やフォローアップ
等を行い、安定した従業者数を
確保することを目指します。

指標名 目標設定の考え方

誘致企業数(累計)
　新工業団地の分譲開始予定
（令和6年度）以降に係る誘致
企業数を３に変更します。

製造品出荷額等

　新型コロナウィルス感染症の
影響を最小限にとどめ、令和２
年度の水準を維持し、新工業団
地への立地による出荷額増を目
指します。

①企業立地への支援

　新規立地企業及び事業誘致への既存の支援制度(企業立地促進補助金、企
業立地促進利子補給金、空き工場賃貸料補助金)の再構築を行い、企業誘致
及び事業誘致を目指します。
　企業誘致推進委員会などを通じ、関係機関との情報共有、連携を図りま
す。加えて、効果的な企業誘致推進体制の構築と強化に努めます。

②情報発信・企業折衝の推
進

　各種イベントなどを通したＰＲ活動を積極的に進めます。また市工業団
地ホームページなどでの情報発信の充実に努めます。
　多様な企業の要望に対応するため、空き物件の情報整備を行います。併
せて工業団地のインフラ整備を進め、それらの情報発信を積極的に行いま
す。

③新工業団地の整備
　北上川流域地域に集積した自動車・半導体関連産業の更なる集積のた
め、江刺フロンティアパークの隣接地に新工業団地を整備します。
　併せて、完成後の企業誘致がスムーズに進むよう準備を進めます。

６　これからの取り組み（基本施策の展開方向（施策毎の具体的推進策））

施策名 ４－２－５　企業誘致の推進

施策の目標
　企業ニーズに合わせた優遇措置を整備し、情報発信や企業訪問などを積極的に実
施して企業誘致に結びつけます。また、新工業団地整備を見据えた準備を進めま
す。

施策の方向（具体的取組策） 主な取り組み内容
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１　施策の大綱(政策の基本目標）

２　基本施策名称

３　体系図

豊かさと魅力のあるまちづくり　

４－３　観光物産の振興

基本施策 基本施策の展開方向（施策）

観光物産の振興 観光客誘致の促進

物産の振興

新たな体験型観光の推進

観光物産関係団体との連携

４　基本方針（基本施策がめざすまちづくりの方針）

・豊かな自然と、恵まれた立地条件、質の高い観光資源を活かしながら、世界文化遺産「平泉」を中心
とした広域的な連携により、観光客の誘致促進を図ります。また、グリーン・ツーリズムなどの農業体
験や、奥州湖周辺の豊かな自然を活かしたカヌー、ラフティングなどの自然体験、えさし藤原の郷や胆
沢城跡歴史公園、正法寺、黒石寺などを中心とした歴史体験など、体験型観光を奥州市の観光政策の柱
として、充実強化していきます。さらに、ＩＬＣまちづくりビジョンとも連携しながら、外国人観光客
の受け入れ態勢を強化し、国際交流都市の実現を進めます。
・前沢牛、江刺りんご、南部鉄器、岩谷堂箪笥など既に大きな評価を得ているブランドを奥州ブランド
としてＰＲしていくとともに、新たな高品質ブランドの開発や海外も含めた販路拡大を進めます。
・外部の視点を取り入れながら、民間企業、市内の観光関係団体と一丸となって、奥州市の観光物産を
推進していきます。

５　現状と課題（基本施策に取り組むにあたり、踏まえるべき現況や解決すべき課題）

・宿泊地としての魅力不足や、観光地間のネットワーク化がなされていないため、世界文化遺産平泉の
観光客を奥州市に十分に呼び込むことができていません。滞在型の観光メニューや二次交通対策を含め
たストーリー性をもった観光地のルート化が必要です。
・グリーン・ツーリズムなどの農家民泊や農業体験、奥州湖周辺の自然を活かしたカヌー、ラフティン
グなどの自然体験、えさし藤原の郷を中核とした歴史体験を充実させていくともに、新たな体験型メ
ニューの掘り起こしをしていく必要があります。
・日本全体としては、外国人観光客数は増大しており、奥州市においても、台湾を中心とする外国人観
光客が増加しつつあります。外国人観光客にとって魅力的な観光メニューの提供と、効果的なＰＲ戦
略、外国人観光客のニーズに即した環境整備など、市全体での受入体制を充実していく必要がありま
す。
・前沢牛、江刺りんご、南部鉄器、岩谷堂箪笥など、質の高い農畜工芸品を生産しているにも関わら
ず、奥州ブランドとしての知名度は低いままです。相乗効果を高めるためにも、奥州ブランドとしての
戦略的なＰＲを実施していく必要があります。
・新型コロナウイルス感染症の影響により、これまで大きな成果を上げてきた観光客数が大きく減少し
ました。コロナを契機とし、人々の生活スタイルや旅行スタイルも変化しつつあることから、ウィズコ
ロナを考慮するとともに、アフターコロナを見据えた観光施策を検討し、取組んでいく必要がありま
す。
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②

　成果指標

単位
現状値
(R2)

中間目標値
（R6）

目標値
（R8）

観光客入込数 人 1,371,405 2,470,000 2,569,700

外国人観光客入込数 人 4,103 19,200 23,200

誘致ロケ数 数 7 11 11

７　個別計画

６　これからの取り組み（基本施策の展開方向（施策毎の具体的推進策））

施策名 ４－３－１　観光客誘致の促進

施策の目標

　通過型観光から周遊型観光に結び付けるために、ストーリーを重視した広域観光
ルートを確立するとともに、体験型メニューを活かした観光推進を進めていきま
す。また、ロケ誘致を積極的に推進するほか、伝統ある祭りをさらに活気あるもの
とし、観光客の増加に努めていきます。

施策の方向（具体的取組策） 主な取り組み内容

①広域観光ルートの確立と
奥州市らしさを活かした観
光客誘致の促進

　ストーリー性の高い魅力ある観光ルートを確立するとともに、グリーン
ツーリズムなどの体験型観光に重点を置いた観光PRを強化するとともに、
他の自治体と連携したマイクロツーリズムの推進など、ターゲットを明確
にした観光客誘致に取り組みます。

②ロケ誘致の推進
　歴史公園えさし藤原の郷を中心としたテレビ・映画の市内ロケポイント
のＰＲや、市の支援体制の充実化により、誘客効果の高いロケ誘致の推進
に取り組みます。

③まつり・イベントの開催
　各地域で実施しているまつり、イベントについて、伝統を守りつつ、民
間の活力を活かして新たな魅力の創出を図っていきます。

指標名 目標設定の考え方

対前年比10%増を目指します。
※１

対前年比10%増を目指します。
※１

令和元年度実績を基準に受け入れを目指

します。
※２

※１　R2は新型コロナウイルスの影響で観光客・外国人観光客入込者数ともに大幅に減少したため、R元の実績
値(観光客入込数2,255,797人、外国人観光客入込数19,922人)を基に目標値を算出した。

※２　R2は新型コロナウイルスの影響で受け入れ実績が減少したため、R元の実績（11数）を基に目標値を算出
した。
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②

　成果指標

単位
現状値
(R2)

中間目標値
（R6）

目標値
（R8）

数 1
※１ 10 10

人 －※２ 35,700 37,400

７　個別計画

６　これからの取り組み（基本施策の展開方向（施策毎の具体的推進策））

施策名 ４－３－２　物産の振興

施策の目標

　南部鉄器や岩谷堂箪笥などの工芸品や、前沢牛、江刺りんごなど、質の高い特産
品ブランドの普及拡大を図るとともに、新たなブランド開発も進め、奥州ブランド
のＰＲ促進に努めていくとともに、海外を含めた販路の拡大を支援していきます。
また、各地域の特色を活かし開催されている産業まつりを、奥州市の物産振興イベ
ントと広く周知していきます。

施策の方向（具体的取組策） 主な取り組み内容

①既存ブランドの普及拡大
と新たな地域ブランドの確
立

　伝統的工芸品も含めた質の高い奥州市の農畜産工芸品ブランドをしっか
りと周知していくとともに、地域の特性を生かした新たな地域ブランドの
確立に努めます。

②産業まつりのＰＲ
　奥州市の物産振興イベントとして、各地域で行われている産業まつりを
SNS等を活用し、市内外に広く周知していきます。

③物産の販路拡大支援
　首都圏や海外で開かれる物産展への出展や、オンラインによる販売等を
支援し、販路拡大を推進します。

指標名 目標設定の考え方

首都圏物産展等出展補助件
数

年間10件の交付を目指します。

産業まつり入込数 10％増の入込数を目指します。

※１　R2は新型コロナウイルスの影響で首都圏物産展等の出展数が大きく減少した。

※２　R2は新型コロナウイルスの影響で、R元は台風の影響で産業まつりを実施しなかったため、H30
の実績値（34,000）を基に目標値を算出した。
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②

　成果指標

単位
現状値
(R2)

中間目標値

（R6）

目標値
（R8）

事業 1 5 5

事業 0 5 5

事業 1 5 5

７　個別計画

③歴史体験メニューの充実
えさし藤原の郷、胆沢城跡、正法寺、黒石寺などで、市内観光関連事業者
と連携したストーリー性のある体験型メニューの構築に努めます。

自然体験メニュー

農業体験メニュー

歴史体験メニュー

新規メニューの取り組み年間１件を目指
します。
新規メニューの取り組み年間１件を目指
します。
新規メニューの取り組み年間１件を目指
します。

６　これからの取り組み（基本施策の展開方向（施策毎の具体的推進策））

施策名 ４－３－３　新たな体験型観光の推進

施策の目標
　奥州市の特色ある観光資源を活かした、自然体験、農業体験、歴史体験メニュー
を構築し、奥州市の観光の柱として位置付けていきます。

施策の方向（具体的取組策） 主な取り組み内容

指標名 目標設定の考え方

①自然体験メニューの充実
　奥州湖周辺などの豊かな自然を活かしたカヌー、ラフティング、ＳＵ
Ｐ、トレッキングなどの自然体験メニューを構築し、安心して遊べるアク
ティビティ空間をつくりあげます。

②農業体験メニューの充実
奥州市のグリーン・ツーリズムを観光コンテンツとしてＰＲしていくとと
もに、農家民泊、農業体験メニュー等の充実に努めます
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②

　成果指標

単位
現状値
(R2)

中間目標値
（R6）

目標値
（R8）

人 997
※１ 1,500 1,500

数 1,371,405 2,470,000 2,569,700

件 180,850 264,700 320,300

人 52 60 62

７　個別計画

＊＊＊

観光物産協会ホームページ
アクセス数

対前年度比10％増を目指します。

６　これからの取り組み（基本施策の展開方向（施策毎の具体的推進策））

施策名 ４－３－４　観光物産関係団体との連携

施策の目標

　観光物産関係団体等と連携しながら、受け入れ態勢の向上を図るとともに、多様
化する観光客のニーズに対応するため、多様なメディアを活用した情報発信を行っ
ていきます。また、市民、企業などと連携して、市民一丸となった、おもてなしの
体制を構築します。

観光客入込者数 対前年度比10％増を目指します。
※２

施策の方向（具体的取組策） 主な取り組み内容

①観光物産関係団体等への
支援

　民間の活力を活かした取組を支援し、官民が一体となった観光推進体制
を構築します。

②観光情報発信機能の充実
　ＳＮＳなどの新たな情報メディアなど、多様なメディアを活用した効果
的な情報発信の支援を行っていきます。

※２　R2は新型コロナウイルスの影響で観光客入込者数が大幅に減少したため、R元の実績値(2,255,797人)を
基に目標値を算出した。

※１　R2は新型コロナウイルスの影響で観光ガイドの利用者数が大幅に減少した。

③市民一丸となったおもて
なし体制の構築

　市民、企業、行政、各種団体等が一体となった観光客の受け入れ態勢を
構築し、人と人とのつながりによる観光振興を進めます。

観光ガイドタクシー認定者
数

年間１人の認定を目指します。

指標名 目標設定の考え方

観光ガイドの利用者数
奥州市まち・ひと・しごと創生総合戦略
に基づく目標値。H30年度（1,521人）を
基準に現状維持を目指します。
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１　施策の大綱(政策の基本目標）

２　基本施策名称

３　体系図

人材育成の推進

４　基本方針（基本施策がめざすまちづくりの方針）

・安定した雇用機会の確保と新たな雇用の場の創出のため、企業が求める人材の育成に努め、新規学卒
者の地元定着やＵＩＪターンなどによる定住人口の増加を目指します。
・人材の育成については、職業訓練協会など関係機関と連携し、在職者及び求職者の技術向上や資格取
得を支援することで、企業の求める職業能力開発の促進に努めます。また、高校生・大学生を対象に職
業観醸成を図るためのキャリア教育を支援します。
・勤労者が安心して働き、心豊かな生活を送ることができるよう勤労者への福利厚生の充実を支援しま
す。
・多様な雇用形態がある現在、働きたいと希望する女性のライフステージに応じた就業を支援します。

５　現状と課題（基本施策に取り組むにあたり、踏まえるべき現況や解決すべき課題）

・少子化の進行や大都市圏への若者の流出は深刻な問題であり、若年労働者の確保による生産年齢人口
の維持が重要な課題です。
・新規高卒就職希望者の就職率はほぼ100%となっているものの、管内企業の求人数に対する就職者数は
充足しておらず、多くの企業が人材確保に苦慮しています。また、市の将来人口の減少も予想されてお
り、地域産業を支える高度なものづくり人材の育成・確保が急務となっていることから、新卒者の市外
流出を防ぐとともに、他市からの移住、交流人口の増加や人材の地元定着・育成を図る必要がありま
す。
・労働環境の改善などによる魅力ある職場づくりは、人手不足の解消にもつながることから、働き方改
革の取組が必要です。
・雇用のミスマッチ等による新規学卒者の早期離職が散見されることから、若年労働者の定着支援、若
年求職者を対象とした就職支援が大きな課題です。
・地域産業を知るための教育の一環として、小中学生を対象とした「働く」ということについて学ぶ機
会を作る取組が必要です。
・現在の有効求人倍率は、１倍台で推移しているものの、今後新型コロナウイルス感染症収束後の雇用
状況については不透明であることから、安定的な雇用を確保するための継続した取組が重要です。
・市内企業への就職を促進するため、若年層の市内企業に対する理解度を深める取組や企業が必要とし
ているスキルの習得を進めることが重要です。
・企業が持続的に発展していくためには、従業員のキャリアステージに応じた知識・技術の習得を支援
する必要があります。

豊かさと魅力のあるまちづくり　

４－４　雇用環境の向上と人材育成

基本施策 基本施策の展開方向（施策）

雇用環境の向上と人材育成 雇用環境の向上
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①

<関連する奥州市版ＳＤＧｓ>

②

　成果指標

単位
現状値
(R2)

中間目標値
（R6）

目標値
（R8）

％ 52.5 53.5 54.0

人 152 155 160

人 102 105 110

人 3,043 3,050 3,050

７　個別計画

中小企業勤労者福祉サービスセン
ター会員数

自立化計画に基づく目標値を維
持します。

新規高卒者の管内就職率
地元就職の意識啓発などを通じ
て、さらなる管内就職率の上昇
を目指します。

ジョブカフェ奥州就職決定者数（全
体）

現状の高い就職決定者数を維持
します。

ジョブカフェ奥州就職決定者数（う
ち女性）

現状の高い就職決定者数を維持
します。

④女性の就労支援
　ジョブカフェ奥州において、スキルアップセミナーや各種情報提供を行
い、働く意欲のある女性のライフステージに応じた就業を支援します。

⑤中小企業勤労者の福利厚
生の充実支援

　勤労者の福利厚生の向上のため、胆江地区勤労者福祉サービスセンター
の運営支援や勤労者生活安定資金貸付事業の実施など諸制度の運用を図り
ます。

指標名 目標設定の考え方

①若年者の就労支援

　ジョブカフェ奥州を設置運営し、若年求職者に対するスキルアップセミ
ナーや就業意識の啓発を通じて早期就職を支援します。
　また、いちのせき若者サポートステーション事業を活用し、働くことに
悩む若者やニートの就労を支援します。

②ＵＩＪターンによる雇用
の促進

　ジョブカフェ奥州内にＵＩＪターン専門相談員を置き、地方で就職した
い学生や若者からの相談に対応するとともに、働き方や街の魅力などの情
報提供を行います。併せて、県やふるさといわて定住財団等の関係機関と
連携し、仕事や暮らしに関する情報発信に取り組みます。

③雇用の安定確保
　雇用環境の変化に応じて、ハローワーク・県・商工団体と連携して、市
内関係団体等への働きかけや情報提供を行うとともに、近隣市町村と連携
し、継続的かつ安定的な雇用の確保に努めます。

施策名 ４－４－１　雇用環境の向上

施策の目標 　雇用機会の拡大と職場環境の向上を目指します。

施策の方向（具体的取組策） 主な取り組み内容

６　これからの取り組み（基本施策の展開方向（施策毎の具体的推進策））
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①

<関連する奥州市版ＳＤＧｓ>

②

　成果指標

単位
現状値
(R2)

中間目標値
（R6）

目標値
（R8）

人 56 65 84

人 464 475 487

人  －※ 450 450

※R2は新型コロナウイルスの影響で高校生向けガイダンスは開催せず。

７　個別計画

高校生向けガイダンス参加者数
コロナ禍前のＲ元の実績値
（443人）を目標とします。

市人材育成セミナーの受講者数 50％増を目指します。

職業訓練受講者(技能・取得を含む) 概ね５%増を目指します。

③キャリア教育の推進

　小中学生向けの企業紹介パンフレットの作成、高校生や大学生に対する
企業見学バスツアーを推進することで職業意識の醸成や地元企業への理解
と地元就職の選択肢を生み出し、若者の定着促進と企業における人材確保
を支援します。

④スキルアップ支援
　職業訓練協会などと連携して、市内企業が求める職業スキルを身につけ
る講座を女性や高齢者も対象とした形で開催し、就業及び就職に必要な知
識や技術の習得・向上を支援します。

指標名 目標設定の考え方

施策の方向（具体的取組策） 主な取り組み内容

①人材の育成支援
　若手リーダーから経営者や管理者までの幅広いビジネスステージに対応
したセミナーを開催し、人材確保、人材育成、魅力ある職場づくりを支援
します。

②若年労働者の定着支援
　ジョブカフェいわてと連携して、能力向上やスキルアップを内容とする
セミナーを開催し、新規就職者や若年社員の職場定着を支援します。

６　これからの取り組み（基本施策の展開方向（施策毎の具体的推進策））

施策名 ４－４－２　人材育成の推進

施策の目標 　企業ニーズに即した人材の育成を目指します。
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１　施策の大綱(政策の基本目標）

２　基本施策名称

３　体系図

公害防止・放射線対策の推進

ごみ減量化に向けた３Ｒの推進

地球温暖化対策･再生可能エネルギー活
用の推進

４　基本方針（基本施策がめざすまちづくりの方針）

　市民一人ひとりが環境に与える影響を認識し、奥州市のめぐみ豊かで良好な自然を守り育てる環境に
やさしい人づくりを進めます。併せて身近な住み良い生活環境を保全するために、個人や事業所への啓
発や指導などにより、公害の防止に努めます。
　東京電力(株)福島第一原子力発電所事故に伴い、市内に放出拡散された放射性物質が生活空間・経済
活動などに影響を与えていることから、市民の安全確保のために、生活環境における放射線量の測定や
除染により発生した除染土等の保管状況の監視を行います。
　ごみをなるべく出さないためにどうしたらよいか、どういう社会であればよいかを、みんなで考え、
知恵を出し実行するまちづくりを進めます。
　地球温暖化を抑制するため、再生可能エネルギーの導入を進め、省エネルギー型の生活・産業活動へ
の転換を進めます。
  奥州市空家等対策計画に基づく空き家等の適切な管理の促進と利活用の推進を図ります。

環境にやさしい安全・安心なまちづくり

５－１　良好な自然・生活環境の保全と循環型社会の形成

基本施策 基本施策の展開方向（施策）

良好な自然・生活環境の保全と循
環型社会の形成

自然環境保全対策と環境学習の推進
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・奥州市環境基本計画の実効性を高めるために、奥州市環境市民会議を核として本計画を市民協働に
よって推し進めていくことが必要です。また、このような市民組織への支援を行い、組織と協働で事業
を展開していくことが重要です。

・空き家対策については、所有者が死亡または不明な空き家が年々増加あるいは遠方に居住している
ケースが多く、適正管理に係る円滑な指導・助言が困難です。また、建設リサイクル法施行以降、空き
家等の除却費用が高騰したこと、所有者の負担が増大し、管理不適切な空き家の解消が進まない現状で
す。

・東京電力(株)福島第一原子力発電所事故に伴い放出・拡散された放射性物質に汚染された農林業系廃
棄物は、その大部分の処理を完了していますが、一部処分方法が未定となっている廃棄物については、
現在も保管を継続しています。また、道路側溝に堆積したままになっている土砂等は、雨水の排水が困
難になり道路に流れ出すとともに流れない地域では悪臭が発生する等、市民生活の支障となっているこ
とから早期処理又は除去が求められています。

・市内には、公害の原因となる可能性のある物質の取り扱いや作業工程を行う業種の事業者もあり、自
助努力も含めた環境保全対策が必要です。

・奥州市の一般廃棄物の排出量は、東日本大震災以降増加傾向にあり、資源物の回収量も平成18年度を
ピークに減少傾向にあります。また、依然として廃棄物の不適正な処理による環境汚染の発生や将来的
な鉱物資源の枯渇が懸念されます。できる限りものは大切に、長く、繰り返し使うことや、使い終わっ
たものについても、製品の原料として使えるものは再利用して天然資源の使用量を極力控え、廃棄物の
発生を抑制していくことが必要です。

・環境や景観破壊につながる廃棄物の不法投棄は市内でも確認されています。ポイ捨ても含め、不法投
棄は犯罪であるという市民の意識啓発を図り、廃棄物の分別徹底や適正処理を行うことが必要です。

・世界規模の地球温暖化対策の機運の高まりに応じ、国は2030年度に温室効果ガスを46％削減（対2013
年度比）を目指すことを表明しました。また、これに合わせ新しいエネルギー基本計画における電源構
成では、現行計画に対して、再生可能エネルギーが全電源に占める割合を大幅に引き上げ、同エネル
ギーの主力電源化を目指しています。
　本市においても、地球温暖化対策として、適正な環境負荷の把握や防災など様々な視点を持つつ、豊
かな自然の保護とそこに内包された再生可能エネルギー資源の活用を進め、持続可能なまちづくりを進
めることが必要です。

・以前からエネルギー多消費型のライフスタイルからの脱却が求められていましたが、先の東日本大震
災による電力不足を契機に、省エネルギー型の生活・産業活動がますます求められています。

５　現状と課題（基本施策に取り組むにあたり、踏まえるべき現況や解決すべき課題）
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①

<関連する奥州市版ＳＤＧｓ>

②

　成果指標

単位
現状値
(R2)

中間目標値

（R6）

目標値
（R8）

％ 89.2 90.0 95.0

件 88 80 80

人 613
※ 1,340 1,460

７　個別計画

・第２次奥州市環境基本計画（平成28年度策定）

・奥州市環境教育推進方針（平成24年度策定）

・奥州市空家等対策計画（平成29年度策定）

助言・指導などを行った空き家等に
対する問題解決に至った年間件数

解体・修繕・適正管理の実施に
より問題状況の解消を目指しま
す。

市民の環境学習イベントの参加者数

前期計画の終盤年度において新型
コロナウイルス感染症の影響をう
けて大幅に落ち込んだものの、同
指標の前期目標値改めて維持する
とともに、イベントの開催回数な
どを段階的に増やし、参加者数の
増加（10％程度）を目指します。

※新型コロナウイルスの影響によりイベントが開催できず、R元実績値（1,762人）に対し大幅に減少したもの。ただし、R3にお
いてはイベントの開催回数は復調傾向にある。

指標名 目標設定の考え方

市民の環境学習イベント等の参加者
理解度

イベント目的の理解度増を目指
します。

①環境保全対策の推進
　奥州市環境基本計画において目指すべき環境像とされる「未来を見つめ
る１００年循環都市　地球と共存する奥州」を達成するために必要な環境
保全意識の醸成のため、市民協働による啓発などを進めます。

②環境学習の推進
　奥州市環境教育推進方針に基づき家庭、地域、市民団体、事業者、行政
がそれぞれの主体的な実践の内容を共有、連携しながら環境学習を進めま
す。

③空き家対策の推進 　特定空家等の管理が不適切な空き家の解消を進めます。

６　これからの取り組み（基本施策の展開方向（施策毎の具体的推進策））

施策名 ５－１－１　自然環境保全対策と環境学習の推進

施策の目標
　市民協働による環境保全思想の啓発と環境学習の場の提供や支援を行い、環境に
やさしい人づくりを目指します。

施策の方向（具体的取組策） 主な取り組み内容
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①

<関連する奥州市版ＳＤＧｓ>

②

　成果指標

単位
現状値
(R2)

中間目標値

（R6）

目標値
（R8）

％ 55.3 70.0 100.0

件 349 352 355

％ 60.8 85.0 100.0

％ 97.1 98.0 100.0

７　個別計画

・第２次奥州市環境基本計画（平成28年度策定）

定点観測地点の水質環境基準Ａ類型
（大腸菌群数を除く）の達成率

全ての観測地点における基準値
(PH,BOD,SS,DO)全項目の達成を
目指します。

定点観測地点の交通騒音基準値の達
成率(高速自動車道沿線を含む)

全ての観測地点における騒音環
境基準(特定類型)の達成を目指
します。

原発事故による放射性物質に汚染し
た側溝土砂の処理完了進捗率

汚染側溝土砂の全量処分を目指
します。

締結済の公害防止協定数
これまでに締結した協定数の維
持、増加を目指します。

②公害対策の推進
　事業者との公害防止協定の締結を進めるとともに、締結している事業者
との協定内容遵守を推進します。

③水質及び騒音対策の推進
　市内の河川、ため池における水質及び交通騒音に係る定点観測と事業所
排水の測定監視を進めます。

指標名 目標設定の考え方

施策の目標
　水質や騒音、臭気、放射線量などの測定監視とその対策に取り組み、良好な生活
環境の保全を目指します。

施策の方向（具体的取組策） 主な取り組み内容

①放射線対策の推進
　生活空間における放射線量の測定監視を行うとともに、低減に向けた汚
染物質の処理を進めます。

６　これからの取り組み（基本施策の展開方向（施策毎の具体的推進策））

施策名 ５－１－２　公害防止・放射線対策の推進
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①

<関連する奥州市版ＳＤＧｓ>

②

　成果指標

単位
現状値
(R2)

中間目標値

（R6）

目標値
（R8）

グラム 514 497 489

％ 13.0 18.2 20.8

回 13 48 60

箇所 23 19 17

※出前講座は地域からの依頼に基づき実施するもの

７　個別計画

・第2次奥州市環境基本計画（平成28年度策定）

・奥州市一般廃棄物処理基本計画（平成27年度策定、令和３年度改訂）

・奥州市分別収集計画（令和元年度策定）

・奥州市食品ロス削減推進計画（令和３年度策定）

リサイクル率
毎年1.3ポイントの増を目指し
ます。

ごみ・リサイクル出前講座実施回数
※

年間60回の実施に向け、段階的
に引き上げます。

不法投棄常習箇所数 毎年５％の解消を目指します。

②廃棄物の適正処理
　廃棄物を適正に処理し、不法投棄のない清潔なまちづくりを目指しま
す。

指標名 目標設定の考え方

１人１日あたりのごみの排出量 4.8％の減を目指します。

施策の目標
　環境への負荷を低減し、豊かな自然環境を次世代へ引き継ぐために、廃棄物の発
生及び排出を抑制するとともに、資源の循環利用を推進します。

施策の方向（具体的取組策） 主な取り組み内容

①ごみの減量化

　ごみの発生抑制、再使用の呼びかけ、再資源化や省資源への取り組みを
積極的に進め、食品ロス削減推進計画の策定により食べ物を無駄にしない
意識の醸成を図り、ごみの減量化を目指します。その取り組みの一つとし
て、各地域に出向いての「ごみ・リサイクル出前講座」を実施し、市民の
意識の高揚を図ります。

６　これからの取り組み（基本施策の展開方向（施策毎の具体的推進策））

施策名 ５－１－３　ごみ減量化に向けた３Ｒの推進

105



①

<関連する奥州市版ＳＤＧｓ>

②

　成果指標

単位
現状値
(R2)

中間目標値

（R6）

目標値
（R8）

件 77 77 80

７　個別計画

・第2次奥州市環境基本計画（平成28年度策定）

・奥州市地域新エネルギービジョン（平成18年度策定）

・奥州市バイオマスタウン構想（平成21年度策定）

・奥州市地球温暖化対策実行計画 事務事業編（平成19年度策定）

おうしゅうエコ事業所登録数
登録事業所の維持、増加を目指
します。

①省資源・省エネルギーの
取組の推進

　省資源・省エネルギーの啓発や事業所を対象とした「おうしゅうエコ事
業所登録制度」を進めます。

②再生可能エネルギーの利
活用推進

　太陽光、風力、水力、バイオマスなどの再生可能エネルギーの利活用
は、その有用性だけではなく、施設設備による自然環境や景観、生活環境
への安全性など、エネルギー開発がもたらす様々な影響に配慮をしながら
進めます。

指標名 目標設定の考え方

６　これからの取り組み（基本施策の展開方向（施策毎の具体的推進策））

施策名 ５－１－４　地球温暖化対策・再生可能エネルギー活用の推進

施策の目標
　地域産業の活性化につながる再生可能エネルギーの利用を進め、省エネルギー・
省資源型の生活・産業活動を支援し、地球温暖化の原因である温室効果ガスの排出
を抑制します。

施策の方向（具体的取組策） 主な取り組み内容
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１　施策の大綱(政策の基本目標）

２　基本施策名称

３　体系図

消費者被害の防止、相談体制の整備

４　基本方針（基本施策がめざすまちづくりの方針）

　すべての市民が安心して暮らせるように、関係機関・団体と連携して、交通安全思想の普及、年代に
応じた交通安全教育を進めるとともに、交通弱者の保護に努め、交通事故防止を目指します。また、地
域ぐるみの防犯活動を進めるとともに、犯罪被害の未然防止を目指します。
　消費者被害の防止のために関係機関等と連携し、啓発活動を進めるとともに相談体制を整備し、安
全・安心な市民生活の実現を目指します。

５　現状と課題（基本施策に取り組むにあたり、踏まえるべき現況や解決すべき課題）

・交通事故件発生数は全国的に減少傾向にある中、依然として高齢者が被害者となる割合が全体の半数以上を占め
ている状況にあり、高齢者の交通事故を抑止することが全体的な減少につながることから、特に高齢者対策に重点
を置いた交通安全思想の普及啓発活動を継続して行っていくことが必要です。
・現在、交通安全教育専門員や交通指導員により、市内のほとんどの幼稚園・保育園、小中学校で開催する交通安
全教室を支援しているとともに、各老人クラブやいきいきサロンに高齢者交通安全教室の開催を奨励し支援してい
ますが、開催クラブ等がまだ少ないことから、今後は高齢者教室を拡充することが必要です。
・自転車は交通に参加する者としての十分な自覚・責任が求められるものの、自転車利用者の交通安全意識がまだ
不足している状況のため、その意識啓発の取組み強化、さらに、飲酒運転検挙者が後を絶たないことから、飲酒運
転根絶の取組み強化など市民一人ひとりの交通安全意識の高揚を図ることが必要です。
・犯罪発生件数は年々減少していますが、特殊詐欺被害の前兆となる不審電話が多発し、実際に被害が発生してい
ることや、侵入窃盗被害の多くが無施錠で発生していることから、重点的な広報啓発活動を行っていくことが必要
です。
・依然として不審者による児童等への声かけ事案が発生していることから、登下校時の見守り活動など地域ぐるみ
での防犯活動を進めることが必要です。
・当市においては暴力団の活動は比較的平穏な状態にありますが、全国的組織の分裂が原因とみられる事件が国内
各地で発生し、市民生活に脅威を与えていることから、今後も警戒を持って暴力団追放活動を継続していくことが
必要です。
・還付金詐欺や振り込め詐欺など、高齢者を狙った特殊詐欺は後をたちません。こういった詐欺事件は被害回復が
難しく、被害に遭わないように啓発するとともに関係機関の連携が必要です。
・インターネットに接続できる機器の普及により、消費者トラブルが幅広い世代に拡大・増加しています。高齢者
を狙った訪問販売・電話勧誘などによる被害も依然として発生しています。消費生活問題の解決に向けた助言や啓
発の充実が必要です。
・家庭内の問題や他人とのトラブルなど、日常生活のさまざまな問題に市民相談・法律相談で対応して、市民生活
の安定を確保することが必要です。

環境にやさしい安全・安心なまちづくり

５－２　安全・安心な市民生活の実現

基本施策 基本施策の展開方向（施策）

安全・安心な市民生活の実現 交通安全・防犯対策の推進
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①

<関連する奥州市版ＳＤＧｓ>

②

　成果指標

単位
現状値
(R2)

中間目標値

（R6）

目標値
（R8）

件 ※　242 220 200

人 ※　 6 4 2

件 ※　277 238 200

※過去5年の平均値

７　個別計画

・奥州市交通安全計画（平成28年度策定、令和３年度改訂）

刑法犯発生件数 年間200件以下を目指します。

指標名 目標設定の考え方

交通事故(人身)発生件数 年間200件以下を目指します。

交通事故死者数
過去５年の平均の半減を目指し
ます。

施策の方向（具体的取組策） 主な取り組み内容

①交通安全対策の推進

　高齢者在宅訪問や啓発物品の配付等による高齢者の交通事故防止に重点
を置いた啓発活動を進めます。
　幼稚園・小中学校や老人クラブ等年代に応じた交通安全教育を進めま
す。
　自転車利用者の交通安全意識や飲酒運転根絶の意識啓発活動を進めま
す。
　交通安全施設等の計画的及び効果的な整備の促進に努めます。

②防犯対策の推進

　関係機関・団体と連携して防犯思想の普及啓発を進めます。
　特殊詐欺被害及び無施錠侵入窃盗被害防止の広報啓発を継続して重点的
に進めます。
　子どもの見守り活動等地域ぐるみでの防犯活動を進めます。
　防犯に関する各種資料や情報の提供等による広報活動を進めます。

施策の目標
　交通安全思想の普及、交通安全教育の推進及び交通弱者の保護に努めるととも
に、防犯思想の普及及び地域ぐるみの防犯活動を進め、安心・安全な市民生活の実
現を目指します。

６　これからの取り組み（基本施策の展開方向（施策毎の具体的推進策））

施策名 ５－２－１　交通安全・防犯対策の推進
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①

<関連する奥州市版ＳＤＧｓ>

②

　成果指標

単位
現状値
(R2)

中間目標値

（R6）

目標値
（R8）

件 3 25 30

件 746 750 750

※R2は新型コロナウィルスの影響で、出前講座開催件数（令和元年度　25件）が大幅に減少した。

７　個別計画

なし

消費生活相談の件数

新たな消費者トラブルの増加や
手口が複雑化・巧妙化している
中で、消費者教育・被害防止啓
発の推進により、消費生活相談
件数の現状維持を目指します。

③消費者救済資金預託事業
の実施

　債務整理資金と生活再建資金を金融機関に預けて、市民の多重債務の整
理促進と、銀行などから借り入れすることができない市民の生活再建を目
指します。

指標名 目標設定の考え方

消費生活出前講座の件数

消費者教育・啓発を行い、消費
者被害未然防止を図るため、中
間年で平常時の最高回数まで回
復、R8では中間年の1.2倍を目
指します。※

施策の方向（具体的取組策） 主な取り組み内容

①関係部署及び民間との連
携

　関係部署と連携し体制を整えながら、老人クラブ、自治会等と協働して
出前講座を開催するなど消費者教育を推進します。
　また、関係機関と連携して啓発活動及び消費者被害の防止に努めます。

②消費生活・市民相談の実
施

　消費生活・日常生活に関するさまざまな相談や問い合わせに対して、消
費生活相談員が中心となり助言や支援を行います。
　また、弁護士の助言を受ける機会を設けながら、疑問やトラブルの解決
を手助けして市民生活の安定を目指します。

６　これからの取り組み（基本施策の展開方向（施策毎の具体的推進策））

施策名 ５－２－２　消費者被害の防止、相談体制の整備

施策の目標
　各種の相談事業や啓発活動、消費者教育、消費者救済事業の実施により、消費者
被害の防止と市民の日常生活の安定を目指します。
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１　施策の大綱(政策の基本目標）

２　基本施策名称

３　体系図

消防体制の強化

４　基本方針（基本施策がめざすまちづくりの方針）

　市民の生命と財産を災害から守るため、地域防災計画に基づいて関係機関と連携を取りながら、災害
予防対策、防災意識及び知識の普及などを促進します。併せて、災害発生時における初動体制の強化、
情報連絡体制の構築及び応急対策の充実を図り、災害に強いまちづくりを目指します。

５　現状と課題（基本施策に取り組むにあたり、踏まえるべき現況や解決すべき課題）

・防災対策については、地域防災計画や水防計画に基づき、災害発生の危険度が高い地区を市民へ周知
するとともに定期的なパトロールを実施し、災害予防活動を推進していく必要があります。

・河川対策については、北上川周辺で台風や集中豪雨などにより、度々水害に見舞われる地域がありま
す。そのため、定期的な巡視などにより現状を把握しながら、緊急度に応じて河川改修や築堤及び堤防
強化などの整備を促進する必要があります。

・災害対策については、緊急時に誰もが安全に避難できる誘導体制の確立が急務となっています。自主
防災組織の育成強化を図りながら、避難行動要支援者の個別計画の策定を推進する必要があります。

・多様化・大規模化する災害に的確に対応し、住民の生命、身体及び財産を守る責務を全うするため、
消防水利や消防設備の整備が求められています。人口分布や規模に見合った整備・維持管理を行ってい
くことが必要です。

・消防団については、団員の減少が続いていることから、団員確保に向けた取り組みの強化が必要で
す。消防団協力事業所や消防団応援の店制度を活用するほか、消防団員への優遇制度の確立が望まれま
す。

・奥州金ケ崎行政事務組合消防本部の体制については、高齢者からの救急要請の増大や災害の多様化に
よる救急業務の高度化が求められており、機械器具の充実強化が必要です。

環境にやさしい安全・安心なまちづくり

５－３　災害に強いまちづくりの推進

基本施策 基本施策の展開方向（施策）

災害に強いまちづくりの推進 防災対策の充実
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①

<関連する奥州市版ＳＤＧｓ>

②

　成果指標

単位
現状値
(R2)

中間目標値

（R6）

目標値
（R8）

人 148 180 200

人 90 150 300

７　個別計画

奥州市地域防災計画（平成18年度策定、令和２年度年改訂）

地域防災セミナー参加者数
市内全ての自主防災組織からの
参加を目指します。

①防災対策の充実

　市民の安全を守るため、危険個所の周知やパトロールを実施するととも
にハザードマップを作成します。
　河川の整備状況については、関係機関に事業推進について働きかけま
す。
　近年、全国で頻繁に発生している記録的な豪雨や長雨による河川の氾
濫、洪水浸水被害、土砂災害等への備えも含めて、必要に応じて奥州市地
域防災計画の見直しを行うとともに、災害時に備え関係機関との連携を強
めます。
　避難場所の周知徹底と、緊急時に誰もが安全に避難できる誘導体制を確
立し、自主防災組織の育成強化と避難行動要支援者の個別計画を策定しま
す。
　災害の発生又は災害の発生の恐れが高まった際の命を守る適切な行動が
なされるよう、市民へ避難行動の周知と防災意識の向上を図ります。
　ライフラインが損壊した場合でも、臨時災害放送局を使用して各地区に
災害状況を周知するとともに、避難生活者のための物資を円滑に供給でき
る体制を目指します。

指標名 目標設定の考え方

防災士認証登録者数
毎年10人の防災士養成を目指し
ます。

施策名 ５－３－１　防災対策の充実

施策の目標
　迅速な情報連絡体制を強化し、市民の防災意識の高揚を目指すとともに、地域の
防災力が高められる取り組みを強化し、安全・安心なまちづくりを推進します。

施策の方向（具体的取組策） 主な取り組み内容

６　これからの取り組み（基本施策の展開方向（施策毎の具体的推進策））
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①

<関連する奥州市版ＳＤＧｓ>

②

　成果指標

単位
現状値
(R2)

中間目標値

（R6）

目標値
（R8）

人 1,694 1,800 1,900

基 2,130 2,130 2,130

基 671 671 671

７　個別計画

なし

防火水槽設置数
人口分布・規模を考慮した整備
を図りながら、現状維持に努め
ます。

指標名 目標設定の考え方

消防団員数
消防団員定数（1,900人）を目
指します。

消火栓設置数
人口分布・規模を考慮した整備
を図りながら、現状維持に努め
ます。

①消防団員の確保
　消防団協力事業所や消防団応援の店制度の積極的な活用や消防団員優遇
制度の導入により、新入団員の確保を図り、災害時に迅速に対応できる体
制を目指します。

②消防施設整備の充実
　人口分布・規模に見合った施設の充実、統廃合を行いながら適正な維持
管理に努めます。

③消防本部との連携
　災害現場で消防本部との迅速な連携体制を築くために、消防団員の各種
訓練を継続的に実施します。

６　これからの取り組み（基本施策の展開方向（施策毎の具体的推進策））

施策名 ５－３－２　消防体制の強化

施策の目標
　消防団員の確保により消防体制を強化し、効果的で効率的な消防施設の整備を行
い、安全・安心なまちづくりを推進します。

施策の方向（具体的取組策） 主な取り組み内容
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１　施策の大綱(政策の基本目標）

２　基本施策名称

３　体系図

道路環境の適正な維持管理

４　基本方針（基本施策がめざすまちづくりの方針）

　経済活動の基盤としての幹線道路網の充実を目指し、安全・安心で快適な道路空間の創出を進めま
す。
　また、道路や橋りょうなどの状況を的確に把握し、効率的かつ効果的な維持管理に努めます。
　限られた財源を有効活用するために「整備優先道路の明確化と平準化」、「新たな道路整備から既存
道路の維持への転換」を踏まえた道路整備に努めます。

５　現状と課題（基本施策に取り組むにあたり、踏まえるべき現況や解決すべき課題）

・市内は、国道、主要地方道、県道や市道などにより道路交通ネットワークが整備されています。交通
量の増加に伴う交通渋滞の解消、歩行者の安全確保や生活道路の整備など多くの要望が寄せられていま
す。
・限られた財源の有効活用を図るため、地区要望等で要望のある路線や維持管理上必要な路線などの整
備優先順位を定める必要があります。
・市民の日常生活における移動手段は、自家用車が中心となっており、砂利道の舗装や劣化した舗装改
修だけでなく、日常的な路面補修、倒木除去、除草などの危険箇所の早期対応が求められています。
・冬期間においては、迅速かつ細やかな除雪対応が求められています。
・高度経済成長期に整備された多くの橋りょうなどの道路構造物が更新期を迎え、限られた財源の有効
活用を図るため、更新事業の平準化や長寿命化が求められています。
・台風やゲリラ豪雨による道路の冠水、土砂崩れなど、自然災害への迅速な対応が求められています。

快適な暮らしを支えるまちづくり

６－１ 道路環境の充実

基本施策 基本施策の展開方向（施策）

道路環境の充実 道路交通ネットワークの充実
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①

<関連する奥州市版ＳＤＧｓ>

②

　成果指標

単位
現状値
(R2)

中間目標値

（R6）

目標値
（R8）

ｍ 0 13,951 24,541

ｍ 0 10,860 19,990

ｍ 0 4,510 8,240

７　個別計画

歩道整備延長
奥州市道路整備計画に基づく目
標値

指標名 目標設定の考え方

舗装改修延長
奥州市道路整備計画に基づく目
標値

舗装新設延長
奥州市道路整備計画に基づく目
標値

①道路の整備推進
　奥州市道路整備計画に基づく道路整備を進め、利便性の向上を図るとと
もに、緊急車両の通行の確保など、防災機能の向上を目指します。

②歩行者の安全環境の整備
　公共施設などの周辺に、歩行者や自転車利用者が安全に通行できる環境
整備を進めます。

③国道・県道の整備要望 　国道や県道の整備を促進するよう、要望活動や工事調整を行います。

施策名 ６－１－１ 道路交通ネットワークの充実

施策の目標
幹線道路や生活用道路の計画的で効果的な整備を行い、利便性が高い道路環境の整
備に努めます。

施策の方向（具体的取組策） 主な取り組み内容

６　これからの取り組み（基本施策の展開方向（施策毎の具体的推進策））

奥州市道路整備計画（令和３年度策定）

奥州市社会資本総合整備計画（平成29年度策定）
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①

<関連する奥州市版ＳＤＧｓ>

②

　成果指標

単位
現状値
(R2)

中間目標値

（R6）

目標値
（R8）

件 　11
※1 3 　5

※1

％ 0 60 100

※1　直近５年間の件数を記載

（H28…１件、H29…４件、H30…２件、R1…４件、R2…０件）

７　個別計画

※2　健全度Ⅲは…構造物の機能に支障が生じる可能性があり、早期に措置を講ずべき状態

　　 健全度Ⅳは…構造物の機能に支障が生じている、または生じる可能性が著しく高く、
                 緊急に措置を講ずべき状態

管理瑕疵による車両損傷事故の年間
件数

管理瑕疵による事故件数につい
て、直近５年間の件数を半減さ
せることを目指します。

長寿命化修繕工事の実施率

R2時点の点検により補修が必要

（健全度Ⅲ及びⅣ
※2

）とされた
ものを、計画的に修繕します。

主な取り組み内容

①迅速な維持修繕の実施
　定期的な道路のパトロールを行うとともに、市民からも情報提供を受け
て、迅速な維持修繕に努め、安心、安全な道路環境を維持します。

②長寿命化対策の実施
　橋りょうなどの道路構造物の定期的な点検と、計画的な修繕を行いなが
ら、長寿命化を図り、維持管理に要する費用の軽減を目指します。

指標名 目標設定の考え方

③災害発生時の迅速な対応
　災害発生時には、奥州市建設業協会や奥州市測友会などの関係団体と連
携して、迅速な被害状況の把握と応急対応に努めます。

施策の方向（具体的取組策）

６　これからの取り組み（基本施策の展開方向（施策毎の具体的推進策））

施策名 ６－１－２ 道路環境の適正な維持管理

施策の目標 安心、安全な道路環境を維持します。

奥州市橋梁長寿命化修繕計画（平成25年度策定）

奥州市除雪基本計画（毎年度策定）
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１　施策の大綱(政策の基本目標）

２　基本施策名称

３　体系図

・老朽化した水道施設及び管路の増加や水需要の低下に伴い、水道施設等の計画的な更新や適正規模へ
の見直しが必要であるとともに、これらの事業実施に当たり、水道事業を持続できるよう、水道料金の
適正化について検討していく必要があります。

・今後とも安全な水道水を供給するため、施設及び水質を監視する体制を維持していく必要がありま
す。
・災害時にも水道水を供給するため、施設の耐震化を進める必要があります。

・市の汚水処理人口普及率は、県や全国の普及率と比べて低い状況にあるため、早期の整備が望まれて
います。

基本施策 基本施策の展開方向（施策）

快適な住環境の実現 良質な住居環境の形成

公園施設の維持管理

良好な景観の形成

・市営住宅は、点検や維持補修を適切に行いながら長寿命化工事や建替工事等を進めます。

・市民の憩いの場となり、生活にゆとりと安らぎを与える公園の適正な維持管理に努めるとともに、市
民との役割分担により身近な公園となるよう努めます。

・本市の優れた景観を将来にわたり保全・育成するため、良好で調和のとれた景観まちづくりを進めま
す。

５　現状と課題（基本施策に取り組むにあたり、踏まえるべき現況や解決すべき課題）

・昭和53年６月の宮城沖地震以降、平成15年５月、平成20年６月、平成23年３月と三度の地震において
も軽度の被害で済んだこと、世代を継いで住む生活様式が失われてきていることにより、耐震改修がな
かなか進まない状況となっています。

・市営住宅は、耐用年数超過が48.2％、耐用年数の１/２超過が41.2％（令和２年度末）と約９割が老
朽化しており、総合的かつ計画的に修繕工事や建替工事等が必要です。

・安全で安心な水道水を安定供給し、災害にも強い施設整備を進めます。

・効率的な汚水処理と健全な経営管理に努めます。

快適な暮らしを支えるまちづくり

６－２ 快適な住環境の実現

安全で安心な水道水の安定供給

水洗化の促進と効率的な汚水処理

４　基本方針（基本施策がめざすまちづくりの方針）

・昭和56年５月以前の耐震基準で建築した建物の耐震診断を行い、現在の耐震基準と照らし合わせ、現
在の耐震基準を満たすように耐震改修を進めます。
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・市の汚水処理事業は、公共下水道、農業集落排水、コミュニティ・プラント、市営浄化槽により実施
しています。近年、施設の老朽化が顕著となっており、維持管理費の増加が見込まれています。この問
題を解消するために、汚水処理基本計画に基づき、計画的に施設の統廃合を実施していくことが必要で
す。

・汚水処理施設は日常生活に必要な施設であり、代替手段の確保が困難であることから、持続可能な事
業を実施することが必要です。そのためには、維持管理に係る予算の平準化及び施設の最適化を図るこ
とが重要であることから、ストックマネジメント手法を踏まえた計画的な維持管理が必要です。また、
大規模な災害等で被害を受けた場合でも、汚水処理施設機能の維持または早期復旧を実現するため、下
水道業務継続計画(下水道BCP)の定期的な点検を行い、内容の充実を図ることが必要です。

・下水道事業は、その使用料により事業費を賄うことが理想ですが、現在は、その多くを一般会計より
繰り入れて賄っております。令和2年4月より地方公営企業法を適用し企業会計方式を導入しました。更
なる財政の透明化と、効率的で適正な事業運営を行っていくことが必要です。また、浄化槽事業も今
後、企業会計化することにより適正な事業運営を行っていくことが必要です。さらに、これらの事業運
営に当たり、使用料の適正化について検討していく必要があります。

・公園は市民が集う憩いの場として、市民生活に潤いを与える快適な空間の形成など重要な役割を担っています。
施設の老朽化は進み、修繕や更新などの維持管理を計画的に行うストックマネジメントの取り組みが求められてい
ます。

・公園や水環境は地域に親しまれ大切に利用、管理される公共施設です。地域の大切な財産となるため、地域住民
と清掃や草刈などの役割分担をするなど、協働事業となる維持管理のあり方の検討が必要となっています。

・本市の景観は、長い年月の中で積み重なって形成されたものであり、市民共有の財産であることから、将来にわ
たって保全・育成して行く必要があります。
　そのためには、市民・事業者・行政が協働して本市の魅力ある調和のとれた景観形成を推進していくことが重要
です。
　景観形成重点地区の平泉文化遺産地区においては、その普遍的価値を隣接市町とともに守っていく必要がありま
す。
　地区計画区域内においては、各地区計画の目標、方針に基づく特色ある街並みを形成していく必要があります。
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①

<関連する奥州市版ＳＤＧｓ>

②

　成果指標

単位
現状値
(R2)

中間目標値

（R6）

目標値
（R8）

件 592 621 662

％ 69.74 70.48 71.23

％ 80.6 80.6 80.6

７　個別計画

奥州市住生活基本計画（平成29年度策定）

奥州市市営住宅等長寿命化計画（平成30年度策定）

奥州市耐震改修促進計画（令和３年度策定）

耐震化率
奥州市耐震改修促進計画に基づ
き2.13%増を目指します。

入居率（入居戸数／入居可能戸数）
市営住宅の経年劣化に対し長寿
命化対策等の実施を図り、入居
率の現状維持を図ります。

②市営住宅の計画的な更新
と維持管理

　市営住宅等長寿命化計画に基づき、老朽化による建替え・統廃合の推進
や長寿命化を図る取組みを推進し、適正な維持管理を進めます。

指標名 目標設定の考え方

耐震診断件数（累計）
奥州市耐震改修促進計画に基づ
き70件増を目指します。

施策の目標
　安全で快適な住まいづくりを進めるため、住生活基本計画に基づき、良好な住居
環境の形成や定住化を進めます。

施策の方向（具体的取組策） 主な取り組み内容

①住宅の安全対策の促進 　市民の生命と財産を守るため、住宅などの建築物の耐震化を進めます。

６　これからの取り組み（基本施策の展開方向（施策毎の具体的推進策））

施策名 ６－２－１ 良質な住居環境の形成
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①

<関連する奥州市版ＳＤＧｓ>

②

　成果指標

単位
現状値
(R2)

中間目標値
（R6）

目標値
（R8）

％ 79.5 81.3 82.4

％ 15.4 17.6 18.6

７　個別計画

奥州市水道事業ビジョン（平成29年度策定）

奥州市水道事業中期経営計画（平成30年度策定）

　災害時にも水道水を供給するため計画的な施設の耐震化を進めるととも
に、近隣事業体や市民との連携について検討を進めます。

指標名 目標設定の考え方

有収率
奥州市水道事業ビジョンに基づ
き、2.9％増を目指します。

水道管の耐震化率
奥州市水道事業ビジョンに基づ
き、3.2％増を目指します。

　安全で安心な水道水を利用できるよう、施設の適正な維持管理と計画的な整備を
進め、水の安定供給を図ります。

施策の方向（具体的取組策）

６　これからの取り組み（基本施策の展開方向（施策毎の具体的推進策））

施策名 ６－２－２　安全で安心な水道水の安定供給

施策の目標

主な取り組み内容

①老朽化施設等の更新と施
設の適正配置等

　水道水を安定供給するため、老朽化した管路を計画的に更新するととも
に、水需要の減少を見据えた適正な施設規模への見直しによる、経営の効
率化を進めます。また、これらを通じ、水道事業が持続できるよう水道料
金の適正化について検討を進めます。

②施設監視体制の充実 　安全な水を供給するため、施設監視体制及び機能の充実を進めます。

③施設の耐震化と災害への
備え
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①

<関連する奥州市版ＳＤＧｓ>

②

　成果指標

単位
現状値
(R2)

中間目標値

（R6）

目標値
（R8）

箇所 34 25 24

％ 80.8 91.7 94.4

％ 48.4 54.9 55.8

７　個別計画

奧州市汚水処理基本計画（平成28年度策定）

奥州市公共下水道全体計画（平成29年度策定）

汚水処理人口普及率
(市内全域)

奥州市汚水処理計画に基づき、
13.6％増を目指します

③水洗化促進と健全な経営
　供用開始区域における水洗化の普及促進を図り、安定した下水道サービ
スを提供するため、企業会計方式により、健全かつ安定的な事業経営に努
めます。また、使用料の適正化について検討を進めます。

④下水道業務継続計画(下水
道BCP)の活用

　大規模災害や長期停電などでも、ライフラインである下水道の使用を継
続できるように下水道業務継続計画(下水道BCP)を活用し、下水道機能の
継続・早期回復に努めます。

汚水処理人口普及率
(公共下水道区域)

奥州市汚水処理計画に基づき、
7.4％増を目指します

指標名 目標設定の考え方

汚水集合処理施設数
(公共1、農集30、コミプラ3)

施設の統廃合計画により、10箇
所の処理施設の減を目指しま
す。

施策の方向（具体的取組策） 主な取り組み内容

①広域的な汚水処理計画の
実施

　公共下水道、農業集落排水、コミュニティ・プラントの施設において、
統廃合することにより、効率的で経済的な事業運営に努め、持続的な汚水
処理システム構築に向け、整備を進めます。
　公共下水道は、未普及地域の早期概成に努めます。

②効率的な維持管理
　維持管理に係る予算の平準化及び施設の最適化を図るため、ストックマ
ネジメント手法を踏まえた計画的な維持管理に努めます。また、長寿命化
や機能強化などの交付金事業を有効に活用し、施設の健全化に努めます。

６　これからの取り組み（基本施策の展開方向（施策毎の具体的推進策））

施策名 ６－２－３　水洗化の促進と効率的な汚水処理

施策の目標
　汚水処理基本計画に基づき、効率的な汚水処理の推進を図るとともに、水洗化人
口の増加のために普及を促進することにより、衛生的で快適な生活環境の確保と水
環境の保全に努めます。
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①

<関連する奥州市版ＳＤＧｓ>

② 市民や地域と一体となった公園維持管理と緑化に努めます。

　成果指標

単位
現状値
(R2)

中間目標値
（R6）

目標値
（R8）

％ 0 70 100

％ 93.5 95.7 100

７　個別計画

奥州市都市公園施設長寿命化計画（平成25年度策定、令和４年度改訂予定）

都市公園（46箇所）管理の地元関わ
り率（草刈、清掃、花植等）

公園管理の地元関わり率100％
を目指します。

①公園の適正な維持管理
　老朽化している施設の計画的な改修・修繕により長寿命化を図ります。
　公園の清掃、植栽の手入れなど市民との協働による適正な管理に努めま
す。

指標名 目標設定の考え方

公園長寿命化整備率
（各年度までの整備実施件数／整備
実施予定件数）

奥州市都市公園施設長寿命化計
画に基づき整備率100%を目指し
ます。

施策の目標

施策の方向（具体的取組策） 主な取り組み内容

６　これからの取り組み（基本施策の展開方向（施策毎の具体的推進策））

施策名 ６－２－４ 公園施設の維持管理
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①

<関連する奥州市版ＳＤＧｓ>

②

　成果指標

単位
現状値
(R2)

中間目標値
（R6）

目標値
（R8）

件 21 10 0

件 0 1 2

地区 0 1 2

７　個別計画

・奥州市都市計画マスタープラン（平成21年度策定）

・奥州市景観計画（平成26年度策定）

景観重要公共施設整備ガイドライン
の作成地区数

景観優良地区において地区ごと
の特性を生かしたガイドライン
を作成します。

指標名 目標設定の考え方

奥州市景観条例及び地区計画区域内
における無届及び勧告件数の削減

各届出において無届及び勧告件
数を減らすことにより、調和の
とれた良好な景観形成を目指し
ます。

景観重要建造物及び景観重要樹木の
指定

優れた外観を有する建築物や樹
木を指定し住民とともに保全し
ます。

①良好な景観の形成及び維
持

　奥州市の魅力ある景観を市民、事業者、行政が協働により守り育ててい
けるよう、景観まちづくりの意識醸成に努め調和のとれた良好な景観形成
を進めます。

②景観重要公共施設整備ガ
イドラインの作成に向けた
取り組み

　市民や事業者が取り組む建築物等への景観配慮と同様に奥州市景観計画
で示す景観優良地区内で行う公共事業において、景観配慮の推奨を行える
よう景観重要公共施設整備ガイドラインの作成に向けた取り組みを進めま
す。

③屋外広告物条例の制定に
向けた取り組み

　周囲の景観に調和しない屋外広告物を適正に規制誘導するため、屋外広
告物条例の制定に向けた取り組みを進めます。

６　これからの取り組み（基本施策の展開方向（施策毎の具体的推進策））

施策名 ６－２－５ 良好な景観の形成

施策の目標
　豊かな自然景観や地域に残る歴史的景観、まちづくりにおける調和のとれた景観
など、奥州市らしい魅力ある景観を市民や事業者と共に取り組み良好な景観形成を
目指します。

施策の方向（具体的取組策） 主な取り組み内容
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１　施策の大綱(政策の基本目標）

２　基本施策名称

３　体系図

５　現状と課題（基本施策に取り組むにあたり、踏まえるべき現況や解決すべき課題）

・現在の少子高齢化を伴う人口減少社会の進展する現状下においては、現在の都市規模を維持していく
ことは非常に困難であり、人口規模に応じた市街地のコンパクト化を図り、都市の密度を維持する必要
があります。
・都市部の中心市街地においては、居住人口の減少や大型店の郊外進出などにより空き家や空き地が増
加し、その魅力が低下しています。今後さらに加速する高齢社会においては、歩いて暮らせるまちづく
りが求められ、医療・福祉・商業・公共サービスなどを一定の範囲に集約していく必要があります。
・地方部においては、各施設が比較的集積している地域の生活サービス機能維持を図るとともに、市街
地と公共交通で結ぶことにより、都市部の利便を享受できるネットワークの充実が求められています。
・市内の都市拠点間、あるいは複数の市町村を結ぶ幹線は、事業者が国・県の補助を受けながら運行し
ていることから、関係各所と連携しながら維持・確保していく必要があります。
・目的地まで効率的に行くことができるように、各施設へのアクセス性やＪＲとバスの乗り継ぎ環境を
改善する必要があります。
・市街地への移動需要が多いことから、各地域拠点と市街地を結ぶ公共交通ネットワークの再構築が必
要です。
・患者輸送バスの運行地域において、地域内を運行する支線（コミュニティバス）との重複運行がみら
れることから、地域間で料金格差が生じており不均衡を是正する必要があります。
・スクールバスの運行区間において、一部区間ではコミュニティバスとの重複運行がみられることか
ら、既存資源の有効活用について整理が必要です。
・高齢者が安心して運転免許証を返納できるように、最寄りの都市拠点まで移動できる公共交通ネット
ワーク体系を新たに構築する必要があります。
・分かりやすく利用しやすい公共交通環境を整えるため、公共交通に関する各種情報提供が必要です。
・IoT、AI、ビッグデータの活用や自動運転サービスの取り組みに関する情報収集が必要です。

魅力ある都市拠点づくりの推進

公共交通ネットワークの再構築

４　基本方針（基本施策がめざすまちづくりの方針）

・無秩序な市街地の拡大を抑制し、既存の都市基盤を有効に活用しながら効率の良いまちづくりを目指
すとともに、本市の中心拠点となる市街地の再生や地域の特性、自然環境・歴史・文化資源を活用した
まちづくりを進め、持続可能な魅力ある都市の形成を目指します。
・市民や公共交通事業者等と連携・協働して交通政策に取り組み、地域の実情に合った面的な新たな交
通モードの導入を促進するとともに、限られた資源を有効に活用し、将来にわたって持続可能な公共交
通ネットワークを再構築します。

快適な暮らしを支えるまちづくり

６－３ 地域の特性を活かしたまちづくりの推進

基本施策 基本施策の展開方向（施策）

地域の特性を活かしたまちづくり
の推進

計画的な土地利用の推進
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①

<関連する奥州市版ＳＤＧｓ>

②

　成果指標

単位
現状値
(R2)

中間目標値

（R6）

目標値
（R8）

％ 57.5 57.5 57.5

７　個別計画

・国土利用計画奥州市計画（平成21年度策定）

・奥州市都市計画マスタープラン（平成21年度策定）

②立地適正化計画の作成

　都市の低密度化を抑制し、医療、福祉、商業、居住等が日常生活圏にお
いて身近に享受でき、また、高齢者をはじめとする住民が公共交通により
これらの施設等に容易にアクセスできるよう立地適正化計画の作成を進め
ます。

指標名 目標設定の考え方

都市計画用途地域を有する行政区人
口比率

都市部の密度を維持し持続可能
なまちづくりを目指します。

施策の目標
　良好な居住環境の維持・形成に努め既存の都市機能の強化、充実を図り、計画的
な土地利用の推進を市民や事業者とともに進めます。

施策の方向（具体的取組策） 主な取り組み内容

①計画的な市街地化の誘導

　無秩序な市街地の拡大を抑制し、既存市街地における都市機能の強化・
充実を図るとともに、調和のとれた土地利用の誘導を行います。また、住
む人や訪れる人が快適に過ごせる市街地の形成に向けて市民や事業者とと
もに将来を見据えた土地利用を進めます。

６　これからの取り組み（基本施策の展開方向（施策毎の具体的推進策））

施策名 ６－３－１ 計画的な土地利用の推進
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①
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②

　成果指標

単位
現状値
(R2)

中間目標値
（R6）

目標値
（R8）

％ 57.5 57.5 57.5

人 6,929 9,350 9,350

７　個別計画

・奥州市都市計画マスタープラン（平成21年度策定）

・奥州市商店街活性化ビジョン（平成27年度策定）

都市計画用途地域を有する行政区人
口比率

都市部の密度を維持し持続可能
なまちづくりを目指します。

重点地域商店街の通行量

主要箇所の通行量（２日間）に
ついて、現状維持を目指しま

す。
※

※R2は新型コロナウイルスの影響で通行量調査において前沢分を未実施のため、水沢（5,824人）及び江刺
（1,105）のみの数値を計上。また、目標値はR元の実績値（9,347人）を基に算出した。

①都市再生整備計画の作成

　都市計画マスタープラン及び立地適正化計画によるコンパクトシティの
実現に向け、行政や民間事業者が行う取り組みを円滑に行えるよう都市再
生整備計画を作成し、都市機能の向上を図り持続可能な都市づくりを進め
ます。

②魅力あるまちづくりの推
進

　魅力あるまちづくりを進めるため、中心市街地の賑わい創出に資する計
画や、地域の歴史的風土を活かしたまちづくりのための計画、既存施設の
再整備に関する計画等の作成を進めます。

指標名 目標設定の考え方

６　これからの取り組み（基本施策の展開方向（施策毎の具体的推進策））

施策名 ６－３－２ 魅力ある都市拠点づくりの推進

施策の目標
　人口減少社会においても持続可能な都市運営を進めるため、拠点となる都市の魅
力あるまちづくりを進めます。

施策の方向（具体的取組策） 主な取り組み内容
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①

<関連する奥州市版ＳＤＧｓ>

②

　成果指標

単位
現状値
(R2)

中間目標値

（R6）

目標値
（R8）

％ 1.6 1.7 1.9

人 2.0 3.0 3.0

組織 1 18 18

７　個別計画

第３次奥州市バス交通計画（令和元年度策定）

地区内交通の運営組織数
地区内交通の運営主体となる住民組織の
増加を目指します。

指標名 目標設定の考え方

高齢者の運転免許証返納率
公共交通ネットワークを再構築し、高齢者の
免許返納率の増加を目指します。

コミュニティバス１便あた
りの利用者数

幹線及び地区内交通との連携を強化し、１
便あたりの利用者数の増加を目指します。

②市域内移動を担う支線交
通の維持、確保

　利用者ニーズに合わせた運行の効率化を図るため、幹線及び地区内交通
との連携を強化します。
　市街地と各地域内の拠点を結ぶ路線の位置づけを明確化し、移動手段の
効率化と料金格差の是正を図りつつ、コミュニティバス等を維持するため
の財政的支援を行います。

③地区内交通の導入
　公共交通不便地域の解消を図るため、地区内交通を導入します。
　地区内交通を推進する体制を確立するため、導入地区に対し財政支援等
を行います。

④公共交通の利用促進
公共交通に関する各種情報提供の充実を図り、わかりやすく利用しやすい
公共交通環境を整えます。

施策の目標

　鉄道とバス等の乗り継ぎによる市域外への移動、多様な都市機能が集中する市街
地と身近な生活圏である地域（旧市町村）間の移動、地域内を中心とした移動等を
複合的に組み合わせることにより、効率的で効果的な公共交通ネットワークを再構
築します。

施策の方向（具体的取組策） 主な取り組み内容

①広域移動を担う幹線交通
の維持・確保

　利用者ニーズに合わせた運行の効率化を図るため、鉄道及びコミュニ
ティバス等との連携を強化します。

６　これからの取り組み（基本施策の展開方向（施策毎の具体的推進策））

施策名 ６－３－３　公共交通ネットワークの再構築
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１　施策の大綱(政策の基本目標）

２　基本施策名称

３　体系図

快適な暮らしを支えるまちづくり

６－４　デジタル社会の構築

基本施策 基本施策の展開方向（施策）

デジタル社会の構築 ＩＣＴ利活用環境の整備

デジタル行政サービスの推進

４　基本方針（基本施策がめざすまちづくりの方針）

　全ての市民がデジタル社会の利便性を享受できるよう、デジタル環境基盤の整備を進めます。併せて
デジタル技術やデジタルデータの活用による行政サービスの充実を図り市民の利便性の向上を目指しま
す。

５　現状と課題（基本施策に取り組むにあたり、踏まえるべき現況や解決すべき課題）

・新型コロナウイルス感染症の拡大に伴い、行政分野でのデジタル化やオンライン化の遅れが浮き彫り
となりました。このことを踏まえ、国においては、「アフターコロナ」を見据え、2022年度までにほと
んどの国民がマイナンバーカードを保有することを目標に掲げ、デジタル社会の実現を目指しており、
市においても、同様に取り組みを進めています。
・デジタル社会の実現のため、超高速ブロードバンド、ケーブルテレビ、5G、公衆無線LAN等の構築、
施設・設備の維持更新を計画的に進めることが必要不可欠です。また、山間部等においては、デジタ
ル・デバイド解消のため、既存のケーブルテレビの維持管理及び更新、テレビ共同受信施設の維持管理
支援等も重要です。
・行政サービスにおいては、「デジタル３原則（※）」に基づき、利用者中心の仕組みを構築する必要
があります。
・また、スマートフォン、タブレット端末、SNSの普及等を背景として、多種多様な情報を相互に連携
させ、新たな価値を生み出すことが期待されています。
・行政サービスのデジタル化と併せ、市民へのデジタル活用支援も充実する必要があります。

※デジタル３原則：①デジタルファースト（手続きをデジタルで完結）、②ワンスオンリー（情報の再
提出不要）、③コネクテッド・ワンストップ（一ヶ所でのサービス完結）をいう。
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①

<関連する奥州市版ＳＤＧｓ>

②

　成果指標

単位
現状値
(R2)

中間目標値
（R6）

目標値
（R8）

回 3,400,771 3,516,986 3,659,073

件 0 11,000 22,000

７　個別計画

６　これからの取り組み（基本施策の展開方向（施策毎の具体的推進策））

施策名 ６－４－１　ＩＣＴ利活用環境の整備

施策の目標
デジタルの活用にかかせない超高速通信網など、市民や事業者など誰もがデジタル化による
恩恵を享受できる環境整備を進めます。

施策の方向（具体的取組策） 主な取り組み内容

①超高速ブロードバンド環
境の整備

超スマート社会に対応できる超高速ブロードバンド、ケーブルテレビ、5G
等の携帯通信網等デジタル基盤整備の支援に努めます。

②テレビ難視聴対策
テレビ難視聴対策のためのケーブルテレビ施設の維持及び管理を行うとと
もに、テレビ共同受信施設の施設改修等に対する支援に努めます。

③公衆無線LAN環境の維持及
び拡充

来訪者の利便性向上や、災害時における情報通信環境の確保のため、公共
施設の公衆無線LAN（Wi-Fi）環境の維持及び拡充に努めます。

④市民へのデジタル活用支
援

デジタル活用に関するわかりやすい資料作成・周知や、学びの場の創出な
ど、市民のデジタル活用支援に努めます。

指標名 目標設定の考え方

市公式ホームページアクセス数
毎年アクセス数２%増を目指します
※

市公式アプリインストール数
市公式アプリ利用者数の増加を目
指します

※R2は新型コロナウイルスの影響でアクセス数が大幅に増えたため、R元の実績値（3,185,443件）を基に目標値を算出した
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①

<関連する奥州市版ＳＤＧｓ>

②

　成果指標

単位
現状値
(R2)

中間目標値
（R6）

目標値
（R8）

件 100 10,000 17,000

時間 2,723 5,000 8,100

７　個別計画

施策名 ６－４－２　デジタル行政サービスの推進

施策の目標
デジタル技術やデータを活用した行政サービスを提供し、市民の利便性の向上を目指しま
す。

６　これからの取り組み（基本施策の展開方向（施策毎の具体的推進策））

施策の方向（具体的取組策） 主な取り組み内容

①行政手続きのオンライン
化

デジタル化による利便性の向上を市民が享受できるよう、市民の利便性向
上に資する手続について、マイナポータルからマイナンバーカードを用い
たオンライン手続を可能にします。

②AI・RPAの導入
情報システムの標準化・共通化など根本的な対応を進め、そのうえでRPA
の利用による業務の自動化による生産性の向上や、AIチャットボットによ
る問い合わせ対応など行政サービスの充実を図ります。

ＲＰＡ導入による業務削減時間数
ＲＰＡ導入による業務の削減時間
数増加を目指します

指標名 目標設定の考え方

オンライン申請数
オンライン申請件数の増加を目指
します
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奥州市版ＳＤＧｓの作成について 

１ 目的 

2015年９月に「持続可能な開発のための 2030アジェンダ」として国連総会の全会一致で採択され

たＳＤＧｓについて、奥州市として総合計画や総合戦略の推進と併せて取組んでいくにあたり、市民

や市内の団体等の協力が不可欠である。 

   一方、国連版ＳＤＧｓは発展途上国も含めた世界的な取組であり、身近に感じにくい。 

   ＳＤＧｓの 17のゴールを身近なものとし、市が市民等と一体となってＳＤＧｓを推進していける

よう、市の実情に合わせて、国連版ＳＤＧｓの要素を含んだ奥州市版ＳＤＧｓを作成するものであ

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 策定の経過 

 （1）第２回総合計画策定庁内ワーキンググループ会議（５月 28日開催）にて、ＳＤＧｓの概要につい

て学習    講師：環境学習交流センター 

（2）複数の参考書をもとにＳＤＧｓの解釈一覧表を作成 

（3）第３回総合計画策定庁内ワーキンググループ会議（８月 30日開催）にて、（2）の解釈一覧表をも

とに、奥州市環境市民会議 奥州めぐみネットにアドバイザーとしてご協力をいただき、総合計画の

施策とＳＤＧｓの 17のゴールの関連性を確認 

   また、ワーキンググループ員にて奥州市版ＳＤＧｓにおけるキャッチフレーズ案及び奥州市版Ｓ

ＤＧｓのアイコンのイメージ（構成要素など）を検討 

 （4）（3）の奥州市版キャッチフレーズ案及びイメージをもとに、奥州市版ＳＤＧｓの 17のアイコン案

を作成 

 ※奥州市版ＳＤＧｓ作成のための“解釈一覧”やオリジナルアイコンなどは、庁内で職員が作成 

 

３ 奥州市版ＳＤＧｓの今後の活用について 

（1）総合計画・総合戦略の推進において奥州市版ＳＤＧｓを意識した取組を進め、理解を深めていく。 

（2）市の将来を担う世代や協働の担い手、連携企業などの多様な主体からの意見を取り入れながら、

奥州市版ＳＤＧｓの普及や具体的な活用策を検討し、推進していく。 

栄養不良の解消 

食料の確保 

飢餓の撲滅 

強靭な農業（対気候変

動、極端な気象現象） 

国連版ＳＤＧｓ 

飢餓を終わらせ、

食料安全保障及

び栄養改善を実

現し、持続可能な

農業を促進する 

【イメージ図】 

高付加価値化（生産技術、物流、加工技術） 

農業（栽培、生産方法、生産技術、農地管理）への支援、 

助成、商業（販売、取引、広告）への支援、 

工業への支援、誘致、輸送、 

コンプライアンス（環境負荷軽減、雇用）、健康 

奥州市版ＳＤＧｓ 

令和３年 10月 18日 

全員協議会資料   総務企画部 



国連版ＳＤＧｓ解釈一覧及び奥州市版ＳＤＧｓ（案） 【別紙】

国連版 ５Ｐ 概要 トピック キーワード アクションの例

1
あらゆる場所のあらゆる形態の
貧困を終わらせる

・絶対的貧困の撲滅
・相対的貧困の撲滅
・社会保障制度による対策の実施
・極端な気象、経済、社会、環境に対
する脆弱性への対策
・貧困層やジェンダーへの配慮

・経済的な困窮
・貧富の差
・貧困母子（父子）家庭
・社会的包摂（社会が弱い立場にある人を、
その一員として取り込み支え合うこと）

共に生きる
社会の
実現を

・給付
・助成
・援助
・相談
・制度や仕組みの構築
・教育、学習

2
飢餓を終わらせ、食糧安全保障
及び栄養改善を実現し、持続可
能な農業を促進する

・栄養不良の解消、食料の確保、飢餓
の撲滅
・農業生産性と所得の向上
・強靭な農業（対気候変動、極端な気
象現象）

・高付加価値化（生産技術、物流、加工技
術）
・持続可能な食糧生産システム（農業システ
ム）
・生態系、生物多様性の維持
・フェアトレード（児童労働、労働力の搾取
を排除）
・市民の栄養改善

おいしいと
安全を
届けよう

・農業（栽培、生産方法、技術支援、農地管理）への支
援、助成
・商業（販売、取引、広告）への支援
・工業への支援、誘致
・輸送
・技術開発支援、新技術、新方式採用支援
・コンプライアンス（環境負荷軽減、雇用）
・健康

3
あらゆる年齢のすべての人々の
健康的な生活を確保し、福祉を
促進する

・妊婦、小児の死亡率の削減
・感染症、伝染病への対処
・死亡率削減のための精神保健、福祉
の促進自殺率の低下
・薬物、アルコール、たばこなどの乱
用防止
・交通事故死亡者の削減
・有害化学物質、大気、水質、土壌汚
染による死亡・疾病の減少

・新型コロナウイルス感染症
・飲酒、喫煙、アルコール
・結核、HIV、マラリア
・交通事故
・水、衛生、医療環境
・関連する教育支援

心身の健康と
しあわせを
みんなに

・医療
・保健
・交通（法令順守、施設設備、技術開発）
・環境保全
・上下水道整備、維持管理、水質
・教育（薬物、アルコール、生存環境）

4
すべての人々への、包摂的かつ
公正な質の高い教育を提供し、
生涯学習の機会を促進する

・あらゆる世代に対する持続可能な社
会の構築のための課題を把握するため
の教育

・学校教育
・生涯学習
・職場での訓練
・学習や教育環境の整備、機会の創出、確保

自由に学べる
環境をみんなに

・教育（施設、人材、機会、内容）
・学習（施設、人材、機会、内容）
※教育機関（学校等）におけるカリキュラムはもとより、
全世代対象の学習やOJT

5
ジェンダー平等を達成し、すべ
ての女性及び女児の能力強化を
行う

・政治、経済、教育、健康等における
ジェンダーギャップの解消

・ジェンダー：社会的・文化的に作られる性
別「男らしく、女らしく」「男なのに、女な
のに」など
・DV
・女性の能力向上
・機会の平等

お互いを
尊重し合おう

・DVへの対応
・ジェンダーの学習、意識、教育（内外）
・女性の社会進出の取組み

6
すべての人々の水と衛生の利用
可能性と持続可能な管理を確保
する

・上下水道、トイレの整備、治山治水
などの幅広い水政策の実施、水圏生態
系の保護や回復

・上下水道
・森林保護
・トイレの整備（合併浄化槽）
・森林、河川、山地、湖沼、生態系

きれいな水を
今も未来も

・安全な水利用環境の整備
・水源としての環境保護
・衛生環境の保全

7
すべての人々の、安価かつ信頼
できる持続可能な近代的エネル
ギーへのアクセスを確保する

・再生可能エネルギーの推進、転換 ・太陽光、風力、水力、地熱、バイオマス

豊かな自然を
大切な
エネルギーに

・温暖化対策として温室効果ガス削減の施策の検討、実施
・再エネやその他エネルギー関連の先進技術の導入、利用
促進（制度、情報発信）

8

包摂的かつ持続可能な経済成長
及びすべての人々の完全かつ生
産的な雇用と働きがいのある人
間らしい雇用（ディーセント
ワーク）を促進する

・持続可能な社会づくりのための経済
成長、雇用創出や企業、ディーセント
ワークの促進

・ディーセントワーク：働きがいのある人間
らしい仕事
・児童労働の撲滅
・労働力搾取の撲滅
・経済関連施策
・労働関係法令関連施策

働きがいのある
まちをつくろう

・労働、雇用、産業や企業の育成、誘致などの取組み
・ローカルビジネス、ローカルグッド（地域に根ざしたビ
ジネス、活動）

9

強靭（レジリエント）なインフ
ラ構築、包摂的かつ持続可能な
産業化の促進及びイノベーショ
ンの推進を図る

・持続可能な社会づくりのために、レ
ジリエント（強靭な、柔軟な、回復力
のある）な産業を発展させ、災害など
に強いインフラを開発、整備し技術革
新をする

・交通、物流網
・情報通信網
・先進技術、環境技術、クリーン技術、資源
利用技術、技術革新
・科学研究
・産業の持続可能性の向上

先端技術を
活用できるまちを
目指そう

・輸送インフラ（道路、公共交通）検討、整備
・情報通信網の検討、整備
・技術開発、利用、利用促進
・災害に対する備え
・上記による産業の強靭化

People
（人）

Prosperity
（豊かさ）

奥州市版



国連版ＳＤＧｓ解釈一覧及び奥州市版ＳＤＧｓ（案） 【別紙】

国連版 ５Ｐ 概要 トピック キーワード アクションの例奥州市版

10
各国内及び各国間の不平等を是
正する

・経済、性別、年齢、障害の有無、国
籍、人種、宗教、性的マイノリティな
どの不平等や差別の解消

・税制
・社会保障
・賃金
・格差、不平等の解消

市民に公平な
まちづくり

・税制の適正運用、執行
・社会保障の構築、運用
・相談（賃金、人権、差別）

11
包摂的で安全かつ強靭（レジリ
エント）で持続可能な都市及び
人間居住を実現する

・持続可能なまちづくり
　災害に強く、歴史や文化がしっかり
と守られ、そこに暮らすいろんな人が
安心して暮らせるまちづくり

・住宅、オフィスの省エネ、再エネ技術の導
入
・交通インフラの整備、再エネ技術導入
・廃棄物
・生活インフラ
・文化、自然遺産等の保護
・防災、減災
・緑地や公共スペースの確保

安心と魅力のある
まちづくり

・住宅等建築物に対する助成、補助
・再生可能エネルギーの導入
・再生可能エネルギーの情報発信
・再生可能エネルギーに関する施策、まちづくり
・廃棄物、3R
・防災、減災
・文化財、遺跡の保護
・持続可能なまちを構成する生活環境の構築（都市計画）

12
持続可能な生産消費形態を確保
する

・生活で使う商品やサービスを生産、
消費する方法を変えて環境負荷を減ら
しつつ、生活の質の向上を目指す

・食品ロス
・天然資源（化石燃料、水資源、森林資源）
の消費
・廃棄物削減
・文化振興、産品販促、持続可能な取組みを
生かした観光業
・児童、生徒への気候変動に関する教育、持
続可能な発展に関する教育

丸ごと余さず使う
まちづくり

・食品ロス対策
・廃棄物削減、3Rの取組み
・エネルギー消費（製造、加工、流通、消費）の改革、革
新、新発想
・持続可能な社会、環境に関する教育、学習
・商工農など産業部門の取組みや成果を観光やまちづく
り、特色づくりなどへ二次利用
・提供を受けるサービスや物品の購入先のESGのチェック

13
気候変動及びその影響を軽減す
るための緊急対策を講じる

・自然災害に対するレジリエントなま
ちづくりと地球温暖化を原因とする気
候変動への対策のため温室効果ガスの
削減と低炭素社会へシフト

・防災、減災
・地球温暖化
・低炭素社会
・温室効果ガス（二酸化炭素、メタン、一酸
化ニ窒素）
・食糧生産（農業、漁業などの温暖化対策）
・気候変動に関する教育、啓発、能力開発

気候変動に
しなやかな
まちづくり

・防災、減災
・エネルギー開発、需要、供給への取組み
・温室効果ガス削減のための監視と対策、実行
・農業、漁業など食糧生産現場における温暖化対策（気象
に対応した栽培技術の開発、生産における温室効果ガス削
減取組み）
・教育、学習、能力開発の機会の創出、人材育成

14
持続可能な開発のために海洋・
海洋資源を保全し、持続可能な
形で利用する

・海、海洋資源、及びそこにつながる
内水面の環境を守る

・河川、湖沼
・産業排水、生活排水
・水圏生態系の回復、保護
・ゴミの削減、廃プラスチックの削減

きれいな北上川を
維持しよう

・下水、浄化槽の整備、維持
・河川、湖沼など内水面における環境保全
・ゴミ、廃プラスチックの排出削減

15

陸域生態系の保護、回復、持続
可能な利用の推進、持続可能な
森林の経営、砂漠化への対処、
並びに土地の劣化の阻止・回復
及び生物多様性の損失を阻止す
る

・生物や天然資源を守る

・森林、湿地、乾燥地、山地
・生物多様性
・山地生態系
・特定外来生物の駆除

豊かな森を
守ろう

・生物多様性の保護、回復
・山地、森林、都市、内水面などの生物多様性や生態系の
保護、回復の視点、施策

16
Peace
（平和）

持続可能な開発のための平和で
包摂的な社会を促進し、すべて
の人々に司法へのアクセスを提
供し、あらゆるレベルにおいて
効果的で説明責任のある包摂的
な制度を構築する

・人の権利を守る平和で公正な社会づ
くり

・公共的機関のコンプライアンス
・個人情報保護
・情報セキュリティ
・あらゆる形態の暴力
・子どもへの暴力、搾取
・人権

誰もが
安心・安全を
感じられる社会

・暴力、犯罪の減少の取組み
・DV、子どもへの暴力の阻止
・個人情報の保護
・情報セキュリティの確保
・透明性、公平公正が確保された行政（情報発信、制度の
構築）

17
Partnership
（連携）

持続可能な開発のための実施手
段を強化し、グローバル・パー
トナーシップを活性化する

・難しい課題や新しい課題の解決、
SDGsの推進のために様々な立場の関係
者で連携する

・企業、行政、研究機関、金融、労働、メ
ディアの連携（「産官学金労言」）
・個人、団体の連携
・実施手段の強化

みんなが
「つながる」
まちづくり

・ステークホルダーとの連携
　（グローバルに限らず、ローカルでも）

※出典：外務省「持続可能な開発目標（SDGs）と日本の取組」より

Planet
（地球）

Prosperity
（豊かさ）


